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成果報告書別冊の構成

成果成果報告書別冊（参考資料）報告書別冊（参考資料）

〔成果物〕 〔成果物の概要〕

業務プロセス案業務プロセス案
((マイナンバー法案をマイナンバー法案を

 大綱のユースケースより整理した詳細検討対象ユースケース（８つ）のうち、マイナンバー法案に具体的な
事務として規定されており、その内容が明確になっている4つのユースケースについて、マイナンバー法案

連携データ項目案連携データ項目案
((マイナンバー法案をマイナンバー法案を
考慮した見直し版）考慮した見直し版）

 上記、４つのユースケースに対し、団体間で連携する情報について、マイナンバー法案を考慮した見直しを
行ったもの

考慮した見直し版）考慮した見直し版） を考慮して、情報の流れを中心に見直したもの

 団体間連携を実現するために、地方自治体に必要となる各機能の仕様及び連携方式等を整理したもの
 団体間連携におけるシステム間のインタフェースと、メッセージのデータ項目（ユースケースによらず共通し

て連携に必要となる項目を整理したもの）

接続機能仕様案接続機能仕様案

〔各成果物の内訳〕

 インタフェース仕様 団体間で連携する情報のデータ項目と、団体間の入出力（Ｉ／Ｏ）の関係を整理したもの。

業務プロセス案  ユースケースごとの業務プロセス案

連携データ項目案

 全体アーキテクチャ  情報提供ネットワークシステム接続概要
 情報提供ネットワークシステム及び機能ブロックの連携の考え方

様 団体間 携す 情報 項 、団体間 （ ／ ） 係 。

 データ一覧 各業務が所管するデータの中で、他団体との情報連携で提供する情報を整理したもの。
繰り返し項目がある場合は出現回数の最小と最大に出現する回数を整理している。

接続機能仕様案

 連携処理の詳細
 インタフェース定義
 全体シーケンス

 個別機能仕様  情報提供ネットワークシステム接続機能
 ＰＦ通信機能
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 暗号・署名機能 等

※本別冊に示す、マイナンバー法案を考慮した業務プロセス案及び連携データ項目案は、事務局を中心に整理したものであり、今後、
業務有識者への確認等によって精査する必要がある。

成果報告書別冊の構成

接続機能仕様案と連携データ項目案の関係

団体間連携 おけるイ タ とし 必要な項目 全体は 接続機能仕様案 記載し る ただし 接続機能仕様案 は ケ よ団体間連携におけるインタフェースとして必要な項目の全体は、接続機能仕様案に記載している。ただし、接続機能仕様案にはユースケースによ
らない共通的な項目を整理し、ユースケースによって必要な項目が異なる部分については、具体的な項目を連携データ項目案に記載している。
なお、連携データ項目案には、８つの詳細検討対象ユースケースにおいて審査等の業務で必要となる項目を整理しているため、今後の団体間連

携実現に向けては拡張が必要となる。

『『接続機能仕様案接続機能仕様案』』
・・・
2.4 インタフェース定義
(1) 情報提供ネットワークシステム接続インタフェース
(2) 連携インターフェース機能⇔中間インターフェース機能間インタフェース(2) 連携インターフェース機能⇔中間インターフェース機能間インタフェース

(A)照会依頼メッセージ
(B)応答メッセージ

応答メッセージの「 （連携情報） 」
に含まれる具体的な情報項目に

『『連携データ項目案連携データ項目案』』
(※(※８つの詳細検討対象ユースケースの整理結果）８つの詳細検討対象ユースケースの整理結果）

１ インタフ ス仕様に含まれる具体的な情報項目に
ついては、８つの詳細検討対象
ユースケースを対象に整理した
内容を『連携データ項目案』の
「２．データ一覧」に記載する。

１．インタフェース仕様
２．データ一覧

CD コ ド名 最小 最大

データ一覧 業務

№ 情報名 データ型 桁数
コード 出現回数

CD コード名 最小 最大
1 所得課税証明書情報 1 1
2 課税情報 1 1
3 相当年度 X 4 1 1
4 年税額 S9 13 1 1

21 本人情報 1 1

22 本人寡婦区分 X 1 ○
本人寡婦
区分

1 1

・・・

(C)連絡メッセージ
・・・

・・・
(3)地域情報ＰＦインタフェース

(A)照会依頼メ セ ジ

区分
23 本人勤労学生区分 X 1 ○ 有無 1 1

24
税（賦課）情報（個人住
民税）

1 1

25 賦課年度 X 4 1 1
26 相当年度 X 4 1 1
27 徴収番号 X 20 1 1
28 年税額 S9 13 1 1

・

連絡メッセージの「 （連携情報） 」
についても同様

地域情報ＰＦインタフェースの、
(A)照会依頼メッセージ
(B)応答メッセージ
(C)連絡メッセージ

・・・
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・・
応答メッセージ、連絡メッセージの
「 （連携情報） 」についても同様
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はじめに 

 
 本書「業務プロセス案」は平成 23 年度自治体クラウド推進事業（団体間の業務データ連携に係る検討・

実証）成果報告書の別冊（参考資料）として作成したものである。 

 「業務プロセス案」は、団体間連携実現後の姿について、業務処理や運用の流れを中心に視覚的に整理し

たものである。「業務プロセス案（マイナンバー法案を考慮した見直し版）」は、平成 23 年 6 月 30 日に政

府・与党社会保障改革検討本部により示された『社会保障・税番号制度大綱』を基に作成したユースケー

スの業務プロセス案に対して、マイナンバー法案を考慮して見直しを行ったものである。 

 「業務プロセス案」は、以下の成果物から成る。 

 次期概略フロー…団体間連携実現時の姿について、どのような組織がどのような情報を連携する

かといった点を中心に整理したもの。 
 業務プロセス案…団体間連携実現時の姿として、利便性や効率化の面から住民と職員の双方にと

ってより望ましい姿となるよう処理の流れを検討し、特に、団体間連携において従来の運用が変

わる処理や新たに追加される処理について詳細な流れを記載したもの。 
 

 



マイナンバー法案を考慮した見直しの考え方

（１）次期概略フローへのマイナンバー法案を考慮した見直し

マイナンバー法案に記載のあった４つのユースケースに対して、マイナンバー法案に記載されている情報提供者や特定個人
情報について、次期概略フローに取り込み、「次期概略フロー（マイナンバー法案を考慮した見直し）」を作成した。取り込みの
考え方は以下の通り。

次期概略フロ の連携先（組織と業務） 連携情報について マイナンバ 法案の別表第二の記載有無を確認し

市町村（現住所地）都道府県

《小児慢性特定疾患医療》

利用者
（住民）

住基ネット
国民健康保険

本人確認情報

健康保険

次期概略フローの連携先（組織と業務）、連携情報について、マイナンバー法案の別表第二の記載有無を確認し、
記載がある場合は団体間連携として整理し、記載がない場合は添付書類もしくは紙による連携として整理する。

【次期概略フロー（改定版）の記載の考え方】

①連携先は 上から

情
報
提

《小児慢性特定疾患医療》

審査

Ａさん

状況把握

小児慢性特定疾患医療
受診券交付申請書

住民票関係情報
（住民票情報）

研究医療への
参加に対する

同意書

（専門医による
審査）

市町村（現住所地）

照会応答

生活保護

照会応答

住民基本台帳

照会応答

健康保険証等

国民健康保険の
所得区分

①連携先は、上から
・市町村
・都道府県
・その他の行政機関等

の順で記載している。
提
供
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
シ
ス
テ
ム

市町村（１月１日住所地）

個人住民税

審査

（台帳）

賦課・給付
徴収・支給

決定通知書
照会応答

地方税関係情報
（所得課税証明書情報）

審査）

源泉徴収票等 《中国残留邦人等支援》

照会応答
中国残留邦人等支援

給付関係情報医療意見書

②自治体内の業務は、APPLICで規定された
業務は業務番号の順、以降に規定されて
いない業務、の順で記載している。

ム 照会応答

医療保険者

（各種）健康保険組合

（各種）国民健康保険組合

小児慢性特定疾患
医療受診券

指定都市、中核市が小児慢性特定疾患
医療の業務を行う場合、医療保険者が国
民健康保険であれば、庁内連携となる。
なお、現住所地と１月１日時点の住所地 《中国残留邦人等支援》

都道府県

《中国残留邦人等支援》

照会応答

中国残留邦人等支援
給付関係情報

生活保護関係情報
（生活保護受給情報）

生活保護

照会応答

確認事項①確認事項①

生活保護関係情報
（生活保護受給情報）

生活保護

照会応答
生活保護関係情報

※詳細な記載の考え方については、次頁に
示す。

医療機関

全国健康保険協会

国家公務員共済組合

地方公務員等共済組合

日本私立学校振興
・共済事業団

なお、現住所地と１月１日時点の住所地
が同じ場合は、個人住民税は庁内連携と
なる。

医療保険の
所得区分

小児慢性特定疾患
結果

照会応答

中国残留邦人等支援
給付関係情報

生活保護関係情報
（生活保護受給情報）
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（２）業務プロセス案の見直し

作成した次期概略フローをもとに、業務処理や運用の流れを中心とした業務プロセス案を作成する。

次期概略フローの連携先、連携情報については以下のようにマイナンバー法案の内容を基に見直しを行った。

市町村（現住所地）都道府県

《小児慢性特定疾患医療》

利用者
（住民）

小児慢性特定疾患医療
受診券交付申請書

住基ネット
国民健康保険

照会応答

本人確認情報

国民健康保険の
所得区分

マイナンバー法案の反映
部分は赤字で記載する

情
報

Ａさん

状況把握

受診券交付申請書

住民票関係情報
（住民票情報）

研究医療への
参加に対する

同意書

市町村（現住所地）

生活保護

照会応答

住民基本台帳

照会応答
報
提
供
ネ
ッ
ト
ワ
ー

審査

（台帳）

（専門医による
審査）

健康保険証等

源泉徴収票等 《中国残留邦人等支援》

照会応答
中国残留邦人等支援

給付関係情報医療意見書

情報名は以下のように法案内容を反映
「マイナンバー法案の情報名（課題イで整理した情報名）」

ー
ク
シ
ス
テ
ム

市町村（１月１日住所地）

個人住民税

帳

賦課・給付
徴収・支給

決定通知書
照会応答

地方税関係情報
（所得課税証明書情報）

小児慢性特定疾患 都道府県
生活保護関係情報
（生活保護受給情報）

マイナンバー法案に記載がない

医療保険者

（各種）国民健康保険組合

小児慢性特定疾患
医療受診券

指定都市、中核市が小児慢性特定疾患
医療の業務を行う場合、医療保険者が国

都道府県

《中国残留邦人等支援》

照会応答

中国残留邦人等支援
給付関係情報

生活保護関係情報
（生活保護受給情報）

生活保護

照会応答

（生活保護受給情報）

生活保護

イナン 法案 記載がな
情報は、添付書類、もしくは紙で
の連携（公用照会など）とする。 新たに連携情報として記

載された情報は、連携を
追記する。

全国健康保険協会

（各種）健康保険組合

国家公務員共済組合

民健康保険であれば、庁内連携となる。
なお、現住所地と１月１日時点の住所地
が同じ場合は、個人住民税は庁内連携と
なる。

医療保険の
所得区分

《中国残留邦人等支援》

照会応答

中国残留邦人等支援
給付関係情報

照会応答
生活保護関係情報
（生活保護受給情報）
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医療機関

地方公務員等共済組合

日本私立学校振興
・共済事業団

小児慢性特定疾患
結果
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詳細検討対象ユースケースにおける業務プロセス案 

（マイナンバー法案を考慮した見直し版） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料１． 
「新№１ 児童扶養手当の認定申請における手続の効率化」 

 

資料１－１ 次期概略フロー（マイナンバー法案を考慮した見直し版） 

資料１－２ 業務プロセス案（マイナンバー法案を考慮した見直し版） 

 
 

 

 

 

 

 

 
 

 



 



該当するユースケース（大綱・Ｈ２２年度事業）

新№１．児童扶養手当の認定申請における手続の効率化
次期概略フロー（マイナンバー法案を考慮した見直し版）（１／４） 資料１－１

・№５．児童扶養手当の認定における公的年金受給状況の把握

ユースケースの概要

童・児童扶養手当の認定手続において、処理に必要な情報を他組織から直接参照する。参照した情報等をもとに審査等を行い、結果を住民に通知
する。

ユースケースの補足（整理する範囲・前提・業務内容など）

※申請から認定までを対象とし、支給は対象外とする。
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新№１．児童扶養手当の認定申請における手続の効率化
次期概略フロー （マイナンバー法案を考慮した見直し版） （２／４）

児童扶養手当の認定手続において、処理に必要な情報を他組織から直接参照する。参照した情報等をもとに審査等を行い、結果を住民に通知す
る

市町村（現住所地）利用者
（住民）

住基ネット
本人確認情報

市町村（別居の住所地）

る。

《児童扶養手当》

市町村（１月１日住所地）

個人住民税
児童扶養手当 会応答

地方税関係情報
（所得課税証明書情報）

※子どもが別居している場合は、
他市町村との連携となる

市町村（別居の住所地）

住民基本台帳

照会応答

住民票関係情報
（住民票情報）

状況把握

児童扶養手当
認定請求書

Ａさん

照会応答

審査

別居監護申立書等

戸籍全部事項証明書

診断書等

他市町村障害者自立支援法による
療養 介護、施設入所支援に関する情報

障害者関係情報 障害者福祉

照会応答

情
報
提
供
ネ
ッ
ト

（台帳）

児童扶養手当
支給決定通知書

賦課・給付

児童扶養手当

診断書等

預金通帳の写し 《障害児》

照会応答

《公務災害》

照会応答

児童福祉法による障害児
入所支援等の情報

他の制度における年金給付の受給情報
〔学校医等の公務災害補償法〕

（年金受給情報）

ト
ワ
ー
ク
シ
ス
テ
ム

住民基本台帳

住民票情報

個人住民税

所得課税証明書情報都道府県が業務を行う
場合は、庁内の連携はな

照会応答

児童扶養手当
不支給決定通知

《公務災害》

照会応答

都道府県他の制度における年金
給付の受給情報〔学校
医等の公務災害補償
法〕（年金受給情報）

《障害者福祉》

照会応答

障害者関係情報
特別児童扶養手当関係情報

《障害児》

照会応答

児童福祉法による障害児
入所支援等の情報

個人住民税場合は、庁内の連携はな
く、すべて他組織（市町
村）との連携となる。 照会応答

障害者福祉

照会応答
障害者自立支援法による療養
介護、施設入所支援に関する情報

他の制度における年金給付の
受給情報〔学校医等の公務災
害補償法〕（年金受給情報）

《公務災害》

照会応答

《未帰還者留守家族等
援護》

照会応答

他の制度における年金給付の
受給情報〔未帰還者留守家族等

援護法〕（年金受給情報）

照会応答

《障害児》

2

公的年金の給付を行うと
されている者（年金保険者）

障害者関係情報

厚生労働省
特別児童扶養手当関係情報児童福祉法による障害児入所支援等の情報

《障害児》

照会応答

他の制度における年金給付の受給情報
（年金受給情報）（※１）



新№１．児童扶養手当の認定申請における手続の効率化
次期概略フロー （マイナンバー法案を考慮した見直し版） （３／４）

次期概略フローの補足事項

※１．「自制度以外の他の制度における年金給付の受給情報」の内容

（用語の定義）
第三条

児童扶養手当法第三条第二項に規定された「公的年金給付」を指す

第三条
（略）
２ この法律において「公的年金給付」とは、次の各号に掲げる給付をいう。

一 国民年金法 （昭和三十四年法律第百四十一号）に基づく年金たる給付
二 厚生年金保険法 （昭和二十九年法律第百十五号）に基づく年金たる給付（同法 附則第二十八条 に規定する共済組合が支給する年金たる給付を含む。）
三 船員保険法 （昭和十四年法律第七十三号）に基づく年金たる給付（雇用保険法 等の一部を改正する法律（平成十九年法律第三十号）附則第三十九条 の

規定によりなお従前の例によるものとされた年金たる給付に限る ）規定によりなお従前の例によるものとされた年金たる給付に限る。）
四 恩給法 （大正十二年法律第四十八号。他の法律において準用する場合を含む。）に基づく年金たる給付
五 国家公務員共済組合法 （昭和三十三年法律第百二十八号）及び国家公務員共済組合法の長期給付に関する施行法 （昭和三十三年法律第百二十九号）

に基づく年金たる給付
六 地方公務員の退職年金に関する条例に基づく年金たる給付
七 地方公務員等共済組合法 （昭和三十七年法律第百五十二号）及び地方公務員等共済組合法の長期給付等に関する施行法 （昭和三十七年法律第百五務員 済組合法 （昭 年法律第百 号） 務員 済組合法 長期給 施 法 （昭 年法律第百

十三号）に基づく年金たる給付
八 私立学校教職員共済法 （昭和二十八年法律第二百四十五号）に基づく年金たる給付
九 旧令による共済組合等からの年金受給者のための特別措置法 （昭和二十五年法律第二百五十六号）に基づいて国家公務員共済組合連合会が支給する年

金たる給付
十 戦傷病者戦没者遺族等援護法 （昭和二十七年法律第百二十七号）に基づく年金たる給付
十一 未帰還者留守家族等援護法 （昭和二十八年法律第百六十一号）に基づく留守家族手当及び特別手当（同法 附則第四十五項 に規定する手当を含む ）十一 未帰還者留守家族等援護法 （昭和二十八年法律第百六十一号）に基づく留守家族手当及び特別手当（同法 附則第四十五項 に規定する手当を含む。）
十二 労働者災害補償保険法 （昭和二十二年法律第五十号）に基づく年金たる給付
十三 国家公務員災害補償法 （昭和二十六年法律第百九十一号。他の法律において準用する場合を含む。）に基づく年金たる補償
十四 公立学校の学校医、学校歯科医及び学校薬剤師の公務災害補償に関する法律 （昭和三十二年法律第百四十三号）に基づく条例の規定に基づく年金た

る補償
十五 地方公務員災害補償法 （昭和四十二年法律第百二十一号）及び同法 に基づく条例の規定に基づく年金たる補償
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新№１．児童扶養手当の認定申請における手続の効率化
次期概略フロー（マイナンバー法案を考慮した見直し版） （４／４）

児童扶養手当の申請に関する主な法令

児童扶養手当法

（認定）
第六条 手当の支給要件に該当する者（以下「受給資格者」という。）は、手当の支給を受けようとするときは、その受給資格及び手当の額について、都道府県知事等の
認定を受けなければならない。
２ 前項の認定を受けた者が 手当の支給要件に該当しなくなつた後再びその要件に該当するに至つた場合において その該当するに至つた後の期間に係る手当の支２ 前項の認定を受けた者が、手当の支給要件に該当しなくなつた後再びその要件に該当するに至つた場合において、その該当するに至つた後の期間に係る手当の支
給を受けようとするときも、同項と同様とする。

児童扶養手当法

（調査）（調査）
第二十九条 都道府県知事等は、必要があると認めるときは、受給資格者に対して、受給資格の有無及び手当の額の決定のために必要な事項に関する書類（当該児
童の父又は母が支払つた当該児童の養育に必要な費用に関するものを含む。）その他の物件を提出すべきことを命じ、又は当該職員をしてこれらの事項に関し受給資格
者、当該児童その他の関係人に質問させることができる。
２ 都道府県知事等は、必要があると認めるときは、受給資格者に対して、第三条第一項若しくは第四条第一項第一号ハに規定する政令で定める程度の障害の状態に
あることにより手当の支給が行われる児童若しくは児童の父若しくは母につき、その指定する医師の診断を受けさせるべきことを命じ、又は当該職員をしてその者の障害の
状態を診断させることができる状態を診断させることができる。
３ 前二項の規定によつて質問又は診断を行なう当該職員は、その身分を示す証明書を携帯し、かつ、関係人の請求があるときは、これを提示しなければならない。

児童扶養手当法

（資料の提供等）
第三十条 都道府県知事等は、手当の支給に関する処分に関し必要があると認めるときは、受給資格者、当該児童若しくは受給資格者の配偶者若しくは扶養義務者の
資産若しくは収入の状況又は受給資格者、当該児童若しくは当該児童の父若しくは母に対する公的年金給付の支給状況につき、官公署、公的年金給付に係る年金制度
の管掌者たる組合若しくは国家公務員共済組合連合会若しくは日本私立学校振興・共済事業団に対し、必要な書類の閲覧若しくは資料の提供を求め、又は銀行、信託
会社その他の機関若しくは受給資格者の雇用主その他の関係人に対し、必要な事項の報告を求めることができる。

※ 申請書、添付書類については、以下に規定されている。
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業務プロセス案（マイナンバー法案を考慮した見直し版） 資料１－２

《障害者福祉》／《障害児》／《公務災害》／《未帰還者留守家族
等援護》

業務担当者 決裁権者 業務担当者 決裁権者 業務担当者 決裁権者 業務担当者 決裁権者 業務担当者

新No.1 児童扶養手当の認定申請における手続の効率化

利用者（住民）

市（現住所地） 市町村（別居の住所地） 市町村（1月1日住所地） 他市町村 都道府県

住基ネット 厚生労働省

決裁権者

公的年金の給付を行
うとされている者（年

金保険者）
《児童扶養手当》 住民基本台帳 個人住民税 障害者福祉／《障害児》／《公務災害》

窓口訪問

申請書作成

提出 受取

本人確認

形式チェック

B‐1:住民から受け取る際の業務処理の流れ

児童扶養手当

認定請求書

別居監護

申立書

受
領

確

戸籍全部事項

証明書

診断書等

■業務プロセス案の前提

(1)申請者は、現住所の市役所の窓口で申請を行う。

(2)他組織への照会において、照会先の組織は、申請書に記入してもらうことで把握する。

(3)審査に必要な情報は、申請の都度、他組織への照会を行うこととする。（他の申請等で照会した情報を、活用することはしない）

(4)結果通知は、申請者に郵送する。

【凡例】

処理 分岐
帳票団体間連携

以外の処理

自治体以外(国・

民間)の処理

処理のきっかけ 情報・処理の流れ結合子 補足事項 想定される効果

形式チェック

「番号」確認

確
認

ICカード提示

帰宅

個人の特定

内容の作成

メ
ッ
セ
ー
ジ
作

C‐2：行政機関（他団体）へ照会し

回答を受け取る際の

業務処理の流れ

診断書等

預金通帳の

写し 【番号導入後の想定される効果】

・住民が他組織から取得して窓口に持参する添付書類が一部削減されるため、住民・職員の負荷軽減につながる。

・年金受給状況等の正確な情報を把握できるので、住民に対して適正な給付が可能となる。

・現状では紙等で照会している情報を、電子で照会できるようになるため、照会に係る職員の時間及び業務負荷が軽減される。

宛先の指定

作
成

決裁の依頼

決裁

メッセージ確認

決裁状況の確認

内
部
決
裁

署名付与依頼

電子署名付与

決裁状況の確認

署名付与状況の確認

署
名
付
与

単件即時決裁を行わなくてもよい。

その場合、一括事後決裁を行うこととする。

送信の依頼

送信

署名付与状況の確認

送信記録

送
信

1/3



業務プロセス案（マイナンバー法案を考慮した見直し版） 資料１－２

《障害者福祉》／《障害児》／《公務災害》／《未帰還者留守家族
等援護》

業務担当者 決裁権者 業務担当者 決裁権者 業務担当者 決裁権者 業務担当者 決裁権者 業務担当者

新No.1 児童扶養手当の認定申請における手続の効率化

利用者（住民）

市（現住所地） 市町村（別居の住所地） 市町村（1月1日住所地） 他市町村 都道府県

住基ネット 厚生労働省

決裁権者

公的年金の給付を行
うとされている者（年

金保険者）
《児童扶養手当》 住民基本台帳 個人住民税 障害者福祉／《障害児》／《公務災害》

受信

到達記録受
信

D‐2：行政機関（他団体）から問い合わせを受け取り

回答する際の業務処理の流れ

※子どもが別居している場合

受信

到達記録受
信

D‐2：行政機関（他団体）から問い合わせを受け取り

回答する際の業務処理の流れ

※受給者の現住所地と1月1日現在の住所地が

異なる場合

受信

到達記録受
信

D‐2：行政機関（他団体）から問い合わせを受け取り

回答する際の業務処理の流れ

照会依頼情報

（障害者自立支援法による療養介護、施設入所支援に関する情報／

障害者関係情報／

児童福祉法による障害児入所支援等の情報）／

他の制度における年金給付の受給情報〔学校医等の公務災害補償法〕（年金受給情報））照会依頼情報

（地方税関係情報（所得課税証明書情報））

照会依頼情報

（住民票関係情報（住民票情報））

照会依頼情報

（本人確認情報）

照会依頼情報

（ 障害者関係情報／特別児童扶養手当関係情報／

児童福祉法による障害児入所支援等の情報）

他の制度における年金給付の受給情報〔学校医等の公務災害補償法〕（年金受給情報）／

他の制度における年金給付の受給情報〔未帰還者留守家族等援護法〕（年金受給情報））

照会依頼情報

（特別児童扶養手当関係情報）

受信

到達記録受
信

D‐2：行政機関（他団体）から問い合わせを受け取り

回答する際の業務処理の流れ

照会依頼情報

（他の制度における年金給付の受給情報（年金受給情報））

振分

送信元検証

証明書検証

署名検証検
証

個人の特定

内容の作成

宛先の指定

メ
ッ
セ
ー
ジ
作
成

振分

送信元検証

証明書検証

署名検証検
証

個人の特定

内容の作成

宛先の指定

メ
ッ
セ
ー
ジ
作
成

）

振分

送信元検証

証明書検証

署名検証検
証

個人の特定

内容の作成

宛先の指定

メ
ッ
セ
ー
ジ
作
成

照会応答

振分

送信元検証

証明書検証

署名検証検
証

個人の特定

内容の作成

宛先の指定

メ
ッ
セ
ー
ジ
作
成

照会応答 照会応答

照会応答情報

（本人確認情報）

照会応答情報

（特別児童扶養手当関係情報）

照会応答情報

（他の制度における年金給付の受給情報（年金受給情報））

単件即時決裁を行わ

なくてもよい。

その場合、一括事後

決裁を行うこととする。

単件即時決裁を行わ

なくてもよい。

その場合、一括事後

決裁を行うこととする。

単件即時決裁を行わ

なくてもよい。

その場合、一括事後

決裁を行うこととする。

単件即時決裁を行わ

なくてもよい。

その場合、一括事後

決裁を行うこととする。

署名付与依頼

電子署名付与

決裁状況の確認

署名付与状況の確認

署
名
付
与

送信の依頼

決裁の依頼

決裁

メッセージ確認

決裁状況の確認

内
部
決
裁

署名付与依頼

電子署名付与

決裁状況の確認

署名付与状況の確認

署
名
付
与

送信の依頼

決裁の依頼

決裁

メッセージ確認

決裁状況の確認

内
部
決
裁

署名付与依頼

電子署名付与

決裁状況の確認

署名付与状況の確認

署
名
付
与

送信の依頼

決裁の依頼

決裁

メッセージ確認

決裁状況の確認

内
部
決
裁

署名付与依頼

電子署名付与

決裁状況の確認

署名付与状況の確認

署
名
付
与

送信の依頼

決裁の依頼

決裁

メッセージ確認

決裁状況の確認

内
部
決
裁

送信

署名付与状況の確認

送信記録

送
信

送信

署名付与状況の確認

送信記録

送
信

送信

署名付与状況の確認

送信記録

送
信

送信

署名付与状況の確認

送信記録

送
信

照会応答情報

（地方税関係情報（所得課税証明書情報））

照会依頼情報

（住民票関係情報（住民票情報））

照会応答情報

（障害者自立支援法による療養介護、施設入所支援に関する情報／

障害者関係情報／

児童福祉法による障害児入所支援等の情報）／

他の制度における年金給付の受給情報〔学校医等の公務災害補償法〕（年金受給情報））

照会応答情報

（ 障害者関係情報／特別児童扶養手当関係情報／

児童福祉法による障害児入所支援等の情報）

他の制度における年金給付の受給情報〔学校医等の公務災害補償法〕（年金受給情報）／

他の制度における年金給付の受給情報〔未帰還者留守家族等援護法〕（年金受給情報））
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業務プロセス案（マイナンバー法案を考慮した見直し版） 資料１－２

《障害者福祉》／《障害児》／《公務災害》／《未帰還者留守家族
等援護》

業務担当者 決裁権者 業務担当者 決裁権者 業務担当者 決裁権者 業務担当者 決裁権者 業務担当者

新No.1 児童扶養手当の認定申請における手続の効率化

利用者（住民）

市（現住所地） 市町村（別居の住所地） 市町村（1月1日住所地） 他市町村 都道府県

住基ネット 厚生労働省

決裁権者

公的年金の給付を行
うとされている者（年

金保険者）
《児童扶養手当》 住民基本台帳 個人住民税 障害者福祉／《障害児》／《公務災害》

受
信

受信

到達記録

振分

送信元検証

証明書検証

署名検証 検
証

証明書検証

審査

個人の特定

内容の作成

宛先の特定

原
案
作
成

A‐1：住民に連絡する際の

業務処理の流れ

決裁の依頼

決裁

原案の確認

決裁状況の確認

内
部
決
裁

公印押印依頼

公印押印

決裁状況の確認

公印の確認

公
印
押
印

発送の依頼

発送

公印の確認

発送記録

発
送

受取

発送元確認

公印の確認

通知内容の確認

児童扶養手当

支給決定通知書

児童扶養手当

不支給決定通知書
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成果報告書 別冊１ 

詳細検討対象ユースケースにおける業務プロセス案 

（マイナンバー法案を考慮した見直し版） 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料２． 

「新№２ 生活保護の受給申請に伴う調査の効率化」 
（都道府県で実施） 

 

資料２－１ 次期概略フロー（マイナンバー法案を考慮した見直し版） 

資料２－２ 業務プロセス案（マイナンバー法案を考慮した見直し版） 

 
 

 

 

 

 

 
 

 

 

 



 



該当するユースケース（大綱・Ｈ２２年度事業）

新№２．生活保護の受給申請に伴う調査の効率化（都道府県で実施）
次期概略フロー （マイナンバー法案を考慮した見直し版） （１／４） 資料２－１

・№９．生活保護認定における他制度給付状況の把握 （②都道府県で実施する場合）

ユースケースの概要

際 童・生活保護認定の審査の際に、他制度の給付状況（各種公的年金、雇用保険給付、児童扶養手当等）を確認する。

ユースケースの補足（整理する範囲・前提・業務内容など）

※生活保護の支給申請手続について整理する。
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新№２．生活保護の受給申請に伴う調査の効率化（都道府県で実施）
次期概略フロー （マイナンバー法案を考慮した見直し版） （２／４）

生活保護の申請手続において、処理に必要な情報を他組織から直接参照する。また、現状では紙等で行っている組織間の連携を電子で行う。
参照した情報等をもとに審査等を行い 結果を住民に通知する参照した情報等をもとに審査等を行い、結果を住民に通知する。

利用者
（住民）

都道府県
市町村

（１月１日住所地）

個人住民税

市町村（現住所地）

世帯の情報を照会する場合、要保護
者の世帯が住民票上の世帯とは異な

市町村（現住所地）

住民基本台帳 国民健康保険 障害者福祉 後期高齢者医療 《原爆》 《母子家庭自立
支援給付金》

《母子寡婦福祉資金》 《災害》

《生活保護》

市町村
（本籍地）

戸籍

照会応答

照会応答

市町村
（固定資産所在地）

固定資産税

照会応答

地方税関係情報
（所得課税証明書情報）

者の世帯が住民票上の世帯とは異な
る場合もある。照会応答

軽自動車税

照会応答

住民票の
写し

軽自動車
車両情報

障害者福祉 運輸支局 法務局 年金保険者

照会応答 照会応答

医療保険給付関係情報
（国民健康保険情報）

特別児童扶養手当関係情報
（特別児童扶養手当受給情報）

医療保険給付関係情報
（後期高齢者医療
保険加入情報）

子どものための手当関係情報
（子ども手当受給情報）

児童扶養手当関係情報
（ 童 養 ）

介護保険給付関係情報
（介護保険加入情報、
介護保険高額給付情報、
介護保険賦課情報）

障害者自立支援給付に関する情報

照会応答

養育医療に関する情報

照会応答

原爆被爆者に対する
手当等の情報

支援給付金》

照会応答

母子家庭自立
支援給付金の情報

照会応答

母子寡婦福祉
資金の情報

照会応答

災害救助法による
扶助金に関する
情報

児童福祉法による
療育の給付、障害児
入所給付費
に関する情報

中国残留邦人等
支援給付
に関する情報

情

保護申請書

Ａさん
生活歴申告書

《福祉》

通知受領

戸籍全部事項
証明書 戸籍の附票の

写し
固定資産情報

都道府県《障害者福祉》

照会応答

障害者福祉

照会応答

手帳情報

保護決定情報《児童扶養手当》

照会応答

運輸支局

自動車
車両情報

法務局

法務局
登記情報

特別障害者
給付金
受給情報

《未熟児養育医療》

照会応答

《原爆》

照会応答

《母子家庭自立
支援給付金》

照会応答

《母子寡婦福祉資金》

照会応答

《災害》

照会応答

《障害児》

照会応答

《中国残留邦人等
支援》

照会応答

子ども手当

照会応答

《未熟児養育医療》

照会応答

《児童扶養手当》

照会応答

（児童扶養手当受給情報）

介護保険

照会応答

介護保険賦課情報）
養育医療に関する情報

《障害児》

照会応答

《中国残留邦人等支援》

照会応答

収入申告書

情
報
提
供
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
シ
ス
テ
ム

厚生労働省、日本年金機構、共
済組合等（※２）、農林漁業団体
職員共済組合（年金保険者） 失業等給付関係情報

（雇用保険受給情報）

厚生労働省
（労働基準監督署）

労働者災害補償関係情報
（労災受給情報）

年金給付関係情報
（年金受給情報）

農林漁業団体職員

賃貸契約書(写)

状況把握

特別児童扶養手当関係情報
（特別児童扶養手当受給情報）

厚生労働省

特別児童扶養手当関係情報
（特別児童扶養手当受給情報）

児童扶養手当関係情報
（児童扶養手当受給情報）

厚生労働省
（公共職業安定所）

医療要否
意見書

検診書

源泉徴収票等

養育医療に
関する情報

原爆被爆者に対する
手当等の情報

母子家庭自立
支援給付金の情報

母子寡婦福祉
資金の情報

災害救助法による
扶助金に関する
情報

児童福祉法による
療育の給付、障害児

入所給付費
に関する情報

中国残留邦人等
支援給付
に関する情報

文部科学省

特別支援学校の

就学の支援に関する情報

都道府県
教育委員会

特別支援学校の
就学の支援に関する情報

市町村
教育委員会

学校保健安全法による

医療に関する情報

地方公務員
災害補償基金

地方公務員
災害補償関係情報

資産申告書

医療保険者（※１）
（市町村と後期高齢者医療広域連合を除く）

医療保険給付関係情報（医療保険情報）

（雇用保険受給情報） （労災受給情報）

民生委員意見書

共済組合による
年金給付の情報

（特別児童扶養手当受給情報）
職業訓練受講給付金関係情報
石綿健康被害救済給付等関係情報
戦傷病者戦没者遺族等援護関係情報
原爆被爆者の援護に関する情報

銀行預金額 郵便貯金額
簡易保険
加入情報

生命保険
加入情報 生命保険

解約金額

就学の支援に関する情報 就学の支援に関する情報

学校保健安全法による
医療に関する情報

医療に関する情報 災害補償関係情報

社会福祉協議会
社会福祉法による生計困難者への融資等に関する情報

（台帳）

《公費負担医療》

照会応答 《小児慢性特定疾患医療》

《結核児童療育給付》

《福祉》

照会応答 《特別児童扶養手当》

金融機関 保険会社

審査
保護決定通知書

生活保護受給証

公費負担医療証情報 福祉手当受給情報

郵便局

賦課・給付
徴収 支給 《母子 寡婦福祉資金》

民生委員

《児童扶養手当》

照会応答

児童扶養手当関係情報
（児童扶養手当受給情報）

《障害者福祉》

照会応答

特別児童扶養手当関係情報
（特別児童扶養手当受給情報）

加入情報 解約金額

《未熟児養育医療》

照会応答

養育医療に関する情報

《原爆》

照会応答

原爆被爆者に対する
手当等の情報

《母子家庭自立
支援給付金》

照会応答

母子家庭自立
支援給付金の情報

《母子寡婦福祉資金》

照会応答

母子寡婦福祉
資金の情報

《災害》

照会応答

災害救助法による
扶助金に関する
情報

《障害児》

照会応答

児童福祉法による
療育の給付、障害児
入所給付費
に関する情報

《中国残留邦人等
支援》

照会応答

中国残留邦人等
支援給付
に関する情報

《結核児童療育給付》

…

《未熟児養育医療》

徴収・支給 《母子・寡婦福祉資金》

…通知
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新№２．生活保護の受給申請に伴う調査の効率化（都道府県で実施）
次期概略フロー （マイナンバー法案を考慮した見直し版） （３／４）

次期概略フロ の補足事項

※１．「医療保険者」の内容

全国健康保険協会、健康保険組合、日本私立学校振興・共済事業団、共済組合、市町村長、国民健康保険組合

次期概略フローの補足事項

日本私立学校振興・共済事業団、国家公務員共済組合連合会、地方公務員共済組合、全国市町村職員共済組合連合会

※２．「共済組合等」の内容
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新№２．生活保護の受給申請に伴う調査の効率化（都道府県で実施）
次期概略フロー （マイナンバー法案を考慮した見直し版） （４／４）

生活保護の申請に関する主な法令

生活保護法

（申請保護の原則）
第七条 保護は、要保護者、その扶養義務者又はその他の同居の親族の申請に基いて開始するものとする。但し、要保護者が急迫した状況にあるときは、保護の申請が
なくても、必要な保護を行うことができる。

生活保護法

（申請による保護の開始及び変更）
第二十四条 保護の実施機関は、保護の開始の申請があつたときは、保護の要否、種類、程度及び方法を決定し、申請者に対して書面をもつて、これを通知しなければ
ならない。

生活保護法

（調査及び検診）
第二十八条 保護の実施機関は、保護の決定又は実施のため必要があるときは、要保護者の資産状況、健康状態その他の事項を調査するために、要保護者について、
当該職員に その居住の場所に立ち入り これらの事項を調査させ 又は当該要保護者に対して 保護の実施機関の指定する医師若しくは歯科医師の検診を受けるべき当該職員に、その居住の場所に立ち入り、これらの事項を調査させ、又は当該要保護者に対して、保護の実施機関の指定する医師若しくは歯科医師の検診を受けるべき
旨を命ずることができる。
２ 前項の規定によつて立入調査を行う当該職員は、厚生労働省令の定めるところにより、その身分を示す証票を携帯し、且つ、関係人の請求があるときは、これを呈示
しなければならない。
３ 第一項の規定による立入調査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解してはならない。
４ 保護の実施機関は、要保護者が第一項の規定による立入調査を拒み、妨げ、若しくは忌避し、又は医師若しくは歯科医師の検診を受けるべき旨の命令に従わないと
きは、保護の開始若しくは変更の申請を却下し、又は保護の変更、停止若しくは廃止をすることができる。

生活保護法

（調査の嘱託及び報告の請求）

※ 申請書、添付書類については、以下に規定されている。

第二十九条 保護の実施機関及び福祉事務所長は、保護の決定又は実施のために必要があるときは、要保護者又はその扶養義務者の資産及び収入の状況につき、
官公署に調査を嘱託し、又は銀行、信託会社、要保護者若しくはその扶養義務者の雇主その他の関係人に、報告を求めることができる。
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業務プロセス案（マイナンバー法案を考慮した見直し版） 資料２－２

新No.2

利用者（住民）

市町村（1月1日住所地）

決裁権者業務担当者

《生活保護》 個人住民税

業務担当者 決裁権者

生活保護の受給申請に伴う調査の効率化

《福祉》

都道府県福祉事務所（現住所地） 他都道府県

照会先業務（《障害者福祉》／《児童扶養手当》／《母子家庭自
立支援給付金》／《母子寡婦福祉資金》／《未熟児養育医療》／

《障害児》／《災害》／《原爆》／《中国残留邦人等支援》）

町村（現住所地）

住民基本台帳／軽自動
車税／障害者福祉

戸籍 固定資産税

業務担当者 決裁権者

照会先業務（国民健康保険／障害者福祉／後期高齢者医療／
介護保険／子ども手当／《児童扶養手当》／《母子家庭自立支
援給付金》／《母子寡婦福祉資金》／《未熟児養育医療》／《障

害児》／《災害》／《原爆》／《中国残留邦人等支援》）

業務担当者 決裁権者

市町村
（本籍地）

市町村
（固定資産所在地）

生活保護申請書

生活歴申告書

収入申告書

資産申告書

窓口訪問

申請書作成

提出 受取

本人確認

形式チェック

B‐1:住民から受け取る際の業務処理の流れ

受
領

確
認賃貸契約書（写） ■業務プロセス案の前提

【凡例】

処理 分岐
帳票団体間連携

以外の処理

自治体以外

(国・民間)の処

処理のきっかけ 情報・処理の流れ結合子 補足事項 想定される効果

「番号」確認ICカード提示

帰宅

①

①

賃貸契約書（写）

【番号導入後の想定される効果】

・今まで調査が困難であった情報が調査できるようになり、審査に必要な情報が正確に把握できるため、住民に対して公正な給付が可能となる。

・審査に利用する情報が多岐に渡っているため、職員は多くの機関に照会する必要があるが、情報連携の実現により、照会に係る職員の時間及び

業務負荷が軽減される。

・情報連携の実現により、照会依頼から回答までの期間が大幅に短縮されるため、審査に必要な情報を早期に収集できるようになる。

(1)申請者は、現住所のある都道府県福祉事務所の窓口で申請を行う。

(2)他組織への照会において、照会先の組織は、申請書に記入してもらうことで把握する。

(3)審査に必要な情報は、申請の都度、他組織への照会を行うこととする。（他の申請等で照会した情報を、活用することはしない）

(4)結果通知は、申請者に郵送する。

医療要否意見書

検診書

源泉徴収票等

個人の特定

内容の作成

宛先の指定

メ
ッ
セ
ー
ジ
作
成

決裁の依頼

決裁

メッセージ確認

決裁状況の確認

内
部
決
裁

署名付与依頼

決裁状況の確認
署

C‐2：行政機関（他団体）へ照会し

回答を受け取る際の業務処理の流れ

単件即時決裁を行わなくても

よい。

その場合、一括事後決裁を

行うこととする。

電子署名付与

署名付与状況の確認

署
名
付
与

送信の依頼

送信

署名付与状況の確認

送信記録

送
信

1/8



業務プロセス案（マイナンバー法案を考慮した見直し版） 資料２－２

その他①（自治体以外の組織との団体間連携） その他②（自治体以外の組織との紙による連携）
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業務プロセス案（マイナンバー法案を考慮した見直し版） 資料２－２

新No.2

利用者（住民）

市町村（1月1日住所地）

決裁権者業務担当者

《生活保護》 個人住民税

業務担当者 決裁権者

生活保護の受給申請に伴う調査の効率化

《福祉》

都道府県福祉事務所（現住所地） 他都道府県

照会先業務（《障害者福祉》／《児童扶養手当》／《母子家庭自
立支援給付金》／《母子寡婦福祉資金》／《未熟児養育医療》／

《障害児》／《災害》／《原爆》／《中国残留邦人等支援》）

町村（現住所地）

住民基本台帳／軽自動
車税／障害者福祉

戸籍 固定資産税

業務担当者 決裁権者

照会先業務（国民健康保険／障害者福祉／後期高齢者医療／
介護保険／子ども手当／《児童扶養手当》／《母子家庭自立支
援給付金》／《母子寡婦福祉資金》／《未熟児養育医療》／《障

害児》／《災害》／《原爆》／《中国残留邦人等支援》）

業務担当者 決裁権者

市町村
（本籍地）

市町村
（固定資産所在地）

照会依頼情報（地方税関係情報（所得課税証明書情報））

D‐2：行政機関（他団体）から問い合わせを受け取り

回答する際の業務処理の流れ

D‐2：行政機関（他団体）から問い合わせを受け取り

回答する際の業務処理の流れ

D‐2：行政機関（他団体）から問い合わせを受け取り

回答する際の業務処理の流れ

照会依頼情報

（医療保険給付関係情報（国民健康保険情報）／

特別児童扶養手当関係情報（特別児童扶養手当受給情報）／

障害者自立支援給付に関する情報／

医療保険給付関係情報（後期高齢者医療保険加入情報）／

介護保険給付関係情報（介護保険加入情報、介護保険高額給付情報、介護保険賦課情報）／

子どものための手当関係情報（子ども手当受給情報）／

児童扶養手当関係情報（児童扶養手当受給情報）／

母子家庭自立支援給付金の情報／母子寡婦福祉資金の情報／養育医療に関する情報／

児童福祉法による療育の給付、障害児入所給付費に関する情報／

災害救助法による扶助金に関する情報／原爆被爆者に対する手当等の情報／

中国残留邦人等支援給付に関する情報）

照会依頼情報

（特別児童扶養手当関係情報（特別児童扶養手当受給情報）／

児童扶養手当関係情報（児童扶養手当受給情報）／

母子家庭自立支援給付金の情報／

母子寡婦福祉資金の情報／

養育医療に関する情報／

児童福祉法による療育の給付、障害児入所給付費に関する情報／

災害救助法による扶助金に関する情報／

原爆被爆者に対する手当等の情報／

中国残留邦人等支援給付に関する情報）

受信

振分

到達記録受
信

送信元検証

証明書検証

署名検証検
証

個人の特定

内容の作成

メ
ッ
セ
ー
ジ
作
成

受信

振分

到達記録受
信

送信元検証

証明書検証

署名検証検
証

個人の特定

内容の作成

メ
ッ
セ
ー
ジ
作
成

受信

振分

到達記録受
信

送信元検証

証明書検証

署名検証検
証

個人の特定

内容の作成

メ
ッ
セ
ー
ジ
作
成宛先の指定

成

署名付与依頼

電子署名付与

決裁状況の確認

署名付与状況の確認

署
名
付
与

送信の依頼

決裁の依頼

決裁

メッセージ確認

決裁状況の確認

内
部
決
裁

宛先の指定
成

署名付与依頼

電子署名付与

決裁状況の確認

署名付与状況の確認

署
名
付
与

送信の依頼

決裁の依頼

決裁

メッセージ確認

決裁状況の確認

内
部
決
裁

宛先の指定
成

署名付与依頼

電子署名付与

決裁状況の確認

署名付与状況の確認

署
名
付
与

送信の依頼

決裁の依頼

決裁

メッセージ確認

決裁状況の確認

内
部
決
裁

単件即時決裁を行わなくても

よい。

その場合、一括事後決裁を

行うこととする。

単件即時決裁を行わなくても

よい。

その場合、一括事後決裁を

行うこととする。

単件即時決裁を行わなくても

よい。

その場合、一括事後決裁を

行うこととする。

送信

署名付与状況の確認

送信記録

送
信

送信

署名付与状況の確認

送信記録

送
信

送信

署名付与状況の確認

送信記録

送
信

照会応答情報

（医療保険給付関係情報（国民健康保険情報）／

特別児童扶養手当関係情報（特別児童扶養手当受給情報）／

障害者自立支援給付に関する情報／

医療保険給付関係情報（後期高齢者医療保険加入情報）／

介護保険給付関係情報（介護保険加入情報、介護保険高額給付情報、介護保険賦課情報）／

子どものための手当関係情報（子ども手当受給情報）／

児童扶養手当関係情報（児童扶養手当受給情報）／

母子家庭自立支援給付金の情報／母子寡婦福祉資金の情報／養育医療に関する情報／

児童福祉法による療育の給付、障害児入所給付費に関する情報／

災害救助法による扶助金に関する情報／原爆被爆者に対する手当等の情報／

中国残留邦人等支援給付に関する情報）

照会応答情報

（特別児童扶養手当関係情報（特別児童扶養手当受給情報）／

児童扶養手当関係情報（児童扶養手当受給情報）／

母子家庭自立支援給付金の情報／

母子寡婦福祉資金の情報／

養育医療に関する情報／

児童福祉法による療育の給付、障害児入所給付費に関する情報／

災害救助法による扶助金に関する情報／

原爆被爆者に対する手当等の情報／

中国残留邦人等支援給付に関する情報）

照会応答情報（地方税関係情報（所得課税証明書情報））
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業務プロセス案（マイナンバー法案を考慮した見直し版） 資料２－２

その他①（自治体以外の組織との団体間連携） その他②（自治体以外の組織との紙による連携）

照会依頼情報

（年金給付関係情報（年金受給情報）／

農林漁業団体職員共済組合による年金給付の情報）

医療保険者（市町村と

後期高齢者医療広域

連合を除く）

照会依頼情報

（医療保険給付関係情報（医療保険情報））

照会応答

厚生労働省、日本年

金機構、共済組合等、

農林漁業団体職員共

済組合（年金保険者）

文部科学省

照会応答

照会依頼情報

（労働者災害補償関係情報（労災受給情報））

照会依頼情報

（特別児童扶養手当関係情報（特別児童扶養手当受給情報）／

職業訓練受講給付金関係情報／

石綿健康被害救済給付等関係情報／

戦傷病者戦没者遺族等援護関係情報／

原爆被爆者の援護に関する情報）

照会応答

厚生労働省

照会依頼情報

（特別支援学校の就学の支援に関する情報）

照会依頼情報

（特別支援学校の就学の支援に関する情報

照会応答

厚生労働省

（公共職業安定所）

照会依頼情報

（失業等給付関係情報（雇用保険受給情報））

照会応答

厚生労働省

（労働基準監督署）

照会応答

連合を除く）

都道府県教育委員会

照会応答

地方公務員

災害補償基金

照会応答

（特別支援学校の就学の支援に関する情報

学校保健安全法による医療に関する情報）

照会依頼情報

（地方公務員災害補償関係情報）

市町村教育委員会

照会応答

照会依頼情報

（学校保健安全法による医療に関する情報）

照会応答情報

（労働者災害補償関係情報（労災受給情報））

照会応答情報

（特別児童扶養手当関係情報（特別児童扶養手当受給情報）／

職業訓練受講給付金関係情報／

石綿健康被害救済給付等関係情報／

戦傷病者戦没者遺族等援護関係情報／

原爆被爆者の援護に関する情報）

照会応答情報

（特別支援学校の就学の支援に関する情報）

照会依頼情報

（社会福祉法による生計困難者への融資等に関する情

報）

照会応答情報

（失業等給付関係情報（雇用保険受給情報））

照会応答情報

（医療保険給付関係情報（医療保険情報））

照会応答情報

（年金給付関係情報（年金受給情報）／

農林漁業団体職員共済組合による年金給付の情報）

社会福祉協議会

照会応答

（特別支援学校の就学の支援に関する情報）

照会応答情報

（特別支援学校の就学の支援に関する情報

学校保健安全法による医療に関する情報）

照会応答情報

（地方公務員災害補償関係情報）

照会応答情報

（学校保健安全法による医療に関する情報）

照会応答情報

（社会福祉法による生計困難者への融資等に関する情報）
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業務プロセス案（マイナンバー法案を考慮した見直し版） 資料２－２

新No.2

利用者（住民）

市町村（1月1日住所地）

決裁権者業務担当者

《生活保護》 個人住民税

業務担当者 決裁権者

生活保護の受給申請に伴う調査の効率化

《福祉》

都道府県福祉事務所（現住所地） 他都道府県

照会先業務（《障害者福祉》／《児童扶養手当》／《母子家庭自
立支援給付金》／《母子寡婦福祉資金》／《未熟児養育医療》／

《障害児》／《災害》／《原爆》／《中国残留邦人等支援》）

町村（現住所地）

住民基本台帳／軽自動
車税／障害者福祉

戸籍 固定資産税

業務担当者 決裁権者

照会先業務（国民健康保険／障害者福祉／後期高齢者医療／
介護保険／子ども手当／《児童扶養手当》／《母子家庭自立支
援給付金》／《母子寡婦福祉資金》／《未熟児養育医療》／《障

害児》／《災害》／《原爆》／《中国残留邦人等支援》）

業務担当者 決裁権者

市町村
（本籍地）

市町村
（固定資産所在地）

受
信

受信

到達記録

振分

送信元検証

署名検証 検
証

証明書検証

②

起案作成

①

照会

照会依頼情報

（住民票の写し／

軽自動車車両情報／

手帳情報）

照会依頼情報

（戸籍全部事項証明書／

戸籍の附票の写し）

照会依頼情報

（固定資産情報）

照会応答

照会応答情報

（住民票の写し／

軽自動車車両情報／

手帳情報）

照会応答 照会応答

照会応答情報

（戸籍全部事項証明書／

戸籍の附票の写し）

照会応答情報

（固定資産情報）

世帯の情報を照会する場合、

要保護者が住民票上の世帯

と異なる場合もある。

受取

③
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業務プロセス案（マイナンバー法案を考慮した見直し版） 資料２－２

その他①（自治体以外の組織との団体間連携） その他②（自治体以外の組織との紙による連携）

照会依頼情報（自動車車両情報）

金融機関

照会応答

照会依頼情報

（銀行預金額）

照会応答

運輸支局

照会依頼情報（法務局登記情報）

照会応答

法務局

照会依頼情報（特別障害者給付金受給情報）

照会応答

年金保険者

照会依頼情報（民生委員意見書）

照会応答

民生委員

照会依頼情報

（郵便貯金額／

照会応答情報（民生委員意見書）

照会応答情報（特別障害者給付金受給情報）

照会応答情報（法務局登記情報）

照会応答情報（自動車車両情報）

照会応答情報

（銀行預金額） 郵便局

照会応答

保険会社

照会応答

照会応答情報

（郵便貯金額／

簡易保険加入情報）

照会応答情報

（生命保険加入情報／

生命保険解約情報）

（郵便貯金額／

簡易保険加入情報

照会応答情報

（生命保険加入情報／

生命保険解約情報）
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業務プロセス案（マイナンバー法案を考慮した見直し版） 資料２－２

新No.2

利用者（住民）

市町村（1月1日住所地）

決裁権者業務担当者

《生活保護》 個人住民税

業務担当者 決裁権者

生活保護の受給申請に伴う調査の効率化

《福祉》

都道府県福祉事務所（現住所地） 他都道府県

照会先業務（《障害者福祉》／《児童扶養手当》／《母子家庭自
立支援給付金》／《母子寡婦福祉資金》／《未熟児養育医療》／

《障害児》／《災害》／《原爆》／《中国残留邦人等支援》）

町村（現住所地）

住民基本台帳／軽自動
車税／障害者福祉

戸籍 固定資産税

業務担当者 決裁権者

照会先業務（国民健康保険／障害者福祉／後期高齢者医療／
介護保険／子ども手当／《児童扶養手当》／《母子家庭自立支
援給付金》／《母子寡婦福祉資金》／《未熟児養育医療》／《障

害児》／《災害》／《原爆》／《中国残留邦人等支援》）

業務担当者 決裁権者

市町村
（本籍地）

市町村
（固定資産所在地）

審査

②

個人の特定

内容の作成

原
案
作
成

A‐1：住民に連絡する際の

業務処理の流れ

③

宛先の特定

決裁の依頼

決裁

原案の確認

決裁状況の確認

内
部
決
裁

公印押印依頼

公印押印

決裁状況の確認

公印の確認

公
印
押
印

発送の依頼

発送

公印の確認

発送記録

発
送

受取

発送元確認

公印の確認

通知内容の確認

保護決定通知書

生活保護受給証

連絡情報（保護決定情報）

通知受理

起案作成

連絡
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業務プロセス案（マイナンバー法案を考慮した見直し版） 資料２－２

その他①（自治体以外の組織との団体間連携） その他②（自治体以外の組織との紙による連携）
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成果報告書 別冊１ 

詳細検討対象ユースケースにおける業務プロセス案 

（マイナンバー法案を考慮した見直し版） 

 

 

 

 

 
資料３． 

「新№４ 小児慢性特定疾患の医療給付手続の効率化」 
 

資料３－１ 次期概略フロー（マイナンバー法案を考慮した見直し版） 

資料３－２ 業務プロセス案（マイナンバー法案を考慮した見直し版） 

 
 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 



 



該当するユースケース（大綱・Ｈ２２年度事業）

新№４．小児慢性特定疾患の医療給付手続の効率化
次期概略フロー （マイナンバー法案を考慮した見直し版） （１／３） 資料３－１

・ №２７．小児慢性特定疾患の医療給付手続の効率化

ユースケースの概要

際・小児慢性特定疾患治療研究事業による医療の給付申請手続に際して、組織間で情報連携することにより所得情報等に関する証明書等の添付
が不要となる。

ユースケースの補足（整理する範囲・前提・業務内容など）

※小児慢性特定疾患治療研究事業による医療の給付＝小児慢性特定疾患の医療受診券交付申請について整理する。
※専門医による審査がある。
※加入する医療保険情報を連携しているが、小児が対象となるため、後期高齢者医療は対象外と想定する。

1



小児慢性特定疾患の医療給付手続において、添付書類の代わりに他組織から所得などの情報を直接参照する。参照した情報等をもとに審査等を
行い 結果を住民に通知する

新№４．小児慢性特定疾患の医療給付手続の効率化
次期概略フロー （マイナンバー法案を考慮した見直し版） （２／３）

行い、結果を住民に通知する。

市町村（現住所地）都道府県

《小児慢性特定疾患医療》《小児慢性特定疾患医療》

利用者
（住民）

小児慢性特定疾患医療
受診券交付申請書

住基ネット
国民健康保険国民健康保険

照会応答

本人確認情報

国民健康保険の
所得区分

Ａさん

状況把握

受診券交付申請書

住民票関係情報
（住民票情報）

研究医療への
参加に対する

同意書

市町村（現住所地）

生活保護生活保護

照会応答

住民基本台帳住民基本台帳

照会応答情

審査

（台帳）

（専門医による
審査）

生活保護関係情報
（生活保護受給情報）

健康保険証等

源泉徴収票等

報
提
供
ネ
ッ
ト
ワ

《中国残留邦人等支援》《中国残留邦人等支援》

照会応答
中国残留邦人等支援

給付関係情報医療意見書

市町村（１月１日住所地）

個人住民税個人住民税

（台帳）

決定通知書
照会応答

地方税関係情報
（所得課税証明書情報）

ワ
ー
ク
シ
ス
テ
ム

給付関係情報医療意見書

賦課・給付
徴収・支給

医療保険者

（各種）国民健康保険組合

小児慢性特定疾患
医療受診券

指定都市、中核市が小児慢性特定疾患
医療の業務を行う場合 医療保険者が国

他都道府県

《中国残留邦人等支援》《中国残留邦人等支援》

照会応答
中国残留邦人等支援

給付関係情報生活保護関係情報
（生活保護受給情報）

生活保護生活保護

照会応答

生活保護生活保護

全国健康保険協会

（各種）健康保険組合

国家公務員共済組合

医療の業務を行う場合、医療保険者が国
民健康保険であれば、庁内連携となる。
なお、現住所地と１月１日時点の住所地
が同じ場合は、個人住民税は庁内連携と
なる。

医療保険の
所得区分

《中国残留邦人等支援》《中国残留邦人等支援》

照会応答

中国残留邦人等支援

（生活保護受給情報）
生活保護生活保護

照会応答
生活保護関係情報
（生活保護受給情報）

医療機関

地方公務員等共済組合

日本私立学校振興
・共済事業団

2

小児慢性特定疾患
結果

給付関係情報



新№４．小児慢性特定疾患の医療給付手続の効率化
次期概略フロー （マイナンバー法案を考慮した見直し版） （３／３）

小児慢性特定疾患の申請に関する主な法令

児童福祉法

第二十一条の五 都道府県は、厚生労働大臣が定める慢性疾患にかかつていることにより長期にわたり療養を必要とする児童又は児童以外の満二十歳に満たない者
（政令で定めるものに限る。）であつて、当該疾患の状態が当該疾患ごとに厚生労働大臣が定める程度であるものの健全な育成を図るため、当該疾患の治療方法に関す
る研究その他必要な研究に資する医療の給付その他の政令で定める事業を行うことができる。

児童福祉法施行令

第二十三条の二 法第二十一条の五 の政令で定める者は 児童以外の満二十歳に満たない者であつて 満十八歳に達する日前から引き続き次項第一号に掲げる医第二十三条の二 法第二十 条の五 の政令で定める者は、児童以外の満二十歳に満たない者であつて、満十八歳に達する日前から引き続き次項第 号に掲げる医
療の給付又は同項第二号に掲げる医療に要する費用の支給を受けているものとする。
○２ 法第二十一条の五 の政令で定める事業は、次に掲げる事業とする。
一 法第二十一条の五 の規定により厚生労働大臣が定める程度の状態の慢性疾患の治療方法に関する研究その他必要な研究に資する医療の給付
二 前号の医療の給付が困難であると認められる場合に、これに代えて行う当該医療に要する費用の支給

※ 申請手続については、以下に規定されている。

小児慢性特定疾患治療研究事業実施要綱
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業務プロセス案（マイナンバー法案を考慮した見直し版） 資料３－２

医療保険者（市町村）

国民健康保険

他都道府県

照会先業務（《生活保護》／《中国残留邦人等支援》）個人住民税

業務担当者 決裁権者業務担当者 決裁権者

医療保険者 医療機関

新No.4 小児慢性特定疾患の医療給付手続の効率化

利用者（住民） 専門医による審査

都道府県

決裁権者業務担当者

《小児慢性特定疾患医療》
照会先業務（住民基本台帳／生活保護／《中国残留邦人等支

援》）

業務担当者 決裁権者

住基ネット

市町村（現住所地） 市町村（1月1日住所地）

窓口訪問

申請書作成

提出 受取

本人確認

形式チェック

B‐1:住民から受け取る際の業務処理の流れ

小児慢性特定疾患医療

受診券交付申請書

受
領

確
認

研究医療への参加に

対する同意書

国民健康保険以外の場合

健康保険証等

源泉徴収票等

■業務プロセス案の前提

(1)申請者は、現住所の市役所の窓口で申請を行う。

(2)他組織への照会において、照会先の組織は、申請書に記入してもらうことで把握する。

(3)審査に必要な情報は、申請の都度、他組織への照会を行うこととする。（他の申請等で照会した情報を、活用することはしない）

【凡例】

処理 分岐
帳票団体間連携以

外の処理

自治体以外(国・民

間)の処理

処理のきっかけ 情報・処理の流れ結合子 補足事項 想定される効果

「番号」確認

個人の特定

内容の作成

宛先の指定

決裁の依頼

C‐2：行政機関（他団体）へ照会し

回答を受け取る際の業務処理の流れ

メッセージ確認

帰宅

メ
ッ
セ
ー
ジ
作
成

ICカード提示

医療意見書

【番号導入後の想定される効果】

・住民が他組織から取得して窓口に持参する添付書類が一部削減されるため、住民・職員の負荷軽減につながる。

・現状では紙等で照会している情報を、電子で照会できるようになるため、照会に係る職員の時間及び業務負荷が軽減される。

・「所得区分」や「課税情報」の正確な情報を、職員負担なく審査前に把握できるので、住民に対して適正な自己負担額の提示が可能となる。

決裁の依頼

電子署名付与

決裁

メッセ ジ確認

署名付与依頼

決裁状況の確認

決裁状況の確認

署名付与状況の確認

署名付与状況の確認

送信の依頼

内
部
決
裁

署
名
付
与

単件即時決裁を行わなくてもよい。

その場合、一括事後決裁を行うこととする。

送信

署名付与状況の確認

送
信

送信記録
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業務プロセス案（マイナンバー法案を考慮した見直し版） 資料３－２

医療保険者（市町村）

国民健康保険

他都道府県

照会先業務（《生活保護》／《中国残留邦人等支援》）個人住民税

業務担当者 決裁権者業務担当者 決裁権者

医療保険者 医療機関

新No.4 小児慢性特定疾患の医療給付手続の効率化

利用者（住民） 専門医による審査

都道府県

決裁権者業務担当者

《小児慢性特定疾患医療》
照会先業務（住民基本台帳／生活保護／《中国残留邦人等支

援》）

業務担当者 決裁権者

住基ネット

市町村（現住所地） 市町村（1月1日住所地）

照会応答

照会応答情報（本人確認情報）

照会依頼情報（本人確認情報）

D‐2：行政機関（他団体）から問い合わせを受け取り

回答する際の業務処理の流れ

照会依頼情報

（地方税関係情報（所得課税証明書情報））

受信

到達記録
受
信

D‐2：行政機関（他団体）から問い合わせを受け取り回

答する際の業務処理の流れ

受信

到達記録
受
信

D‐2：行政機関（他団体）から問い合わせを受け取り回

答する際の業務処理の流れ

受信

到達記録
受
信

照会依頼情報

（生活保護関係情報（生活保護受給情報）／

中国残留邦人等支援給付関係情報）

照会依頼応答情報

（住民票関係情報（住民票情報）／

生活保護関係情報（生活保護受給情報）／

中国残留邦人等支援給付関係情報）

メ
ッ
セ
ー
ジ
作
成

振分

個人の特定

内容の作成

宛先の指定

送信元検証

署名検証

証明書検証

検
証

メ
ッ
セ
ー
ジ
作
成

振分

個人の特定

内容の作成

宛先の指定

送信元検証

署名検証

証明書検証

検
証

単件即時決裁を行わ

なくてもよい。

その場合、一括事後決

裁を行うこととする。

単件即時決裁を行わ

なくてもよい。

その場合、一括事後決

裁を行うこととする。

メ
ッ
セ
ー
ジ
作
成

振分

個人の特定

内容の作成

宛先の指定

送信元検証

署名検証

証明書検証

検
証

単件即時決裁を行わ

なくてもよい。

その場合、一括事後決

裁を行うこととする。

内
部
決
裁

署
名
付
与

決裁の依頼 メッセージ確認

決裁

署名付与状況の確認

送信の依頼

決裁状況の確認

署名付与の依頼

決裁状況の確認

電子署名付与

内
部
決
裁

署
名
付
与

決裁の依頼 メッセージ確認

決裁

署名付与状況の確認

送信の依頼

決裁状況の確認

署名付与の依頼

決裁状況の確認

電子署名付与

内
部
決
裁

署
名
付
与

決裁の依頼 メッセージ確認

決裁

署名付与状況の確認

送信の依頼

決裁状況の確認

署名付与の依頼

決裁状況の確認

電子署名付与

照会応答情報（地方税関係情報（所得課税証明書情報））

送
信

署名付与状況の確認

送信

送信記録

送
信

署名付与状況の確認

送信

送信記録

照会応答情報

（住民票関係情報（住民票情報）／

生活保護関係情報（生活保護受給情報）／

中国残留邦人等支援給付関係情報）

送
信

署名付与状況の確認

送信

送信記録

照会依頼情報

（生活保護関係情報（生活保護受給情報）／

中国残留邦人等支援給付関係情報）
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業務プロセス案（マイナンバー法案を考慮した見直し版） 資料３－２

医療保険者（市町村）

国民健康保険

他都道府県

照会先業務（《生活保護》／《中国残留邦人等支援》）個人住民税

業務担当者 決裁権者業務担当者 決裁権者

医療保険者 医療機関

新No.4 小児慢性特定疾患の医療給付手続の効率化

利用者（住民） 専門医による審査

都道府県

決裁権者業務担当者

《小児慢性特定疾患医療》
照会先業務（住民基本台帳／生活保護／《中国残留邦人等支

援》）

業務担当者 決裁権者

住基ネット

市町村（現住所地） 市町村（1月1日住所地）

検

受
信

受信

送信元検証

署名検証

到達記録

振分

証
署名検証

証明書検証

起案作成

受取

照会応答

起案作成

依頼

照会応答情報（医療保険の取得区分）照会応答情報（国民健康保険の取得区分）

照会依頼情報（医療保険の取得区分）照会依頼情報（国民健康保険の取得区分）

医療意見書対象者判定一覧 案内文

「対象者判定一覧」、「案内文」を作成する。

照会応答

原
案
作

受取

個人の特定

内容の作成

A‐1：住民に連絡する際の業務処理の流れ

専門医による

審査

回答

依頼

賦課・給付

審査結果登録

審査
対象者判定一覧

（結果）

作
成

内
部
決
裁

宛先の特定

決裁依頼

決裁

原案の確認

決裁状況の確認
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業務プロセス案（マイナンバー法案を考慮した見直し版） 資料３－２

医療保険者（市町村）

国民健康保険

他都道府県

照会先業務（《生活保護》／《中国残留邦人等支援》）個人住民税

業務担当者 決裁権者業務担当者 決裁権者

医療保険者 医療機関

新No.4 小児慢性特定疾患の医療給付手続の効率化

利用者（住民） 専門医による審査

都道府県

決裁権者業務担当者

《小児慢性特定疾患医療》
照会先業務（住民基本台帳／生活保護／《中国残留邦人等支

援》）

業務担当者 決裁権者

住基ネット

市町村（現住所地） 市町村（1月1日住所地）

公
印
押
印

公印押印依頼

決裁状況の確認

公印押印

発送の依頼

公印の確認

受取

発送元確認

公印の確認

通知内容の確認

小児慢性特定疾患

医療受診券

公印の確認

発
送

決定通知書

発送

発送記録

受取

連絡情報（小児慢性特定疾患結果）

4/4



成果報告書 別冊１ 

詳細検討対象ユースケースにおける業務プロセス案 

（マイナンバー法案を考慮した見直し版） 

 

 

 

 
資料４． 

「新№５ 国民年金の裁定請求の効率化」 
 

資料４－１ 次期概略フロー（マイナンバー法案を考慮した見直し版） 

資料４－２ 業務プロセス案（マイナンバー法案を考慮した見直し版） 

 
 

 

 

 

 

 

 



 



該当するユースケース（大綱・Ｈ２２年度事業）

新№５．国民年金の裁定請求の効率化
次期概略フロー （マイナンバー法案を考慮した見直し版） （１／３） 資料４－１

・ №３２－１．国民年金の裁定請求の効率化

ユースケースの概要

際・国民年金法及び厚生年金保険法による被保険者・受給者に係る裁定請求・届出に関する手続に際して、組織間で情報連携することにより住民
票等の添付が不要となる。

ユースケースの補足（整理する範囲・前提・業務内容など）

※老齢基礎年金の裁定請求について整理する。
※国民年金第1号被保険者期間のみの場合を対象とする。（厚生年金･共済組合の加入期間、第３号被保険者期間（厚生年金・共済組合の加
入者の被扶養配偶者）がある場合は日本年金機構での手続となる）

1



新№５．国民年金の裁定請求の効率化
次期概略フロー （マイナンバー法案を考慮した見直し版） （２／３）

国民年金の老齢基礎年金の年金請求手続において、添付書類の代わりに他組織から情報を直接参照する。参照した情報等をもとに審査等を行い、
結果を住民に通知する結果を住民に通知する。

市町村（現住所地）

国民年金国民年金

年金請求書（国民年金・
厚生年金保険老齢給付）

住民基本台帳住民基本台帳
利用者
（住民）

国民年金国民年金

審査（形式チェック）

状況把握
市町村（１月１日住所地）

個人住民税個人住民税

照会応答

住民基本台帳住民基本台帳

照会応答
地方税関係情報

（所得課税証明書情報）戸籍全部事項証明書
住民票関係情報

（住民票情報）預金通帳の写し

情
報
提

（台帳）

Ａさん

《児童扶養手当》《児童扶養手当》

照会応答

児童扶養手当関係情報

都道府県

《児童扶養手当》《児童扶養手当》

照会応答
児童扶養手当関係情報

提
供
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

住基ネット

本人確認情報

年金請求書（国民年金・
厚生年金保険老齢給付）

ク
シ
ス
テ
ム

日本年金機構

《国民年金》《国民年金》

共済組合等（年金保険者）

状況把握

年金給付関係情報
（年金加入期間確認通知書）

厚生労働省

年金証書

年金裁定通知書

（台帳）審査

賦課・給付

厚生労働省
労働者災害補償関係情報

戦傷病者戦没者遺族等援護法
による年金給付情報

地方公務員災害補償基金
地方公務員災害補償関係情報

年金裁定通知書

2

全国健康保険協会
船員保険法による保険給付の情報



新№５．国民年金の裁定請求の効率化
次期概略フロー （マイナンバー法案を考慮した見直し版） （３／３）

国民年金の裁定請求に関する主な法令

国民年金法

（裁定）
第十六条 給付を受ける権利は、その権利を有する者（以下「受給権者」という。）の請求に基いて、厚生労働大臣が裁定する。

国民年金法施行令

（市町村が処理する事務）
第一条の二 法第三条第三項 の規定により、次に掲げる事務は、市町村長（特別区の区長を含む。以下同じ。）が行うこととする。この場合においては、法の規定中当該
事務に係る厚生労働大臣に関する規定は、市町村長に関する規定として市町村長に適用があるものとする。
【中略】

四 法第十六条 に規定する給付を受ける権利の裁定（次に掲げる給付を受ける権利の裁定に限る。）の請求の受理及びその請求に係る事実についての審査に関する事
務 イ 法第七条第一項第一号 に規定する第一号 被保険者（法附則第五条第一項の規定による被保険者、平成六年改正法附則第十一条第一項の規定による被保
険者、平成十六年改正法附則第二十三条第一項の規定による被保険者及び国民年金法 等の一部を改正する法律（昭和六十年法律第三十四号。以下「昭和六十年
改正法」という。）第一条 の規定による改正前の法（以下「旧法」という。）による被保険者を含む。以下「第一号被保険者」という。）としての被保険者期間のみを有する者
（厚生年金保険法 （昭和二十九年法律第百十五号）第七十八条の七 に規定する離婚時みなし被保険者期間、国家公務員共済組合法 （昭和三十三年法律第百二十
八号）第九十三条の十第二項 に規定する離婚時みなし組合員期間 地方公務員等共済組合法 （昭和三十七年法律第百五十二号）第百七条の四第二項 に規定する八号）第九十三条の十第二項 に規定する離婚時みなし組合員期間、地方公務員等共済組合法 （昭和三十七年法律第百五十二号）第百七条の四第二項 に規定する
離婚時みなし組合員期間又は私立学校教職員共済法 （昭和二十八年法律第二百四十五号）第二十五条 において読み替えて準用する国家公務員共済組合法第九
十三条の十第二項 に規定する離婚時みなし加入者期間を有する者を除く。）に支給する老齢基礎年金（昭和六十年改正法附則第十五条第一項又は第二項の規定に
より支給するものを除く。）
【後略】

国民年金法施行規則

（裁定の請求）
第十六条 法第十六条 の規定による老齢基礎年金（法附則第九条の三第一項の規定による老齢年金を含む。以下同じ。）についての裁定の請求は、次の各号に掲げ
る事項を記載した請求書を機構に提出することによつて行わなければならない。
【後略】【後略】

国民年金法施行規則

（申請書等の経由）
第二十七条 第十六条第一項、第十六条の二第三項、第十六条の三第一項、第十六条の四第一項、第十六条の五第一項及び第十六条の六第一項の老齢基礎年

3

第 条 第 条第 項、第 条 第 項、第 条 第 項、第 条 第 項、第 条 第 項 第 条 第 項 齢 礎年
金の裁定請求書並びに第二十五条第一項の請求書（同項後段に該当する場合に係るものに限る。）は、令第一条 、第一条の二及び第二条の規定により当該老齢基礎
年金及び老齢年金に係る法第十六条 に規定する裁定の請求の受理を行うこととされた者を経由して提出しなければならない。
【後略】



 



業務プロセス案（マイナンバー法案を考慮した見直し版） 資料４－２

住基ネット

市町村（1月1日住所地）

業務担当者 決裁権者

≪児童扶養手当≫

都道府県

業務担当者 決裁権者

新No.5 国民年金の裁定請求の効率化

利用者（住民）

市町村（現住所地）

日本年金機構
共済組合等

（年金保険者）
全国健康保険協会住民基本台帳／《児童扶養手当》

業務担当者 決裁権者

国民年金

業務担当者 決裁権者

個人住民税
地方公務員

災害補償基金
厚生労働省

窓口訪問

申請書作成

提出 受取

本人確認

形式チェック

B‐1:住民から受け取る際の業務処理の流

年金請求書（国民年

金・厚生年金保険老

齢給付）

受
領

確
認

戸籍全部事項証明書

預金通帳の写し

■業務プロセス案の前提

(1)申請者は、現住所の市役所の窓口で申請を行う。

(2)他組織への照会において、照会先の組織は、申請書に記入してもらうことで把握する。

(3)審査に必要な情報は、申請の都度、他組織への照会を行うこととする。（他の申請等で照会した情報を、活用することはしない）

【番号導入後の想定される効果】

【凡例】

処理 分岐 帳票団体間連携

以外の処理

自治体以外(国・

民間)の処理

処理のきっかけ 情報・処理の流れ結合子 補足事項 想定される効果

「番号」確認

起案作成

決裁

公印押印

依頼

政機 他 体 合わ を受

帰宅

ICカード提示

配偶者（子）と同一世帯でない場合

日本市立学校振興・共済事業団、国家公

務員共済組合連合会、地方公務員共済組

合、全国市町村職員共済組合連合会の被

保険者または組合員となったことがある場

合

状況把握

連絡情報（年金請求書（国民年金・厚生年金保険老齢給付））

受取

【番号導入後の想定される効果】

・住民が他組織から取得して窓口に持参する添付書類が一部削減されるため、住民・職員の負荷軽減につながる。

・現状では紙等で照会している情報を、電子で照会できるようになるため、照会に係る職員の時間及び業務負荷が軽減される。

D‐2：行政機関（他団体）から問い合わせを受け取り回答

する際の業務処理の流れ

※受給者の現住所地と1月1日現在の住所地が

異なる場合

※配偶者が加給年金の場合

受信

振分

到達記録

D‐2：行政機関（他団体）から問い合わせを受け取り

回答する際の業務処理の流れ

送信元検証

照会依頼情報（地方税関係情報（所得課税証明書情報）） 照会依頼情報（児童扶養手当関係情報）

照会応答 照会応答

照会応答情報（本人確認情報）

照会依頼情報（本人確認情報）

照会依頼情報

（年金給付関係情報

（年金加入期間確認通知書））

照会応答

照会依頼情報

（労働者災害補償関係情報／

戦傷病者戦没者遺族等援護法による年金給付情報）

受
信

受信

振分

到達記録

送信元検証

受
信

D‐2：行政機関（他団体）から問い合わせを受け取り

回答する際の業務処理の流れ

受信

振分

到達記録

送信元検証

受
信

照会応答情報

（年金給付関係情報

（年金加入期間確認通知書））

照会応答照会応答

照会応答情報

（労働者災害補償関係情報／

戦傷病者戦没者遺族等援護法による年金給付情報）

照会依頼情報（地方公務員災

害補償関係情報）

照会応答情報（地方公務員災

害補償関係情報）

照会依頼情報（船員保険法によ

る保険給付の情報）

照会応答情報（船員保険法によ

る保険給付の情報）

照会依頼情報

（住民票関係情報（住民票情報）／

児童扶養手当関係情報）

メ
ッ
セ
ー
ジ
作
成

個人の特定

内容の作成

宛先の指定

送信元検証

署名検証

証明書検証

検
証

メ
ッ
セ
ー
ジ
作
成

個人の特定

内容の作成

宛先の指定

送信元検証

署名検証

証明書検証

検
証

メ
ッ
セ
ー
ジ
作
成

個人の特定

内容の作成

宛先の指定

送信元検証

署名検証

証明書検証

検
証
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業務プロセス案（マイナンバー法案を考慮した見直し版） 資料４－２

住基ネット

市町村（1月1日住所地）

業務担当者 決裁権者

≪児童扶養手当≫

都道府県

業務担当者 決裁権者

新No.5 国民年金の裁定請求の効率化

利用者（住民）

市町村（現住所地）

日本年金機構
共済組合等

（年金保険者）
全国健康保険協会住民基本台帳／《児童扶養手当》

業務担当者 決裁権者

国民年金

業務担当者 決裁権者

個人住民税
地方公務員

災害補償基金
厚生労働省

内
部
決
裁

署
名
付
与

決裁の依頼 メッセージ確認

決裁

署名付与状況の確認

決裁状況の確認

署名付与の依頼

決裁状況の確認

電子署名付与

内
部
決
裁

署
名
付
与

決裁の依頼 メッセージ確認

決裁

署名付与状況の確認

決裁状況の確認

署名付与の依頼

決裁状況の確認

電子署名付与

内
部
決
裁

署
名
付
与

決裁の依頼 メッセージ確認

決裁

署名付与状況の確認

決裁状況の確認

署名付与の依頼

決裁状況の確認

電子署名付与

単件即時決裁を行わ

なくてもよい。

その場合、一括事後

決裁を行うこととする。

単件即時決裁を行わ

なくてもよい。

その場合、一括事後

決裁を行うこととする。

単件即時決裁を行わ

なくてもよい。

その場合、一括事後

決裁を行うこととする。

送
信

送信の依頼

照会応答情報（地方税関係情報（所得課税証明書情報））

署名付与状況の確認

送信

照会応答情報（児童扶養手当関係情報）

送信記録

審査

送
信

署名付与状況の確認

送信の依頼

署名付与状況の確認

送信

送信記録

送
信

署名付与状況の確認

送信の依頼

署名付与状況の確認

送信

送信記録

照会応答情報

（住民票関係情報（住民票情報）／

児童扶養手当関係情報）

受取

発送元確認

公印の確認

通知内容の確認

年金証書

年金裁定通知書

審査

賦課・給付
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平成 23 年度自治体クラウド推進事業（団体間の業務データ連携に係る検討・実証） 

成果報告書 別冊２ 
 
 

 

 

 

 

詳細検討対象ユースケースにおける 

連携データ項目案 
（マイナンバー法案を考慮した見直し版） 

 

 

・インタフェース仕様 

・データ一覧 

 

 

 

 

 

 

平成 24 年 3 月 
 

 



 
 
はじめに 

 
 本書「連携データ項目案（マイナンバー法案を考慮した見直し版）」は平成 23 年度自治体クラウド推進事

業（団体間の業務データ連携に係る検討・実証）成果報告書の別冊（参考資料）として作成したものであ

る。 

 連携データ項目とは、団体間で連携する情報について審査等で必要となる項目を整理したものである。「連

携データ項目案（マイナンバー法案を考慮した見直し版）」は、平成 23 年 6 月 30 日に政府・与党社会保

障改革検討本部により示された『社会保障・税番号制度大綱』を基にして作成した連携データ項目に対し、

マイナンバー法案を考慮して見直しを行ったものである。 

 「連携データ項目案（マイナンバー法案を考慮した見直し版）」は、以下の成果物から成る。 

 インタフェース仕様…団体間で連携する情報のデータ項目と、団体間の入出力（Ｉ／Ｏ）の関係

を整理したもの。 
 データ一覧…各業務が所管するデータの中で、他団体との情報連携で提供する情報を整理したも

の。なお、繰り返し項目がある場合は出現回数の最小と最大に出現する回数を整理している。 
 



連携情報一覧（マイナンバー法案を考慮した見直し版） 別冊２－０

ﾕﾆｯﾄ№ 業務/業務ﾕﾆｯﾄ名
1 本人確認情報 ○ （住基ネット） ― ― ○ ○ ○
2 住民票関係情報（住民票情報） ○ 市町村 1 住民基本台帳 ○ ○ ○
3 地方税関係情報（所得課税証明書情報） ○ 市町村 6 個人住民税 ○ ○ ○ ○
4 医療保険給付関係情報（国民健康保険情報） ○ 市町村 10 国民健康保険 ○

市町村 12 障害者福祉 ○
都道府県 ― 《障害者福祉》 ○ ○
厚生労働省 ― ― ○ ○

6 障害者自立支援法による療養介護、施設入所支援に関する情
報

市町村 12 障害者福祉
○

市町村 12 障害者福祉 ○
都道府県 ― 《障害者福祉》 ○

8 医療保険給付関係情報（後期高齢者医療保険加入情報） ○ 市町村 13 後期高齢者医療 ○
9 介護保険給付関係情報（介護保険加入情報） ○ 市町村 14 介護保険 ○
10 介護保険給付関係情報（介護保険高額給付情報） ○ 市町村 14 介護保険 ○
11 介護保険給付関係情報（介護保険賦課情報） ○ 市町村 14 介護保険 ○

市町村 16 生活保護 ○
都道府県 ― 《生活保護》 ○

13 子どものための手当関係情報（子ども手当受給情報） ○ 市町村 22 子ども手当 ○
市町村 ― 《児童扶養手当》 ○ ○
都道府県 ― 《児童扶養手当》 ○ ○
市町村 ― 《母子家庭自立支援給

付金》
○

都道府県 ― 《母子家庭自立支援給
付金》

○

市町村 ― 《母子寡婦福祉資金》 ○
都道府県 ― 《母子寡婦福祉資金》 ○
市町村 ― 《未熟児養育医療》 ○
都道府県 ― 《未熟児養育医療》 ○
市町村 ― 《公務災害》 ○
都道府県 ― 《公務災害》 ○

19 自制度以外の他の制度における年金給付の受給情報〔未帰還
者留守家族等援護法〕（年金受給情報）

○
都道府県 ― 《未帰還者留守家族等

援護》
○

市町村 ― 《障害児》 ○
都道府県 ― 《障害児》 ○
市町村 ― 《障害児》 ○
都道府県 ― 《障害児》 ○
市町村 ― 《災害》 ○
都道府県 ― 《災害》 ○
市町村 ― 《原爆》 ○
都道府県 ― 《原爆》 ○
市町村 ― 《中国残留邦人等支援》 ○
都道府県 ― 《中国残留邦人等支援》 ○
厚生労働省 ― ― ○
市町村 ― 《中国残留邦人等支援》 ○
都道府県 ― 《中国残留邦人等支援》 ○

26 失業等給付関係情報（雇用保険受給情報）
○

厚生労働省（公共職業安
定所）

― ―
○

27 労働者災害補償関係情報（労災受給情報）
○

厚生労働省（労働基準監
督署）

― ―
○ ○

28 年金給付関係情報（年金受給情報）

○

厚生労働省（年金保険
者）、日本年金機構、共済
組合等、農林漁業団体職
員共済組合（年金保険者）

― ― ○

29 年金給付関係情報（年金加入期間確認通知書） ○ 共済組合等（年金保険者） ― ― ○
30 農林漁業団体職員共済組合による年金給付の情報 厚生労働省、日本年金機

構、共済組合等、農林漁
業団体職員共済組合（年
金保険者）

― ―

○

31 自制度以外の他の制度における年金給付の受給情報（年金受
給情報） ○

公的年金の給付を行うと
されている者（年金保険
者）

― ― ○

32 職業訓練受講給付金関係情報 厚生労働省 ― ― ○
33 石綿健康被害救済給付等関係情報 厚生労働省 ― ― ○
34 戦傷病者戦没者遺族等援護関係情報 厚生労働省 ― ― ○
35 戦傷病者戦没者遺族等援護法による年金給付情報 厚生労働省 ― ― ○
36 原爆被爆者の援護に関する情報 厚生労働省 ― ― ○

文部科学省 ― ― ○
都道府県教育委員会 ― ― ○
都道府県教育委員会 ― ― ○
市町村教育委員会 ― ― ○

39 地方公務員災害補償関係情報 地方公務員災害補償基金 ― ― ○ ○
40 社会福祉法による生計困難者への融資等に関する情報 社会福祉協議会 ― ― ○
41 医療保険給付関係情報（医療保険情報） ○ 医療保険者 ― ― ○
42 船員保険法による保険給付の情報 全国健康保険協会 ― ― ○

学校保健安全法による医療に関する情報38

中国残留邦人等支援給付関係情報25

特別支援学校の就学の支援に関する情報

原爆被爆者に対する手当等の情報23

中国残留邦人等支援給付に関する情報24

20

災害救助法による扶助金に関する情報22

16

養育医療に関する情報17

○

児童扶養手当関係情報（児童扶養手当受給情報）
○

母子家庭自立支援給付金の情報

児童福祉法による療育の給付、障害児入所給付費に関する情
報

母子寡婦福祉資金の情報

自制度以外の他の制度における年金給付の受給情報〔学校医
等の公務災害補償法〕（年金受給情報）

○

児童福祉法による障害児入所支援等の情報

5 特別児童扶養手当関係情報（特別児童扶養手当受給情報）
○

37

連携情報

障害者関係情報7

12

18

21

14

項番

15

生活保護関係情報（生活保護受給情報）

データ項目
整理済

業務
団体

情報保有者

№5

ユースケース別　使用する情報

№1 №2 №4
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インタフェース仕様（マイナンバー法案を考慮した見直し版） 別冊２－１
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1 本人確認情報 O I I I
2 　氏名 住基ﾈｯﾄの「氏名」 O I I I
3 　　漢字氏名 N 住基ﾈｯﾄの「氏名漢

字」
O I I I

4 　　カナ氏名 N 住基ﾈｯﾄの「氏名ふ
りがな」

O I I I

5 　生年月日 X 9 住基ﾈｯﾄの「生年月
日」

O I I I

6 　性別 ○ 性別 X 1 住基ﾈｯﾄの「性別」 O I I I
7 　住所 住基ﾈｯﾄの「住所」 O I I
8 住民票関係情報（住民票情報） O I I I
9 　世帯主氏名 氏名情報 O I I
10 　世帯員情報 世帯主を含む世帯

員全員
O I I I

11 　　氏名 氏名情報 O I I I
12 　　続柄漢字 続柄情報 住民基本台帳の世

帯主との続柄
O I I I

13 地方税関係情報（所得課税証明書情報） O I I I I I
14 　課税情報 O I I I I I
15 　　相当年度 X 4 O I I I I I
16 　　年税額 S9 13 O I
17 　　市区町村民税額情報 O I
18 　　　市区町村民税均等割額 S9 13 O I
19 　　　市区町村民税所得割額 S9 13 O I
20 　　都道府県民税額情報 S9 13 O I I
21 　　課税総所得額等 S9 13 O I I I
22 　総合分 O I
23 　　総所得額 S9 13 O I
24 　　免税対象肉用牛所得 S9 13 O I
25 　分離分 O I
26 　　分離短期土地等事業・雑所得額 S9 13 O I
27 　　分離短期譲渡一般所得額 S9 13 O I
28 　　分離長期譲渡一般所得額 S9 13 O I
29 　　山林所得額 S9 13 O I
30 　　分離退職所得額 S9 13 O I
31 　　先物取引所得額 S9 13 O I
32 　　条約適用利子等所得額 S9 13 O I
33 　　条約適用配当等所得額 S9 13 O I
34 　控除情報 O I
35 　　雑損控除額 S9 13 O I
36 　　医療費控除額 S9 13 O I
37 　　小規模企業共済掛金控除額 S9 13 O I
38 　　生命保険住民税控除額 S9 13 O I I
39 　　配偶者特別控除額 S9 13 O I
40 　　控除対象配偶者区分 ○ 控除対象配偶者区分 X 1 O I
41 　　同居老人扶養人数 9 2 O I
42 　　老人扶養人数 9 2 O I
43 　　一般扶養人数 9 2 O I
44 　　特定扶養人数 9 2 O I
45 　　特別障害者人数 9 2 O I
46 　　普通障害者人数 9 2 O I

その他
（行政機関等）

民間
市町村 都道府県

市町
村

都道
府県

インタフェース仕様（団体間連携情報） 中間インターフェース

№ 情報名

コード

データ型 桁数 項目説明

情報提供者 情報利用者

CD コード名
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インタフェース仕様（団体間連携情報） 中間インターフェース

№ 情報名

コード

データ型 桁数 項目説明

情報提供者 情報利用者

CD コード名

47 　本人情報 O I
48 　　本人障害区分 ○ 本人障害区分 X 1 O I
49 　　本人寡婦区分 ○ 本人寡婦区分 X 1 O I
50 　　本人勤労学生区分 ○ 有無 X 1 O I
51 医療保険給付関係情報（国民健康保険情報） O I I
52 　健康保険加入有無 ○ 有無 X 1 O I I
53 　賦課情報 O I I
54 　　相当年度 X 4 O I I
55 　　保険料額 S9 13 O I I
56 特別児童扶養手当関係情報（特別児童扶養手

当受給情報）
O O I I I O

57 　受給者情報 O O I I I O
58 　　特別児童扶養手当支給有無 ○ 有無 X 1 O O I I I O
59 　　特別児童扶養手当支給人数 9 2 O O I I I O
60 　　手当月額 9 13 O O I I I O
61 　　支給開始年月 年月情報 O O I I I O
62 　受給児童氏名 氏名情報 O O I I I O
63 障害者自立支援法による療養介護、施設入所

支援に関する情報
O I

64 障害者関係情報 O O I
65 医療保険給付関係情報（後期高齢者医療保険

加入情報）
O I I

66 　加入有無 ○ 有無 O I I
67 　賦課情報 O I I
68 　　相当年度 X 4 O I I
69 　　保険料額 S9 13 O I I
70 介護保険給付関係情報（介護保険加入情報） O I I
71 　介護有無 ○ 介護保険資格区分

コード
X 1

O I I

72 　認定区分 ○ 要介護認定有無 X 1 O I I
73 　要介護状態区分 ○ 要介護状態区分 X 2 O I I
74 　認定期間開始日 日付情報 O I I
75 　認定期間終了日 日付情報 O I I
76 介護保険給付関係情報（介護保険高額給付情

報）
O I I

77 　高額給付情報 O I I
78 　　利用月 年月情報 O I I
79 　　利用者負担額 9 10 O I I
80 　　高額介護サービス費 9 10 O I I
81 介護保険給付関係情報（介護保険賦課情報） O I I
82 　相当年度 X 4 O I I
83 　保険料額 S9 13 O I I
84 生活保護関係情報（生活保護受給情報） O O I
85 　世帯員情報 O O I
86 　　世帯員氏名 氏名情報 O O I
87 　　性別 ○ 性別 X 1 O O I
88 　　続柄 続柄情報 O O I
89 　　生年月日 生年月日情報 O O I
90 子どものための手当関係情報（子ども手当受

給情報）
O I I

91 　受給者情報 O I I
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― ―
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インタフェース仕様（団体間連携情報） 中間インターフェース

№ 情報名

コード

データ型 桁数 項目説明

情報提供者 情報利用者

CD コード名

92 　　子ども手当支給有無 ○ 有無 X 1 O I I
93 　　子ども手当支給人数 9 2 O I I
94 　　手当月額 9 13 O I I
95 　　支給開始年月 年月情報 O I I
96 　受給児童氏名 氏名情報 O I I
97 児童扶養手当関係情報（児童扶養手当受給情

報）
O O I I I

98 　受給者情報 O O I I I
99 　　児童扶養手当支給有無 ○ 有無 X 1 O O I I I
100 　　児童扶養手当支給人数 9 2 O O I I I
101 　　手当月額 9 13 O O I I I
102 　　支給開始年月 年月情報 O O I I I
103 　受給児童氏名 氏名情報 O O I I I
104 母子家庭自立支援給付金の情報 O O I I
105 母子寡婦福祉資金の情報 O O I I
106 養育医療に関する情報 O O I I
107 自制度以外の他の制度における年金給付の受

給情報〔学校医等の公務災害補償法〕
（年金受給情報）

O O I

108 　年金情報 O O I
109 　　加入有無 ○ 有無 X 1 O O I
110 　　年金種類 ○ 受給年金種別 X 4 O O I
111 　　支給開始年月日 日付情報 O O I
112 自制度以外の他の制度における年金給付の受

給情報〔未帰還者留守家族等援護法〕
（年金受給情報）

O I

113 　年金情報 O I
114 　　加入有無 ○ 有無 X 1 O I
115 　　年金種類 ○ 受給年金種別 X 4 O I
116 　　支給開始年月日 日付情報 O I
117 児童福祉法による障害児入所支援等の情報 O O I
118 児童福祉法による療育の給付、障害児入所給

付費に関する情報
O O I I

119 災害救助法による扶助金に関する情報 O O I I
120 原爆被爆者に対する手当等の情報 O O I I
121 中国残留邦人等支援給付に関する情報 O O I I O
122 中国残留邦人等支援給付関係情報 O O I
123 失業等給付関係情報（雇用保険受給情報） I I O
124 　受給有無 ○ 有無 X 1 I I O
125 　受給額 S9 13 I I O
126 労働者災害補償関係情報（労災受給情報） I I I O
127 　受給有無 ○ 有無 X 1 I I I O
128 　受給額 S9 13 I I I O
129 年金給付関係情報（年金受給情報） I I O O
130 　年金情報 I I O O
131 　　加入有無 ○ 有無 X 1 I I O O
132 　　年金種類 ○ 受給年金種別 X 4 I I O O
133 　　支給開始年月日 日付情報 I I O O
134 　　受給権残月数 9 3 I I O O
135 年金給付関係情報（年金加入期間確認通知

書）
I O
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インタフェース仕様（マイナンバー法案を考慮した見直し版） 別冊２－１
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インタフェース仕様（団体間連携情報） 中間インターフェース

№ 情報名

コード

データ型 桁数 項目説明

情報提供者 情報利用者

CD コード名

136 　年金加入期間情報 I O
137 　　年金加入期間 I O
138 　　　開始年月日 日付情報 I O
139 　　　終了年月日 日付情報 I O
140 　　期間の種類 N 20 I O
141 　　組合員期間 9 4 I O
142 　退職年金共済組合期間 I O
143 　　開始年月日 日付情報 I O
144 　　終了年月日 日付情報 I O
145 農林漁業団体職員共済組合による年金給付の

情報
I I O O

146 自制度以外の他の制度における年金給付の受
給情報（年金受給情報）

I O

147 　年金情報 I O
148 　　加入有無 ○ 有無 X 1 I O
149 　　年金種類 ○ 受給年金種別 X 4 I O
150 　　支給開始年月日 日付情報 I O
151 職業訓練受講給付金関係情報 I I O
152 石綿健康被害救済給付等関係情報 I I O
153 戦傷病者戦没者遺族等援護関係情報 I I O
154 戦傷病者戦没者遺族等援護法による年金給付

情報
I O

155 原爆被爆者の援護に関する情報 I I O
156 特別支援学校の就学の支援に関する情報 I I O O
157 学校保健安全法による医療に関する情報 I I O O
158 地方公務員災害補償関係情報 I I I O
159 社会福祉法による生計困難者への融資等に関

する情報
I I O

160 　年金加入期間情報 I O
161 　　年金加入期間 I O
162 　　　開始年月日 日付情報 I O
163 　　　終了年月日 日付情報 I O
164 　　期間の種類 N 20 I O
165 　　組合員期間 9 4 I O
166 　退職年金共済組合期間 I O
167 　　開始年月日 日付情報 I O
168 　　終了年月日 日付情報 I O
169 医療保険給付関係情報（医療保険情報） I I O
170 　健康保険情報 I I O
171 　　加入有無 ○ 有無 X 1 I I O
172 　　健康保険制度の種類 N 50 I I O
173 　賦課情報 I I O
174 　　相当年度 X 4 I I O
175 　　保険料額 S9 13 I I O
176 船員保険法による保険給付の情報 I O
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成果報告書 別冊２ 

詳細検討対象ユースケースにおける連携データ項目案 

（マイナンバー法案を考慮した見直し版） 
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データ一覧（マイナンバー法案を考慮した見直し版） 別冊２－２

CD コード名 最小 最大 №1 №2 №4 №5
1 本人確認情報 1 1 ○ ○ ○

2 氏名 1 1 住基ﾈｯﾄの「氏名」 ○ ○ ○

3 漢字氏名 N 1 1 住基ﾈｯﾄの「氏名漢字」 ○ ○ ○

4 カナ氏名 N 1 1 住基ﾈｯﾄの「氏名ふりがな」 ○ ○ ○

5 生年月日 X 9 1 1 住基ﾈｯﾄの「生年月日」 ○ ○ ○

6 性別 X 1 ○ 性別 1 1 住基ﾈｯﾄの「性別」 ○ ○ ○

7 住所 1 1 住基ﾈｯﾄの「住所」 ○ ○

ユースケース別使
用項目

データ一覧 業務：（住基ネット）

№ 情報名 データ型 桁数
コード 出現回数

項目説明
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データ一覧（マイナンバー法案を考慮した見直し版） 別冊２－２

CD コード名 最小 最大 №1 №2 №4 №5
1 住民票関係情報（住民

票情報）
1 1 ○ ○ ○ ○

2 世帯主氏名 氏名情報 1 1 ○ ○ ○

3 世帯員情報 1 N 世帯主を含む世帯員全員 ○ ○ ○ ○

4 氏名 氏名情報 1 1 ○ ○ ○ ○

5 続柄漢字 続柄情報 1 1 住民基本台帳の世帯主との続柄 ○ ○ ○ ○

ユースケース別使
用項目

データ一覧 業務：住民基本台帳(市町村）

№ 情報名 データ型 桁数
コード 出現回数

項目説明

2/15



データ一覧（マイナンバー法案を考慮した見直し版） 別冊２－２

CD コード名 最小 最大 №1 №2 №4 №5
1 地方税関係情報（所得

課税証明書情報）
1 1 ○ ○ ○ ○

2 課税情報 1 1 ○ ○ ○ ○

3 相当年度 X 4 1 1 ○ ○ ○ ○

4 年税額 S9 13 1 1 ○

5 市区町村民税額情報 1 1 ○

6 市区町村民税均等割額 S9 13 1 1 ○

7 市区町村民税所得割額 S9 13 1 1 ○

8 都道府県民税額情報 S9 13 1 1 ○

9 課税総所得額等 S9 13 1 1 課税の対象額（所得金額－所得控除
の合計額）（分離分を含む）

○ ○

10 総合分 1 1 ○

11 総所得額 S9 13 1 1 ○

12 免税対象肉用牛所得 S9 13 1 1 ○

13 分離分 1 1 ○

14 分離短期土地等事業・
雑所得額

S9 13 1 1 ○

15 分離短期譲渡一般所得
額

S9 13 1 1 ○

16 分離長期譲渡一般所得
額

S9 13 1 1 ○

17 山林所得額 S9 13 1 1 ○

18 分離退職所得額 S9 13 1 1 ○

19 先物取引所得額 S9 13 1 1 ○

20 条約適用利子等所得額 S9 13 1 1 ○

21 条約適用配当等所得額 S9 13 1 1 ○

22 控除情報 1 1 ○

23 雑損控除額 S9 13 1 1 ○

24 医療費控除額 S9 13 1 1 ○

25 小規模企業共済掛金控
除額

S9 13 1 1 ○

26 生命保険住民税控除額 S9 13 1 1 ○

27 配偶者特別控除額 S9 13 1 1 ○

ユースケース別使
用項目

データ一覧 業務：個人住民税(市町村）

№ 情報名 データ型 桁数
コード 出現回数

項目説明
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データ一覧（マイナンバー法案を考慮した見直し版） 別冊２－２

CD コード名 最小 最大 №1 №2 №4 №5

ユースケース別使
用項目

データ一覧 業務：個人住民税(市町村）

№ 情報名 データ型 桁数
コード 出現回数

項目説明

28 控除対象配偶者区分 X 1 ○ 控除対象配偶
者区分

1 1 ○

29 同居老人扶養人数 9 2 1 1 ○

30 老人扶養人数 9 2 1 1 ○

31 一般扶養人数 9 2 1 1 ○

32 特定扶養人数 9 2 1 1 ○

33 特別障害者人数 9 2 1 1 ○

34 普通障害者人数 9 2 1 1 ○

35 本人情報 1 1 ○

36 本人障害区分 X 1 ○ 本人障害区分 1 1 ○

37 本人寡婦区分 X 1 ○ 本人寡婦区分 1 1 ○

38 本人勤労学生区分 X 1 ○ 有無 1 1 ○
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データ一覧（マイナンバー法案を考慮した見直し版） 別冊２－２

CD コード名 最小 最大 №1 №2 №4 №5
1 医療保険給付関係情報

（国民健康保険情報）
1 1 ○ ○

2 健康保険加入有無 X 1 ○ 有無 1 1 ○ ○

3 賦課情報 1 1 ○

4 相当年度 X 4 1 1 ○

5 保険料額 S9 13 1 1 ○

6 所得区分 X 1 ○ 所得区分 1 1 ○

ユースケース別使
用項目

データ一覧 業務：国民健康保険(市町村）

№ 情報名 データ型 桁数
コード 出現回数

項目説明

5/15



データ一覧（マイナンバー法案を考慮した見直し版） 別冊２－２

CD コード名 最小 最大 №1 №2 №4 №5
1 特別児童扶養手当関係

情報（特別児童扶養手
当受給情報）

1 1 ○

2 受給者情報 1 1 ○

3 特別児童扶養手当支給
有無

X 1 ○ 有無 1 1 ○

4 特別児童扶養手当支給
人数

9 2 1 1 ○

5 手当月額 9 13 1 1 ○

6 支給開始年月 年月情報 1 1 ○

7 受給児童氏名 氏名情報 1 N ○

ユースケース別使
用項目

データ一覧 業務：障害者福祉(市町村、都道府県）

№ 情報名 データ型 桁数
コード 出現回数

項目説明
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データ一覧（マイナンバー法案を考慮した見直し版） 別冊２－２

CD コード名 最小 最大 №1 №2 №4 №5
1 医療保険給付関係情報

（後期高齢者医療保険
加入情報）

1 1 ○

2 加入有無 ○ 有無 1 1 ○

3 賦課情報 1 1 ○

4 相当年度 X 4 1 1 ○

5 保険料額 S9 13 1 1 ○

ユースケース別使
用項目

データ一覧 業務：後期高齢者医療(市町村）

№ 情報名 データ型 桁数
コード 出現回数

項目説明
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データ一覧（マイナンバー法案を考慮した見直し版） 別冊２－２

CD コード名 最小 最大 №1 №2 №4 №5
1 介護保険給付関係情報

（介護保険加入情報）
1 1 ○

2 介護有無 X 1 ○ 介護保険資格
区分コード

1 1 ○

3 認定区分 X 1 ○ 要介護認定有
無

1 1 ○

4 要介護状態区分 X 2 ○ 要介護状態区
分

1 1 ○

5 認定期間開始日 日付情報 1 1 ○

6 認定期間終了日 日付情報 1 1 ○

7 介護保険給付関係情報
（介護保険高額給付情
報）

1 1 ○

8 高額給付情報 1 N ○

9 利用月 年月情報 1 1 ○

10 利用者負担額 9 10 1 1 ○

11 高額介護サービス費 9 10 1 1 ○

12 介護保険給付関係情報
（介護保険賦課情報）

1 1 ○

13 相当年度 X 4 1 1 ○

14 保険料額 S9 13 1 1 ○

ユースケース別使
用項目

データ一覧 業務：介護保険(市町村）

№ 情報名 データ型 桁数
コード 出現回数

項目説明

8/15



データ一覧（マイナンバー法案を考慮した見直し版） 別冊２－２

CD コード名 最小 最大 №1 №2 №4 №5
1 生活保護関係情報（生

活保護受給情報）
1 1 ○

2 世帯員情報 1 N ○

3 世帯員氏名 氏名情報 1 1 ○

4 性別 X 1 ○ 性別 1 1 ○

5 続柄 続柄情報 1 1 ○

6 生年月日 生年月日情報 1 1 ○

ユースケース別使
用項目

データ一覧 業務：生活保護(市町村）

№ 情報名 データ型 桁数
コード 出現回数

項目説明

9/15



データ一覧（マイナンバー法案を考慮した見直し版） 別冊２－２

CD コード名 最小 最大 №1 №2 №4 №5
1 子どものための手当関

係情報（子ども手当受
給情報）

1 1 ○

2 受給者情報 1 1 ○

3 子ども手当支給有無 X 1 ○ 有無 1 1 ○

4 子ども手当支給人数 9 2 1 1 ○

5 手当月額 9 13 1 1 ○

6 支給開始年月 年月情報 1 1 ○

7 受給児童氏名 氏名情報 1 N ○

ユースケース別使
用項目

データ一覧 業務：子ども手当(市町村）

№ 情報名 データ型 桁数
コード 出現回数

項目説明

10/15



データ一覧（マイナンバー法案を考慮した見直し版） 別冊２－２

CD コード名 最小 最大 №1 №2 №4 №5
1 児童扶養手当関係情報

（児童扶養手当受給情
報）

1 1 ○

2 受給者情報 1 1 ○

3 児童扶養手当支給有無 X 1 ○ 有無 1 1 ○

4 児童扶養手当支給人数 9 2 1 1 ○

5 手当月額 9 13 1 1 ○

6 支給開始年月 年月情報 1 1 ○

7 受給児童氏名 氏名情報 1 N ○

ユースケース別使
用項目

データ一覧 業務：《児童扶養手当》(市町村）

№ 情報名 データ型 桁数
コード 出現回数

項目説明

11/15



データ一覧（マイナンバー法案を考慮した見直し版） 別冊２－２

CD コード名 最小 最大 №1 №2 №4 №5
1 失業等給付関係情報

（雇用保険受給情報）
1 1 ○

2 受給有無 X 1 ○ 有無 1 1 ○

3 受給額 S9 13 1 1 ○

ユースケース別使
用項目

データ一覧 業務：―（公共職業安定所）

№ 情報名 データ型 桁数
コード 出現回数

項目説明

12/15



データ一覧（マイナンバー法案を考慮した見直し版） 別冊２－２

CD コード名 最小 最大 №1 №2 №4 №5
1 労働者災害補償関係情

報（労災受給情報）
1 1 ○

2 受給有無 X 1 ○ 有無 1 1 ○

3 受給額 S9 13 1 1 ○

ユースケース別使
用項目

データ一覧 業務：―（労働基準監督署）

№ 情報名 データ型 桁数
コード 出現回数

項目説明

13/15



データ一覧（マイナンバー法案を考慮した見直し版） 別冊２－２

CD コード名 最小 最大 №1 №2 №4 №5
1 年金給付関係情報（年

金受給情報）
1 1 ※日本年金機構・年金保険者双方とも

の場合
○ ○

2 年金情報 1 N ○ ○

3 加入有無 X 1 ○ 有無 1 1 ○ ○

4 年金種類 X 4 ○ 受給年金種別 1 1 ○ ○

5 支給開始年月日 日付情報 1 1 ○ ○

6 受給権残月数 9 3 1 1 ○

7 年金給付関係情報（年
金加入期間確認通知
書）

1 1 ※日本年金機構以外の年金保険者の
場合

○

8 年金加入期間情報 1 N ○

9 年金加入期間 1 1 ○

10 開始年月日 日付情報 1 1 ○

11 終了年月日 日付情報 1 1 ○

12 期間の種類 N 20 1 1 ○

13 組合員期間 9 4 1 1 ○

14 退職年金共済組合期間 1 N ○

15 開始年月日 日付情報 1 1 ○

16 終了年月日 日付情報 1 1 ○

ユースケース別使
用項目

データ一覧 業務：―（日本年金機構・年金保険者）

№ 情報名 データ型 桁数
コード 出現回数

項目説明

14/15



データ一覧（マイナンバー法案を考慮した見直し版） 別冊２－２

CD コード名 最小 最大 №1 №2 №4 №5
1 医療保険給付関係情報

（医療保険情報）
1 1 ○ ○

2 健康保険情報 1 1 ○ ○

3 加入有無 X 1 ○ 有無 1 1 ○ ○

4 健康保険制度の種類 N 50 1 1 ○ ○

5 賦課情報 1 N ○

6 相当年度 X 4 1 1 ○

7 保険料額 S9 13 1 1 ○

8 医療保険の所得区分 X 1 ○ 1 1 ○

ユースケース別使
用項目

データ一覧 業務：―（医療保険者（市町村/国保・後期高齢）以外））

№ 情報名 データ型 桁数
コード 出現回数

項目説明

15/15



 



平成 23 年度自治体クラウド推進事業（団体間の業務データ連携に係る検討・実証） 

成果報告書 別冊３ 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

地域情報プラットフォームを活用した 

効率的かつ円滑な情報提供ネットワークシステムとの 

接続機能仕様案 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 24 年 3 月 

 



目次 
 

1 

目次 

1. はじめに ......................................................................................................................................... 2 

2. 全体アーキテクチャ ........................................................................................................................ 3 

2.1 情報提供ネットワークシステム接続概要 ..................................................................................... 3 

2.2 情報提供ネットワークシステム及び機能ブロックの連携の考え方 .............................................. 8 

2.3 連携処理の詳細 .......................................................................................................................... 13 

2.4 インタフェース定義 ................................................................................................................... 25 

3. 個別機能仕様 ................................................................................................................................ 56 

3.1 情報提供ネットワークシステム接続機能 ................................................................................... 56 

3.2 ＰＦ通信機能 .............................................................................................................................. 66 

3.3 暗号・署名機能 .......................................................................................................................... 70 

3.4 認証・認可機能 .......................................................................................................................... 85 

3.5 ログ管理機能（連携インターフェース） ................................................................................... 95 

3.6 連携確認機能 ........................................................................................................................... 102 

3.7 ＩＤ変換機能 ............................................................................................................................ 199 

3.8 連携情報保管機能 .................................................................................................................... 203 

3.9 ログ管理機能（中間インターフェース） ................................................................................. 208 

3.10 個別連携業務接続（データ送受信）機能 ............................................................................... 214 

 



1 はじめに 
 
 

2 

 

1. はじめに 

本書は平成 23 年度自治体クラウド推進事業（団体間の業務データ連携に係る検討・実証）成果報告書

の別冊（参考資料）として作成したものである。 

地域情報プラットフォームは、業務システム間の容易なデータ連携等を実現するための標準的な仕組み

であり、マイナンバー制度による団体間連携とも親和性が極めて高く、特に自治体では地域情報プラット

フォームがそのまま使えるもの、拡張することにより有効に使えるものが多数存在すると考えられる。 

 

このため、この仕様案では、地域情報プラットフォームを有効に活用していくことにより、自治体の業

務システムと情報提供ネットワークシステムとの効率的かつ円滑な接続が実現できること、そのための地

域情報プラットフォームの具体的な活用方策（姿）を示すこととした。 

次章以降では、仮説として設定した情報提供ネットワークシステムと自治体の業務システムとの連携に必要

な機能等について、地域情報プラットフォームのどの機能がどこまで活用できるか等を具体的に整理検討しま

とめているが、地域情報プラットフォーム自体が具体的な実装レベルの技術的仕様を含むものであり、それと

同等に近い深さまで深掘りすることにより、具体的かつ有用な活用方策（姿）を例示するものである。 

 



2 全体アーキテクチャ 
2.1 情報提供ネットワークシステム接続概要 
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2. 全体アーキテクチャ 

2.1 情報提供ネットワークシステム接続概要 

(1) 情報提供ネットワークシステム接続の全体像と機能ブロック 

番号制度の導入に伴い、自治体は情報提供ネットワークシステムを通じた新たな連携（以下、団体間連

携）を行うこととなる。番号制度の導入に伴い新たに必要となる機能は全国共通の仕様とし、自治体の既

存業務システムとの連携を地域情報プラットフォーム標準仕様ベースとすることにより、番号制度導入に

伴う自治体負担が軽減されるものと考えられる。本書では、情報提供ネットワークシステム接続の全体像

を、以下の 4 つの機能ブロックから構成されるものと整理した。 

クラウド環境A

業務システム群

中間インターフェース機能

個人情報関連機能

連携インターフェース機能

情報提供ネットワーク

システム接続機能

PF

通
信

機

能

団体間連携機能情
報
提
供
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
シ
ス
テ
ム

クラウド環境B クラウド環境Aと同様の機能を有する

・
・
・

地域情報PFサービス基盤

Ｆ

Ｗ

暗号・署名機能

認証・認可機能

個
別
連
携
業
務
接
続

（
デ
ー
タ
送
受
信
）
機
能

【地域情報PF

未準拠・
対象外】

システム

Ａ

シス

テム

Ｂ

シス

テム

【地域情報PF準拠】

システム

ログ管理機能
（連携IF）

←新たに構築するシステム 既存のシステム→

スタンドアロン
システム

専用端末

業務端末

業務端末

住基
ＣＳ

住基ネット

個
別
連
携

連携情報保管機能

ID変換機能

連携確認機能

参照用DB

ログ管理機能
（中間IF）

① ②

③

④

【図 2.1-1 情報提供ネットワークシステム接続の全体像】 

 

① 連携インターフェース機能 

連携インターフェース機能は、番号制度の導入に伴い新たに必要となる機能のうち、情報提供ネット

ワークシステムの仕様に応じたメッセージ全体の制御を行う機能とする。情報提供ネットワークシステ

ムとの接続を行う為、FW の外側に配置することとする。 

 

  



2 全体アーキテクチャ 
2.1 情報提供ネットワークシステム接続概要 

 

4 

 

② 中間インターフェース機能 

中間インターフェース機能は、番号制度の導入に伴い新たに必要となる機能のうち、団体間連携に用

いる住民の個人情報を保持または利用する機能とする。具体的には、住民情報が含まれる参照用 DB と、

団体間連携に用いるメッセージの一時保管を行う機能、ID 変換する仕組みに関する機能であり、セキュ

リティを考慮し、FW の内側に配置することとする。 

また、現状、自治体の既存業務システムには、地域情報プラットフォームに対応していないシステム

も存在する為、既存業務システムの独自仕様に合わせて、個別に地域情報プラットフォーム標準仕様と

の差異を吸収する機能もオプションとして配置することとする。 

 

③ 既存業務システム 

既存業務システムは、自治体における既存の業務システムである。 

 

④ 操作端末 

操作端末は、団体間連携を行う上で職員が操作する端末である。 

 

  



2 全体アーキテクチャ 
2.1 情報提供ネットワークシステム接続概要 
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(2) 全体像を構成する機能ブロックの構成要素 

① 連携インターフェース機能 

連携インターフェース機能は、①情報提供ネットワークシステム接続機能、②PF 通信機能、③団体

間連携機能から構成されるものと整理した。 

 

【表 2.1-1 連携インターフェース機能の構成要素】 

項番 構成要素 説明 

1 情報提供ネットワークシステ

ム接続機能 

情報提供ネットワークシステム接続機能は、連携インターフェー

ス機能が情報提供ネットワークシステムと団体間連携を行う場

合の送受信機能とする。 

2 PF 通信機能 PF 通信機能は、連携インターフェース機能が中間インターフェ

ース機能と団体間連携を行う場合の送受信機能とする。 

3 団体間連携機能 団体間連携機能は、マイナンバー法等の規定により必要となる処

理を行う機能、及び、連携データが自治体により認可され、情報

が真正であることを検証する為の機能とする。 

 暗号・署名機能 暗号・署名機能は、団体間連携の連携データについて自治体およ

び団体間で情報を流通させるために必要な暗号・復号、電子署名

の付与・検証を行う機能とする。 

 認証・認可機能 認証・認可機能は、団体間連携の連携データについて自治体が実

施すべきアクセス制御、連携相手の確認、連携の根拠法令に見合

った職責の確認、マイナンバー法等に規定された範囲等の検証を

行う機能とする。 

 ログ管理機能 

（連携インターフェース） 

ログ管理機能（連携インターフェース）は、暗号・署名機能、認

証・認可機能が出力する処理結果等のログを管理する機能とす

る。 

  

 

  



2 全体アーキテクチャ 
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② 中間インターフェース機能 

中間インターフェース機能は、①個人情報関連機能、②個別連携業務接続（データ送受信）機能から

構成されるものと整理した。 

 

【表 2.1-2 中間インターフェース機能の構成要素】 

項番 構成要素 説明 

1 個人情報関連機能 個人情報関連機能は、団体間連携に用いる住民の個人情報を保持

または利用する機能とする。 

 連携確認機能 連携確認機能は、照会依頼の連携データを解析し、参照用 DB 等

の情報取得に必要な情報を抽出する機能とする。団体間連携では

照会依頼／応答のメッセージの作成、自動処理と手動処理および

オンライン処理とバッチ処理の制御を行い、照会依頼等の処理状

況の管理及び確認を行うこととする。 

 ID 変換機能 ID 変換機能は、連携データに含まれるリンクコードと自団体の

識別番号とを紐付け管理し、相互に変換する機能とする。 

 連携情報保管機能 連携情報保管機能は、連携確認機能等から取得した検索キー等を

元に、参照用 DB から住民情報等を抽出し提供する機能とする。

 ログ管理機能 

（中間インターフェース） 

ログ管理機能（中間インターフェース）は、連携確認機能、ID

変換機能、連携情報保管機能が出力する個人情報を含む処理結果

等のログを管理する機能とする。 

2 個別連携業務接続 

（データ送受信）機能 

【オプション】 

個別連携業務接続機能は、連携インタフェース機能が、地域情報

プラットフォームに未準拠、及び、対象外の業務システムと連携

する場合に、地域情報 PF 未準拠・対象外システムの独自仕様と

地域情報プラットフォーム間の差異を変換する機能とする。 
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③ 既存業務システム 

既存業務システムは、地域情報プラットフォーム標準仕様への対応状況により、①地域情報 PF 準拠

システム、②地域情報 PF 未準拠・対象外システムに分類される。 

 

【表 2.1-3 既存業務システムの構成要素】 

項番 構成要素 説明 

1 地域情報 PF 準拠 

システム 

地域情報 PF 準拠システムは、地域情報プラットフォーム標準仕様

が規定するインタフェース仕様、通信仕様を用いて連携を行うシ

ステムである。地域情報 PF 準拠システムは、地域情報プラットフ

ォーム標準仕様における業務ユニット及びサービス基盤から構成

される。 

2 地域情報 PF 未準拠・

対象外システム 

地域情報 PF 未準拠・対象外システムは、独自のインタフェース仕

様、通信仕様を用いて連携を行うシステムである。 

※ スタンドアロンシステムは、他システムとの連携を前提としておらず、ここでは、既存業務シス

テムと別扱いとする。 

 

④ 操作端末 

団体間連携を行う際に職員が操作する端末は以下の 2 通りがあり、自治体毎にどちらの端末を使用す

るかを選択する。 

 

・ 専用端末 

職員が中間インターフェース機能を利用するにあたり、新たに必要となる端末とする。専用端末を操

作可能な職員は専用の IC カードを付与された職員のみに限定することとする。 

尚、ネットワークセグメントの問題が生じないのであれば、専用端末は物理的に業務端末と共用する

ことも考えられる。 

 

・ 業務端末 

既存業務システムの操作端末は、職員が現状の業務処理を行う際に使用する端末であり、既存業務シ

ステムに付帯する端末である。 

尚、業務端末を用いて団体間連携を行う場合、業務端末は専用端末と同等のセキュリティレベルが求

められる。 
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2.2 情報提供ネットワークシステム及び機能ブロックの連携の考え方 

情報提供ネットワークシステムと機能ブロック間の連携の考え方を以下に示す。 

クラウド環境A

業務システム群

中間インターフェース機能

個人情報関連機能

連携インターフェース機能

情報提供ネットワーク
システム接続機能

PF
通
信
機
能

団体間連携機能情
報
提
供
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
シ
ス
テ
ム

地域情報PFサービス基盤

Ｆ

Ｗ

暗号・署名機能

認証・認可機能
連携情報保管機能

参照用DB

ID変換機能

連携確認機能

個
別
連
携
業
務
接
続

（デ
ー
タ
送
受
信
）機
能

【地域情報PF
未準拠・
対象外】

システム

Ａ
シス
テム

Ｂ
シス
テム

【地域情報PF準拠】
システム

ログ管理機能
（連携IF）

ログ管理機能
（中間IF）

個
別
連
携

情報提供
ネットワーク

システム形式
メッセージ

地域情報
PF形式

メッセージ

情報提供ネットワークシステム
接続インタフェース

連携インターフェース機能
⇔中間インターフェース機能間

インタフェース

連携IF機能
⇔中間IF機

能形式
メッセージ

地域情報PFインタフェース

個別連携業務接続インタフェース
【オプション】

個別連携
業務接続

形式
メッセージ

【図 2.2-1 インタフェース及びメッセージ形式の種類】 
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(1) インタフェースの種類 

機能ブロック間のインタフェースの種類について下表のとおり整理した。 

 

【表 2.2-1 機能ブロック間のインタフェースの種類】 

項番 インタフェースの種類 説明 

1 情報提供ネットワークシ

ステム接続インタフェー

ス 

情報提供ネットワークシステム接続インタフェースは、情報提供ネッ

トワークシステムと連携インターフェース機能における情報提供ネ

ットワークシステム接続機能を接続する為のインタフェースとする。

本インタフェースは、情報提供ネットワークシステムの通信仕様に従

い連携を行うことが想定される。 

【通信仕様】 

 通信プロトコルは、情報提供ネットワークシステムが定める通信

プロトコルに従うこととする。 

 通信経路の暗号化を行うこととする。但し、暗号化方式は情報提

供ネットワークシステムの通信仕様に従うこととする。 

 メッセージは、電子署名付与、暗号化を行うこととする。 

2 連携インターフェース機

能⇔中間インターフェー

ス機能間インタフェース 

連携インターフェース機能⇔中間インターフェース機能間インタフ

ェースは、連携インターフェース機能における PF 通信機能と中間イ

ンターフェース機能を接続する為のインタフェースとする。本インタ

フェースは、地域情報プラットフォーム標準仕様をベースとした通信

仕様に従うこととするが、全国共通仕様とすることとする。 

【通信仕様】 

 通信プロトコルは、SOAP とする。 

 通信経路は SSL/TLS による暗号化を行うこととする。 

 メッセージの暗号化は行わないこととする。 

 メッセージの電子署名は付与しないこととする。 

3 地域情報PFインタフェー

ス 

地域情報 PF インタフェースは、中間インターフェース機能と既存業

務システムを接続する為のインタフェースとする。本インタフェース

は、地域情報プラットフォーム標準仕様に従い連携を行うこととす

る。 

【通信仕様】 

 通信プロトコルは、SOAP とする。 

 通信経路の暗号化は任意とする。 

 メッセージの暗号化は行わないこととする。 

 メッセージの電子署名は付与しないこととする。 
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項番 インタフェースの種類 説明 

4 個別連携業務接続インタ

フェース【オプション】 

個別連携業務接続インタフェースは、個別連携業務接続（データ送受

信）機能と既存業務システム（地域情報 PF 未準拠・対象外システム）

を接続する為のインタフェースとする。本インタフェースは、各自治

体業務システムが独自に策定する通信仕様に従い連携を行うことと

する。また、本インタフェースはオプションとする。 

【通信仕様】 

 通信プロトコルは、自治体業務システムの仕様に従う。 

 通信経路の暗号化は任意とする。 

 メッセージの暗号化は行わないこととする。 

 メッセージの電子署名は付与しないこととする。 
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(2) メッセージ形式の種類 

各インタフェースを流通するメッセージ形式について下表のとおり整理した。 

 

【表 2.2-2 各インタフェースを流通するメッセージ形式の種類】 

項番 メッセージ形式の種類 説明 

1 情報提供ネットワークシ

ステム形式メッセージ 

情報提供ネットワークシステム形式メッセージは、情報提供ネットワー

クシステム接続インタフェースを流通するメッセージ形式とする。 

【メッセージ仕様】 

 メッセージ形式は、情報提供ネットワークシステムの仕様に従うこと

とする。 

 データ項目は、情報提供ネットワークシステムの仕様に従うこととす

る。 

 文字コードは、情報提供ネットワークシステムの仕様に従うこととす

る。 

2 連携インターフェース機

能⇔中間インターフェー

ス機能形式メッセージ 

連携インターフェース機能⇔中間インターフェース機能形式メッセージ

は、連携インターフェース機能⇔中間インターフェース機能間インタフ

ェースを流通するメッセージ形式とする。連携インターフェース機能⇔

中間インターフェース機能形式メッセージは、団体間連携の要件を踏ま

えて、地域情報プラットフォーム標準仕様を拡張したメッセージ形式と

する。 

【メッセージ仕様】 

 メッセージ形式は、地域情報プラットフォーム標準仕様をベースと

し、団体間連携の要件を踏まえた拡張を行うこととする。 

 データ項目は、地域情報プラットフォーム標準仕様をベースとし、団

体間連携の要件を踏まえた拡張を行うこととする。 

 文字コードは、地域情報プラットフォーム標準仕様に従い、

UCS(UTF-8 または UTF-16)により符号化することとする。文字セ

ットは、JIS X 0201 のラテン文字および JIS X0213:2004 の範囲と

し、外字を流通させないことを原則とすることが望ましい。 

3 地域情報 PF 形式メッセ

ージ 

地域情報 PF 形式メッセージは、地域情報 PF インタフェースを流通する

メッセージ形式とする。本メッセージ形式は、連携インターフェース機

能⇔中間インターフェース機能形式メッセージと整合を合わせた拡張を

行うこととする。 
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項番 メッセージ形式の種類 説明 

4 個別連携業務接続形式メ

ッセージ【オプション】 

個別連携業務接続形式メッセージは、個別連携業務接続インタフェース

を流通するメッセージとする。 

【メッセージ仕様】 

 メッセージ形式は、XML 形式、可変長ファイル形式、固定長ファイ

ル形式等の各自治体の独自仕様に従うこととする。 

 データ項目は、各自治体業務システムの独自仕様に従うこととする。

 文字コードは、各自治体業務システムの独自の文字コードに従うこと

とする。 
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2.3 連携処理の詳細 

団体間連携を行う際に各機能で共通して考慮する必要のある処理の詳細について、次の６つの観点を整

理する。 

(1) 照会依頼方法について 

(2) 照会応答方法について 

(3) 参照用 DB の更新方法について 

(4) 連携の単位について 

(5) メッセージ形式について 

(6) 外字対応の考え方について 

既存業務システム既存業務システム

地域情報PF
未準拠

Bシステム

中間IF機能連携IF機能
情
報
提
供
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
シ
ス
テ
ム

地域情報PF
準拠

Aシステム

連携IF機能中間IF機能

個別連携業
務接続機能

連携確認
機能

地域情報
PF準拠

Xシステム

地域情報
PF準拠

Yシステム

個別連携業
務接続機能

連携確認
機能

連携情報
保管機能

参照用

DB

地域情報
PF未準拠
Zシステム

(3)参照用DBの更新方法について
・参照用DBに保管する情報
・メンテナンスの運用
・応答情報

(2)照会応答方法について
・情報の取得先
・自動応答での応答方法
・手動応答での応答方法

(4)連携の単位について
・単件／複数件
・処理タイミング

(1)照会依頼方法ついて
・照会依頼メッセージの作成
・操作端末
・職員認証
・応答情報の受信方法

クラウド環境B

(5)メッセージ形式について
・業務データ部と制御データ部
の考え方

・メッセージ形式と署名・暗号箇所

専用端末
専用端末

業務端末

業務端末

業務端末

業務端末

(6)外字対応の考え方について
・団体間で流通可能な文字の範囲

クラウド環境A市町村A 市町村B

【図 2.3-1 各機能に共通して考慮が必要な処理の概要】 

 

(1) 照会依頼方法について 

照会依頼は既存業務システムの業務端末から行う方法と専用端末から行う方法の２パターンが考えら

れ、既存業務システムの形態、地方自治体の規模の大小、業務の件数など地方自治体の状況に応じて選択

可能とすることが望ましい。業務端末と専用端末による照会依頼の方法について、「１．照会依頼メッセ

ージの作成」「２．操作端末」「３．職員認証」「４．応答情報の受信方法」の論点を以下に述べる。な

お、下表におけるパターンは「パターン A：地域情報 PF 準拠システム」「パターン B：地域情報 PF 未

準拠・対象外システム」「パターン C：スタンドアロンのシステム」を想定する。 
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既存業務システム

情
報
提
供
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
シ
ス
テ
ム

クラウド環境Ａ

専用端末

業務端末

地域情報PF未準拠
Cシステム

職員認証機能
（独自認証）

照会パターンA-1
（自動取り込み

の場合）

照会パターンB

照会パターンC

中間IF機能

地域情報PF準拠
Aシステム

職員認証機能
（独自認証）

連携IF機能

地域情報PF準拠
Bシステム

職員認証機能
（独自認証）

連携確認機能

職員認証機能
（ICカード認証）

メッセージ
一時保管機能

メッセージ
一時保管情報

クラウド環境B

照会依頼情報送信

照会依頼メッセージ送信

応答情報受信

照会依頼情報入力

照会依頼情報送信

応答情報受信

照会依頼情報送信

照会依頼メッセージ送信

応答情報受信

照会パターンA-2
（手動取り込み

の場合）

照会依頼メッセージ送信

個別連携
業務接続

機能

業務端末

照会依頼メッセージ送信

応答情報受信 応答メッセージ受信

応答メッセージ受信

応答メッセージ受信

応答メッセージ受信

市町村Ａ

 

【図 2.3-2 照会依頼方法について】 

 

【表 2.3-1 照会依頼方法について】 

項番 論点 方式 

1 照会依頼

メッセー

ジの作成 

以下の 3 パターンが考えられる。 

 照会パターン A-1、A-2）業務システムにて照会依頼情報を作成し、連携確認機能に送

付する。 

 照会パターン B）業務システムにて照会依頼情報を作成し、個別連携業務接続機能を

経由して連携確認機能に送付する。 

 照会パターン C）連携確認機能を利用する専用端末にて照会依頼メッセージを作成す

る。 

2 操作端末 以下の２パターンが考えられる。 

 照会パターン A-1、A-2、B) 業務端末を利用する。 

 照会パターン C）専用端末を利用する。 

3 職員認証 以下の 2 パターンが考えられる。 

 照会パターン A-1、A-2、B) 専用端末と同等のセキュリティを確保した上で、既存の

職員認証方式（独自認証）を採用する。 

 照会パターン C) 専用端末の認証方式（IC カード認証）を採用する。 

4 応答情報

の受信方

法 

以下の 2 パターンが考えられる。 

 照会パターン A-1）既存業務システムにて応答情報を受領する。 

 照会パターン A-2、B、C）連携確認機能に一時保管されている応答情報を取得する。
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(2) 照会応答方法について 

照会応答は、照会依頼に対して自動で応答する方法（自動応答）と、必要に応じて決裁等の確認を行い

ながら手動で応答する方法（手動応答）が考えられ、自治体の状況に応じて自治体側で自動か手動かを決

裁フラグ等により制御可能とすることが望ましい。 

照会応答方法について「１．情報の取得先」「２．自動応答での応答方法」「３．手動応答での応答方法」

の論点について述べる。 

 

中間IF機能

職員認証機能
（ICカード認証）

連携確認機能

メッセージ
一時保管機能

連携情報保管機能

既存業務システム

クラウド環境

連携IF機能

参照用DB

決裁
フラグ

自動応答

手動応答

地域情報
PF準拠

Xシステム

専用端末

業務端末

決裁応答送信

決裁依頼／手動応答依頼

受領通知メッセージ

応答メッセージ送信

地域情報
PF未準拠
Zシステム 業務端末

決裁応答送信応答メッセージ送信

応答メッセージ送信

応答パターンA

応答パターンB-1

応答パターンB-2

応答パターンB-3

応答メッセージ

照会依頼

メッセージ

応答
情報

照会依頼

メッセージ

応答
情報受領通知

メッセージ

決裁依頼

決裁フラグ該当
／情報なし

決裁応答

応答

メッセージ

応答

メッセージ

専用端末

応答

情報

応答情報作成

決裁応答送信

決裁応答

応答メッセージ送信
応答パターンC

応答

メッセージ

応答
メッセージ

決裁

決裁

決裁

市町村

個別連携業務
接続機能

決裁応答

【図 2.3-3 応答方法について】 
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【表 2.3-2 応答方法について】 

項番 論点 方式 

1 情報の取

得先 

 

 団体間連携における照会依頼に対する応答情報は、参照用 DB から情報を取得する

こととする。（参照用 DB には、予め団体間連携に必要なデータが格納されている

ことを前提とする） 

2 自動応答

での応答

方法 

 応答パターン A）照会依頼メッセージ受信時、連携確認機能は参照用 DB を参照す

ることとする。応答情報が参照用 DB へ格納されている場合、かつ決裁フラグが無

効な場合は、一括事後決裁とし、照会依頼元に応答メッセージを自動応答すること

とする。 

3 手動応答

での応答

方法 

 

 参照用 DB に格納されていない、もしくは決裁フラグが有効であり単件即時決裁が

必要な場合は、手動応答とし、受領通知メッセージを照会依頼元に送信することと

する。 

 また、手動応答が必要な場合は、プッシュ型で既存業務システムに通知することと

する。 

 応答メッセージの作成、送信の方法は、以下の 2 パターンが考えられる。 

 応答パターン B-1、B-2、B-3）独自に決裁を取得し決裁応答する。連携確認機

能にて作成する応答メッセージを照会依頼元へ送信する。 

 応答パターン C）参照用 DB に情報が存在しない場合、専用端末にて応答情報

を入力し、照会依頼元に応答メッセージを送信する。 
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(3) 参照用 DB の更新方法について 

参照用 DB に登録する情報は必要最小限の情報のみに限定することが望ましい。参照用 DB へのデータ

更新方法は、地域情報 PF 準拠システムであれば統合 DB 機能を活用する方法、地域情報 PF 未準拠・対

象外システムであれば個別にバッチ処理で更新する方法や専用端末により更新する方法が考えられ、地方

自治体の状況に応じて方式を選択可能とすることが望ましい。 

これらを踏まえて、参照用 DB の更新方法の「１．参照用 DB に保管する情報」「２．メンテナンスの

運用」「３．応答情報」の論点について述べる。 

 

既存業務システム

地域情報PF未準拠

Zシステム

中間IF機能

個別連携
業務接続

機能

連携情報保管機能

クラウド環境

地域情報PF準拠

Xシステム

参照用DB

参照用DB
更新機能

所得証明書
情報

更新日時

決裁
フラグ

統合DB機能

地域情報PF準拠

Yシステム

決裁
フラグ

個人住民税
情報

個人住民税
情報

決裁
フラグ

専用端末

更新パターンA

更新パターンB

更新パターンC

個人住民税
情報

決裁
フラグ

連携確認機能

職員認証機能
（ICカード認証）

データ
抽出機能

所得証明書
情報

市町村

 

【図 2.3-4 参照用 DB の更新方法について】 
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【表 2.3-3 参照用 DB の更新方法について】 

項番 論点 方式 

1 参照用 DB に

保管する情報 

 参照用 DB へ格納されている情報は、自動応答でも応答可能とする。ただし、自

動／手動を判断する為の決裁フラグを、参照用 DB に記録することとする。 

 参照用 DB には、連携情報保管機能にて情報をフィルタリングし（個人住民税情

報を所得証明書情報にするなど）、連携情報の最小項目のみ格納することとする。

 複製 DB となることから、いつ時点の情報であるかを、参照用 DB に記録するこ

ととする。 

2 メンテナンス

の運用 

 参照用 DB への情報の登録、更新は、バッチ処理等により定期更新することとす

る。 

 参照用 DB へ格納する情報は、情報登録時点で自治体内部の決裁を取得すること

とする。 

 以下の３パターンが考えられる。 

 更新パターン A）連携情報保管機能が、統合 DB 機能から PULL 型で取得

する。 

 更新パターン B）業務システムが、個別連携業務接続機能を介して PUSH

型で提供する。 

 更新パターン C）専用端末にて、住民情報及び決裁フラグを個別メンテナン

スする。 

3 応答情報  証明書情報等の単位でインタフェースを作成することとし、ユースケース毎の情

報項目の差異は、連携情報保管機能がマスキングを行うことにより対応すること

とする。 
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(4) 連携の単位について 

照会依頼及び照会応答は、単件で処理を実施する場合と複数件を一括処理する場合が考えられ、通常は

一人の申請により複数の連携が発生すると思われるが、業務の定期処理等を考慮すると複数の連携をまと

めて処理したいという自治体のニーズがあると考えられる。 

ここでは、複数の連携をまとめて処理する場合の考え方を述べることとし、照会依頼及び照会応答時

の連携の単位について「１．単件／複数件（メッセージ作成及び処理単位）」「２．処理タイミング」の

論点を述べる。 

 

市町村A クラウド環境A

既存業務
システム

クラウド環境C

中間IF機能

連携情報保管機能

参照用DB
（固定資産税）

中間IF機能

連携確認機能

メッセージ
一時保管機能

中間IF機能

クラウド環境B

連携情報保管機能

連携IF
機能

メッセージ
一時保管情報

案件番号 宛先団体 宛先業務 対象者 ﾀｲﾐﾝｸﾞ

0001 市町村B 戸籍 AAA 随時

0001 市町村B 個人住民税 AAA 随時

0001 市町村B 個人住民税 BBB 随時

0001 市町村C 固定資産税 AAA 定期

・・・

0002 市町村C 固定資産税 CCC 定期

単
件

連携確認機能

連携IF
機能

単
件

メッセージ
一時保管機能

情
報
提
供
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
シ
ス
テ
ム

メッセージ

一時保管情報

案件番号 宛先団体 宛先業務 対象者 ﾀｲﾐﾝｸﾞ

0001 市町村B 戸籍 AAA‘ 随時

0001 市町村B 個人住民税 AAA‘ 随時

0001 市町村B 個人住民税 BBB‘ 随時

案件番号：0001
宛先団体：市町村B
宛先業務：戸籍
対象者：AAA

案件番号：0001
宛先団体：市町村B
宛先業務：個人住民税
対象者：AAA、BBB

連携確認機能

連携IF
機能

メッセージ
一時保管機能

メッセージ

一時保管情報

案件番号：0001
宛先団体：市町村C
宛先業務：固定資産税
対象者：AAA

案件番号：0002
宛先団体：市町村C
宛先業務：固定資産税
対象者：CCC

随時照会（単件）

定期照会（複数件）

住民

随時照会の場合、即時で宛先団
体へ送信する
定期照会の場合、所定時に宛先
団体へ一括送信する

照会依頼メッセージに含まれる
個人単位に処理を行う。

生活保護

案件番号：0002
照会①（定期）

宛先団体：市町村C
宛先業務：固定資産税
対象者：CCC

案件番号：0001
照会①（随時）

宛先団体：市町村B
宛先業務：戸籍
対象者：AAA

照会②（随時）
宛先団体：市町村B
宛先業務：個人住民税
対象者：AAA

照会③（随時）
宛先団体：市町村B
宛先業務：個人住民税
対象者：BBB

照会④（定期）
宛先団体：市町村C
宛先業務：固定資産税
対象者：AAA

対象者：
AAA‘

対象者：
CCC‘

受信した照会依頼メッセージを、
対象者毎に分割し、保管する送信する照会依頼メッセージを、

宛先団体、宛先業務ごとに分
割し、保管する

参照用DB
（戸籍）

参照用DB
（個人住民税）

対象者：
AAA‘

対象者：
AAA‘

対象者：
BBB‘

職員

申請書

【図 2.3-5 照会依頼時の連携の単位について】 
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クラウド環境A市町村A
既存業務
システム

クラウド環境C

中間IF機能

連携情報保管機能

参照用DB
（固定資産税）

中間IF機能

クラウド環境B

連携情報保管機能

参照用DB
（戸籍）

参照用DB
（個人住民税）

連携IF
機能

中間IF機能

連携確認機能

メッセージ
一時保管情報

案件番号 宛先団体 宛先業務 対象者 ﾀｲﾐﾝｸﾞ

0001 市町村A 生活保護 AAA 随時

0001 市町村A 生活保護 AAA 随時

0001 市町村A 生活保護 BBB 随時

0001 市町村A 生活保護 AAA 定期

・・・

0002 市町村A 生活保護 CCC 定期

単
件

連携確認機能

所得証明書
（AAA‘）

戸籍全部事項
証明書（AAA‘）

メッセージ
一時保管機能

連携IF
機能

単
件

メッセージ
一時保管機能

情
報
提
供
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
シ
ス
テ
ム

所得証明書
（BBB‘）

メッセージ
一時保管情報

案件番号 宛先団体 宛先業務 対象者 ﾀｲﾐﾝｸﾞ

0001 市町村A 生活保護 AAA‘ 随時

0001 市町村A 生活保護 AAA‘ 随時

0001 市町村A 生活保護 BBB‘ 随時

案件番号：0001
宛先団体：市町村A
宛先業務：生活保護
戸籍全部事項証明書（AAA）

案件番号：0001
宛先団体：市町村A
宛先業務：生活保護
所得証明書（AAA）
所得証明書（BBB）

連携確認機能

連携IF
機能

メッセージ
一時保管機能

メッセージ
一時保管情報

案件番号 宛先団体 宛先業務 対象者 ﾀｲﾐﾝｸﾞ

0001 市町村A 生活保護 AAA‘ 定期

0002 市町村A 生活保護 CCC‘ 定期

案件番号：0001
宛先団体：市町村A
宛先業務：生活保護
固定資産情報（AAA）

案件番号：0002
宛先団体：市町村A
宛先業務：生活保護
固定資産情報（CCC）

随時照会（単件）

定期照会（複数件）

固定資産情
報（AAA‘）

固定資産情
報（CCC‘）

認定
通知書

住民

生活保護

案件番号：0001
応答①（随時）
宛先団体：市町村A
宛先業務：生活保護
戸籍全部事項証明書（AAA）

応答②（随時）
宛先団体：市町村A
宛先業務：生活保護
所得証明書（AAA）

応答③（随時）
宛先団体：市町村A
宛先業務：生活保護
所得証明書（BBB）

応答④（定期）
宛先団体：市町村A
宛先業務：生活保護
固定資産情報（AAA）

各対象者ごとのメッ
セージを保管する

各対象者分の応答
を業務ごとにまとめ
て応答する

各宛先団体、宛先
業務の応答を保存
する

各宛先団体、宛先業務
分の応答を案件ごとに
まとめて応答する

職員

【図 2.3-6 応答時の連携の単位について】 

 

【表 2.3-4 照会依頼時及び応答時の連携の単位について】 

項番 論点 方式 

1 単件／複数件 

（メッセージ

作成及び処理

単位） 

 照会依頼／照会応答の単位は、以下の 2 パターンが考えられる。 

 単件：申請・届出等の案件（ユースケース）単位に照会依頼する。 

 複数件：複数案件分をまとめて照会依頼する。 

 照会依頼メッセージは、照会依頼側が照会先（宛先団体、業務）単位で作成し、

照会応答側は対象個人単位で処理を行うこととする。 

2 処理タイミン

グ 

 

 照会依頼の処理タイミングは、以下の 2 パターンが考えられる。 

 随時照会：随時、単件の照会依頼メッセージの処理を行う。 

 定期照会：単件照会依頼メッセージを連携確認機能に蓄積し、所定時に複

数件を一括処理することとする。 
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(5) メッセージ形式について 

職員が作成した文書の真正性を確認するため、現状、文書が書面であれば公印押印、文書がデータであ

れば電子署名（職責署名）付与を行う必要がある。 

団体間連携の照会依頼元／照会依頼先は、①照会依頼先／照会依頼元組織に対して業務データが職責者

により真正に作成されたことの保証（業務データの真正性保証）、②情報提供ネットワークシステムに対

して照会依頼元／照会依頼先が情報提供ネットワークシステムへの接続を行う正当な団体であることの

保証（連携元団体の正当性保証）を行う必要があるものと考えられる。 

また、団体内で取り扱うメッセージを地域情報プラットフォーム標準仕様をベースとしたメッセージ形

式（連携インターフェース機能⇔中間インターフェース機能形式メッセージ）とした場合でも、団体外を

流通するメッセージは情報提供ネットワークシステムが規定する形式に従う必要があると想定される。そ

の場合、団体内外でメッセージ形式の変換が必要であり、情報提供ネットワークシステム接続機能がメッ

セージ形式変換処理を行うこととする。 

団体間連携で取り扱うメッセージ形式について「１．業務データ部と制御データ部の考え方」「２．メ

ッセージ形式と署名・暗号箇所」の論点について述べる。 
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中間IF
機能

連携IF機能

情報提供ネットワークシステム
接続機能

メッセージ
形式変換機能

連携IF機能⇔中間IF機能形式

本文

共通ヘッダ

業務
データ

情
報
提
供

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
シ
ス
テ
ム

連携IF機能⇔中間IF機能形式

本文

共通ヘッダ

情報提供ネットワークシステム形式

業務データ部

制御データ部

送信担当者氏名

手続き名

受付番号

MsgID

業務
データ

送信担当者氏名

リンクコード

リンクコード

送信担当者氏名

業務
データ

MsgID

受付番号

MsgID
受付番号

情報提供ネットワークシステム形式

業務データ部

制御データ部
リンクコード

送信担当者氏名

業務
データ

受付番号

MsgID

署名付与、暗号化

暗号化

署名付与

リンクコード

手続き名

手続き名 手続き名

団体間連携機能

暗号・署名機能

認証・認可機能

PF通信
機能

プロトコル
変換機能

クラウド環境

地域情報PF標準仕様をベースとしたメッセージ仕様 情報提供ネットワークシステムの接続仕様に依存する仕様

① 情報提供ネットワークシステム形式
メッセージの形式チェックを自動で
行う。

② 制御データ部への団体組織として
の署名付与、業務データ部の暗号
化を自動で行う。

連携IF機能⇔中間IF機能形式
メッセージから、
情報提供ネットワークシステム
形式メッセージを
自動で生成する。

① 連携IF機能⇔中間IF機能形式
メッセージの形式チェックを自動で
行う。

② 業務データへの公文書としての署
名付与、暗号化を自動で行う。

 

【図 2.3-7 団体間連携で取り扱うメッセージ形式について】 
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【表 2.3-5 団体間連携で取り扱うメッセージ形式について】 

項番 論点 方式 

1 業務データ

部と制御デ

ータ部の考

え方 

 情報提供ネットワークシステム形式メッセージの制御データ部は、情報提供ネッ

トワークシステムが連携制御を行う為の必要最小限の項目のみが規定されること

が想定される。（例：手続き名/連携対象者情報（リンクコード）/送信先情報/送

信元情報等） 

 情報提供ネットワークシステム接続機能は、連携インターフェース機能⇔中間イ

ンターフェース機能形式の共通ヘッダ及び本文から、連携すべき情報項目を抽出

し、情報提供ネットワークシステム形式の制御データ部または業務データ部に設

定する。 

2 メッセージ

形 式 と 署

名・暗号箇

所 

 連携インターフェース機能⇔中間インターフェース機能形式メッセージ内の業務

データに対して暗号・署名機能は、公文書としての署名を付与し、署名付与済み

業務データの暗号化を行うこととする。 

 情報提供ネットワークシステム形式メッセージ内の制御データ部に対して暗号・

署名機能は、団体組織としての署名を付与し、業務データ部の暗号化を行うこと

とする。 
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(6) 外字対応の考え方について 

① 団体間で流通可能な文字の範囲 

自治体は、現状の業務処理でも自団体にて管理する外字を扱っているが、自治体間で外字を流通させ

る為には、自治体が連携相手の不特定多数の自治体分の外字をそれぞれ管理するか、行政用文字として

標準化された文字セットに全自治体が対応する必要がある。しかしながら、行政用文字数は膨大であり、

OS 等の文字数制限や自団体の外字との同定作業の煩雑さから現実的ではないと考えられる。 

そこで、団体間連携では、住民の基本 4 情報を住基ネットから取得することを前提として、地域情報

プラットフォーム標準仕様が内字として規定する JIS X0213:2004 の範囲のみ流通することを原則とす

ることが望ましい。 
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2.4 インタフェース定義 

地域情報プラットフォーム標準仕様書では、SOAP のサービス呼び出しにより情報を提供するためのイ

ンタフェース定義として、「インタフェース一覧」、「メッセージ定義」を定義している。 

本章では、「2. 情報提供ネットワークシステム及び機能ブロックの連携の考え方」で整理した各種イン

タフェースが地域情報プラットフォームの考え方に準ずるものとして、インタフェース一覧及びメッセー

ジ定義を記述する。 

 

インタフェース一覧及びメッセージ定義の読み方は、下記のドキュメントを参照することとする。 

・自治体アプリケーションユニット標準仕様 V2.3 【インタフェース一覧】 

・地域情報プラットフォームガイドライン V2.4 第 4 章（別冊）  

 APPLIC ガイドライン第 4 章（別冊） ワンストップサービスの連携定義手順 2.2 

 

メッセージ定義では、データ型／桁数／コード化有無について規定するが、団体間連携における一部の

データ項目は情報提供ネットワークシステムにより規定されるものと考えられる。情報提供ネットワーク

システムの仕様に依存するデータ項目は、データ型／桁数／コードを定義せず、「－」と表記する。 

また、メッセージ定義において「（連携情報）」と表記する箇所が存在するが、ここには、地域情報プラ

ットフォーム標準仕様におけるデータ一覧に相当する内容が記述される。団体間連携におけるデータ一覧

を別紙 6.2-2-2 に示す。 
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(1) 情報提供ネットワークシステム接続インタフェース 

情報提供ネットワークシステム接続インタフェースのインタフェース一覧及びメッセージ定義は、情報

提供ネットワークシステムにより規定されると考えられる。しかし、情報提供ネットワークシステム接続

インタフェースのインタフェース一覧は、中間インターフェース機能におけるインタフェースと対になる

ものであることから、想定として記述する。また、メッセージ定義については、大綱及びマイナンバー法

案等から流通することが想定されるデータ項目を挙げることとする。 

 

① インタフェース一覧 

情報提供ネットワークシステム接続インタフェースのインタフェース箇所、及び、インタフェース一

覧は、以下のようになるものと想定される。 

 

(A)インタフェース箇所 

 

市町村B

業務・専用
端末

市町村A

業務・専用
端末

クラウド環境Bクラウド環境A

情
報
提
供
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
シ
ス
テ
ム

連携IF機能 連携IF機能中間IF機能 中間IF機能

1-1照会依頼
メッセージ

照会依頼
メッセージ

応答
メッセージ

応答
メッセージ

照会依頼
メッセージ

照会依頼
メッセージ

受領通知
メッセージ

受領通知
メッセージ

応答
メッセージ

受領通知
メッセージ

受領通知
メッセージ

応答
メッセージ

照会依頼
情報

応答
情報

照会依頼
情報

受領通知
情報

決裁
応答

受領通知
情報

照会依頼先照会依頼元

自動応答

決裁
依頼

応答取得
要求情報

応答
情報

手動応答

不備通知
メッセージ

不備通知
メッセージ

受領通知
メッセージ

受領通知
メッセージ

応答メッセージに不備がある場合
1-3

1-1

1-2

 
【図 2.4-1 照会依頼・応答におけるインタフェース箇所】 
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市町村B

業務・専用
端末

市町村A

業務・専用
端末

クラウド環境Bクラウド環境A
情
報
提
供
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
シ
ス
テ
ム

連携IF機能 連携IF機能中間IF機能 中間IF機能

1-4

連絡
メッセージ

連絡
メッセージ

照会依頼
情報

受領通知
情報

受領通知
メッセージ

受領通知
メッセージ

連絡先連絡元

連絡取得
要求情報

連絡
情報

 

【図 2.4-2 連絡・受取におけるインタフェース箇所】 

 

(B)インタフェース一覧 

 

【表 2.4-1 インタフェース一覧】 

インタフェース番号 入出力 メッセージ定義 

1-1 入力 照会依頼情報 照会依頼メッセージ（情報提供ネットワー

クシステム形式） 

出力 応答情報 応答メッセージ（情報提供ネットワークシ

ステム形式） 

出力 受領通知情報 受領通知メッセージ（情報提供ネットワー

クシステム形式） 

1-2 入力 応答情報 応答メッセージ（情報提供ネットワークシ

ステム形式） 

出力 受領通知情報 受領通知メッセージ（情報提供ネットワー

クシステム形式） 

1-3 入力 不備情報 不備通知メッセージ（情報提供ネットワー

クシステム形式） 

出力 受領通知情報 受領通知メッセージ（情報提供ネットワー

クシステム形式） 

1-4 入力 連絡情報 連絡メッセージ（情報提供ネットワークシ

ステム形式） 

出力 受領通知情報 受領通知メッセージ（情報提供ネットワー

クシステム形式） 
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② メッセージ定義 

情報提供ネットワークシステム形式メッセージに含まれるデータ項目は、以下のようになるものと想

定される。 

また、情報提供ネットワークシステム形式メッセージを、連携可否の判断や経路制御、その他の管理

情報を格納する「制御データ部」、業務的な情報内容を格納する「業務データ部」に大別した場合、各デ

ータ部とデータ項目は、以下のように対応するものと考えられる。 

 

【表 2.4-2 情報提供ネットワークシステム形式メッセージのデータ項目（想定）】 

項番 分類 データ項目 説明 

1 制御データ部 

（連携可否の判断

や経路制御、その他

の管理情報を格納

する） 

リンクコード 個人を特定するための情報提供ネットワーク

システム等及び情報保有機関のみで用いる符

号 

2 MsgID 

 

管理用のシリアル番号 

3 情報連携の根拠 情報連携の根拠（法令等で予め定められた情報

連携のパターン） 

4 送信元団体 情報連携元の情報保有機関の名称 

5 送信先団体 情報連携先の情報保有機関の名称 

6 情報名 

年度 

情報連携対象個人情報の種類 

7 業務データ部 

（業務的な情報内

容を格納する） 

各ユースケースにお

ける証明書情報 

「番号」に係る個人情報 
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(2) 連携インターフェース機能⇔中間インターフェース機能間インタフェース 

連携インターフェース機能⇔中間インターフェース機能間インタフェースのインタフェース一覧及び

メッセージ定義を以下に示す。 

 

① インタフェース一覧 

連携インターフェース機能⇔中間インターフェース機能間インタフェースの箇所及びインタフェース

一覧は、以下のようになるものと想定される。 

 

(A)インタフェース箇所 

 

市町村B

業務・専用
端末

市町村A

業務・専用
端末

クラウド環境Bクラウド環境A

情
報
提
供
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
シ
ス
テ
ム

連携IF機能 連携IF機能中間IF機能 中間IF機能

2-1 2-1
照会依頼
メッセージ

照会依頼
メッセージ

応答
メッセージ

応答
メッセージ

2-1 2-1
照会依頼
メッセージ

照会依頼
メッセージ

受領通知
メッセージ

受領通知
メッセージ

2-2

2-2

応答
メッセージ

受領通知
メッセージ

受領通知
メッセージ

応答
メッセージ

照会依頼
情報

応答
情報

照会依頼
情報

受領通知
情報

決裁
応答

受領通知
情報

照会依頼先照会依頼元

自動応答

決裁
依頼

応答取得
要求情報

応答
情報

手動応答

不備通知
メッセージ

不備通知
メッセージ

受領通知
メッセージ

受領通知
メッセージ

応答メッセージに不備がある場合

2-3
2-3

 

【図 2.4-3 照会依頼・応答におけるインタフェース箇所】 
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市町村B

業務・専用
端末

市町村A

業務・専用
端末

クラウド環境Bクラウド環境A
情
報
提
供
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
シ
ス
テ
ム

連携IF機能 連携IF機能中間IF機能 中間IF機能

2-4 2-4
連絡

メッセージ
連絡

メッセージ
照会依頼

情報

受領通知
情報

受領通知
メッセージ

受領通知
メッセージ

連絡先連絡元

連絡取得
要求情報

連絡
情報

 

【図 2.4-4 連絡・受取におけるインタフェース箇所】 

 

(B)インタフェース一覧 

 

【表 2.4-3 インタフェース一覧】 

インタフェース番号 入出力 メッセージ定義 

2-1 入力 照会依頼情報 照会依頼メッセージ 

出力 応答情報 応答メッセージ 

出力 受領通知情報 受領通知メッセージ 

2-2 入力 応答情報 応答メッセージ 

出力 受領通知情報 受領通知メッセージ 

2-3 入力 不備情報 不備通知メッセージ 

出力 受領通知情報 受領通知メッセージ 

2-4 入力 連絡情報 連絡メッセージ 

出力 受領通知情報 受領通知メッセージ 
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② メッセージ定義 

連携インターフェース機能⇔中間インターフェース機能形式メッセージは、団体間連携の要件を踏ま

えて、地域情報プラットフォーム標準仕様を拡張したメッセージ形式を想定する。 

地域情報プラットフォーム標準仕様は、SOAP による通信モデルとして、電子封筒形式を規定してい

る。電子封筒形式は、PF 通信の全体制御に必要な仕様として、SOAP Body に共通ヘッダ仕様を定めて

いる。 

 

【図 2.4-5 SOAP による通信モデル】 

 

連携インターフェース機能⇔中間インターフェース機能形式メッセージは、地域情報プラットフォー

ム標準仕様に則り、共通ヘッダを持つことが望ましい。本インタフェースに共通する考え方を以下に示

す。 

連携インターフェース機能⇔
中間インターフェース機能

形式メッセージ

共通ヘッダ

本文

団体間共通情報

業務データ

共通ヘッダは、連携インターフェース機
能⇔中間インターフェース機能間の通
信制御及びエラー制御を行う為の制御
情報を格納する領域である。

•制御情報がメッセージで一意となるよ
うに、共通ヘッダの多重度は、１とする。

•メッセージの追跡性を向上させる為、
「MsgID」を必須項目とする。

•レスポンスとして返信される応答や受
領通知には、結果情報やシステムエ
ラー報告などの不備情報項目を搭載
することとする。

団体間共通情報は、送信元や送信先、情
報連携の根拠等のマイナンバー法により
規定されるべきメッセージ付加情報を格
納する領域である。

•付加情報がメッセージで一意となるよう
に、団体間共通情報の多重度は、１とす
る。

業務データは、対象個人単位の照会依頼
情報等である。

•複数の対象個人を一度に送受信可能と
する為、業務データの多重度は、Ｎとす
る。

•定期での照会依頼等では、複数の職員
が連携操作を行う可能性がある為、職
員情報は、照会依頼情報等に含むこと
とする。

本文は、業務データを格納する領域で
ある。本文は、団体間共通情報及び業
務データを格納する領域とする。

 

【図 2.4-6 連携インターフェース機能⇔中間インターフェース機能形式メッセージの考え方】 
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連携インターフェース機能⇔中間インターフェース機能形式メッセージは、①照会依頼メッセージ、

②応答メッセージ、③連絡メッセージ、④受領通知メッセージ、⑤不備通知メッセージから構成される。

各メッセージのデータ仕様は、以下のようになるものと想定される。 

 

(A)照会依頼メッセージ 

照会依頼メッセージのデータ仕様を以下に示す。 

 

【表 2.4-4 データ仕様（照会依頼メッセージ）】 

No データ項目名 データ型 桁数
コード 出現回数 外字

使用 
項目説明 

CD コード名 最小 最大

1 照会依頼メッセージ     1 1  照会依頼を行う為のメッセ

ージである。 

2  共通ヘッダ     1 1  PF 通信標準仕様における共

通ヘッダである。 

3   To X 1024   0 1  共通ヘッダ仕様の「To」で

ある。 
照会依頼元では連携インタ

ーフェース機能の

ENDPOINT、照会依頼先で

は連携確認機能の

ENDPOINT を指定する。 

4   MsgID X 1024   1 1  共通ヘッダ仕様の「MsgID」

であり、情報提供ネットワー

クシステムとの間でメッセ

ージを一意に特定する為、団

体間連携では必須とする。 
メッセージ毎に固有に付与

する値を指定する。 

5   ReplyTo X 1024   0 1  共通ヘッダ仕様の

「ReplyTo」である。 
照会依頼元では連携確認機

能の受領通知を受信する為

の ENDPOINT、照会依頼先

では連携インターフェース

機能の受領通知を受信する

為の ENDPOINT を指定す

る。 

6   受付番号 X 256   1 1  共通ヘッダ仕様の「受付番

号」である。 
業務処理の単位毎に付与さ

れる識別子を指定する。 

7  団体間共通情報     1 1  送信元や送信先、情報連携の

根拠等のマイナンバー法に

より規定されるべきメッセ

ージ付加情報を格納する領

域である。 

8   送信元団体 － － － － 1 1  送信元団体名を指定する。 
情報提供ネットワークシス

テムの仕様に従い値を設定

する。 
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No データ項目名 データ型 桁数
コード 出現回数 外字

使用 
項目説明 

CD コード名 最小 最大

9   送信先団体 － － － － 1 1  送信先団体名を指定する。 
情報提供ネットワークシス

テムの仕様に従い値を設定

する。 

10   情報名 － － － － 1 1  照会対象の情報名を指定す

る。 
情報提供ネットワークシス

テムの仕様に従い値を設定

する。 

11   情報連携の根拠 － － － － 1 1  情報連携の根拠を指定する。

情報提供ネットワークシス

テムの仕様に従い値を設定

する。 

12  照会依頼情報     1 N  対象個人単位の照会依頼情

報である。 

13   リンクコード － － － － 1 1  照会の対象者のリンクコー

ドを指定する。 
情報提供ネットワークシス

テムの仕様に従い値を設定

する。 

14   業務情報     1 1  照会依頼情報のうち、署名及

び暗号化対象のデータであ

る。 

15    管理番号 X 256   1 1  案件番号を指定する。No6
「受付番号」と桁数は同一と

する。 

16    送信先団体 － － － － 1 1  送信先団体名を指定する。 
No9 と同じ値を設定する。 

17    職員情報 職員情報    1 N  送信処理を行う職員情報を

指定する。 

18    対象者氏名 氏名情報    1 1  照会の対象者氏名を指定す

る。 

19    情報内容 情報内容    1 1  照会対象の情報名、年度等の

条件、情報連携の根拠を指定

する。 

 

(B)応答メッセージ 

応答メッセージのデータ仕様を以下に示す。 

 

【表 2.4-5 データ仕様（応答メッセージ）】 

No データ項目名 データ型 桁数
コード 出現回数 外字

使用 
項目説明 

CD コード名 最小 最大

1 応答メッセージ     1 1  応答を行う為のメッセージ

である。 

2  共通ヘッダ     1 1  PF 通信標準仕様における

共通ヘッダである。 
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No データ項目名 データ型 桁数
コード 出現回数 外字

使用 
項目説明 

CD コード名 最小 最大

3   To X 1024   0 1  共通ヘッダ仕様の「To」で

ある。 
照会依頼元では連携確認機

能の ENDPOINT、照会依

頼先では連携インターフェ

ース機能の ENDPOINT を

指定する。 

4   MsgID X 1024   1 1  共通ヘッダ仕様の「MsgID」

であり、情報提供ネットワ

ークシステムとの間でメッ

セージを一意に特定する

為、団体間連携では必須と

する。 
メッセージ毎に固有に付与

する値を指定する。 

5   RelatesTo X 1024   0 1  共通ヘッダ仕様の

「RelatesTo」である。照会

依頼メッセージの MsgID
を設定する。 
メッセージ間の関連性を示

すために付与する値を設定

する。 

6   受付番号 X 256   1 1  共通ヘッダ仕様の「受付番

号」である。 
業務処理の単位毎に付与さ

れる識別子を指定する。 

7   業務サービス結

果情報 
X 10   0 1  共通ヘッダ仕様の「業務サ

ービス結果情報」である。

業務サービスの処理ステー

タスを示す値を指定する。

8   結果情報 X 1   0 1  共通ヘッダ仕様の「結果情

報」である。 
システム的なレスポンスの

状態を示す値を指定する。

9   システムエラー

報告 
X 1024   0 1  共通ヘッダ仕様の「システ

ムエラー報告」である。 
システム的なレスポンスの

状態が異常の場合、異常ス

テータスの詳細を示す値を

指定する。 

10  団体間共通情報     1 1  送信元や送信先、情報連携

の根拠等のマイナンバー法

により規定されるべきメッ

セージ付加情報を格納する

領域である。 

11   送信元団体 － － － － 1 1  送信元団体名を指定する。

情報提供ネットワークシス

テムの仕様に従い値を設定

する。 

12   送信先団体 － － － － 1 1  送信先団体名を指定する。

情報提供ネットワークシス

テムの仕様に従い値を設定

する。 
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No データ項目名 データ型 桁数
コード 出現回数 外字

使用 
項目説明 

CD コード名 最小 最大

13   情報名 － － － － 1 1  照会対象の情報名を指定す

る。 
情報提供ネットワークシス

テムの仕様に従い値を設定

する。 

14   情報連携の根拠 － － － － 1 1  情報連携の根拠を指定す

る。 
情報提供ネットワークシス

テムの仕様に従い値を設定

する。 

15  応答情報     1 N  対象個人単位の応答情報で

ある。 

16   リンクコード － － － － 1 1  応答の対象者のリンクコー

ドを指定する。該当者無し

の場合は、空とする。 
情報提供ネットワークシス

テムの仕様に従い値を設定

する。 

17   業務情報     1 1  応答情報のうち、署名及び

暗号化対象のデータであ

る。 

18    管理番号 X 256   1 1  案件番号を指定する。No6
「受付番号」と桁数は同一

とする。 

19    送信先団体 － － － － 1 1  送信先団体名を指定する。

No12 と同じ値を設定する。

20    職員情報 職員情報    0 N  送信処理を行う職員情報を

指定する。 

21    対象者氏名 氏名情報    1 1  応答の対象者氏名を指定す

る。 

22    情報内容 情報内容    1 1  応答対象の情報名、年度等

の条件、情報連携の根拠を

指定する。 

23    応答日時 日付時間

情報 
   1 1  応答日時を指定する。 

24    参照用DB登

録日時 
日付時間

情報 

   1 1  照会依頼元の参照用 DB へ

の情報登録日時を指定す

る。 

25    処理状況 X 10   1 1  応答の対象者の処理状況

（却下、保留、該当者無し

等）を指定する。 

26    処理状況内

容 
N 100   1 1  応答の対象者の処理状況の

内容（却下、保留の理由等）

を指定する。 

27    （連携情報）     0 1  応答する証明書等の情報を

指定する。 
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(C)連絡メッセージ 

連絡メッセージのデータ仕様を以下に示す。 

 

【表 2.4-6 データ仕様（連絡メッセージ）】 

No データ項目名 データ型 桁数
コード 出現回数 外字

使用 
項目説明 

CD コード名 最小 最大

1 連絡メッセージ     1 1  連絡を行う為のメッセージ

である。 

2  共通ヘッダ     1 1  PF 通信標準仕様における

共通ヘッダである。 

3   To X 1024   0 1  共通ヘッダ仕様の「To」で

ある。 
連絡元では連携インターフ

ェース機能の ENDPOINT、
連絡先では連携確認機能の

ENDPOINT を指定する。 

4   MsgID X 1024   1 1  共通ヘッダ仕様の「MsgID」

であり、情報提供ネットワ

ークシステムとの間でメッ

セージを一意に特定する

為、団体間連携では必須と

する。 
メッセージ毎に固有に付与

する値を指定する。 

5   受付番号 X 256   1 1  共通ヘッダ仕様の「受付番

号」である。 
業務処理の単位毎に付与さ

れる識別子を指定する。 

6  団体間共通情報     1 1  送信元や送信先、情報連携

の根拠等のマイナンバー法

により規定されるべきメッ

セージ付加情報を格納する

領域である。 

7   送信元団体 － － － － 1 1  送信元団体名を指定する。

情報提供ネットワークシス

テムの仕様に従い値を設定

する。 

8   送信先団体 － － － － 1 1  送信先団体名を指定する。

情報提供ネットワークシス

テムの仕様に従い値を設定

する。 

9   情報名 － － － － 1 1  照会対象の情報名を指定す

る。 
情報提供ネットワークシス

テムの仕様に従い値を設定

する。 

10   情報連携の根拠 － － － － 1 1  情報連携の根拠を指定す

る。 
情報提供ネットワークシス

テムの仕様に従い値を設定

する。 

11  連絡情報     1 N  対象個人単位の連絡情報で

ある。 



2 全体アーキテクチャ 
2.4 インタフェース定義 

 

37 

 

No データ項目名 データ型 桁数
コード 出現回数 外字

使用 
項目説明 

CD コード名 最小 最大

12   リンクコード － － － － 1 1  連絡の対象者のリンクコー

ドを指定する。 
情報提供ネットワークシス

テムの仕様に従い値を設定

する。 

13   業務情報     1 1  連絡情報のうち、署名及び

暗号化対象のデータであ

る。 

14    管理番号 X 256   1 1  案件番号を指定する。 
No5「受付番号」と桁数は同

一とする。 

15    送信先団体 － － － － 1 1  送信先団体名を指定する。

No8 と同じ値を設定する。

16    職員情報 職員情報    1 N  送信処理を行う職員情報を

指定する。 

17    対象者氏名 氏名情報    1 1  連絡の対象者氏名を指定す

る。 

18    情報内容 情報内容    1 1  連絡対象の情報名、年度等

の条件、情報連携の根拠を

指定する。 

19    連絡日時 日付時間

情報 
   1 1  連絡日時を指定する。 

20    （連携情報）     1 1  連絡する住民情報を指定す

る。 

 

(D)受領通知メッセージ 

受領通知メッセージのデータ仕様を以下に示す。 

 

【表 2.4-7 データ仕様（受領通知メッセージ）】 

No データ項目名 データ型 桁数
コード 出現回数 外字

使用 
項目説明 

CD コード名 最小 最大

1 受領通知メッセージ     1 1  受領通知を行う為のメッ

セージである。 

2  共通ヘッダ     1 1  PF 通信標準仕様におけ

る共通ヘッダである。 

3   To X 1024   0 1  共通ヘッダ仕様の「To」
である。 
通知元では連携インター

フェース機能の

ENDPOINT、連絡先では

連携確認機能の

ENDPOINT を指定する。

4   MsgID X 1024   1 1  共通ヘッダ仕様の

「MsgID」であり、情報

提供ネットワークシステ

ムとの間でメッセージを

一意に特定する為、団体

間連携では必須とする。

メッセージ毎に固有に付

与する値を指定する。 
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No データ項目名 データ型 桁数
コード 出現回数 外字

使用 
項目説明 

CD コード名 最小 最大

5   RelatesTo X 1024   0 1  共通ヘッダ仕様の

「RelatesTo」である。 
メッセージ間の関連性を

示すために付与する値を

設定する。 

6   受付番号 X 256   1 1  共通ヘッダ仕様の「受付

番号」である。 
業務処理の単位毎に付与

される識別子を指定す

る。 

7   業務サービス結果情報 X 10   0 1  共通ヘッダ仕様の「業務

サービス結果情報」であ

る。 
業務サービスの処理ステ

ータスを示す値を指定す

る。 

8   結果情報 X 1   0 1  共通ヘッダ仕様の「結果

情報」である。 
システム的なレスポンス

の状態を示す値を指定す

る。 

9   システムエラー報告 X 1024   0 1  共通ヘッダ仕様の「シス

テムエラー報告」である。

システム的なレスポンス

の状態が異常の場合、異

常ステータスの詳細を示

す値を指定する。 

10  団体間共通情報     1 1  送信元や送信先、情報連

携の根拠等のマイナンバ

ー法により規定されるべ

きメッセージ付加情報を

格納する領域である。 

11   送信元団体 － － － － 1 1  送信元団体名を指定す

る。 
情報提供ネットワークシ

ステムの仕様に従い値を

設定する。 

12   送信先団体 － － － － 1 1  送信先団体名を指定す

る。 
情報提供ネットワークシ

ステムの仕様に従い値を

設定する。 

13   情報名 － － － － 1 1  照会対象の情報名を指定

する。 
情報提供ネットワークシ

ステムの仕様に従い値を

設定する。 

14   情報連携の根拠 － － － － 1 1  情報連携の根拠を指定す

る。 
情報提供ネットワークシ

ステムの仕様に従い値を

設定する。 
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No データ項目名 データ型 桁数
コード 出現回数 外字

使用 
項目説明 

CD コード名 最小 最大

15  受領通知情報     0 N  不備通知メッセージの受

領通知は出現回数「0」と

する。 

16   リンクコード － － － － 1 1  受領通知の対象者のリン

クコードを指定する。 
情報提供ネットワークシ

ステムの仕様に従い値を

設定する。 

17   業務情報     1 1  受領通知情報のうち、署

名及び暗号化対象のデー

タである。 

18    管理番号 X 256   1 1  案件番号を指定する。 
No6「受付番号」と桁数は

同一とする。 

19    送信先団体 － － － － 1 1  送信先団体名を指定す

る。 
No12 と同じ値を設定す

る。 

20    情報内容 情報内容    1 1  受領通知の対象の情報

名、年度等の条件、情報

連携の根拠を指定する。

21    処理状況 X 10   1 1  対象者の処理状況（却下、

保留、該当者無し等）を

指定する。 

22    処理状況内容 N 100   1 1  対象者の処理状況の内容

（却下、保留の理由等）

を指定する。 
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(E)不備通知メッセージ 

不備通知メッセージのデータ仕様を以下に示す。 

 

【表 2.4-8 データ仕様（不備通知メッセージ）】 

No データ項目名 データ型 桁数
コード 出現回数 外字

使用 
項目説明 

CD コード名 最小 最大

1 不備通知メッセージ     1 1  自動応答されたメッセージ

に不備がある場合、他団体に

不備通知を行う為のメッセ

ージである。 

2  共通ヘッダ     1 1  PF 通信標準仕様における共

通ヘッダである。 

3   To X 1024   0 1  共通ヘッダ仕様の「To」で

ある。 
通知元では連携インターフ

ェース機能の ENDPOINT、
通知先では連携確認機能の

ENDPOINT を指定する。 

4   MsgID X 1024   1 1  共通ヘッダ仕様の「MsgID」

であり、情報提供ネットワー

クシステムとの間でメッセ

ージを一意に特定する為、団

体間連携では必須とする。 
メッセージ毎に固有に付与

する値を指定する。 

5   RelatesTo X 1024   0 1  共通ヘッダ仕様の

「RelatesTo」である。応答

メッセージの MsgID を設定

する。 
メッセージ間の関連性を示

すために付与する値を設定

する。 

6   受付番号 X 256   1 1  共通ヘッダ仕様の「受付番

号」である。 
業務処理の単位毎に付与さ

れる識別子を指定する。 

7   業務サービス結果

情報 
X 10   0 1  共通ヘッダ仕様の「業務サー

ビス結果情報」である。 
業務サービスの処理ステー

タスを示す値を指定する。 

8   結果情報 X 1   0 1  共通ヘッダ仕様の「結果情

報」である。 
システム的なレスポンスの

状態を示す値を指定する。 

9   システムエラー報

告 
X 1024   0 1  共通ヘッダ仕様の「システム

エラー報告」である。 
システム的なレスポンスの

状態が異常の場合、異常ステ

ータスの詳細を示す値を指

定する。 
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③ 項目セット辞書 

連携インターフェース機能⇔中間インターフェース機能形式メッセージにおける項目セット辞書を以

下に示す。 

【表 2.4-9 項目セット辞書】 

項番 項目セット名 項目名 CD データ型 桁数
出現回数 外字

使用
説明 

最小 最大

1 職員情報 職員氏名  氏名情報

セット 
 1 1  送信処理を行う職員の氏名であ

る。 

所属名  N 30 1 1  送信処理を行う職員の所属名で

ある。地域情報プラットフォーム

標準仕様の項目セット辞書「所属

情報」に倣い、30 桁とする。 

連絡先電話番

号 
 X 20 0 1  送信処理を行う職員の連絡先電

話番号である。 

送信担当者職

責 
 N 50 0 1  送信処理を行う職員の職責であ

る。 

送信担当者業

務名 
 N 50 0 1  送信処理を行う職員の担当する

業務名である。 

操作端末番号  X  1 1  送信処理を行う職員の操作端末

番号である。 

2 情報内容 情報名  － － 1 1  団体間連携を行う情報名である。

情報提供ネットワークシステム

の仕様に従いコード化有無、桁数

等を規定する。 

年度  X 4 0 1  団体間連携を行う情報の対象年

度である。地域情報プラットフォ

ーム標準仕様の業務ユニットイ

ンタフェースに倣い 4 桁とする。

情報連携の根

拠 
 － － 1 1  団体間連携を行う根拠である。 

情報提供ネットワークシステム

の仕様に従いコード化有無、桁数

等を規定する。 

3 氏名情報 氏名  N 100 1 1  氏名情報である。 
地域情報プラットフォーム標準

仕様の項目セット「氏名情報」に

倣い、100 桁とする。 

4 日付情報 年  X 4 1 1  地域情報プラットフォーム標準

仕様の項目セット辞書「日付情

報」と同じ。 
月  X 2 1 1  

日  X 2 1 1  

5 日付時間情報 日時  日付情報

セット 
 1 1  地域情報プラットフォーム標準

仕様の項目セット辞書「日付時間

情報」と同じ。 時  X 2 1 1  

分  X 2 1 1  

秒  X 2 1 1  
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(3) 地域情報 PF インタフェース 

地域情報 PF インタフェースは、業務システム群における中間インターフェース機能と既存業務システ

ムを接続する為のインタフェースとする。地域情報 PF インタフェースのインタフェース一覧、地域情報

PF 形式メッセージのデータ仕様を以下に示す。 

 

① インタフェース一覧 

地域情報 PF インタフェースの箇所及びインタフェース一覧は、以下のようになるものと想定される。 

 

(A)インタフェース箇所 

 

市町村B

業務・専用
端末

市町村A

業務・専用
端末

クラウド環境A クラウド環境B

情
報
提
供
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
シ
ス
テ
ム

連携IF機能 連携IF機能中間IF機能 中間IF機能

3-1
照会依頼
メッセージ

照会依頼
メッセージ

応答
メッセージ

応答
メッセージ

照会依頼
メッセージ 照会依頼

メッセージ

受領通知
メッセージ

受領通知
メッセージ

3-3

応答
メッセージ

受領通知
メッセージ

受領通知
メッセージ

応答
メッセージ

照会依頼
情報

応答
情報

照会依頼
情報

受領通知
情報

応答
情報

受領通知
情報

照会依頼先照会依頼元

3-1

3-2

決裁
依頼

不備通知
メッセージ

不備通知
メッセージ

受領通知
メッセージ

受領通知
メッセージ

不備情報
取得要求

不備
情報

自動応答

応答メッセージに不備がある場合

3-4

応答取得
要求情報

応答
情報

手動応答

 

【図 2.4-7 照会依頼・応答におけるインタフェース箇所】 
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市町村B

業務・専用
端末

クラウド環境B市町村A

業務・専用
端末

クラウド環境A
情
報
提
供
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
シ
ス
テ
ム

連携IF機能 連携IF機能中間IF機能 中間IF機能

3-5

連絡
メッセージ

連絡
メッセージ

照会依頼
情報

受領通知
情報

受領通知
メッセージ

受領通知
メッセージ

連絡先連絡元

連絡取得
要求情報

連絡
情報

3-6

 

【図 2.4-8 連絡・受取におけるインタフェース箇所】 

 

 

(B)インタフェース一覧 

 

【表 2.4-10 地域情報 PF インタフェース一覧】 

インタフェース番号 入出力 メッセージ定義 

3-1 入力 照会依頼情報 照会依頼メッセージ 

出力 応答情報 応答メッセージ 

出力 受領通知情報 受領通知メッセージ 

3-2 入力 決裁応答情報 決裁応答メッセージ 

出力 受領通知情報 受領通知メッセージ 

3-3 入力 応答取得要求情報 応答取得要求メッセージ 

出力 応答情報 応答メッセージ 

3-4 入力 不備取得要求情報 不備取得要求メッセージ 

出力 不備情報 不備通知メッセージ 

3-5 入力 連絡情報 連絡メッセージ 

出力 受領通知情報 受領通知メッセージ 

3-6 入力 連絡取得要求情報 連絡取得要求メッセージ 

出力 連絡情報 連絡メッセージ 
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② メッセージ定義 

地域情報 PF 形式メッセージは、①照会依頼メッセージ、②応答メッセージ、③連絡メッセージ、④

受領通知メッセージ、⑤不備通知メッセージ、⑥決裁応答メッセージ、⑦応答取得要求メッセージ、⑧

連絡取得要求メッセージ、⑨不備取得要求メッセージから構成される。各構成メッセージに共通する考

え方、及び、各メッセージのデータ仕様は、以下のようになるものと想定される。 

 

地域情報PF形式メッセージ

共通ヘッダ

本文

業務データ

共通ヘッダは、中間インターフェース機
能⇔既存業務システム間の通信制御
及びエラー制御を行う為の制御情報を
格納する領域である。

•現行の地域情報PF標準仕様に従い、
共通ヘッダの多重度は、１とする。

•メッセージの追跡性を向上させる為、
「MsgID」を必須項目とする。

•レスポンスとして返信される応答や受
領通知には、結果情報やシステムエ
ラー報告などの不備情報項目を搭載
することとする。

業務データは、対象個人単位の照会依頼
情報等である。

•複数の対象個人を一度に送受信可能と
する為、業務データの多重度は、Ｎとす
る。

•中間インターフェース機能に通知する為、
メッセージに職員情報及び情報内容を
含めることとする。

本文は、業務データを格納する領域と
する。

 

【図 2.4-9 地域情報 PF 形式メッセージの考え方】 
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(A)照会依頼メッセージ 

照会依頼メッセージのデータ仕様を以下に示す。 

 

【表 2.4-11 データ仕様（照会依頼メッセージ）】 

No データ項目名 データ型 桁数
コード 出現回数 外字

使用 
項目説明 

CD コード名 最小 最大

1 照会依頼メッセージ     1 1  照会依頼を行う為のメッセ

ージである。 

2  共通ヘッダ     1 1  PF 通信標準仕様における共

通ヘッダである。 

3   MsgID X 1024   1 1  共通ヘッダ仕様の「MsgID」

であり、情報提供ネットワー

クシステムとの間でメッセ

ージを一意に識別する為、団

体間連携では必須とする。 
メッセージ毎に固有に付与

する値を指定する。 

4   受付番号 X 256   1 1  共通ヘッダ仕様の「受付番

号」である。 
業務処理の単位毎に付与さ

れる識別子を指定する。 

5  照会依頼情報     1 N  対象個人単位の照会依頼情

報である。 

6   識別番号 X 15   1 1  照会の対象者の識別番号を

指定する。 
地域情報プラットフォーム

標準仕様の業務ユニットイ

ンタフェース仕様に従い、15
桁とする。 

7   業務情報     1 1   

8    管理番号 X 256   1 1  案件番号を指定する。 
No4「受付番号」と桁数は同

一とする。 

9    送信先団体 － － － － 1 1  送信先団体名を指定する。 
情報提供ネットワークシス

テムの仕様に従い値を設定

する。 

10    職員情報 職員情報    1 1  送信処理を行う職員情報を

指定する。 

11    情報内容 情報内容    1 1  照会対象の情報名、年度等の

条件、情報連携の根拠を指定

する。 
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(B)応答メッセージ 

応答メッセージのデータ仕様を以下に示す。 

 

【表 2.4-12 データ仕様（応答メッセージ）】 

No データ項目名 データ型 桁数
コード 出現回数 外字

使用 
項目説明 

CD コード名 最小 最大

1 応答メッセージ     1 1  応答を行うためのメッセー

ジである。 

2  共通ヘッダ     1 1  PF 通信標準仕様における共

通ヘッダである。 

3   MsgID X 1024   1 1  共通ヘッダ仕様の「MsgID」

であり、情報提供ネットワー

クシステムとの間でメッセ

ージを一意に識別する為、団

体間連携では必須とする。 
メッセージ毎に固有に付与

する値を指定する。 

4   受付番号 X 256   1 1  共通ヘッダ仕様の「受付番

号」である。 
業務処理の単位毎に付与さ

れる識別子を指定する。 

5   業務サービス結果

情報 
X 10   0 1  共通ヘッダ仕様の「業務サー

ビス結果情報」である。 
業務サービスの処理ステー

タスを示す値を指定する。 

6   結果情報 X 1   0 1  共通ヘッダ仕様の「結果情

報」である。 
システム的なレスポンスの

状態を示す値を指定する。 

7   システムエラー報

告 
X 1024   0 1  共通ヘッダ仕様の「システム

エラー報告」である。 
システム的なレスポンスの

状態が異常の場合、異常ステ

ータスの詳細を示す値を指

定する。 

8  応答情報     1 N  対象個人単位の応答情報で

ある。 

9   識別番号 X 15   1 1  応答の対象者の識別番号を

指定する。 
地域情報プラットフォーム

標準仕様の業務ユニットイ

ンタフェース仕様に従い、

15 桁とする。 

10   業務情報     1 1   

11    管理番号 X 256   1 1  案件番号を指定する。 
No4「受付番号」と桁数は同

一とする。 

12    送信先団体 － － － － 1 1  送信先団体名を指定する。 
情報提供ネットワークシス

テムの仕様に従い値を設定

する。 

13    職員情報 職員情報    1 N  送信処理を行う職員情報を

指定する。 
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No データ項目名 データ型 桁数
コード 出現回数 外字

使用 
項目説明 

CD コード名 最小 最大

14    情報内容 情報内容    1 1  応答対象の情報名、年度等の

条件、情報連携の根拠を指定

する。 

15    応答日時 日付時間

情報 
   1 1  応答日時を指定する。 

16    参照用 DB 登

録日時 
日付時間

情報 
   1 1  参照用 DB への情報登録日

時を指定する。 

17    処理状況 X 10   1 1  応答の対象者の処理状況（却

下、保留、該当者無し等）を

指定する。 

18    処理状況内容 N 100   1 1  応答の対象者の処理状況の

内容（却下、保留の理由等）

を指定する。 

19    （連携情報）     0 1  応答する証明書等の情報を

指定する。 

 

 

(C)連絡メッセージ 

連絡メッセージのデータ仕様を以下に示す。 

 

【表 2.4-13 データ仕様（連絡メッセージ）】 

No データ項目名 データ型 桁数 
コード 出現回数 外字

使用 
項目説明 

CD コード名 最小 最大

1 連絡メッセージ     1 1  連絡を行う為のメッセージ

である。 

2  共通ヘッダ     1 1  PF 通信標準仕様における

共通ヘッダである。 

3   MsgID X 1024   1 1  共通ヘッダ仕様の

「MsgID」であり、情報提

供ネットワークシステムと

の間でメッセージを一意に

識別する為、団体間連携で

は必須とする。 
メッセージ毎に固有に付与

する値を指定する。 

4   受付番号 X 256   1 1  共通ヘッダ仕様の「受付番

号」である。 
業務処理の単位毎に付与さ

れる識別子を指定する。 

5  連絡情報     1 N  対象個人単位の連絡情報で

ある。 

6   識別番号 X 15   1 1  連絡の対象者の識別番号を

指定する。 
地域情報プラットフォーム

標準仕様の業務ユニットイ

ンタフェース仕様に従い、

15 桁とする。 

7   業務情報     1 1   
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No データ項目名 データ型 桁数 
コード 出現回数 外字

使用 
項目説明 

CD コード名 最小 最大

8    管理番号 X 256   1 1  案件番号を指定する。 
No4「受付番号」と桁数は

同一とする。 

9    送信先団体 － － － － 1 1  送信先団体名を指定する。

情報提供ネットワークシス

テムの仕様に従い値を設定

する。 

10    職員情報 職員情報    1 N  送信処理を行う職員情報を

指定する。 

11    情報内容 情報内容    1 1  連絡対象の情報名、年度等

の条件、情報連携の根拠を

指定する。 

12    連絡日時 日付時間

情報 
   1 1  連絡日時を指定する。 

13    （連携情報）     1 1  連絡する住民情報を指定す

る。 

 

 

(D)受領通知メッセージ 

受領通知メッセージのデータ仕様を以下に示す。 

 

【表 2.4-14 データ仕様（受領通知メッセージ）】 

No データ項目名 データ型 桁数
コード 出現回数 外字

使用 
項目説明 

CD コード名 最小 最大

1 受領通知メッセージ     1 1  受領通知を行う為のメッ

セージである。 

2  共通ヘッダ     1 1  PF 通信標準仕様における

共通ヘッダである。 

3   MsgID X 1024   1 1  共通ヘッダ仕様の

「MsgID」であり、情報提

供ネットワークシステム

との間でメッセージを一

意に識別する為、団体間連

携では必須とする。 
メッセージ毎に固有に付

与する値を指定する。 

4   受付番号 X 256   1 1  共通ヘッダ仕様の「受付番

号」である。 
業務処理の単位毎に付与

される識別子を指定する。

5   業務サービス結

果情報 
X 10   0 1  共通ヘッダ仕様の「業務サ

ービス結果情報」である。

業務サービスの処理ステ

ータスを示す値を指定す

る。 
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No データ項目名 データ型 桁数
コード 出現回数 外字

使用 
項目説明 

CD コード名 最小 最大

6   結果情報 X 1   0 1  共通ヘッダ仕様の「結果情

報」である。 
システム的なレスポンス

の状態を示す値を指定す

る。 

7   システムエラー

報告 
X 1024   0 1  共通ヘッダ仕様の「システ

ムエラー報告」である。 
システム的なレスポンス

の状態が異常の場合、異常

ステータスの詳細を示す

値を指定する。 

8  受領通知情報     0 N  不備通知メッセージの受

領通知は出現回数「0」と

する。 

9   識別番号 X 15   1 1  受領通知の対象者の識別

番号を指定する。 
地域情報プラットフォー

ム標準仕様の業務ユニッ

トインタフェース仕様に

従い、15 桁とする。 

10   業務情報     1 1   

11    管理番号 X 256   1 1  案件番号を指定する。 
No4「受付番号」と桁数は

同一とする。 

12    送信先団体 － － － － 1 1  送信先団体名を指定する。

情報提供ネットワークシ

ステムの仕様に従い値を

設定する。 

13    情報内容 情報内容    1 1  受領通知の対象の情報名、

年度等の条件、情報連携の

根拠を指定する。 

14    処理状況 X 10   1 1  対象者の処理状況（却下、

保留、該当者無し等）を指

定する。 

15    処理状況内

容 
N 100   1 1  対象者の処理状況の内容

（却下、保留の理由等）を

指定する。 
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(E)不備通知メッセージ 

不備通知メッセージのデータ仕様を以下に示す。 

 

【表 2.4-15 データ仕様（不備通知メッセージ）】 

No データ項目名 データ型 桁数
コード 出現回数 外字

使用 
項目説明 

CD コード名 最小 最大

1 不備通知メッセージ     1 1  他団体から受信した不備

通知メッセージである。 

2  共通ヘッダ     1 1  PF 通信標準仕様における

共通ヘッダである。 

3   MsgID X 1024   1 1  共通ヘッダ仕様の

「MsgID」であり、情報提

供ネットワークシステム

との間でメッセージを一

意に識別する為、団体間連

携では必須とする。 
メッセージ毎に固有に付

与する値を指定する。 

4   受付番号 X 256   1 1  共通ヘッダ仕様の「受付番

号」である。 
業務処理の単位毎に付与

される識別子を指定する。

5   業務サービス結

果情報 
X 10   0 1  共通ヘッダ仕様の「業務サ

ービス結果情報」である。

業務サービスの処理ステ

ータスを示す値を指定す

る。 

6   結果情報 X 1   0 1  共通ヘッダ仕様の「結果情

報」である。 
システム的なレスポンス

の状態を示す値を指定す

る。 

7   システムエラー

報告 
X 1024   0 1  共通ヘッダ仕様の「システ

ムエラー報告」である。 
システム的なレスポンス

の状態が異常の場合、異常

ステータスの詳細を示す

値を指定する。 

 

  



2 全体アーキテクチャ 
2.4 インタフェース定義 

 

51 

 

(F)決裁応答メッセージ 

決裁応答メッセージのデータ仕様を以下に示す。 

 

【表 2.4-16 データ仕様（決裁応答メッセージ）】 

No データ項目名 データ型 桁数
コード 出現回数 外字

使用 
項目説明 

CD コード名 最小 最大 

1 決裁応答メッセージ     1 1  決裁応答を行う為のメッセ

ージである。 

2  共通ヘッダ     1 1  PF 通信標準仕様における共

通ヘッダである。 

4   受付番号 X 256   1 1  共通ヘッダ仕様の「受付番

号」である。 
業務処理の単位毎に付与さ

れる識別子を指定する。 

5  決裁応答情報     1 N  対象個人単位の決裁応答情

報である。 

6   識別番号 X 15   1 1  決裁応答の対象者の識別番

号を指定する。 
地域情報プラットフォーム

標準仕様の業務ユニットイ

ンタフェース仕様に従い、15
桁とする。 

7   業務情報     1 1   

8    管理番号 X 256   1 1  案件番号を指定する。 
No4「受付番号」と同一の桁

数とする。 

9    職員情報 職員情報    1 1  送信処理を行う職員情報を

指定する。 

10    内部決裁結果 X 10   1 1  決裁結果を指定する。 
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(G)応答取得要求メッセージ 

応答取得要求メッセージのデータ仕様を以下に示す。 

 

【表 2.4-17 データ仕様（応答取得要求メッセージ）】 

No データ項目名 データ型 桁数
コード 出現回数 外字

使用 
項目説明 

CD コード名 最小 最大 

1 応答取得要求メッセージ     1 1  自団体が保存する応答メッ

セージを取得する為のメッ

セージである。 

2  共通ヘッダ     1 1  PF 通信標準仕様における共

通ヘッダである。 

3   受付番号 X 256   1 1  共通ヘッダ仕様の「受付番

号」である。 
業務処理の単位毎に付与さ

れる識別子を指定する。 

4  応答取得要求情報     0 N  特定の案件における応答情

報を取得する場合に指定す

る。 

5   管理番号 X 256   1 1  取得したい応答情報の案件

番号を指定する。 

 

 

(H)連絡取得要求メッセージ 

連絡取得要求メッセージのデータ仕様を以下に示す。 

 

【表 2.4-18 データ仕様（連絡取得要求メッセージ）】 

No データ項目名 データ型 桁数
コード 出現回数 外字

使用 
項目説明 

CD コード名 最小 最大 

1 連絡取得要求メッセージ     1 1  自団体が保存する連絡メ

ッセージを取得する為の

メッセージである。 

2  共通ヘッダ     1 1  PF 通信標準仕様における

共通ヘッダである。 

3   受付番号 X 256   1 1  共通ヘッダ仕様の「受付番

号」である。 
業務処理の単位毎に付与

される識別子を指定する。

4  連絡取得要求情報     0 N  特定の案件における連絡

情報を取得する場合に指

定する。 

5   管理番号 X 256   1 1  取得したい連絡情報の案

件番号を指定する。 
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(I)不備取得要求メッセージ 

不備取得要求メッセージのデータ仕様を以下に示す。 

 

【表 2.4-19 データ仕様（不備取得要求メッセージ）】 

No データ項目名 データ型 桁数
コード 出現回数 外字 

使用 
項目説明 

CD コード名 最小 最大

1 不備取得要求メッセージ     1 1  自団体が保存する不備通知

メッセージを取得する為の

メッセージである。 

2  共通ヘッダ     1 1  PF 通信標準仕様における共

通ヘッダである。 

3   受付番号 X 256   1 1  共通ヘッダ仕様の「受付番

号」である。 
業務処理の単位毎に付与さ

れる識別子を指定する。 

4  不備取得要求情報     0 N  特定の案件における不備情

報を取得する場合に指定す

る。 

5   管理番号 X 256   1 1  取得したい不備情報の案件

番号を指定する。 
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③項目セット辞書 

地域情報 PF 形式メッセージにおける項目セット辞書を以下に示す。 

 

【表 2.4-20 項目セット辞書】 

項番 項目セット名 項目名 CD データ型 桁数
出現回数 外字

使用
説明 

最小 最大

1 職員情報 職員氏名  氏名情報セ

ット 
 1 1  送信処理を行う職員の氏名で

ある。 

所属名  N 30 1 1  送信処理を行う職員の所属名

である。地域情報プラットフォ

ーム標準仕様の項目セット辞

書「所属情報」に倣い、30 桁

とする。 

連絡先電話番

号 
 X 20 0 1  送信処理を行う職員の連絡先

電話番号である。 

送信担当者職

責 
 N 50 0 1  送信処理を行う職員の職責で

ある。 

送信担当者業

務名 
 N 50 0 1  送信処理を行う職員の担当す

る業務名である。 

操作端末番号  X  1 1  送信処理を行う職員の操作端

末番号である。 

2 情報内容 情報名  － － 1 1  団体間連携を行う情報名であ

る。 
情報提供ネットワークシステ

ムの仕様に従いコード化有無、

桁数等を規定する。 

年度  X 4 0 1  団体間連携を行う情報の対象

年度である。地域情報プラット

フォーム標準仕様の業務ユニ

ットインタフェースに倣い 4
桁とする。 

情報連携の根

拠 
 － － 1 1  団体間連携を行う根拠である。

情報提供ネットワークシステ

ムの仕様に従いコード化有無、

桁数等を規定する。 

3 氏名情報 氏名  N 100 1 1  氏名情報である。 
地域情報プラットフォーム標

準仕様の項目セット「氏名情

報」に倣い、100 桁とする。 

4 日付情報 年  X 4 1 1  地域情報プラットフォーム標

準仕様の項目セット辞書「日付

情報」と同じ。 
月  X 2 1 1  

日  X 2 1 1  

5 日付時間情報 日時  日付情報セ

ット 
 1 1  地域情報プラットフォーム標

準仕様の項目セット辞書「日付

時間情報」と同じ。 時  X 2 1 1  

分  X 2 1 1  

秒  X 2 1 1  
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(4) 個別連携業務接続インタフェース 

個別連携業務接続インタフェースは、個別連携業務接続（データ送受信）機能と既存業務システム（地

域情報 PF 未準拠・対象外システム）を接続する為のインタフェースとする。尚、本インタフェースは、

オプションとする。 

既存業務システム（地域情報 PF 未準拠・対象外システム）は、それぞれの自治体が独自に採用する通

信仕様に従い連携を行うものと考えられる。その為、個別連携業務接続インタフェースの仕様は、それぞ

れの自治体が自ら検討及び実装を行うものとし、インタフェース一覧及びメッセージ定義を規定しないこ

ととする。 
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3. 個別機能仕様 

3.1 情報提供ネットワークシステム接続機能 

3.1.1 機能概要 
情報提供ネットワークシステム接続機能は、情報提供ネットワークシステムの仕様に従い、団体間連携

を行うための通信機能とする。 

団体間連携は、自治体が外部との連携を行う向きにより、①外部からの受信時（外部⇒自団体）、②外

部への送信時（自団体⇒外部）に大別される。情報提供ネットワークシステム接続機能は、外部との連携

を行う向きにより、以下の処理を実施するよう考えた。 

 

① 外部からの受信時（外部⇒自団体） 

情報提供ネットワークシステム接続機能は、メッセージの送信元が正当な送信元であることを確認し、

団体間連携機能を実行する。つぎに、メッセージ形式を、自団体内を流通する地域情報プラットフォー

ム標準仕様をベースとした形式（連携インターフェース機能⇔中間インターフェース機能形式）に変換

し、再び団体間連携機能を実行する。さらに、地域情報プラットフォーム標準仕様に従ってプロトコル

変換し、メッセージ送信先が PF 通信機能であることを確認後、PF 通信機能にメッセージを送信する。 

 

② 外部への送信時（自団体⇒外部） 

情報提供ネットワークシステム接続機能は、受信したメッセージが PF 通信機能から送信されたもの

であることを確認し、情報提供ネットワークシステムの仕様に従ってプロトコル変換し、団体間連携機

能を実行する。つぎに、メッセージ形式を情報提供ネットワークシステム形式に変換し、再び団体間連

携機能を実行する。さらに、メッセージ送信先が正当な送信先であることを確認後、外部にメッセージ

を送信する。 

 

3.1.2 前提条件 
 情報提供ネットワークシステムのデータ送受信方式としては、現時点ではアクセストークン方式とゲ

ートウェイ方式、またはその複合型が検討されているが、情報提供ネットワークシステム接続機能は

それらに対応することを想定する。 

 情報提供ネットワークシステムとの通信方式は、情報提供ネットワークシステムで定めるプロトコル

（通信、セキュリティ、信頼性等）に則ることを想定する。 

 

3.1.3 処理要件 

(1) 地域情報プラットフォーム標準仕様の活用 

地域情報プラットフォーム標準仕様では、通信プロトコル、セキュリティ、メッセージ形式、メッセー

ジ変換方法、エラー制御方法等の連携に必要な技術仕様が規定されている。また、これらはオープンな技

術仕様である。情報提供ネットワークシステム接続機能は、情報提供ネットワークシステムの仕様に基づ

くものであるが、当該仕様を参考とすることが有効と考えられる。 
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① PF 通信機能 

地域情報プラットフォーム標準仕様では、PF 通信機能として以下の技術が採用されている。 

・インターネットプロトコル（IPv4） 

・通信セキュリティ（SSL 3.0 or TLS 1.0） 

・転送プロトコル（HTTP 1.1） 

・基本メッセージ（SOAP 1.1 and Basic Profile 1.0） 

・高信頼性通信機能（オプション）（WS-Reliability 1.1, WS-ReliableMessaging 1.1） 

・添付付メッセージング（オプション）（メッセージ本体格納型 and メッセージへの添付（SwA）型） 

・メッセージ交換パターン 

 

（プラットフォーム通信標準仕様 V2.2 2.プラットフォーム通信仕様を引用） 

 

② PF サイト認証仕様 

地域情報プラットフォーム標準仕様では、PF サイト認証仕様について、「PF サイト認証仕様には、

サイト間通信において、サービスのリクエスト側がサービス側の通信先マシン（サイト）を認証するサ

ーバ認証と、サービス側がアクセスしてくるリクエスト側の PF 通信の通信元マシン（サイト）を認証

するクライアント認証とがある」としており、以下の技術を採用している。 

 

・SSL サーバ認証 

・SSL クライアント認証 

・HTTP Basic 認証 

 

（プラットフォーム通信標準仕様 V2.2 5.3.1 PF サイト認証仕様を引用） 

(2) プロトコル変換 

情報提供ネットワークシステム接続機能と情報提供ネットワークシステムは、情報提供ネットワークシ

ステムの仕様に則った通信仕様により連携するものと想定される。一方で、情報提供ネットワークシステ

ム接続機能と PF 通信機能は、地域情報プラットフォーム標準仕様に則った通信仕様により連携するもの

と考えられる。2 つの通信仕様の差異を吸収するため、情報提供ネットワークシステム接続機能は、情報

提供ネットワークシステムの通信仕様と PF 通信機能の通信仕様間のプロトコル変換を行う。 

 

(3) メッセージ形式変換 

情報提供ネットワークシステム接続機能は、自団体内を流通する地域情報プラットフォーム標準仕様を

ベースとしたメッセージ（連携インターフェース機能⇔中間インターフェース機能形式メッセージ）と情

報提供ネットワークシステム形式メッセージの形式が異なる場合、メッセージ形式を相互に変換する必要

があると考えられる。このとき、変換前のメッセージの制御データ部および業務データ部から項目を抽出

し、必要に応じて組み替えて、変換後のメッセージの制御データ部および業務データ部に設定する。
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3.1.4 詳細機能一覧 
情報提供ネットワークシステム接続機能の詳細機能は以下のようになるものと想定される。 

 

【表 3.1-1 情報提供ネットワークシステム接続機能の内訳】 

項番 機能の内訳 説明 

1 通信制御機能 地域情報プラットフォーム標準仕様における PF 通信機能に相当する通信機

能であり、情報提供ネットワークシステム、PF 通信機能、もしくは他団体

との通信と、団体間連携機能の実行に関する機能とする。 

【①外部からの受信時（外部⇒自団体）】 

 外部から情報提供ネットワークシステム形式メッセージを受信する。 

 サイト認証機能を実行し、正当な接続元であることを確認する。 

 情報提供ネットワークシステム形式メッセージに対し、団体間連携機能

（１回目）を実行する。 

 メッセージ形式変換機能を実行し、連携インターフェース機能⇔中間イ

ンターフェース機能形式に変換する。 

 連携インターフェース機能⇔中間インターフェース機能形式メッセージ

に対し、団体間連携機能（２回目）を実行する。 

 プロトコル変換機能を実行し、情報提供ネットワークシステムのプロト

コルから地域情報プラットフォーム標準仕様のプロトコルへ変換する。

 サイト認証機能を実行し、接続先が PF 通信機能であることを確認する。

 メッセージを PF 通信機能に送信する。 

 

【②外部への送信時（自団体⇒外部）】 

 PF 通信機能から連携インターフェース機能⇔中間インターフェース機

能形式メッセージを受信する。 

 サイト認証機能を実行し、接続元が PF 通信機能であることを確認する。

 プロトコル変換機能を実行し、地域情報プラットフォーム標準仕様のプ

ロトコルから、情報提供ネットワークシステムのプロトコルへ変換する。

 連携インターフェース機能⇔中間インターフェース機能形式メッセージ

に対し、団体間連携機能（１回目）を実行する。 

 メッセージ変換機能を実行し、情報提供ネットワークシステム形式メッ

セージに変換する。 

 情報提供ネットワークシステム形式メッセージに対し、団体間連携機能

（２回目）を実行する。 

 サイト認証機能を実行し、正当な接続先であることを確認する。 

 メッセージを外部に送信する。 
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項番 機能の内訳 説明 

2 サイト認証機能 

 

地域情報プラットフォーム標準仕様における PF サイト認証仕様に相当する

機能であり、通信相手の認証を行う機能とする。 

【①外部からの受信時（外部⇒自団体）】 

 メッセージの送信元が正当な送信元であることを確認する。 

 メッセージの送信先が PF 通信機能であることを確認する。 

 

【②外部への送信時（自団体⇒外部）】 

 メッセージの送信元が PF 通信機能であることを確認する。 

 メッセージの送信先が正当な送信先であることを確認する。 

3 プロトコル変換機能 情報提供ネットワークシステムの通信プロトコルと地域情報プラットフォ

ーム標準仕様の通信プロトコルを相互に変換する機能とする。 

【①外部からの受信時（外部⇒自団体）】 

 情報提供ネットワークシステムのプロトコルから地域情報プラットフォ

ーム標準仕様のプロトコルへと変換する。 

 

【②外部への送信時（自団体⇒外部）】 

 地域情報プラットフォーム標準仕様のプロトコルから、情報提供ネット

ワークシステムのプロトコルへと変換する。 

4 メッセージ形式変換機

能 

情報提供ネットワークシステムのメッセージ形式と地域情報プラットフォ

ーム標準仕様のメッセージ形式を相互に変換する機能とする。 

【①外部からの受信時（外部⇒自団体）】 

 情報提供ネットワークシステムのメッセージ形式から自団体内を流通す

る地域情報プラットフォーム標準仕様をベースとしたメッセージ形式

（連携インターフェース機能⇔中間インターフェース機能形式メッセー

ジ）へと変換する。 

 

【②外部への送信時（自団体⇒外部）】 

 自団体内を流通する地域情報プラットフォーム標準仕様をベースとした

メッセージ形式（連携インターフェース機能⇔中間インターフェース機

能形式メッセージ）から、情報提供ネットワークシステムのメッセージ

形式へと変換する。 
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3.1.5 処理フロー 
情報提供ネットワークシステム接続機能の処理フローは、以下の流れになるものと想定される。 

連携インターフェース機能

情報提供ネットワークシステム接続機能

通信制御機能

外部
（情報提供ネットワーク

システム、他団体）

PF通信機能

団体間連携機能

サイト認証機能

①
外部からの受信時

メッセージ

外部への送信時
④⑥

メッセージを
送信する

メッセージを
受信する

メッセージ

メッセージ

メッセージ

外部からの受信時

メッセージを
受信する

外部への送信時

メッセージを
送信する

プロトコル
変換機能

システム
ログ

メッセージ
変換機能

認証
結果

認証
結果

③

②、⑤

不備の場合
（外部からの受信時）

不備の場合
（外部への送信時）

 

 

【図 2.1-1 処理フロー】 

 

＜処理説明＞ 

■外部からの受信時 

① メッセージを受信する。 

・通信制御機能は、外部から情報提供ネットワークシステム形式メッセージを受信する。 

・通信制御機能は、サイト認証機能を実行し、受信したメッセージの送信元が正当な送信元であるこ

とを確認する。 

・通信制御機能は、情報提供ネットワークシステム形式メッセージに対し、団体間連携機能（１回目）

を実行する。 

・送信元の正当性を確認できない場合、及び、団体間連携機能からエラーが返却された場合、通信制

御機能は、送信元に不備情報を含むメッセージを返信する。 

 

② メッセージ形式を変換する。 

・通信制御機能は、情報提供ネットワークシステム形式メッセージに対してメッセージ形式変換機能

を実行し、メッセージ形式を情報提供ネットワークシステム形式から連携インターフェース機能⇔

【凡例】
団体間連携
ユースケース

団体間連携ユース
ケースの処理

機能 詳細機能 システム 外部機関

データストア 情報 処理の流れ データの流れ ログの出力
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中間インターフェース機能形式に変換する。 

・メッセージ形式変換に失敗した場合、通信制御機能は、送信元に不備情報を含むメッセージを返信

する。 

 

③ メッセージを送信する。 

・通信制御機能は、連携インターフェース機能⇔中間インターフェース機能形式メッセージに対し、

団体間連携機能（２回目）を実行する。 

・通信制御機能は、プロトコル変換機能を実行し、連携インターフェース機能⇔中間インターフェー

ス機能形式メッセージを情報提供ネットワークシステムのプロトコルから地域情報プラットフォー

ム標準仕様のプロトコルに変換する。 

・通信制御機能は、サイト認証機能を実行し、メッセージの送信先が PF 通信機能であることを確認

する。メッセージの送信先が PF 通信機能であることが確認できない場合、エラーを返す。 

・通信制御機能は、メッセージを PF 通信機能へ送信する。 

・団体間連携機能からエラーが返却された場合、及び、送信先が PF 通信機能であることが確認でき

ない場合、通信制御機能は、送信元に不備情報を含むメッセージを返信する。 
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■外部への送信時 

④ メッセージを受信する。 

・通信制御機能は、PF 通信機能から連携インターフェース機能⇔中間インターフェース機能形式メッ

セージを受信する。 

・通信制御機能は、サイト認証機能を実行し、受信したメッセージの送信元が PF 通信機能であるこ

とを確認する。 

・通信制御機能は、プロトコル変換機能を実行し、メッセージを地域情報プラットフォーム標準仕様

のプロトコルから情報提供ネットワークシステムのプロトコルに変換する。 

・通信制御機能は、連携インターフェース機能⇔中間インターフェース機能形式メッセージに対し、

団体間連携機能（１回目）を実行する。 

・送信元が PF 通信機能であることが確認できない場合、及び、団体間連携機能からエラーが返却さ

れた場合、通信制御機能は、PF 通信機能に不備情報を含むメッセージを返信する。 

 

⑤ メッセージ形式を変換する。 

・通信制御機能は、メッセージ形式変換機能を実行し、メッセージ形式を連携インターフェース機能

⇔中間インターフェース機能形式から情報提供ネットワークシステム形式に変換する。 

・メッセージ形式変換に失敗した場合、通信制御機能は、PF 通信機能に不備情報を含むメッセージを

返信する。 

 

⑥ メッセージを送信する。 

・通信制御機能は、情報提供ネットワークシステム形式メッセージに対し、団体間連携機能（２回目）

を実行する。 

・通信制御機能は、サイト認証機能を実行し、メッセージの送信先が正当な送信先であることを確認

する。 

・通信制御機能は、メッセージを外部へと送信する。 

・団体間連携機能からエラーが返却された場合、送信先の正当性が確認できない場合、通信制御機能

は、PF 通信機能に不備情報を含むメッセージを返信する。  
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3.1.6 外部インタフェース一覧 
情報提供ネットワークシステム接続機能の外部インタフェースは以下のようになるものと想定される。 

 

【表 3.1-2 入出力項目の内訳】 

 

 

3.1.7 課題 

(1) プロトコル変換の仕様検討 

団体内部への送信が地域情報プラットフォーム標準仕様をベースとする場合、情報提供ネットワークシ

ステム接続機能では、情報提供ネットワークシステムの仕様に則った通信仕様から、地域情報プラットフ

ォーム標準仕様に則った通信仕様へと変換することが必要と考えるが、現時点では情報提供ネットワーク

システムの仕様が確定していないため、今後の検討とする。 

 

(2) 情報提供ネットワークシステムのデータ送受信方式との整合 

情報提供ネットワークシステムのデータ送受信方式としては、アクセストークン方式とゲートウェイ方

式のいずれかの方式が採用されるか、もしくは、複合型となることが想定される。情報提供ネットワーク

システム接続機能はそれらへの対応を想定しているが、アクセストークン方式とゲートウェイ方式とでは、

情報提供ネットワークシステム接続機能の通信制御内容が変わると考えられるため、情報提供ネットワー

クシステム側の方式と整合を取る必要がある。 

 

(3) 情報提供ネットワークシステムの連携方式との整合 

情報提供ネットワークシステムと連携インターフェース機能とで、連携方式の整合を取る必要がある。

例えば連携インターフェース機能側で同期処理を前提とした場合に、情報提供ネットワークシステムが非

同期処理を前提とすると期待通りの連携が実現できない。 

そのため情報提供ネットワークシステムと連携インターフェースの連携方式の整合を取るにあたって、

連携インターフェース機能側としては情報提供ネットワークシステムの動向を踏まえた連携方式を検討

すると共に、情報提供ネットワークシステム側としては行政事務運用の効率性や構築コスト等を考慮した

連携方式を検討することが望ましい。 

 

項番 詳細機能 入出力情報 説明 

1 通信制御機能 

（外部からの受信時） 

入力 メッセージ 外部から受信するメッセージ 

2 出力 メッセージ PF 通信機能に送信するメッセージ 

3 通信制御機能 

（外部への送信時） 

入力 メッセージ PF 通信機能から受信するメッセージ 

4 出力 メッセージ 外部へ送信するメッセージ 
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(4) リモートメンテナンスの必要性 

連携データの送受信時のチェックポリシ等、団体間連携機能が管理する情報は、変更等が発生した場合、

それに合わせて適宜修正する必要がある。各自治体が個別に修正管理することも可能であるが、効率性や

リスク低減のために、全自治体共通の情報やモジュールについては、遠隔で一括変更・管理できるような

仕組みを構築することが望ましい。 

 

(5) 稼働状況の監視 

情報提供ネットワークシステムから各自治体に設置された連携インターフェース機能の死活状態の確

認ができることで、障害等が発生した際に、迅速に切り分けを行うことができると考えられる。そのため、

テストパケットに対する正常応答を返せる仕組みを情報提供ネットワークシステム接続機能に備えるこ

とが望ましい。 

 

(6) アクセス記録の提供 

団体間連携機能内で保持するアクセス記録は、定期的に情報提供ネットワークシステムに提供する必要

があると考えられる。ログ管理機能（連携インターフェース）がログを情報提供ネットワークシステム接

続機能に送信し、情報提供ネットワークシステム接続機能はそれらを情報提供ネットワークシステムに提

供する仕組みを備えることが望ましい。 

 

(7) 高信頼性通信の必要性 

団体間連携は、団体を跨り、住民情報を連携することから、通信処理に信頼性が求められると考える。

地域情報プラットフォーム標準仕様では、通信処理の信頼性を向上する機能として、高信頼性通信機能を

規定している。 

団体間連携の通信仕様は情報提供ネットワークシステムの通信仕様によって規定されるため、情報提供

ネットワークシステムの通信仕様についても以下の機能を考慮し検討することが望ましいと考える。 

 

 送達保証：送信側高信頼性通信処理系が受信側高信頼性通信処理系から受領確認メッセージを受け取

るまでメッセージを再送することにより、メッセージの送達を保証する。受信側がメッセージを受け

取っても送信側が受領確認メッセージを受け取れない場合に受信側が同じメッセージを複数回受け取

る可能性が残る。これは、最低 1 回はメッセージが受領されることを保証するため At Least Once と

も表現される。 

 重複排除：受信側高信頼性通信処理系が、同一メッセージを複数受け取った場合に受信側アプリケー

ションに一度だけメッセージを渡すことによって、メッセージの重複が起こらないことを保証する。

これは、最高1 回しかメッセージが受領されないことを保証するためAt Most Once とも表現される。 

 送達保証+重複排除：この 2 つを組み合わせることによって、送信側アプリケーションが送ったメッ

セージが確実に重複なしに受信側アプリケーションに達することを保証する。これは、正確に 1 回だ

けメッセージが受領されることを保証するため Exactly Once とも表現される。 
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 順序保証：送信側から受信側に複数メッセージが送られるときに、送信側アプリケーションが送った

順序で受信側アプリケーションがメッセージを受け取ることを保証する。これは In Order とも表現さ

れる。なお、順序保証は機能的に送達保証と重複排除を含んでいる。 

 

（地域情報プラットフォームガイドライン V2.4 3.1.3 高信頼性通信機能を引用） 

 

(8) 受付番号によるマッチング防止の必要性 

地域情報プラットフォーム標準仕様の考え方に基づき、連携元の団体で受付番号を採番し、連携元／先

でやりとりすることとした場合、同一の受付番号が連携元／先でログとして取得されることとなる。これ

により、個人を特定可能な共通のキー情報が連携元／先に存在してしまうため、今後、受付番号の採番方

法の検討が必要である。 
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3.2 ＰＦ通信機能 

3.2.1 機能概要 
PF 通信機能は、地域情報プラットフォーム標準仕様が規定する通信機能とする。 

PF 通信機能は、情報提供ネットワークシステム接続機能からメッセージを受信した際に、当該メッセ

ージが情報提供ネットワークシステム接続機能から送信されたメッセージであることを確認し、地域情報

PF サービス基盤に送信する。また、PF 通信機能は、地域情報 PF サービス基盤からメッセージを受信し

た際に、当該メッセージを情報提供ネットワークシステム接続機能に送信する。 

 

3.2.2 前提条件 
 PF 通信機能は、プロトコル変換を行わないものとし、各種変換は情報提供ネットワークシステム接続

機能で行うものとする。よって PF 通信機能が授受するメッセージは、地域情報プラットフォーム標

準仕様が定める通信プロトコルに則るものと想定し、PF 通信機能と情報提供ネットワークシステム接

続機能間も地域情報プラットフォーム標準仕様の通信プロトコルを採用する。 

 

3.2.3 処理要件 

(1) 地域情報プラットフォーム標準仕様の活用 

地域情報プラットフォーム標準仕様では、PF 通信機能、PF サイト認証仕様として、本機能に該当す

る仕様が規定されている。 

 

① PF 通信機能 

地域情報プラットフォーム標準仕様では、PF 通信機能として以下の技術が規定されている。そのた

め、PF 通信機能と自治体業務システム間の通信は、以下の技術を採用する。 

 

 インターネットプロトコル（IPv4） 

 通信セキュリティ（SSL 3.0 or TLS 1.0） 

 転送プロトコル（HTTP 1.1） 

 基本メッセージ（SOAP 1.1 and Basic Profile 1.0） 

 高信頼性通信機能（オプション）（WS-Reliability 1.1, WS-ReliableMessaging 1.1） 

 添付付メッセージング（オプション）（メッセージ本体格納型 and メッセージへの添付（SwA）型） 

 メッセージ交換パターン 

 

（プラットフォーム通信標準仕様 V2.2 2. プラットフォーム通信仕様を引用） 

 

② PF サイト認証仕様 

地域情報プラットフォーム標準仕様では、PF サイト認証仕様について、「PF サイト認証仕様には、

サイト間通信において、サービスのリクエスト側がサービス側の通信先マシン（サイト）を認証するサ

ーバ認証と、サービス側がアクセスしてくるリクエスト側の PF 通信の通信元マシン（サイト）を認証
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するクライアント認証とがある」としており、以下の技術を参考とする。 

 

 SSL サーバ認証 

 SSL クライアント認証 

 HTTP Basic 認証 

 

（プラットフォーム通信標準仕様 V2.2 5.3.1 PF サイト認証仕様を引用） 

 

 

3.2.4 詳細機能一覧 
PF 通信機能の詳細機能は以下のようになるものと想定される。 

 

【表 3.2-1 PF 通信機能の内訳】 

項番 機能の内訳 説明 

1 通信制御機能 地域情報プラットフォーム標準仕様における PF 通信機能に相当する通

信機能であり、情報提供ネットワークシステム接続機能及び地域情報

PF サービス基盤との通信に関する機能とする。 

 情報提供ネットワークシステム接続機能とメッセージの送受信を行

う。 

 情報提供ネットワークシステム接続機能とメッセージの送受信を行

う際、サイト認証機能により接続先が正当であることを確認する。

 地域情報 PF サービス基盤とメッセージの送受信を行う。 

2 サイト認証機能 

 

地域情報プラットフォーム標準仕様における PF サイト認証仕様に相当

する機能であり、接続元／先の認証を行う機能とする。 

 メッセージ受信の際に接続元が正当であることを確認する。 

 メッセージ送信の際に接続先が正当であることを確認する。 
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3.2.5 処理フロー 
PF 通信機能の処理フローは、以下の流れになるものと想定される。 

情報提供
ネットワークシステム

接続機能

連携インターフェース機能

PF通信機能

メッセージ受信

メッセージ送信

メッセージを
受信する

地域情報PF
サービス基盤

通信制御機能

サイト認証
機能

メッセージを
送信する

メッセージ受信

メッセージを
受信する

メッセージ送信

メッセージを
送信する

メッセー
ジ

メッセー
ジ

①

④

認証
結果

メッセー
ジ

メッセー
ジ

②

③

システム
ログ

 

 

【図 3.2-1 処理フロー】 

 

＜処理説明＞ 

■メッセージ受信時 

① メッセージを受信する。 

・通信制御機能は、情報提供ネットワークシステム接続機能からメッセージを受信する。 

・通信制御機能は、サイト認証機能を実行し、受信したメッセージの送信元が情報提供ネットワーク

システム接続機能であることを確認する。 

・メッセージの送信元が情報提供ネットワークシステム接続機能であることが確認できない場合エラ

ーを返す。 

 

② メッセージを地域情報 PF サービス基盤へ送信する。 

・通信制御機能は、受信したメッセージを地域情報 PF サービス基盤へ送信する。 

 

■メッセージ送信時 

③ メッセージを地域情報 PF サービス基盤から受信する。 

・通信制御機能は、地域情報 PF サービス基盤からメッセージを受信する。 

 

【凡例】
団体間連携
ユースケース

団体間連携ユース
ケースの処理

機能 詳細機能 システム 外部機関

データストア 情報 処理の流れ データの流れ ログの出力
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④ メッセージを情報提供ネットワークシステム接続機能へ送信する。 

・通信制御機能は、サイト認証機能を実行し、送信先が情報提供ネットワークシステム接続機能であ

ることを認証する。 

・通信制御機能は、メッセージを情報提供ネットワークシステム接続機能へ送信する。 

・メッセージの送信先が情報提供ネットワークシステム接続機能であることが確認できない場合、エ

ラーを返す。 

 

3.2.6 外部インタフェース一覧 
PF 通信機能の外部インタフェースは以下のようになるものと想定される。 

 

【表 3.2-2 入出力項目の内訳】 

項番 詳細機能 入出力情報 説明 

1 通信制御機能 

（メッセージ受信時） 

入力 メッセージ 情報提供ネットワークシステム接続機能から受信す

るメッセージ 

2 出力 メッセージ 地域情報 PF サービス基盤に送信するメッセージ 

3 通信制御機能 

（メッセージ送信時） 

入力 メッセージ 地域情報 PF サービス基盤から受信するメッセージ 

4 出力 メッセージ 情報提供ネットワークシステム接続機能へ送信する

メッセージ 

. 

 

3.2.7 課題 
なし 
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3.3 暗号・署名機能 

3.3.1 機能概要 
暗号・署名機能は、団体間連携に際して流通する情報の秘匿性、真正性を確保するため、連携データに

対して暗号化（もしくは復号）、署名付与（もしくは署名検証）を行う機能とする。 

本機能は、情報提供ネットワークシステムの仕様よりも業務システム側の仕様に依存して機能仕様が決

まる部分と、情報提供ネットワークシステムの仕様に依存して機能仕様が決まる部分に大別されると想定

する。本書では前者を「暗号・署名機能（団体内）」、後者を「暗号・署名機能（団体間）」とする。 

 

■ 暗号・署名機能（団体内） 

暗号・署名機能（団体内）は、自団体が照会要求を行う場合や、他団体からの照会要求を処理する場合

に、業務データの秘匿性確保、業務データの真正性保証を行うための暗号・復号、電子署名の付与・検証

を行う機能とする。 

 

■ 暗号・署名機能（団体間） 

暗号・署名機能（団体間）は、自団体が照会要求を行う場合や、他団体からの照会要求を処理する場合

に、情報提供ネットワークシステムを含む第三者への秘匿性確保、情報提供ネットワークシステムに対す

る接続元団体の正当性保証を行うための暗号・復号、電子署名の付与・検証を行う機能とする。 

 

連携IF機能

連携IF機能⇔中間IF機能形式

本文

共通ヘッダ

業務
データ

連携IF機能⇔中間IF機能形式

本文

共通ヘッダ

情報提供ネットワークシステム形式

業務データ部

制御データ部

送信担当者氏名

手続き名

受付番号

MsgID

業務
データ

送信担当者氏名

リンクコード

リンクコード

送信担当者氏名

業務
データ

MsgID

受付番号

MsgID受付番号

情報提供ネットワークシステム形式

業務データ部

制御データ部
リンクコード

送信担当者氏名

業務
データ

受付番号

MsgID

署名付与、
暗号化

暗号化

署名付与

リンクコード
手続き名

手続き名 手続き名

暗号・署名機能

暗号・署名機能（団体内） 暗号・署名機能（団体間）

情
報
提
供

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
シ
ス
テ
ム

中間IF
機能

【凡例】

署名 暗号化

 

【図 3.3-1 暗号と署名の機能の処理概要のイメージ】 
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3.3.2 前提条件 
■ 暗号・署名機能（団体内） 

暗号・署名機能（団体内）の機能仕様の前提条件を次に示す。 

 電子署名の付与に際して、自治体内部での承認（決裁、送信許可）が完了していることを前提とする。 

 暗号・署名機能（団体内）にて処理する連携データのメッセージ形式の種類は、連携インターフェー

ス機能⇔中間インターフェース機能形式メッセージを想定する。 

 電子署名は LGPKI の組織認証局から発行された職責証明書および証明書利用者秘密鍵を活用するこ

とと仮定する。 

 暗号、復号に係わる共通鍵（もしくは公開鍵、秘密鍵）は、事前に自治体に配布されていることを前

提とする。 

 情報提供ネットワークシステムは、連携データの中身を参照しないものと想定する。 

 暗号化、復号を行うための鍵、証明書の発行主体については、社会保障・税に関わる番号制度などの

全体に関わる事項として別途検討される課題とする。 

 

■ 暗号・署名機能（団体間） 

暗号・署名機能（団体間）の機能仕様の前提条件を次に示す。 

 電子署名の付与に際して、「認証・認可機能（団体間）」における認可が完了していることを前提とす

る 

 暗号・署名機能（団体間）にて処理する連携データのメッセージ形式の種類は、情報提供ネットワー

クシステム形式メッセージと想定する。 

 署名のための証明書、秘密鍵の扱い、署名権限の管理、署名対象、署名・署名検証方式、その他の要

件については、情報提供ネットワークシステムの仕様に依存するものと想定する。 

 暗号化の具体的なロジック、鍵の管理、運用などは情報提供ネットワークシステムの仕様に依存する

ものと想定する。 

 暗号化／復号、署名付与を行うための鍵、証明書の発行主体については、社会保障・税に関わる番号

制度などの全体に関わる事項として別途検討される課題とする。 
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3.3.3 処理要件 
■ 暗号・署名機能（団体内） 

暗号・署名機能（団体内）における処理要件を次に示す。 

 

(1) 地域情報プラットフォーム標準仕様書の活用 

地域情報プラットフォーム標準仕様書では、PF 秘匿性確保仕様、PF 自治体組織電子署名・検証仕様

として、暗号・署名機能（団体内）に該当する仕様が規定されており、参考とすることが有効と考えら

れる。 

 

① PF 秘匿性確保仕様 

地域情報プラットフォーム標準仕様書では、PF 秘匿性確保仕様（End-to-End の秘匿性確保仕様）に

ついて、「自治体間において Web サービスが中継機関を介して連携される場合、本来であれば自治体で

のみ参照すべき情報が中継機関にて参照される可能性がある。End-to-End の秘匿性確保を行うことで、

自治体間で連携する情報を中継機関に対して秘匿することが可能となる。」としており、以下の技術を採

用している。 

 書類が XML の場合、XML Encryption[参考 1]を使用する。 

 書類がファイルの場合、PKCS#7[参考 2]、または、XML Encryption[参考 1]を使用する。 

 

（「プラットフォーム通信技術仕様 V2.2」―「5.3.2 PF 秘匿性確保仕様」を引用） 

 

② PF 自治体組織電子署名・検証仕様 

地域情報プラットフォーム標準仕様書では、PF 自治体組織電子署名・検証仕様について、「通信路の

仕様ではないが、自治体が発行する照会書類や公文書を、異なるサイト間で交換する際に使用し、情報

の改ざん検知や署名者の検証を可能にする仕様」として、以下の技術を採用している。 

 自治体間の組織認証基盤である「LGPKI」仕様[参考 3]を使用する。 

 書類が XML の場合、XML Signature[参考 4]を使用する。 

 書類がファイルの場合、PKCS#7[参考 2]、または、XML Signature[参考 4]で署名する。 

（PKCS#7 の電子署名の場合は、ファイルと署名データを添付ファイルとして送信する。） 

 

（「プラットフォーム通信技術仕様 V2.2」―「5.3.4 PF 自治体組織電子署名・検証仕様」を引用） 

 

(2) 暗号化対象 

暗号・署名機能（団体内）は連携データ（連携インターフェース機能⇔中間インターフェース機能形式

メッセージ）のうち、業務データを暗号化対象と想定する。 
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(3) 署名対象 

暗号・署名機能（団体内）は連携データ（連携インターフェース機能⇔中間インターフェース機能形式

メッセージ）のうち、業務データを署名対象と想定する。 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

【図 3.3-2 連携データの構造と暗号化対象、署名対象】 

 

(4) 暗号と署名の順番 

電子署名は、情報の改ざん、なりすまし、否認を防止する目的で利用されるものである。所得情報等の

情報連携に係わる住民情報は、所管する自治体にて厳格に管理されているが、他団体への情報提供時、電

子署名はこのような住民情報の信憑性を保証するための公印に相当するものと考えられる。また、他団体

への情報照会時、電子署名は照会文書の真正性を保証するための公印に相当するものと考えられる。 

暗号化は、情報の一部または全部の情報の盗聴を防止する目的で利用されるものである。所得証明書等

を住民、企業、他自治体等の他の組織への配布に際して、公印押印済みの証明書を封筒に入れて流通させ

ることに相当するものと考えられる。 

情報の信憑性の保証した後、当該情報の秘匿性を確保し安全に流通させることから、暗号化と署名の順

番は、現状の手続きを鑑み、 

 連携データ送信時は、署名付与→暗号化の順に実施する 

 連携データ受信時は、復号→署名検証の順に実施する 

ことと考えた。 

 

(5) 暗号化方式 

地域情報プラットフォーム標準仕様書では PF 秘匿性確保仕様として End-to-End での暗号化につい

て規定されている。しかし、共通鍵暗号、公開鍵暗号などの具体的な暗号化方式については限定されてお

らず、本仕様で検討する必要がある。 

採用する暗号化方式としては共通鍵暗号方式、公開鍵暗号方式、ハイブリッド暗号方式が考えられる。

共通鍵暗号方式では、処理が高速であるというメリットがある半面、連携先となる組織・団体ごとに共通

鍵を管理する必要があり、鍵の管理が煩雑となる、共通鍵を連携先に安全に配布することが難しいといっ

たデメリットがある。また、公開鍵暗号方式では、鍵の管理・配布が容易であるというメリットがある半

面、その処理演算の複雑さから処理に時間がかかるというデメリットがある。 

制御データ部（共通ヘッダ） 

業務データ部（本文） 

連携データの構造 

暗号化対象、署名対象 業務データ 
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そのため、暗号化方式は、共通鍵方式の処理が高速であるというメリットと、公開鍵暗号方式の鍵の管

理・配布が容易であるというメリットを享受できるよう、公開鍵暗号方式により共通鍵を暗号化する方式

（ハイブリッド暗号方式）を採用することを想定した。 

 

(6) 電子署名における XML 正規化アルゴリズム 

XML 文書では、同一内容の XML 文書であっても XML 構文に空白文字や改行などが挿入されると表

現が異なってしまい、結果、得られる署名値の違いから、文書が改ざんされたものと誤認される可能性が

ある。このような問題を防ぐべく、論理的に同一である XML 文書から同一の署名値が生成できることを

保証するために、XML 文書をあらかじめ定められたルールに従って整形する、「正規化」を行う必要があ

る。地域情報プラットフォーム標準仕様書には XML 正規化アルゴリズムに関する技術仕様に規定がない

ため、技術仕様の選定が必要となる。このような技術仕様として、技術標準化推進団体である W3C が策

定した canonical XML（RFC3076）[参考 5]が最も広く認知された標準技術であるため、これを採用する

ことを想定した。 

 

(7) 復号を行うための鍵、電子証明書の管理 

復号に必要な自組織の秘密鍵と対となる自組織の公開鍵、及び公開鍵の真正性と完全性を保証するため

の電子証明書を暗号・署名機能（団体内）にて管理する必要があると考えられる。また暗号・署名機能（団

体内）は、電子証明書の失効、更新のタイミング等において、管理する鍵、電子証明書の登録、変更、削

除を可能にする必要があると考えられる。 

 

(8) 署名を行うための鍵、電子証明書の管理 

連携データへの署名付与は暗号・署名機能（団体内）において自動で行うことと整理している。このた

め、署名付与に必要な自組織の秘密鍵と電子証明書を IC カード等の秘密鍵格納媒体ではなく、暗号・署

名機能（団体内）にて管理する必要があると考えられる。また暗号・署名機能（団体内）は、電子証明書

の失効、更新のタイミング等において、管理する鍵、電子証明書の登録、変更、削除を可能にする必要が

あると考えられる。 
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■ 暗号・署名機能（団体間） 

暗号・署名機能（団体間）における処理要件を次に示す。 

 

(1) 地域情報プラットフォーム標準仕様書の活用 

暗号・署名機能（団体間）における暗号化、署名付与・署名検証の技術仕様は情報提供ネットワークシ

ステムの実装に依存するものと想定される。しかし、地域情報プラットフォーム標準仕様書では、暗号化、

署名付与・署名検証の技術仕様として、PF 秘匿性確保仕様、PF 自治体組織電子署名・検証仕様が規定

されている。暗号・署名機能（団体間）の技術仕様検討の効率性を考慮すると、地域情報プラットフォー

ム標準仕様書における当該仕様を参考にすることが有効と考えられる。 

 

① PF 秘匿性確保仕様 

地域情報プラットフォーム標準仕様書では、PF 秘匿性確保仕様（End-to-End の秘匿性確保仕様）に

ついて、「自治体間において Web サービスが中継機関を介して連携される場合、本来であれば自治体で

のみ参照すべき情報が中継機関にて参照される可能性がある。End-to-End の秘匿性確保を行うことで、

自治体間で連携する情報を中継機関に対して秘匿することが可能となる。」としており、以下の技術を採

用している。 

 書類が XML の場合、XML Encryption[参考 1]を使用する。 

 書類がファイルの場合、PKCS#7[参考 2]、または、XML Encryption[参考 1]を使用する。 

 

（「プラットフォーム通信技術仕様 V2.2」―「5.3.2 PF 秘匿性確保仕様」を引用） 

 

② PF 自治体組織電子署名・検証仕様 

地域情報プラットフォーム標準仕様書では、PF 自治体組織電子署名・検証仕様について、「通信路の

仕様ではないが、自治体が発行する照会書類や公文書を、異なるサイト間で交換する際に使用し、情報

の改ざん検知や署名者の検証を可能にする仕様」として、以下の技術を採用している。 

 自治体間の組織認証基盤である「LGPKI」仕様[参考 3]を使用する。 

 書類が XML の場合、XML Signature[参考 4]を使用する。 

 書類がファイルの場合、PKCS#7[参考 2]、または、XML Signature[参考 4]で署名する。 

（PKCS#7 の電子署名の場合は、ファイルと署名データを添付ファイルとして送信する。） 

 

（「プラットフォーム通信技術仕様 V2.2」―「5.3.4 PF 自治体組織電子署名・検証仕様」を引用） 
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(2) 暗号化対象 

暗号・署名機能（団体間）で取り扱う連携データ（情報提供ネットワークシステム形式メッセージ）は、

通信制御等に使用する情報項目から構成される「制御データ部」と、業務的な情報内容を含む「業務デー

タ部」に大別されるものと想定する。 

業務データ部は、住民情報や職員情報等の機密性の高い情報が格納される領域となることから、送信元

団体と送信先団体間において End to End で暗号化することにより、情報提供ネットワークシステムを含

む第三者に対し、秘匿性を確保する必要がある。 

制御データ部は、情報提供ネットワークシステムにおける連携可否の判断や経路制御、その他の管理情

報等が格納されると想定されることから、外部の情報経路や情報提供ネットワークシステムに対して参照

可能とする必要がある。 

以上から、連携データにおける「業務データ部」のみを暗号化対象とするものと考えた。 

 

(3) 署名対象 

連携データ（情報提供ネットワークシステム形式メッセージ）の制御データ部は、情報提供ネットワー

クシステムの連携制御に利用する情報が格納されると想定されることから、真正性を保証する目的で、団

体組織としての署名を付与する必要があるものと想定される。よって、署名対象部分は制御データ部分を

基本とする。ただし、業務データ部分を含め全体を署名しても実害はないため、具体的な署名範囲は情報

提供ネットワークシステムの仕様に合わせて設定されるものと想定される。 

 

 

 

 

 

 

  

 

【図 3.3-3 秘匿化の範囲／連携データの構造と暗号化対象、署名対象】 

 

(4) 暗号化方式 

採用する暗号化方式としては共通鍵暗号方式、公開鍵暗号方式、ハイブリッド暗号方式等、いくつかの

方式が考えられるが、どのような暗号化方式を採用するかは情報提供ネットワークシステムの仕様に依存

するものと想定される。 

 

  

暗号化データ 

団体 A 団体 B 情報提供 

ネットワークシステム

秘匿化の範囲 

制御データ部 

業務データ部 

連携データの構造 

署名対象 

暗号化対象 
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(5) 暗号化／復号を行うための鍵、電子証明書の管理 

暗号化／復号に必要な鍵を暗号・署名機能（団体間）にて管理する必要があると考えられる。管理する

鍵の種類として共通鍵、公開鍵が考えられるが、どのような種類の鍵を管理するかは、採用する暗号化方

式に依存する。また、暗号化に公開鍵を使用する場合は、公開鍵の真正性と完全性を保証するため、電子

証明書も合わせて管理する必要があると考えられる。 

また暗号・署名機能（団体間）は、電子証明書の失効、更新のタイミング等において、管理する鍵、電

子証明書の登録、変更、削除を可能にする必要があると考えられる。  
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3.3.4 詳細機能一覧 
■ 暗号・署名機能（団体内） 

暗号・署名機能（団体内）の詳細機能は以下のようになるものと想定される。 

 

【表 3.3-1 暗号・署名機能（団体内）の内訳】 

項番 機能の内訳 説明 

1 署名機能 送信する連携データに電子署名を付与する機能とする。 

 連携データ（平文）から署名対象を取得し、署名対象を正規化する。（「3.3.3(6) 

電子署名における XML 正規化アルゴリズム」参照） 

 正規化された署名対象からハッシュ値を生成し、鍵管理機能に渡す。その後、

電子証明書や、当該ハッシュ値を基に生成された署名値等を鍵管理機能より

取得し、署名を構成する。 

 連携データ（平文）に署名を付与し、連携データ（署名文書）を構成する。

2 署名検証機能 受信した連携データに付与された電子署名、電子証明書を検証する機能とする。

 連携データ（署名文書）から署名対象、署名値、電子証明書を取得する。 

 署名対象のハッシュ値を生成し、署名値の復号を比較検証する。 

 電子証明書の有効期限、失効情報を確認する。 

3 暗号化機能 送信する連携データを暗号化する機能とする。 

 連携データ（平文）から暗号化要素を取得する。 

 暗号化対象に対し、暗号演算を行い、暗号化文書を取得する。 

 連携データ（暗号化文書）を構成する。 

4 復号機能 受信した連携データを復号する機能とする。 

 連携データ（暗号化文書）から、復号要素を取得する。 

 復号要素に対し、暗号演算を行い、連携データ（平文）を取得する。 

5 鍵管理機能 署名用の秘密鍵、及び電子証明書、復号用の秘密鍵と対になる公開鍵、及び電

子証明書を管理する機能とする。 

 職責署名の秘密鍵および電子証明書を、登録、保管、更新、廃棄する。 

 復号用の秘密鍵と対になる公開鍵、及び電子証明書を、登録、保管、更新、

廃棄する。 
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■暗号・署名機能（団体間） 

暗号・署名機能（団体間）の詳細機能は以下のようになるものと想定される。 

 

【表 3.3-2 暗号・署名機能（団体間）の内訳】 

項番 機能の内訳 説明 

1 署名機能 送信する連携データに電子署名を付与する機能とする。 

 連携可否の判断などに用いられる制御情報の真正性確保を目的としてお

り、署名対象は業務データ部ではなく制御データ部を基本とする。 

2 署名検証機能 受信した連携データに付与された電子署名、電子証明書を検証する機能とす

る。 

 署名検証結果をどの機関が保有するどの機能に返却するのかといった業

務データ連携の処理フロー、署名検証と連携認可の関係、署名対象など

は、情報提供ネットワークシステムの規程および連携ポリシに依存する。

3 暗号化機能 送信する連携データを暗号化する機能とする。 

 暗号化対象は業務データ部となる。 

 暗号化されたデータ部分に対する、情報提供ネットワークシステムなど

外部機関からの参照は不能となる。 

4 復号機能 受信した連携データを復号する機能とする。 

5 鍵管理機能 暗号用の鍵、復号用の鍵（公開鍵暗号方式を採用する場合は復号用の秘密鍵

と対になる公開鍵の電子証明書）を管理する機能とする。 

 暗号用の鍵を、登録、保管、更新、廃棄する。 

 復号用の鍵を、登録、保管、更新、廃棄する。 

（公開鍵暗号方式を採用する場合は復号用の秘密鍵と対になる公開鍵の

電子証明書を、登録、保管、更新、廃棄する） 
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3.3.5 処理フロー 
暗号・署名機能の処理フローは、以下の流れになるものと想定される。 

 

■ 暗号・署名機能（団体内） 

照会依頼メッセージ／
応答メッセージ送信時

連携インターフェース機能

暗号・署名機能

署名機能
連携データ

（平文）

連携データ
（署名文書）

照会依頼メッセージ／
応答メッセージ受信時

署名検証
機能

ログ

LGPKI

電子証明書

証明書検
証結果証明書失

効リスト

暗号化機能

連携データ
（暗号文書）

認証局公開鍵
取得依頼

公開鍵

復号機能

連携データ
（署名文書）

暗号化済
み共通鍵

暗号化済
み共通鍵

連携データ
（暗号文書）

鍵管理機能

鍵管理機能

署名値
電子証明書

ハッシュ値

キーストア

キーストア

秘密鍵
取得依頼

秘密鍵

連携データ
（平文）署名検証

結果

①署名を付与し、
文書を暗号化

する

②暗号文書を復号し、
文書の真正性を

確認する

 

 

【図 3.3-4 処理フロー】 

 

＜処理説明＞ 

■照会依頼メッセージ送信時／応答メッセージ送信時 

① 署名を付与し、暗号化する。 

・署名機能は、受信した連携データ（平文）に LGPKI の証明書利用者秘密鍵により署名を付与する。 

・署名付与にあたっては、鍵管理機能へ連携データのハッシュ値を送信し、鍵管理機能にて署名値を

生成、その後、電子証明書、署名値等を取得する。 

・署名機能は、連携データ（署名文書）を暗号化機能に渡す。 

・暗号化機能は、共通鍵（セッション鍵）を生成する。 

・暗号化機能は、受信した連携データ（署名文書）を共通鍵にて暗号化し、連携データ（暗号文書）

を生成する。 

・暗号化機能は、連携先団体の公開鍵にて共通鍵を暗号化し、暗号化済み共通鍵、連携データ（暗号

文書）を応答する。 

【凡例】
団体間連携
ユースケース

団体間連携ユース
ケースの処理

機能 詳細機能 システム 外部機関

データストア 情報 処理の流れ データの流れ ログの出力
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■照会依頼メッセージ受信時／応答メッセージ受信時 

② 暗号文書を復号し、文書の真正性を確認する。 

・復号機能は、受信した暗号化済み共通鍵を自団体の秘密鍵にて復号し、共通鍵を取得する。 

・復号機能は、受信した連携データ（暗号文書）を共通鍵にて復号し、連携データ（署名文書）を取

得する。 

・復号機能は、連携データ（署名文書）を署名検証機能に渡す。 

・署名検証機能は、受信した連携データ（署名文書）の電子署名を、添付された電子証明書にて検証

し、LGPKI に電子証明書の検証を依頼する。 

・署名検証機能は、電子署名の検証、電子証明書の検証の結果、正常であった場合には署名検証結果

と連携データ（平文）を応答する。 

・署名検証機能は、電子署名の検証、電子証明書の検証の結果、異常であった場合には、署名検証結

果、または証明書検証結果を応答する。 

 

■ 暗号・署名機能（団体間） 

暗号・署名機能（団体間）の機能仕様は、情報提供ネットワークシステムの仕様に依存するものと想定

されるが、情報提供ネットワークシステムの仕様が決まっていない現時点では機能仕様が決まらず、処理

フローを検討することが困難である。よって暗号・署名機能（団体間）の処理フローは検討しないことと

した。 
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3.3.6 外部インタフェース一覧 
■ 暗号・署名機能（団体内） 

暗号・署名機能（団体内）の外部インタフェースは以下のようになるものと想定される。 

 

【表 3.3-3 入出力項目の内訳】 

項番 詳細機能 入出力情報 説明 

1 署名機能／ 

暗号化機能 

入力 連携データ（平文） 職責署名を付与し、暗号化する元となる連携データ 

2 出力 連携データ 

（暗号文書） 

暗号化された連携データ 

3 暗号化済み共通鍵 暗号化された共通鍵 

4 復号機能／ 

署名検証機能 

入力 連携データ 

（暗号文書） 

暗号化された連携データ 

5 暗号化済み共通鍵 暗号化された共通鍵 

6 出力 連携データ（平文） 復号し、署名検証された連携データ 

7 署名検証結果 署名・証明書検証結果 

 

■ 暗号・署名機能（団体間） 

暗号・署名機能（団体間）の機能仕様は、情報提供ネットワークシステムの仕様に依存するものと想定

されるが、情報提供ネットワークシステムの仕様が決まっていない現時点では機能仕様が決まらず、外部

インタフェースを検討することが困難である。よって暗号・署名機能（団体間）の外部インタフェースは

検討しないこととした。 

 

3.3.7 課題 
■ 暗号・署名機能（団体内） 

(1) LGWAN への接続 

電子署名の検証に際しては、連携データ自体の署名検証とあわせて電子証明書の検証も必要となる。暗

号・署名機能（団体内）に LGPKI の電子証明書を活用する場合、LGPKI の職責証明書検証に際しては

LGWAN 上の LGPKI の証明書検証サーバを活用することが有効であると考えられる。ただし、この場合

は LGWAN に接続されている必要がある。 

 

(2) LGPKI の規程類の変更の検討 

現状、LGPKI の電子署名に用いる秘密鍵は悪用や盗用を防ぐため、耐タンパ性を備えた秘密鍵格納媒

体（IC カード）に格納し、署名を付与する個人が厳重に管理し、また、秘密鍵格納媒体の中で署名値を

生成するといった対策を行っている。「鍵管理機能（署名用）」において秘密鍵を管理し、機能の中で署名

値を生成するということは、いつでも誰でも使用できるように公印を机の上に置いているのと同じであり、

悪意を持った第三者に悪用、盗用される可能性がある。よって、「鍵管理機能（署名用）」において管理す

る秘密鍵は厳重に管理し、データ連携において使用する際も、使用できる職員、使用する用途を厳重に制
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限する必要があるものと考えた。 

「鍵管理機能（署名用）」において秘密鍵を厳重に管理するためには、耐タンパ装置（HSM）等にて管

理することが考えられるが、現状の LGPKI の規程では、「証明書利用者が生成する鍵ペアの秘密鍵は、

FIPS140-1 レベル 2 以上の認定を受けた暗号モジュール又は LGWAN 運営協議会が認めた鍵格納媒体

により保護する（「LGPKI 組織認証局 CP/CPS 第 1.9 版」―「6.2 秘密鍵保護」を引用）」ことになって

いる。耐タンパ装置（HSM）等による管理を行うためには LGPKI の規程類の変更を含めた検討が必要

と考えられる。 

また現状の LGPKI の規程では、証明書利用者が PIN を用いて秘密鍵を活性化し、その後、非活性化

することになっている。（「LGPKI 組織認証局 CP/CPS 第 1.9 版」―「6.2.7 秘密鍵活性化の方法」「6.2.8

秘密鍵非活性化の方法」参照）。これに対してシステムが自動で署名付与を行う運用では、秘密鍵を常に

活性化しておくことになると考えられる。よって、秘密鍵の活性化、非活性化方法についても、LGPKI

の規程類の変更を含めた検討が必要と思われる。 

 

(3) 各自治体における鍵管理規程の見直し 

自治体によっては、秘密鍵格納媒体（IC カード）にて鍵を管理し、署名を付与する個人が秘密鍵格納

媒体（IC カード）を管理する運用を前提とした自治体独自の鍵管理規程を規定している。電子署名に用

いる秘密鍵を秘密鍵格納媒体（IC カード）以外にて管理する場合は、各自治体において、鍵管理規程の

変更の必要性について検討する必要がある。 

 

(4) 暗号用途の公開鍵基盤の整備 

公開鍵を用いた暗号化を行う場合は、連携元、連携先がともに信頼する認証局から、公開鍵証明書の発

行や CA 証明書の発行が行われる必要がある。現状、このような暗号用途のもので、団体間のデータ連携

に活用できる公開鍵基盤は存在しないことから、整備が必要と考えられる。 

 

■ 暗号・署名機能（団体間） 

(1) 制御データの考え方 

連携データにおける制御データ部は、連携可否の判断など重要な判断材料となる場合が想定され、その

真正性が重要となる。その際、十分な真正性を確保する手段として署名機能を定義したが、制御データが

業務データと一体として送受信される必要があるかといった具体的な定義は情報提供ネットワークシス

テムの仕様に大きく依存するものと想定される。 

たとえば、アクセストークン方式の実装においては、制御データはトークンの形で別添される可能性が

ある。この場合、連携データは業務データと制御データが一体となった形式とは異なるイメージのものと

想定される。また、署名機能の署名対象はトークン部分となり連携データ本体ではない可能性も考えられ

る。 
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(2) 業務データの真正性 

暗号・署名機能（団体間）で暗号化される業務データ部の真正性について、暗号・署名機能（団体間）

で暗号化以後、受信対象の他団体が復号するまで何ら確認する術がなくなるものと考えられる。 

業務データが真正に作成されたことは暗号・署名機能（団体間）に連携データを送信する以前に確保さ

れている必要があるが、真正性の保証レベルや具体的な決裁の流れ、権限については業務個別の要件とな

るものと考えられる。暗号・署名機能（団体間）は汎用的な機能を想定しているため、これら個別事情に

依存しない形態、すなわち、具体的な真正性の確認なしに暗号化、署名を実行することを前提としている。 

また、データ受領側の団体が暗号・署名機能（団体間）で復号後のデータについて真正性をどの様に確

認するかも暗号・署名機能（団体間）の範疇外と考えられる。ここでは、業務要件、業務ルールにのっと

り必要な真正性確認手順が取られるものと想定される。 

 

(3) 署名付与の自動化の可能性 

連携データへの署名付与に当たり、職員の手動によって署名する方式を採用すると、本機能は物理的に

団体側の業務システムから見てファイアウォールの外側に設置されると想定されるため、操作端末の配置

が限定的になる、あるいは、業務端末と同様の配置とするにはファイアウォールを超えて操作可能とする

設定が必要になるなど、実装上の課題が生じる恐れがある。よって、電子署名を自動的に付与する方式を

検討する必要があると考えられる。 

その場合、署名付与に必要な秘密鍵、電子証明書の格納先としては IC カード等の鍵格納媒体あるいは

暗号・署名機能（団体間）が考えられるが、署名付与を手動で行わない場合は、暗号・署名機能（団体間）

に署名用の秘密鍵、電子証明書を管理するための詳細機能を実装する必要があると考えられる。また当該

の詳細機能は、電子証明書の失効、更新のタイミング等において、管理する鍵、電子証明書の登録、変更、

削除を可能にする仕様を備えることが望ましい。 

 

 

[参考 1] XML Encryption Syntax and Processing （W3C） 

http://www.w3.org/TR/2002/REC-xmlenc-core-20021210/ 

[参考 2] PKCS #7: Cryptographic Message SyntaxVersion 1.5（IETF） 

http://www.ietf.org/rfc/rfc2315.txt 

[参考 3] LGPKI 技術仕様書 1.2 版 （総合行政ネットワーク運営協議会） 

http://www.lgpki.jp/unei/C-6-4-5_LG_tech_LGPKI_spec20081022.pdf 

[参考 4] XML Signature Syntax and Processing（W3C） 

http://www.w3.org/TR/2008/REC-xmldsig-core-20080610/ 

[参考 5] Canonical XML Version 1.0（IETF） 

http://www.ietf.org/rfc/rfc3076.txt 
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3.4 認証・認可機能 

認証・認可機能は、団体間連携に際して流通する連携データに対して発信、受信を許可するために必要

なアクセス制御、メッセージ形式のチェックを実行する機能とする。 

本機能は、情報提供ネットワークシステムの仕様よりも庁内側の仕様に依存して機能仕様が決まる部分

と、情報提供ネットワークシステムの仕様に依存して機能仕様が決まる部分に大別されると想定する。本

書では前者を「認証・認可機能（団体内）」、後者を「認証・認可機能（団体間）」とする。 

 

3.4.1 機能概要 
■ 認証・認可機能（団体内） 

認証・認可機能（団体内）は、自団体が照会要求を行う場合や、他団体からの照会要求を処理する場合

に、連携データについて自治体が実施すべき認証・認可を行う機能とする。 

自団体から情報を送信する際、及び他団体から情報を受信する際（照会依頼メッセージ送受信時／応答

メッセージ送受信時）には、メッセージ内の「団体間共通情報」と「業務情報」が整合していることを確

認するものとする。 

 

■ 認証・認可機能（団体間） 

認証・認可機能（団体間）は、自団体が照会要求を行う場合や、他団体からの照会要求を処理する場合

に、連携データについて、連携相手の確認、連携の根拠法令に見合った職責の確認、マイナンバー法等に

規定された範囲等の検証を行う機能と想定する。 

自団体から情報を送信する際、及び他団体から情報を受信する際（照会依頼メッセージ送受信時／応答

メッセージ送受信時）には、情報の発信元やアクセス許可権発行者、アクセス権限の認証、及びそれに基

づく連携行為の認可を行うものとする。 
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3.4.2 前提条件 
■ 認証・認可機能（団体内） 

認証・認可機能（団体内）の機能仕様の前提条件を次に示す。 

 認証・認可機能（団体内）にて処理する連携データのメッセージ形式の種類は、連携インターフェー

ス機能⇔中間インターフェース形式メッセージと想定する。 

 認証・認可機能（団体内）における認証のチェックポリシは団体間において標準化されているものと

想定する。 

 

■ 認証・認可機能（団体間） 

認証・認可機能（団体間）の機能仕様の前提条件を次に示す。 

 認証・認可機能（団体間）にて処理する連携データのメッセージ形式の種類は、情報提供ネットワー

クシステム形式メッセージを想定する。 

 送信時の認証・認可に際しては、認証・認可機能（団体内）における形式チェックが完了しているこ

とと想定する。 

 送信時／受信時の認証・認可は社会保障・税に関わる番号制度などの制度上の規程に従い実施される

ことと想定する。 

 特に受信時の認証・認可は情報提供ネットワークシステムから得られる情報に基づき実施されること

から、情報提供ネットワークシステムが定める方式に従い適切に実施されることと想定する。 

 送信時における、送信元、送信先、根拠法令等の識別、連携データが正しい手順に従って作成された

ものであることの確認、及び送信可否の判断は認証・認可機能（団体間）において自動で行うことを

想定する。 

 認証・認可機能（団体間）における認証のチェックポリシは団体間において標準化されているものと

想定する。 
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3.4.3 処理要件 
■ 認証・認可機能（団体内） 

(1) 送信時／受信時における認証の検証対象 

認証・認可機能（団体内）では、メッセージ内の「団体間共通情報」の内容から見て、メッセージ形式

が適切であることをチェックするものとした。認証・認可機能（団体内）では、「業務情報」の内容に関

するチェックは行わないものとした。 

 

(2) チェックポリシ（送信／受信）の管理 

メッセージ内の「団体間共通情報」と「業務情報」の整合を確認するためには、「団体間共通情報」の

記載内容に対して、「業務情報」にどのような記載項目が記載されていれば整合していると判断するかに

ついて、ルールを定義し、整合確認時には当該ルールに従う必要があると考えられる。認証・認可機能（団

体内）では、このようなルールの集合をチェックポリシとして管理する。チェックポリシは、認証・認可

機能（団体内）のプログラムの中に処理分岐条件として組み込むことも可能であるが、ルール変更に対応

してより柔軟に変更できるようにするため、プログラムの外部に定義するものとした。 

 

■ 認証・認可機能（団体間） 

(1) 送信時における認証の検証対象 

送信に際しては、連携データが自治体内で正しい手順および権限の下に作成されたものであることの確

認と、送信元、送信先、業務内容の対応関係から連携自体が制度上妥当かどうかを判断することとなると

考えられる。どのような条件であれば、連携データが自治体内で正しい手順、権限の下に作成されたもの

であると判断でき、自治体外へ連携データを送信しても良いものとするかについては、番号制度等、諸制

度によって決定され、それをどの様に確認、送信するかについては情報提供ネットワークシステムの機能

要件として定義されるものと想定する。 

また、連携データが自治体内で正しい手順、権限の下に作成されたものであることを確認するためには、

適切な権限者により連携データの送信許可がなされたこと、即ち、連携データ送信に関する決裁結果を確

認する必要があると考えられる。これらの、自治体内における連携データ送信の決裁結果をどの様な方式

で認証・認可機能（団体間）に引き継ぐかについては、具体的な確認方法が情報提供ネットワークシステ

ムの機能要件として規定されることで確定すると考えられる。 

 

(2) 受信時における認証の検証対象 

受信に際しては、連携データが送信元において正しい手順、権限の下に作成されたものであることの確

認と、送信元、送信先、業務内容の対応関係から連携自体が制度上妥当かどうかを判断することとなると

考えられる。このとき、何を認証の際の検証対象とするかについては、情報提供ネットワークシステムが

定める方式によって規定されると考えられる。 

連携方式がゲートウェイ方式である場合、連携データそのものが検証対象となると想定される。その際、

情報提供ネットワークシステムの機能とどの様に分担して連携データの検証を行うのかについては、情報
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提供ネットワークシステムの仕様として規定されると考えられる。これは、情報提供ネットワークシステ

ムの仕様により、情報提供ネットワークシステム側での認証結果が連携データに付加されるなどの可能性

が考えられるためである。 

一方、連携方式がアクセストークン方式である場合、連携データおよびトークンが検証対象となると想

定される。その際、連携データが送信元において正しい手順、権限の下に作成されたものであることの確

認はトークンを確認することで行うものと考えられるが、具体的な手順については情報提供ネットワーク

システムの仕様として規定されるものと想定される。 

 

(3) チェックポリシ（送信）の管理 

連携データの送信時において、連携データが番号制度等、制度に即した連携であることを確認するため

のチェック条件の管理方法は情報提供ネットワークシステムが定める仕様に従うと考えられる。 

この、連携データが番号制度等、制度に即した連携であることを確認するためのチェック条件を認証・

認可機能（団体間）にて管理する必要があると考えられる。また認証・認可機能（団体間）は、連携情報

の種類の変更、連携の前提となる根拠法令、条件の変更等において、当該のチェック条件の定義の登録、

変更、削除を可能にする必要があると考えられる。 

また、自動的なポリシの配信など、団体共通的にチェックポリシ変更に適切に対応できるような方式に

ついて、検討が必要となるものと想定される。 

 

(4) チェックポリシ（受信）の管理 

連携データの受信時において、連携データが番号制度等、制度に即した連携であることを確認するため

のチェック条件の管理方法は情報提供ネットワークシステムが定める方式によって規定されるものと考

えられる。 

連携方式がゲートウェイ方式である場合、連携データそのものを検証対象とすることで、連携自体が制

度上妥当かどうかの判断を行うものと考えられる。この場合、「認証の判断基準」は、認証・認可機能（団

体間）のプログラムの中に処理分岐条件として組み込むことも可能であるが、ルール変更に対応してより

柔軟に変更できるようにするため、詳細機能「チェックポリシ（受信）管理機能」を別途実装し、プログ

ラムの外部に定義したほうが良いと考えられる。 

連携方式がアクセストークン方式である場合、トークンに記載された認可結果（認可 OK／認可 NG）

を検証対象とすることで連携自体が制度上妥当かどうかの判断を行うものと考えられる。この場合、「認

証の判断基準」は不変であるため、認証・認可機能（団体間）のプログラムの中に処理分岐条件として組

み込んだほうが良いと考えられる。 

  



3 個別機能仕様 
3.4 認証・認可機能 

 

89 

3.4.4 詳細機能一覧 
■ 認証・認可機能（団体内） 

認証・認可機能（団体内）の詳細機能は以下のようになるものと想定される。 

 

【表 3.4-1 認証・認可機能（団体内）の内訳】 

項番 機能の内訳 説明 

1 認証機能（送信） 照会依頼メッセージ送信時、及び応答メッセージ送信時、メッセージ内の

「団体間共通情報」と「業務情報」が整合していることを確認する機能と

する。 

 照会依頼メッセージ送信時、及び応答メッセージ送信時、「団体間共

通情報」の記載内容から、適切な形式にて「業務情報」が記述されて

いることを確認する。 

2 認証機能（受信） 照会依頼メッセージ受信時、及び応答メッセージ受信時、メッセージ内の

「団体間共通情報」と「業務情報」が整合していることを確認する機能と

する。 

 照会依頼メッセージ受信時、及び応答メッセージ受信時、「団体間共

通情報」の記載内容から、適切な形式にて「業務情報」が記述されて

いることを確認する。 

3 チェックポリシ管理

機能（送信） 

照会依頼メッセージ送信時、及び応答メッセージ送信時、メッセージ内の

「団体間共通情報」と「業務情報」が整合していることを確認するための

チェックポリシを管理する機能とする。 

 情報連携内容ごとの適切なメッセージ形式についての定義を登録、保

管、更新、廃棄する。 

4 チェックポリシ管理

機能（受信） 

照会依頼メッセージ受信時、及び応答メッセージ受信時、メッセージ内の

「団体間共通情報」と「業務情報」が整合していることを確認するための

チェックポリシを管理する機能とする。 

 情報連携内容ごとの適切なメッセージ形式についての定義を登録、保

管、更新、廃棄する。 
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■ 認証・認可機能（団体間） 

認証・認可機能（団体間）の詳細機能は以下のようになるものと想定される。 

 

【表 3.4-2 認証・認可機能（団体間）の内訳】 

項番 機能の内訳 説明 

1 認証機能（送信） 送信する連携データを認証する機能とする。 

 正しい手順、権限の下に作成されたデータであることを確認する。 

 送信元、送信先、根拠法令等を識別する。 

2 認証機能（受信） 受信した連携データを認証する機能とする。 

 送信元の正当性を確認する。 

 正しい手順、権限の下に作成されたデータであることを確認する。 

 送信元、送信先、根拠法令等を識別する。 

3 認可機能（送信） 連携データの送信を認可する機能とする。 

 送信元、送信先、根拠法令等の形式チェックにより送信可否を判断する。

4 認可機能（受信） 連携データの受信を認可する機能とする。 

 送信元、送信先、根拠法令等の形式チェックにより受信可否を判断する。

5 チェックポリシ 

（送信）管理機能 

連携データ送信時において連携データに記載された送信先、根拠法令に照ら

し合わせて連携データに問題がないこと等を確認するためのチェックポリシ

を管理する機能とする。 

 適切な送信先、根拠法令等についての定義を登録、保管、更新、廃棄する。
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3.4.5 処理フロー 
認証・認可機能の処理フローは、以下の流れになるものと想定される。 

 

■ 認証・認可機能（団体内） 

認証・認可機能（団体内）の処理フローを次に示す。 

 

①メッセージの整合を
チェックする

連携インターフェース機能

認証・認可機能

認証機能
（送信）

チェック
ポリシ

照会依頼メッセージ送信時／
応答メッセージ送信時

ログ

連携
データ

チェック
結果

チェックポリシ
管理機能
（送信）

チェックポリシ
ストア

②メッセージの整合を
チェックする

認証機能
（受信）

照会依頼メッセージ受信時／
応答メッセージ受信時 連携

データ

チェック
結果

チェックポリシ
管理機能
（受信）

チェックポリシ
ストア

チェック
ポリシ

 

 

【図 3.4-1 処理フロー】 

 

＜処理説明＞ 

■照会依頼メッセージ送信時／応答メッセージ送信時 

① メッセージの整合をチェックする 

・チェックポリシを参照し、受信した連携データの「団体間共通情報」と「業務情報」が、チェック

ポリシに定義されたルールに従って対応しているか確認することで、「団体間共通情報」と「業務情

報」の整合をチェックする。 

・メッセージの整合チェックの結果を応答する。 

 

【凡例】
団体間連携
ユースケース

団体間連携ユース
ケースの処理

機能 詳細機能 システム 外部機関

データストア 情報 処理の流れ データの流れ ログの出力
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■照会依頼メッセージ受信時／応答メッセージ受信時 

② メッセージの整合をチェックする 

・チェックポリシを参照し、受信した連携データの「団体間共通情報」と「業務情報」が、チェック

ポリシに定義されたルールに従って対応しているか確認することで、「団体間共通情報」と「業務情

報」の整合をチェックする。 

・メッセージの整合チェックの結果を応答する。 

 

■ 認証・認可機能（団体間） 

認証・認可機能（団体間）の機能仕様は、情報提供ネットワークシステムの仕様に依存するものと想定

されるが、情報提供ネットワークシステムの仕様が決まっていない現時点では機能仕様が決まらず、処理

フローを検討することが困難である。よって認証・認可機能（団体間）の処理フローは検討しないことと

した。 
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3.4.6 外部インタフェース一覧 
■ 認証・認可機能（団体内） 

認証・認可機能（団体内）の外部インタフェースは以下のようになるものと想定される。 

 

【表 3.4-3 入出力項目の内訳】 

項番 詳細機能 入出力情報 説明 

1 認証機能（送信） 入力 連携データ メッセージ整合チェックの対象となる連携デ

ータ 

2 出力 チェック結果 「団体間共通情報」と「業務情報」の整合のチ

ェック結果 

3 認証機能（受信） 入力 連携データ メッセージ整合チェックの対象となる連携デ

ータ 

4 出力 チェック結果 「団体間共通情報」と「業務情報」の整合のチ

ェック結果 

 

 

■ 認証・認可機能（団体間） 

認証・認可機能（団体間）の機能仕様は、情報提供ネットワークシステムの仕様に依存するものと想定

されるが、情報提供ネットワークシステムの仕様が決まっていない現時点では機能仕様が決まらず、外部

インタフェースを検討することが困難である。よって認証・認可機能（団体間）の外部インタフェースは

検討しないこととした。 
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3.4.7 課題 
■ 認証・認可機能（団体内） 

(1) 標準チェックポリシの検討方法 

団体間における標準チェックポリシについて、チェックポリシの具体的な内容について検討する必要が

ある。また、当該チェックポリシは連携情報の種類の変更、条件の変更等が発生した際、それに合わせて

適宜修正する必要があると考えられる。このことから、継続的に標準チェックポリシの内容を検討、管理

する方法について検討する必要があるものと想定される。また、自動的なポリシの配信など、団体共通的

にチェックポリシ変更に適切に対応できるような方式について、検討が必要と思われる。 

 

■ 認証・認可機能（団体間） 

(1) 認可結果の送信／受信 

連携データの送信に際して、照会依頼の実施あるいは応答の実施、連絡の実施に適切な認可が行われて

いることを送信先に伝える必要があると考えられる。これにより送信先は、連携自体が番号制度等、諸制

度に合致して適切に処理されたものであることを確認し、アクセス許可を判断すると考えられる。 

このような送信元における連携データの認可結果をどの様な方式で連携するかについては、情報提供ネ

ットワークシステムの要件として検討が必要と思われる。 
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3.5 ログ管理機能（連携インターフェース） 

3.5.1 機能概要 
ログ管理機能（連携インターフェース）は、暗号・署名機能、認証・認可機能に関するログ（以下、連

携 IF ログ）を出力・管理する機能とする。 

ログ管理機能（連携インターフェース）は、連携 IF ログからアクセス記録／監査ログとして必要な情

報を抽出、提供するものとする。 

 

3.5.2 前提条件 
 アクセス記録の取得項目、運用等は社会保障・税に関わる番号制度及び国民 ID 制度などの制度上の

規定に従い実施されるものと想定する。 

 情報提供ネットワークシステム接続機能、暗号・署名機能、認証・認可機能が出力するログは、制度

上の規定に従い適切に出力・運用されるものと想定する。 

 

3.5.3 処理要件 

(1) 地域情報プラットフォーム標準仕様の活用 

アクセス記録／監査ログの運用は制度上の規定に従い運用されることが想定されるが、地域情報プラッ

トフォーム標準仕様では、PF 監査証跡仕様として、ログ管理機能（連携インターフェース）に相当する

仕様が規定されており、参考とすることが有効と考えられる。 

 

① PF 監査証跡仕様 

地域情報プラットフォーム標準仕様では、PF 監査証跡仕様について、「PF 監査証跡仕様は、個々に

点在するセキュリティの監査証跡情報や複数サイト間に跨るセキュリティ監査証跡情報を統一的に管理

し、監査する際の基本的な仕様（考え方）について規定したものである。」としており、以下のアプリケ

ーションの考え方が示されている。 

 

 業務ユニット：監査対象の監査ログを生成するアプリケーション。 

 監査証跡提供サービス：監査証跡取得機能を実現するサービス。サイト間で公開する公開用監査情報

を自治体内のログから取得蓄積管理し、PF 通信機能での取得依頼に基づき、情報を提供するサービス。 

 監査情報活用アプリケーション：監査ログの収集サービスにより収集された監査ログを、監査を目的

に閲覧や分析するためのアプリケーション。 

 

（プラットフォーム通信標準仕様 V2.2 5.3.7. PF 監査証跡仕様を引用） 
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(2) アクセス記録／監査ログの考え方 

中間とりまとめでは、アクセス記録の種類として、個人がマイ・ポータル等を通じて事後的に閲覧する

アクセス記録と、第三者機関が不正アクセス・情報漏洩等を検知するために閲覧・分析を行うアクセス記

録があるものとされている。ここでは便宜上、前者をアクセス記録、後者を監査ログと呼称するものとす

る。 

連携インターフェース機能の各機能は、アクセス記録と監査ログを纏めて一つの連携 IF ログとして出

力するものと想定する。ログ管理機能（連携インターフェース）は各機能より出力された連携 IF ログか

ら、用途に応じてアクセス記録、監査ログを抽出、提供、管理する必要があると考えられる。 

 

【表 3.5-1 アクセス記録／監査ログの考え方】 

分類 考え方 

アクセス記録  個人がマイ・ポータル等を通じて事後的に閲覧するログ。 

 各機能のログから日次バッチ等でアクセス記録を抽出し、情報提供ネットワークシス

テムに提供する。 

監査ログ  第三者機関が不正アクセス・情報漏洩等を検知するために閲覧・分析を行うログ。 

 監査の際には監査対象となるログを検索し、媒体等へ出力し第三者機関に提供する。

 

(3) アクセス記録の情報提供ネットワークシステムへの提供 

中間とりまとめでは、アクセス記録の保管場所として情報提供ネットワークシステムを候補として挙げ

られている。アクセス記録を情報提供ネットワークシステムで保管する場合、各自治体で発生したアクセ

ス記録を、情報提供ネットワークシステムへ提供するものと想定する。 

 

(4) 連携 IF ログの検索・参照 

自治体で保管される膨大な連携 IF ログの中から、監査に必要十分な監査ログを特定するため、ログ管

理機能（連携インターフェース）では連携 IF ログの検索・参照が可能な必要があると考えられる。 

 

(5) 連携 IF ログの媒体出力 

連携 IF ログの保管期間は社会保障・税に関わる番号制度等にて規定されるものと考えられるが、保管

期間が数年に及ぶことも想定される。長期の保管が必要な場合、費用面等で過度な負担が生じることを防

ぐため、一定期間が過ぎたものは媒体等にて保管することも必要となると考えられる。 

そのため、ログ管理機能（連携インターフェース）は連携 IF ログを媒体等に出力する必要があると考

えられる。 
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3.5.4 詳細機能一覧  
ログ管理機能（連携インターフェース）の詳細機能は以下のようになるものと想定される。 

 

【表 3.5-2 ログ管理機能（連携インターフェース）の内訳】 

項番 機能の内訳 説明 

1 ログ抽出・提供機能 情報連携に係る処理が出力した連携 IF ログから、アクセス記録を抽出

し提供する機能とする。 

 日次バッチ等で暗号・署名機能、認証・認可機能のログからアクセ

ス記録項目を抽出する。 

 抽出したアクセス記録を情報提供ネットワークシステムに提供す

る。 

2 

 

ログ検索機能 管理コンソールから、連携インターフェース機能上の連携 IF ログを検

索し、参照する機能とする。 

 検索条件に基づき、連携 IF ログを検索する。 

 検索結果の連携 IF ログを表示する。 

3 ログ出力機能 連携 IF ログを媒体等に出力する機能とする。 

 取得した連携 IF ログを媒体に出力する。 
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3.5.5 処理フロー 
ログ管理機能（連携インターフェース）の処理フローは、以下の流れになるものと想定される。 

情報提供
ネットワークシステム

連携インターフェース機能

ログ管理機能
（連携インターフェース）

ログ抽出・
提供機能

ログ検索
機能

ログ出力
機能

媒体出力時

媒体出力する

連携IFログ

①
②

③

④

暗号・署名機能
認証・認可機能

ログ抽出・提供時

ログ検索時

ログを検索する

検索条件

⑤検索結果

検索結果
（媒体）

⑦

⑥
媒体出力

命令

 

 

【図 3.5-1 処理フロー】 

 

＜処理説明＞ 

■ログ抽出・提供時 

① 連携 IF ログからアクセス記録を抽出する。 

・ログ管理機能（連携インターフェース）は日次バッチ等で連携 IF ログからアクセス記録項目を抽出

する。 

 

② アクセス記録を提供する。 

・抽出したアクセス記録項目を、情報提供ネットワークシステムが定める形式で情報提供ネットワー

クシステムへ提供する。 

 

  

【凡例】
団体間連携
ユースケース

団体間連携ユース
ケースの処理

機能 詳細機能 システム 外部機関

データストア 情報 処理の流れ データの流れ ログの出力
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■ログ検索時 

③ 検索条件を入力する。 

・職員が管理コンソールから連携 IF ログの検索条件を入力する。 

 

④ ログを検索する。 

・ログ管理機能（連携インターフェース）は、検索条件を基に連携 IF ログを検索する。 

・検索条件に合致するログがない場合はエラーを返す。 

 

⑤ 検索結果を表示する。 

・ログ管理機能（連携インターフェース）は、検索結果を表示する。 

 

■媒体出力時 

⑥ 検索結果の媒体出力操作をする。 

・職員が管理コンソールから検索結果の媒体出力操作をする。 

 

⑦ ログを媒体出力する。 

・ログ管理機能（連携インターフェース）は、検索結果を媒体出力する。 
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3.5.6 外部インタフェース一覧 
ログ管理機能（連携インターフェース）の外部インタフェースは以下のようになるものと想定される。 

 

【表 3.5-3 入出力項目の内訳】 

項番 詳細機能 入出力情報 説明 

1 ログ抽出・提供

機能 

入力 抽出条件 連携 IF ログの抽出条件 

2 出力 アクセス記録 アクセス記録 

3 ログ検索機能 入力 検索条件 連携 IF ログの検索条件 

4 出力 検索結果 検索結果 

5 ログ出力機能 入力 媒体出力命令 媒体出力命令 

6 出力 検索結果（媒体出力） 検索結果（媒体出力） 

 

 

3.5.7 課題 

(1) アクセス記録の取得項目について 

社会保障・税番号大綱ではアクセス記録について「情報保有機関による、情報提供ネットワークシステ

ムを通じた「番号」に係る個人情報のやり取り（アクセス記録）について、その日時、主体、情報の種類、

根拠等を、個人自ら確認できる仕組みを設けることとする。」とされており、これらの項目がアクセス記

録として取得すべき項目となると考えられる。 

具体的にアクセス記録としてどのような項目を取得すべきかについては、社会保障・税に関わる番号制

度及び国民 ID 制度などの制度上の規定に従うことが必要となると考えられる。 

 

(2) アクセス記録の提供方法について 

アクセス記録の提供に当たり、フォーマット、タイミング、トリガなど提供の方式について、情報提供

ネットワークシステムの仕様と整合を取る必要がある。現時点では情報提供ネットワークシステムの仕様

が確定してないため、これらについて今後検討する必要がある。 

なお、アクセス記録は長期的に高信頼性を確保し保管することが求められると考えられる。均一な管理

の実現や管理の容易さといった観点から、アクセス記録は、自治体が個別に管理するよりも、情報提供ネ

ットワークシステム側で提供後のアクセス記録について管理する方が効率的であると考えられるため、自

治体が頻繁にアクセス記録を情報提供ネットワークシステムに送信する運用が望ましい。 

 

(3) 連携 IF ログの信頼性の確保について 

連携 IF ログは不正アクセス・情報漏洩の監査等の目的にも用いられることが想定され、信頼性を確保

することが求められると思われる。連携 IF ログを保管するサーバでは RAID 等の技術によりハードウェ

ア面での信頼性を確保することも必要と考えられる。 
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(4) 不正アクセスの自動検知の必要性 

自治体は、番号制度導入に伴い不特定多数の団体と連携することとなり、悪意ある団体から不正アクセ

スを受けるリスクが高まることが懸念される。そのため、各自治体には、不正アクセスを検知するための

運用が必要であると想定される。しかし、職員がそれらの不正をログから判断する運用は、自治体への負

担が大きく、また、不正を検知するまでのタイムラグが発生するため、システムが不正を自動検知し、ア

ラートを上げるような仕組みを検討する必要がある。 
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3.6 連携確認機能 

3.6.1 機能概要 
連携確認機能は、団体間連携における、他団体に送信するメッセージの作成、他団体から受信したメッ

セージの一時保管、メッセージ送受信制御、職員認証及び職員権限管理を行う機能とする。また、連携確

認機能は、専用端末から行う手動応答や参照用 DB への住民情報の登録における操作画面の提供を行うも

のとする。 

自治体は、番号法等の規定に従い団体間連携を行うが、自治体毎に事務処理規程や権限規程等は異なる

ものと考えられる。また、自治体の中でも業務毎に業務頻度やシステム形態が異なる為、団体間連携の運

用形態は多岐に渡るものと想定される。よって、連携確認機能は、自治体及び業務の特性、システム形態

に応じた多様な運用形態に対応することを想定する。 

 

ここでの団体間連携は、(1)照会依頼・応答と、(2)連絡・受取に分類されるものと想定されるため、こ

れらの分類に従い団体間連携概要について説明することとする。 
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(1) 照会依頼・応答の概要 

照会依頼・応答は、照会依頼元が照会依頼先に照会依頼メッセージを送信し、照会依頼先が照会依頼元

に応答メッセージを送信することとする。応答メッセージの送信方法は、自動で応答する方法と、必要に

応じて決裁等の確認を行いながら手動で応答する方法の両方に対応するものと整理した。 

自動応答の場合、照会依頼先は照会依頼メッセージと同じセッションで照会依頼元に応答メッセージを

返信することとする。 

手動応答の場合、照会依頼先は、照会依頼メッセージと同じセッションで照会依頼元に受領通知メッセ

ージを返信することとする。照会依頼先は、照会依頼メッセージと別のセッションで照会依頼元に応答メ

ッセージを送信し、照会依頼元は照会依頼先に受領通知メッセージを返信するものと整理した。 

 

市町村B

業務・専用
端末

市町村A

業務・専用
端末

クラウド環境Bクラウド環境A

連携IF
機能

連携IF
機能

中間IF機能

連携確認機能

中間IF機能

連携確認機能

ﾒｯｾｰｼﾞ
一時保管情報

情
報
提
供
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
シ
ス
テ
ム

照会依頼
メッセージ

応答
メッセージ

照会依頼元 照会依頼先

連携情報
保管機能

参照用DB

参照用DB

照会依頼
メッセージ送信

照会依頼
メッセージ受信

応答
メッセージ受信

応答
メッセージ送信

照会依頼
メッセージ送信

照会依頼
メッセージ受信

受領通知
メッセージ受信

受領通知
メッセージ送信

応答
メッセージ受信

応答
メッセージ送信

受領通知
メッセージ送信

受領通知
メッセージ受信

照会依頼
メッセージ

受領通知
メッセージ

応答
メッセージ

受領通知
メッセージ

自動応答

決裁フラグ
適合

照会依
頼情報

応答
情報

照会依
頼情報

受領通
知情報

応答取
得要求

応答
情報

手動応答

受領通
知情報

決裁
応答

決裁
依頼

 
【図 3.6-1 照会依頼・応答の連携概要】 
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(2) 連絡・受取の概要 

連絡・受取は、連絡元が連絡先に連絡メッセージを送信し、連絡先が連絡元に受領通知メッセージを返

信することとする。 

市町村B

業務・専用
端末

市町村A

業務・専用
端末

クラウド環境Bクラウド環境A 情
報
提
供
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
シ
ス
テ
ム

連携IF
機能

連携IF
機能

中間IF機能

連携確認機能

中間IF機能

連携確認機能
連絡

メッセージ

連絡元 連絡先

連絡
メッセージ送信

連絡
メッセージ受信

受領通知
メッセージ受信

受領通知
メッセージ送信

受領通知
メッセージ

ﾒｯｾｰｼﾞ
一時保管情報

連絡取得
要求

連絡
情報

受領通知
情報

連絡
情報

 

【図 3.6-2 連絡・受取の連携概要】 

 

 

3.6.2 前提条件 
 照会依頼／連絡メッセージ作成に事前の決裁が必要な場合、既存業務システム等により既に決裁が完

了していることとする。 

 本機能および個人情報関連機能を操作する場合、本機能が提供する職員認証機能、職員権限管理機能

ならびに本機能が提供する操作画面を通じて行うものと想定する。 
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3.6.3 処理要件 

(1) 地域情報プラットフォーム標準仕様の活用 

地域情報プラットフォーム標準仕様では、メッセージ群の交換の類型として、メッセージ交換パターン

（以下、MEP）が定義されている。MEP では、メッセージの到達確認や、処理完了を示すレスポンスの

送受信の組み合わせとして、①「リクエスト型受領 Ack あり」、②「リクエスト・レスポンス型同期型レ

スポンス」、③「リクエスト・レスポンス型同期型受領 Ack＋非同期型レスポンス」が規定されている。 

団体間連携においても、同様に到達確認、処理完了を示すレスポンス送受信を要するため、地域情報プ

ラットフォーム標準仕様で規定された MEP を活用するものと想定する。 

団体間連携の各メッセージに MEP を適用した場合の対応関係を表「団体間連携の各メッセージへの

MEP 適用」に示す。 

 

 
【図 3.6-3 MEP①「リクエスト型受領 Ack あり」 

の概要（プラットフォーム通信標準仕様 V2.2 6.2.2）】 

 

 

【図 3.6-4 MEP②「リクエスト・レスポンス型同期型レスポンス」 

の概要（プラットフォーム通信標準仕様 V2.2 6.2.3）】 
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【図 3.6-5 MEP③「リクエスト・レスポンス型同期型受領 Ack＋非同期型レスポンス」 

の概要（プラットフォーム通信標準仕様 V2.2 6.2.4）】 

 

【表 3.6-1 団体間連携の各メッセージへの MEP 適用】 

団体間連携の分類 メッセージ名 

MEP① MEP② MEP③ 

①
要
求
メ
ッ
セ
ー
ジ 

②
受
領A

ck 

①
要
求
メ
ッ
セ
ー
ジ 

②
応
答
メ
ッ
セ
ー
ジ 

①
要
求
メ
ッ
セ
ー
ジ 

②
受
領A

ck 

③
応
答
メ
ッ
セ
ー
ジ 

④
受
領A

ck 

照会依頼・応答 

（自動応答） 

照会依頼メッセージ   ●      

応答メッセージ    ●     

照会依頼・応答 

（手動応答） 

照会依頼メッセージ     ●    

受領通知メッセージ      ●   

応答メッセージ       ●  

受領通知メッセージ        ● 

連絡・受取 連絡メッセージ ●        

受領通知メッセージ  ●       

不備メッセージ ●        

受領通知メッセージ  ●       
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(2) メッセージ作成及び一時保管 

① メッセージ作成方法 

メッセージ作成方法は以下のようになるものと想定する。 

 

(A)照会依頼メッセージ 

照会依頼メッセージは、職員が業務端末もしくは専用端末を用いて作成した照会依頼情報に基づき、

連携確認機能により作成される。 

 

(a)業務端末の場合 

 既存業務システムが地域情報 PF 準拠システムの場合（①） 

地域情報PF準拠システムは、職員が業務端末に入力する照会依頼情報を連携確認機能に送信し、

連携確認機能が照会依頼メッセージを作成する。 

 

 既存業務システムが地域情報 PF 未準拠・対象外システムの場合（②） 

地域情報 PF 未準拠・対象外システムは、職員が業務端末に入力する照会依頼情報を個別連携業

務接続（データ送受信）機能に送信する。個別連携業務接続（データ送受信）機能は、受信した照

会依頼情報を連携確認機能に送信し、連携確認機能が照会依頼メッセージを作成する。 

 

(b)専用端末の場合（③） 

連携確認機能は、職員が専用端末に入力する照会依頼情報を基に照会依頼メッセージを作成する。 

 

中間IF機能
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（ICカード認証）

メッセージ
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ム

既存業務システム

個別連携
業務接続

機能

専用端末

業務端末

業務端末

地域情報PF未準拠
Bシステム

職員認証機能
（独自認証）

地域情報PF準拠
Aシステム

職員認証機能
（独自認証）

連携IF機能

クラウド環境B

照会依頼
情報

照会依頼
情報 照会依頼

メッセージ

照会依頼
メッセージ

照会依頼
情報

照会依頼
情報

照会依頼
メッセージ

照会依頼
情報

①

②

③

 

【図 3.6-6 照会依頼メッセージ作成方式】 
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(B)応答メッセージ 

応答メッセージは、参照用 DB に格納された対象者の情報を用いて連携確認機能により作成される。

参照用 DB に対象者の情報が存在しない場合は、職員が専用端末を用いて作成した応答情報に基づき、

連携確認機能により作成される。 

 

(a)参照用 DB に対象者の情報が存在する場合（①） 

連携確認機能は、他団体から受信した照会依頼メッセージを基に参照用 DBから応答情報を取得し、

応答メッセージを作成する。 

 

(b)参照用 DB に対象者の情報が存在しない場合（②） 

連携確認機能は、参照用 DBに対象者の情報が存在しない場合、職員が専用端末に入力する応答情

報を基に応答メッセージを作成する。 

 

中間IF機能

連携確認機能

職員認証機能
（ICカード認証）

メッセージ
一時保管機能
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連携IF機能

市町村A

連携情報保管機能

参照用DB

①

専用端末

手動応答依頼情報なし

応答情報

応答
情報

応答情報

クラウド環境B

情
報
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供
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ッ
ト
ワ
ー
ク
シ
ス
テ
ム

受領通知
メッセージ

照会依頼
メッセージ

照会依頼
メッセージ

応答
メッセージ

応答
メッセージ

手動応答
依頼

②

 

【図 3.6-7 応答メッセージ作成方式】 
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(C)連絡メッセージ 

連絡メッセージは、職員が操作端末を用いて作成した連絡情報に基づき、連携確認機能により作成さ

れる。 

 

(a)業務端末の場合 

 既存業務システムが地域情報 PF 準拠システムの場合（①） 

地域情報 PF 準拠システムは、職員が業務端末に入力する連絡情報を連携確認機能に送信し、連

携確認機能が連絡メッセージを作成する。 

 

 既存業務システムが地域情報 PF 未準拠・対象外システムの場合（②） 

地域情報 PF 未準拠・対象外システムは、職員が業務端末に入力する連絡情報を個別連携業務接

続（データ送受信）機能に送信する。個別連携業務接続（データ送受信）機能は、受信した連絡情

報を連携確認機能に送信し、連携確認機能が連絡メッセージを作成する。 

 

(b)専用端末の場合（③） 

連携確認機能は、職員が専用端末に入力する連絡情報を基に連絡メッセージを作成する。 

 

中間IF機能

連携確認機能

職員認証機能
（ICカード認証）

メッセージ
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ス
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業務端末

地域情報PF未準拠
Bシステム

地域情報PF準拠
Aシステム

職員認証機能
（独自認証）

連携IF機能

クラウド環境B

連絡
情報

連絡
情報 連絡

メッセージ

連絡
メッセージ

連絡
情報

連絡
情報

連絡
メッセージ

連絡
情報

①

職員認証機能
（独自認証）

②

③

 

【図 3.6-8 連絡メッセージ作成方式】 
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(D)受領通知メッセージ 

受領通知メッセージは、以下のケースにおいて連携確認機能が作成する。 

・照会依頼先において応答に単件即時決裁が必要な場合 

・照会依頼先において応答対象者の情報が参照用 DBに格納されていない場合 

・照会依頼元において手動応答による応答メッセージを受信した場合 

・連絡先において連絡メッセージを受信した場合 

・照会依頼先において、照会依頼の自動応答に対する不備メッセージを受信した場合 

 

(E)不備通知メッセージ 

不備通知メッセージは、以下のケースにおいて連携確認機能が作成する。 

・照会依頼元において、自動応答で受信した応答メッセージに不備があった場合 

上記以外でメッセージに不備があった場合、応答メッセージもしくは受領通知メッセージに不備

情報を載せるものとする。 
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② 内部決裁の考え方 

現状の地方自治体の業務処理では、公文書の発送に内部決裁を必要としている。内部決裁の取得方法

は、決裁権者による承認後に公文書作成・送付する場合（①単件即時決裁）、公文書作成・送付後に事後

的に決裁権者により承認する場合（②一括事後決裁）、特定の業務、ユースケースおよび対象者について

のみ単件即時決裁とする場合（③単件即時決裁と一括事後決裁の併用）、の３つの要件が存在することを

想定する。 

この要件に対応するため、連携確認機能は、内部決裁の方法を単件即時決裁、一括事後決裁、および

単件即時決裁と一括事後決裁の併用、を参照用 DB の決裁フラグ等により切り替えられるものとした。 

 

(A)単件即時決裁 

単件即時決裁が必要な場合は、参照用 DB の決裁フラグ設定を有効にすることで制御を行う。この決

裁フラグは、業務／ユースケース／対象者単位で設定可能とすることとする。決裁フラグに適合し、単

件即時決裁を要する際の処理を以下に示す。 

 

(a)業務端末の場合 

 電子決裁を用いた決裁応答（①） 

業務担当者は、既存業務システムから、文書管理システムに決裁依頼を行う。決裁権者は、文書

管理システムから決裁を行う。業務担当者は、決裁結果を受けて既存業務システムから応答処理を

行い、連携確認機能が照会依頼元に応答メッセージを送信する。 

 

 書面（紙）を用いた決裁応答（②） 

業務担当者は、既存業務システムへの通知を受け、書面（紙）による起案を行う。決裁権者は決

裁を行う。業務担当者は、決裁結果を受けて既存業務システムから応答処理を行い、連携確認機能

が照会依頼元に応答メッセージを送信する。 

 

(b)専用端末の場合（③） 

業務担当者は、専用端末で決裁依頼を確認し、書面（紙）による起案を行う。決裁権者は決裁を行

う。業務担当者は、決裁結果を受けて専用端末から決裁応答を行い、連携確認機能が照会依頼元に応

答メッセージを送信する。 
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中間IF機能

職員認証機能
（ICカード認証）

連携確認機能

メッセージ
一時保管機能

市町村

既存業務
システム

連携IF機能

連携情報保管機能

参照用DB

専用端末

業務端末

①

照会依頼
メッセージ

応答
情報

受領済み
メッセージ

決裁フラグ
適合

決裁応答

決裁応答
応答

メッセージ

応答
メッセージ

決裁応答

応答
メッセージ

業務端末 決裁権者

起案

決裁

決裁依頼

決裁権者

決裁権者

起案・決裁

起案・決裁

決裁フラグ
適合 決裁依頼

決裁フラグ
適合 決裁依頼

文書管理システム

クラウド環境

②

③

 

【図 3.6-9 決裁フラグによる単件即時決裁の運用イメージ】 

 

(B)一括事後決裁 

一括事後決裁が必要な場合は、参照用 DB の決裁フラグ設定を無効にすることで制御を行う。この決

裁フラグは、業務／ユースケース／対象者単位で設定可能とすることとする。決裁フラグに適合しない、

一括事後決裁の場合の処理を以下に示す。 

 

(a)業務端末の場合 

 電子決裁を用いた決裁応答（①） 

業務担当者は、既存業務システムから、連携確認機能のメッセージ一時保管情報に保管された照

会依頼メッセージの取得要求を行う。連携確認機能は、要求に応じて保管したメッセージ既存業務

システムに提供する。業務担当者は、既存業務システムから、文書管理システムに決裁依頼を行う。

決裁権者は、文書管理システムから決裁を行う。 

また、業務担当者は、必要に応じて業務端末から既存業務システムを操作し、連携確認機能のメ

ッセージ一時保管情報に保管された応答メッセージを取得可能とする。 
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 書面（紙）を用いた決裁応答（②） 

業務担当者は、既存業務システムから、連携確認機能のメッセージ一時保管情報に保管された照

会依頼メッセージの取得要求を行う。連携確認機能は、要求に応じて保管したメッセージを既存業

務システムに提供する。業務担当者は、照会依頼メッセージを紙媒体へ出力し、書面（紙）による

起案を行う。決裁権者は決裁を行う。 

また、業務担当者は、必要に応じて既存業務システムを操作し、連携確認機能のメッセージ一時

保管情報に保管された応答メッセージを取得可能とする。 

 

(b)専用端末の場合（③） 

業務担当者は、専用端末を用いて、連携確認機能からメッセージ一時保管情報に保管された照会依

頼メッセージを取得後、紙媒体へ出力し、書面（紙）による起案を行う。決裁権者は決裁を行う。 

また、業務担当者は、必要に応じて専用端末から連携確認機能のメッセージ一時保管情報に保管さ

れた応答メッセージを取得可能とする。 

 

中間IF機能

職員認証機能
（ICカード認証）

連携確認機能

メッセージ
一時保管機能

市町村クラウド環境

既存業務
システム

連携IF機能

連携情報保管機能

参照用DB

業務端末 決裁権者

起案・決裁

照会依頼
メッセージ

応答
情報

応答
メッセージ

メッセージ
一時保管情報

専用端末 決裁権者

起案・決裁

照会依頼
メッセージ応答

メッセージ

照会依頼
情報応答

情報

照会依頼
情報応答

情報

業務端末照会依頼
情報応答

情報

決裁権者

起案

決裁

文書管理システム

①

②

③

 
【図 3.6-10 一括事後決裁の運用イメージ】 

 

 

③ メッセージ一時保管及び既存システムとの連携 

連携確認機能は、他団体から受信した応答／連絡メッセージを一時保管するものと考えられる。一時

保管するメッセージの取得方法は、既存業務システムが連携確認機能に要求し応答／連絡メッセージを

取得する PULL 型と想定する。 
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(3) メッセージ送受信制御 

① 連携単位の制御 

住民からの 1 件の申請・届出に対し、複数対象者の情報、複数宛先への照会依頼を行う業務／ユース

ケースが存在するものと考えられる。一方、定期的に大量の情報を照会する場合等、単件ではなく複数

件をまとめて照会依頼する業務／ユースケースも想定される。なお、ここでの単件とは、申請・届出等

の案件単位の照会依頼／応答／連絡であり、複数件とは、複数案件分をまとめた照会依頼／応答／連絡

である。 

また、即時性を必要とする業務／ユースケースでは、随時処理で単件の照会依頼を行う必要があるも

のと考えられる。一方、即時性を必要としない業務／ユースケースでは、定期処理の複数件の照会依頼

を行うことも可能であると想定される。 

以上を踏まえ、連携確認機能は、業務、ユースケースに応じた連携処理方式（随時処理／定期処理）

を事前に設定可能とすることを想定する。 

 

(A)照会依頼の具体的な処理 

職員が複数宛先、複数対象者分の照会依頼情報をまとめて作成する場合、連携確認機能は、照会依頼

情報を分割し、宛先毎に照会依頼メッセージを作成する。また、連携確認機能は、各宛先から受信する

応答メッセージを統合し、職員に応答情報をまとめて提供する。 

但し、業務によっては定期照会が望ましい場合もあり、宛先によっては手動応答がされる為、照会依

頼元は必ずしもすべての応答メッセージを即時的に収集できるとは限らない。その為、連携確認機能は

各宛先からの応答メッセージの受け取り状況を把握し、案件の処理状況を管理する必要がある。 

クラウド環境A

既存業務
システム

クラウド環境C

中間IF機能

連携情報保管機能

参照用DB
（固定資産税）

市町村A

中間IF機能

連携確認機能

メッセージ
一時保管機能

中間IF機能

クラウド環境B

連携情報保管機能

連携IF
機能

メッセージ
一時保管情報

案件番号 宛先団体 宛先業務 対象者 ﾀｲﾐﾝｸﾞ

0001 市町村B 戸籍 AAA 随時

0001 市町村B 個人住民税 AAA 随時

0001 市町村B 個人住民税 BBB 随時

0001 市町村C 固定資産税 AAA 定期

・・・

0002 市町村C 固定資産税 CCC 定期

単
件

連携確認機能

連携IF
機能

単
件

メッセージ
一時保管機能情

報
提
供
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
シ
ス
テ
ム

メッセージ

一時保管情報

案件番号 宛先団体 宛先業務 対象者 ﾀｲﾐﾝｸﾞ

0001 市町村B 戸籍 AAA‘ 随時

0001 市町村B 個人住民税 AAA‘ 随時

0001 市町村B 個人住民税 BBB‘ 随時

案件番号：0001
宛先団体：市町村B
宛先業務：戸籍
対象者：AAA

案件番号：0001
宛先団体：市町村B
宛先業務：個人住民税
対象者：AAA、BBB

連携確認機能

連携IF
機能

メッセージ
一時保管機能

メッセージ
一時保管情報

案件番号：0001
宛先団体：市町村C
宛先業務：固定資産税
対象者：AAA

案件番号：0002
宛先団体：市町村C
宛先業務：固定資産税
対象者：CCC

随時照会（単件）

定期照会（複数件）

住民

随時照会の場合、即時で宛先団
体へ送信する
定期照会の場合、所定時に宛先
団体へ一括送信する

照会依頼メッセージに含まれる
個人単位に処理を行う。

対象者：
AAA‘

対象者：
CCC‘

受信した照会依頼メッセージを、
対象者毎に分割し、保管する送信する照会依頼メッセージを、

宛先団体、宛先業務ごとに分
割し、保管する

参照用DB
（戸籍）

参照用DB
（個人住民税）

対象者：
AAA‘

対象者：
AAA‘

対象者：
BBB‘

職員

申請書

生活保護

案件番号：0002
照会①（定期）
宛先団体：市町村C
宛先業務：固定資産税
対象者：CCC

案件番号：0001
照会①（随時）
宛先団体：市町村B
宛先業務：戸籍
対象者：AAA

照会②（随時）
宛先団体：市町村B
宛先業務：個人住民税
対象者：AAA

照会③（随時）
宛先団体：市町村B
宛先業務：個人住民税
対象者：BBB

照会④（定期）
宛先団体：市町村C
宛先業務：固定資産税
対象者：AAA

【図 3.6-11 照会依頼の具体的な処理】 
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(B)応答の具体的な処理 

連携確認機能は、他団体から受信した照会依頼メッセージに含まれる対象者毎に参照用 DB を検索し

応答情報を取得する。また、連携確認機能は、照会依頼メッセージに含まれる全ての対象者の応答情報

をまとめて 1 つの応答メッセージを作成する。 

但し、対象者の状況によっては、応答に事前決裁を必要とする場合がある為、照会依頼先は必ずしも

すべての応答メッセージを即時的に送信できるとは限らない。その為、連携確認機能は、照会依頼メッ

セージに含まれる対象者に関する応答メッセージ送信状況を管理する必要がある。 

 

クラウド環境A

既存業務
システム

クラウド環境C

中間IF機能

連携情報保管機能

参照用DB
（固定資産税）

中間IF機能

クラウド環境B

連携情報保管機能

参照用DB
（戸籍）

参照用DB
（個人住民税）

市町村A

連携IF
機能

中間IF機能

連携確認機能

メッセージ
一時保管情報

案件番号 宛先団体 宛先業務 対象者 ﾀｲﾐﾝｸﾞ

0001 市町村A 生活保護 AAA 随時

0001 市町村A 生活保護 AAA 随時

0001 市町村A 生活保護 BBB 随時

0001 市町村A 生活保護 AAA 定期

・・・

0002 市町村A 生活保護 CCC 定期

単
件

連携確認機能

所得証明書
（AAA‘）

戸籍全部事項
証明書（AAA‘）

メッセージ
一時保管機能

連携IF
機能

単
件

メッセージ
一時保管機能

情
報
提
供
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
シ
ス
テ
ム

所得証明書
（BBB‘）

メッセージ
一時保管情報

案件番号 宛先団体 宛先業務 対象者 ﾀｲﾐﾝｸﾞ

0001 市町村A 生活保護 AAA‘ 随時

0001 市町村A 生活保護 AAA‘ 随時

0001 市町村A 生活保護 BBB‘ 随時

案件番号：0001
宛先団体：市町村A
宛先業務：生活保護
戸籍全部事項証明書（AAA）

案件番号：0001
宛先団体：市町村A
宛先業務：生活保護
所得証明書（AAA）
所得証明書（BBB）

連携確認機能

連携IF
機能

メッセージ
一時保管機能

メッセージ
一時保管情報

案件番号 宛先団体 宛先業務 対象者 ﾀｲﾐﾝｸﾞ

0001 市町村A 生活保護 AAA‘ 定期

0002 市町村A 生活保護 CCC‘ 定期

案件番号：0001
宛先団体：市町村A
宛先業務：生活保護
固定資産情報（AAA）

案件番号：0002
宛先団体：市町村A
宛先業務：生活保護

固定資産情報（CCC）

随時照会（単件）

定期照会（複数件）

固定資産情
報（AAA‘）

固定資産情
報（CCC‘）

認定
通知書

住民

生活保護

案件番号：0001
応答①（随時）
宛先団体：市町村A
宛先業務：生活保護
戸籍全部事項証明書（AAA）

応答②（随時）
宛先団体：市町村A
宛先業務：生活保護
所得証明書（AAA）

応答③（随時）
宛先団体：市町村A
宛先業務：生活保護
所得証明書（BBB）

応答④（定期）
宛先団体：市町村A
宛先業務：生活保護
固定資産情報（AAA）

各対象者ごとのメッ
セージを保管する

各対象者分の応答
を業務ごとにまとめ
て応答する

各宛先団体、宛先
業務の応答を保存
する

各宛先団体、宛先業務
分の応答を案件ごとに
まとめて応答する

職員

【図 3.6-12 応答の具体的な処理】 
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② 不備の検知及び通知 

連携確認機能は、他団体とのメッセージ送受信において発生した不備を検知する必要があると考えら

れるため、メッセージ送信時に検知した不備は、自団体の職員に通知することを想定する。メッセージ

受信時に検知した不備は、メッセージを送信元団体に通知することを想定し、送信元団体は、不備情報

の内容に応じて自動処理での再実行を行うか、手動処理での再実行を行うかを判断するものと考える。 

 

(A)照会・応答時の不備の検知及び通知 

受信した照会依頼メッセージに不備（証明書失効や番号制度等が規定する情報連携の範囲外等）があ

る場合、照会依頼先は、照会依頼メッセージへの返信として照会依頼元に不備情報を含む応答メッセー

ジを返信する。 

自動応答として受信した応答メッセージに不備がある場合、照会依頼元は、不備通知メッセージを照

会依頼先に送信する。 

手動応答として受信した応答メッセージに不備がある場合、照会依頼元は、応答メッセージへの返信

として照会依頼先に不備情報を含む受領通知メッセージを返信する。 

 

市町村B

業務・専用
端末

市町村A

業務・専用
端末

クラウド環境Bクラウド環境A

情
報
提
供
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
シ
ス
テ
ム

連携IF
機能

連携IF
機能

中間IF機能

連携確認機能

中間IF機能

連携確認機能
照会依頼
メッセージ

応答
メッセージ

照会依頼元 照会依頼先

連携情報
保管機能

参照用DB

照会依頼
メッセージ送信

照会依頼
メッセージ受信

応答
メッセージ受信

応答
メッセージ送信

照会依頼
メッセージ送信

照会依頼
メッセージ受信

受領通知
メッセージ受信

受領通知
メッセージ送信

応答
メッセージ受信

応答
メッセージ送信

受領通知
メッセージ送信

受領通知
メッセージ受信

照会依頼
メッセージ

受領通知
メッセージ

応答
メッセージ

受領通知
メッセージ

手動応答

自動応答

決裁フラグ
適合

不備

不備

不備情報

不備情報

決裁
依頼

決裁
応答

不備
情報

照会依
頼情報

不備
情報

受領通
知情報

照会依
頼情報

照会依頼
メッセージ

応答
メッセージ

照会依頼
メッセージ送信

照会依頼
メッセージ受信

応答
メッセージ受信

応答
メッセージ送信

不備

照会依
頼情報

不備
情報

不備通知
メッセージ

受領通知
メッセージ

 

【図 3.6-13 受信内容の不備検知時における連携概要（照会依頼・応答）】 
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また、送信する照会依頼メッセージに不備がある場合、照会依頼元は、自団体の既存業務システムに

不備情報を返信する。 

手動応答により送信する応答メッセージに不備がある場合、照会依頼先は、自団体の既存業務システ

ムに不備情報を返信する。 

 

市町村B

業務・専用
端末

市町村A

業務・専用
端末

クラウド環境Bクラウド環境A

情
報
提
供
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
シ
ス
テ
ム

連携IF
機能

連携IF
機能

中間IF機能

連携確認機能

中間IF機能

連携確認機能

照会依頼元 照会依頼先

連携情報
保管機能

参照用DB

照会依頼
メッセージ送信

照会依頼
メッセージ受信

受領通知
メッセージ受信

受領通知
メッセージ送信

照会依頼
メッセージ

受領通知
メッセージ

手動応答

自動応答

決裁フラグ
適合

不備

不備

決裁
応答

不備
情報

照会依
頼情報

照会依
頼情報

不備
情報

受領通
知情報

決裁
依頼

 
【図 3.6-14 送信内容の不備検知時における連携概要（照会依頼・応答）】 
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(B)連絡・受取時の不備の検知及び通知 

受信した連絡メッセージに不備がある場合、連絡先は、連絡メッセージへの返信として、連絡元に不

備情報を含む受領通知メッセージを返信する。 

 

市町村A

業務・専用
端末

クラウド環境A 情
報
提
供
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
シ
ス
テ
ム

クラウド環境B

連携IF
機能

連携IF
機能

中間IF機能

連携確認機能

中間IF機能

連携確認機能
連絡

メッセージ

連絡元 連絡先

連絡
メッセージ送信

連絡
メッセージ受信

受領通知
メッセージ受信

受領通知
メッセージ送信受領通知

メッセージ

不備

不備情報

連絡
情報

不備情報

 

【図 3.6-15 受信内容の不備検知時における連携概要（連絡・受取）】 

 

また、送信する連絡メッセージに不備がある場合、連絡元は、自団体の既存業務システムに不備情報

を返信する。 

 

市町村A

業務・専用
端末

クラウド環境A クラウド環境B

連携IF
機能

連携IF
機能

中間IF機能

連携確認機能

中間IF機能

連携確認機能

連絡元 連絡先

不備

連絡
情報

不備
情報

情
報
提
供
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
シ
ス
テ
ム

 

【図 3.6-16 送信内容の不備検知時における連携概要（連絡・受取）】 
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(4) 職員認証及び職員権限管理 

① 自治体職員の認証 

自治体職員は、連携確認機能が提供する画面から各種連携操作を行うものと想定される。このとき職

員は、厳密に認証された上で操作可能とする必要があると考えられる。自治体職員の認証方法は、専用

端末を利用する場合、業務端末を利用する場合の 2 方式に大別されると想定する。 

 

(A)操作端末が専用端末の場合 

専用端末を利用する場合、職員は連携確認機能が提供する職員認証機能により認証する。認証の方式

は、住基ネットと同程度以上のセキュリティレベルを確保する目的から、IC カードおよび PIN 等によ

る多要素認証による方式と想定する。 

 

(B)操作端末が業務端末の場合 

業務端末を利用する場合、職員が既存業務システムにより認証することを可能とする。連携確認機能

では、既存業務システムの認証結果を引き継ぐ（認証連携）ことにより、職員を認証する。認証連携の

方式は、エージェント方式、リバースプロキシ方式等の方式が考えられるが、自治体のシングルサイン

オンシステムの整備状況に合わせて、適切な方式を採用する。 

尚、認証連携を可能とする既存業務システムは、専用端末と同等のセキュリティが確保されているこ

ととする。 

 

② 自治体職員の権限管理 

団体間連携における情報の取り扱いは、業務所管課毎での運用が基本となると想定される。所管外業

務における情報の閲覧や照会依頼などは制限する必要があるため、操作権限はユースケースや所管する

業務単位で設定可能とするものと想定される。 

また、操作職員の職務は、通常業務を行う「業務担当者」と、業務担当者を管理・監督する「業務管

理者」に分類し、さらに、連携確認機能における権限等の個別設定を行う「システム管理者」の権限を

設けるものと整理する。 

 

【表 3.6-2 職務権限】 

職務権限 対象 

業務担当者 通常業務を行う自治体職員 

業務管理者 業務所管課の課長等 

システム管理者 情報システム部門の職員 

 

 ユースケース・・・番号制度等にて定めるユースケース単位に設定可能とする 

 所管業務・・・住民基本台帳、個人住民税、国民健康保険等の業務ごとに設定可能とする 
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③ログの管理 

連携情報保管機能では、参照用 DB の更新にあたって専用端末を利用して個別メンテナンスするケー

スを想定している。参照用 DB の登録、更新、削除等の操作は、悪意ある操作職員の不正操作により特

定個人への権利利益が侵害される恐れがあることから、更新内容及び操作について記録する必要がある

と考えられる。 

そのため、参照用 DB の登録、更新、削除のログは、連携情報保管機能で記録するものと想定される。 

専用端末の操作ログは、操作職員、操作内容を証跡として連携確認機能で記録し、監査に活用するも

のと想定される。また、業務端末の操作のログは、既存システムが操作職員、操作内容を証跡として記

録するものと想定される。 
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3.6.4 詳細機能一覧 
連携確認機能は、メッセージの送受信に係る機能と、各種管理機能及び操作画面を提供することを想定

する。 

メッセージの送受信は、メッセージ作成機能、メッセージ送信機能、メッセージ受信機能、メッセージ

一時保管機能により機能するものとする。 

各種管理機能は、処理状況管理機能、連携方式管理機能、宛先管理機能、職員認証機能、職員認証連携

機能により機能し、画面機能が操作画面を提供するものとする。 

各機能の関連は、以下のようになるものと想定される。 

既存業務
システム

地域情
報PF

未準拠
システム

地域情
報PF準
拠シス
テム

業務端末 中間インターフェース機能

連携確認機能

連携
インター
フェース

機能

メッセージ送信
機能

メッセージ受信
機能

職員
認証
機能

処理状況管理
機能

処理状況
更新

連携方式
管理機能

宛先管理
機能

外字
変換
機能

職員権限
管理機能

専用端末

職員
認証
連携
機能

メッセージ作成
機能

メッセージ
一時保管

機能

職員権
限情報

ID変換
機能

連携情報
保管機能

処理状況
情報

宛先管理
情報

連携方式
情報

外字
情報

参照用
DB

処理状況
更新応答（自動応答）

受領通知

内部送信
機能

照会依頼/応答/連
絡情報からメッセー
ジを作成し、一時保
管する

メッセージを取得し、
送信する。

メッセージを受信し、
保存する

送受信時にメッセー
ジの処理状況を更新
する。

画面機能

専用端末／業務
端末から各種維持
管理を行う

個
別
連
携
業
務
接
続

（
デ
ー
タ
送
受
信
）
機
能

メッセージ
一時保管

情報

メッセージ

メッセージ

メッセージ

メッセージ

メッセージ

メッセージ

メッセージ

一時保管された
メッセージを取得
する

手動応答依頼/決裁
依頼等を既存業務シ
ステムに送信する

 

【図 3.6-17 機能関連図（正常系）】 

 

 

 

【凡例】
団体間連携
ユースケース

団体間連携ユース
ケースの処理

機能 詳細機能 システム 外部機関

データストア 情報 処理の流れ データの流れ ログの出力
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既存業務
システム

地域情
報PF

未準拠
システム

業務端末 中間インターフェース機能

連携確認機能

連携
インター
フェース

機能

メッセージ送信
機能

メッセージ受信
機能

職員
認証
機能

処理状況管理
機能

処理状況
更新

連携方式
管理機能

宛先管理
機能

外字
変換
機能

職員権限
管理機能

専用端末

職員
認証
連携
機能

メッセージ作成
機能

メッセージ
一時保管

機能

職員権
限情報

ID変換
機能

連携情報
保管機能

処理状況
情報

宛先管理
情報

連携方式
情報

外字
情報

参照用
DB

再実行（リトライ）

メッセージ

再実行（手動処理）

メッセージ

処理状況
更新

応答（自動応答）
受領通知

地域情
報PF準
拠シス
テム

内部送信
機能

メッセージ

照会依頼/応答/連
絡情報の不備情報
からメッセージを作成
し、一時保管する メッセージを取得し、

送信する。

メッセージを受信し、
保存する

送受信時にメッセー
ジの処理状況を更新
する。

画面機能

個
別
連
携
業
務
接
続

（
デ
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【図 3.6-18 機能関連図（異常系）】 
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【表 3.6-3 連携確認機能の内訳】 

項番 機能の内訳 説明 

1 メッセージ作成機能 照会依頼／連絡／応答／受領通知／不備通知メッセージを作成する機能と

する。 

 照会依頼／連絡／応答情報を基に、照会依頼／連絡／応答メッセージを

作成する。 

 決裁フラグを確認し、自動応答か手動応答かの判断を行う。 

 手動応答及び連絡を受信した場合、受領通知メッセージを作成する。 

 手動応答の場合、内部送信機能に決裁依頼／手動応答依頼を送信する。

 メッセージを一時保管する。 

 宛先管理機能を実行し、宛先情報を取得する。 

 メッセージ保管機能から不備のメッセージを取得し、応答メッセージ（不

備情報）、受領通知メッセージ（不備情報）、もしくは不備通知メッセ

ージを作成する。 

2 メッセージ送信機能 照会依頼／連絡／応答／受領通知／不備通知メッセージを他団体へ送信す

る機能とする。 

 メッセージ一時保管機能から送信するメッセージを取得する。 

 連携方式管理機能を実行し、連携方式（随時処理／定期処理）の判断を

行う。 

 ID 変換機能を実行し、識別番号をリンクコードに変換する。 

 メッセージを送信の上、処理状況管理機能を実行し、処理状況を更新す

る。 

 定期送信の場合、所定の時刻にメッセージを送信する。 

 受信内容に不備がある場合、応答メッセージ（不備情報）、受領通知メ

ッセージ（不備情報）、もしくは不備通知メッセージを送信元団体に返

却する。 

3 メッセージ受信機能 他団体による照会依頼／連絡／応答／受領通知／不備通知メッセージを受

信する機能とする。 

 メッセージを受信した際に、処理状況管理機能を実行し、処理状況の更

新を行う。 

 ID 変換機能を実行し、リンクコードを識別番号に変換する。 

 メッセージ一時保管機能を実行し、メッセージを一時保管する。 

 内部送信機能を実行し、決裁依頼／手動応答依頼、メッセージを業務シ

ステムへ送信する。 

 不備情報を基に自動リトライか手動処理かを判断する。自動リトライの

場合はメッセージ送信機能を実行し、手動処理の場合は内部送信機能を

実行する。 
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項番 機能の内訳 説明 

4 メッセージ一時保管

機能 

照会依頼／連絡／応答／受領通知／不備通知メッセージを一時保管、提供す

る機能とする。 

 受信の際、メッセージ受信機能から受信した各種メッセージを、個人単

位のメッセージに分割し、一時保管する。 

 受信の際、一時保管されている各種メッセージを、内部送信機能または

画面機能に個人単位で提供する。 

 送信の際、メッセージ作成機能から受信した各種メッセージを、個人単

位のメッセージに分割し、一時保管する。 

 送信の際、一時保管されている各種メッセージを個人単位または案件単

位等でメッセージ送信機能へ提供する。 

5 処理状況管理機能 案件の処理状況を管理する機能とする。 

 案件の処理状況として、照会依頼メッセージと応答メッセージを紐付け

た上で、案件単位、宛先単位、業務単位、個人単位で、処理状況を管理

する。 

 指定された処理状況を抽出し、業務端末/専用端末に提供する。 

6 連携方式管理機能 業務／ユースケースごとに連携方式を管理する機能とする。 

 業務／ユースケースごとに、連携方式（随時処理／定期処理）を管理し、

画面により登録・更新を行う。 

 指定された業務／ユースケースについて、連携方式を抽出し、メッセー

ジ送信機能へ提供する。 

7 宛先管理機能 送信先団体／既存業務システムの宛先情報を管理する機能とする。 

 送信先団体の宛先情報を登録する。 

 団体名から宛先情報を取得し、メッセージ作成機能へ提供する。 

 手動応答が必要な場合の手動応答依頼／決裁依頼通知先を登録する。 

 業務名から宛先情報を取得し、内部送信機能へ提供する。 

8 職員認証連携機能 業務端末を利用する場合に既存の職員認証システムと連携する機能とする。

 既存の職員認証（独自認証）と連携し、業務端末を操作する職員を認証

し、職員権限を識別する。 

 職員権限管理機能を実行し、職員権限情報を取得する。 

9 職員認証機能 専用端末での認証（IC カード認証）を行う機能とする。 

 専用端末での認証（IC カード認証）を行い、職員権限を識別する。 

 職員権限管理機能を実行し、職員権限情報を取得する。 

10 職員権限管理機能 職員の権限を管理する機能とする。 

 職務単位で利用可能な業務を専用端末より設定する。 
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項番 機能の内訳 説明 

11 画面機能 専用端末から行う各種操作画面とする。 

 他団体のメッセージを専用端末に表示する。 

 連携情報保管機能を実行し、参照用 DB の登録、変更、削除を行う。 

 職員権限管理機能を実行し、職員権限を登録、更新する。 

 宛先管理機能を実行し、宛先情報を登録、更新する。 

 連携方式管理機能を実行し、連携方式情報を登録、更新する。 

12 内部送信機能 照会依頼／連絡／応答／受領通知／不備通知メッセージ及び決裁依頼／手

動応答依頼を自治体内へ送信する機能とする。 

 メッセージ一時保管機能から送信するメッセージを取得する。 

 宛先管理機能を実行し、宛先情報を取得する。 

 既存業務システムへメッセージを送信する。 

 パトライト等へ決裁依頼／手動応答依頼の通知を行う。 
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3.6.5 処理フロー 
連携確認機能の処理フローは、以下の流れになるものと想定される。 

 

(1) 照会 
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地域情報PF未準拠
Cシステム

職員認証機能
（独自認証）

地域情報PF準拠
Aシステム

職員認証機能
（独自認証）

連携IF機能

地域情報PF準拠
Bシステム

職員認証機能
（独自認証）
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一時保管機能

メッセージ
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クラウド環境B

照会依頼送信

照会依頼送信

応答受信

照会依頼メッセージ作成

照会依頼送信

応答受信

照会依頼送信 照会依頼送信

応答受信
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A01-2

A03-2

A04-2

A0X-1
照会依頼元における業務システムを利用した照会依頼送信の処理フロー
A0X-2
照会依頼元における業務システムを利用した応答受信の処理フロー

B01-1
照会依頼先における応
答の処理フロー

A02-2

B01-1

A04-1
照会依頼元における専用端末を利用した照会依頼送信の処理フロー
A04-3
照会依頼元における専用端末を利用した応答受信の処理フロー
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A03-1

A04-1
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【図 3.6-19 処理フローの記載箇所（照会）】 

 

  



3 個別機能仕様 
3.6 連携確認機能 

 

127 

【表 3.6-4 処理フローの内訳（照会）】 

項番 分類 ID 説明 

1 照会依頼 A01 A01-1 照会依頼元において業務システムを利用して照会依頼メッセージを

送信する場合 

2 A01-2 照会依頼元において業務システムを利用して応答メッセージを受信

し、自動で取り込む場合 

3 A02 A02-1 照会依頼元において業務システムを利用して照会依頼メッセージを

送信する場合 

4 A02-2 照会依頼元において業務システムを利用して応答メッセージを受信

し、手動で取り込む場合 

5 A03 A03-1 照会依頼元において業務システム（地域情報プラットフォーム未準

拠）を利用して照会依頼メッセージを送信する場合 

6 A03-2 照会依頼元において業務システム（地域情報プラットフォーム未準

拠）を利用して応答メッセージを受信し、手動で取り込む場合 

7 A04 

 

A04-1 照会依頼元において専用端末を利用して照会依頼メッセージを送信

する場合 

8 A04-2 照会依頼元において専用端末を利用して応答メッセージを受信し、

手動で取り込む場合 

9 B01 B01-1 照会依頼先において自動応答する場合 
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●A01-1 照会依頼元において業務システムを利用して照会依頼メッセージを送信する場合 

 

 

【図 3.6-20 処理フロー（A01-1）】 
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＜処理説明＞ 

① 業務システムは、職員認証連携機能を実行し、既存の職員認証システム（独自認証）と連携し権限

情報を引き継ぐ。 

② 職員認証連携機能は、職員権限管理機能を実行し、利用可能な職員権限を保持しているかチェック

する。 

③ 職員認証連携機能は、メッセージ作成機能を実行する。 

④ メッセージ作成機能は、宛先管理機能を実行し、宛先情報を取得する。 

⑤ メッセージ作成機能は、メッセージ一時保管機能を実行し、作成した照会依頼メッセージを、対象

個人単位のメッセージに分割して保管する。 

⑥ メッセージ作成機能は、メッセージ送信機能を実行する。 

⑦ メッセージ送信機能は、メッセージ一時保管機能を実行し、メッセージ一時保管情報より照会依頼

メッセージを取得する。 

⑧ メッセージ送信機能は、連携方式管理機能を実行し、業務／ユースケース応じた連携方式を取得す

る。 

⑨ メッセージ送信機能は、ID 変換機能を実行し、識別番号からリンクコードを取得する。 

⑩ メッセージ送信機能は、連携インターフェース機能に照会依頼メッセージを送信する。 

⑪ メッセージ送信機能は、処理状況管理機能を実行し、処理状況を更新する。 
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●A01-2 照会依頼元において業務システムを利用して応答メッセージを受信し、自動で取り込む場合 

 

 

【図 3.6-21 処理フロー（A01-2）】 
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＜処理説明＞ 

① メッセージ受信機能は、連携インターフェース機能より応答メッセージ／受領通知メッセージを受

信する。 

② メッセージ受信機能は、処理状況管理機能を実行し、処理状況の更新を行う。 

③ メッセージ受信機能は、ID 変換機能を実行し、リンクコードから識別番号を取得する。 

④ メッセージ受信機能は、メッセージ一時保管機能を実行し、メッセージを対象個人単位のメッセー

ジに分割して保管する。 

⑤ メッセージ受信機能は、内部送信機能を実行する。 

⑥ 内部送信機能は、メッセージ一時保管機能を実行し、応答メッセージ／受領通知メッセージを個人

単位または案件単位で取得する。 

⑦ 内部送信機能は、業務システムに応答情報／受領情報を送信する。 
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●A02-1 照会依頼元において業務システムを利用して照会依頼メッセージを送信する場合 

 

 

【図 3.6-22 処理フロー（A02-1）】 
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＜処理説明＞ 

① 業務システムは、職員認証連携機能を実行し、既存の職員認証システム（独自認証）と連携し権限

情報を引き継ぐ。 

② 職員認証連携機能は、職員権限管理機能を実行し、利用可能な職員権限を保持しているかチェック

する。 

③ 職員認証連携機能は、メッセージ作成機能を実行する。 

④ メッセージ作成機能は、宛先管理機能を実行し、宛先情報を取得する。 

⑤ メッセージ作成機能は、メッセージ一時保管機能を実行し、作成した照会依頼メッセージを、対象

個人単位のメッセージに分割して保管する。 

⑥ メッセージ作成機能は、メッセージ送信機能を実行する。 

⑦ メッセージ送信機能は、メッセージ一時保管機能を実行し、メッセージ一時保管情報より送信する

照会依頼メッセージを取得する。 

⑧ メッセージ送信機能は、連携方式管理機能を実行し、業務／ユースケース応じた連携方式を取得す

る。 

⑨ メッセージ送信機能は、指定の時刻にメッセージ一時保管機能を実行し、メッセージ一時保管機能

より送信する照会依頼メッセージを取得する。 

⑩ メッセージ送信機能は、ID 変換機能を実行し、識別番号からリンクコードを取得する。 

⑪ メッセージ送信機能は、照会依頼メッセージを連携インターフェース機能に送信する。 

⑫ メッセージ送信機能は、処理状況管理機能を実行し、処理状況を更新する。 

  



3 個別機能仕様 
3.6 連携確認機能 
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●A02-2 照会依頼元において業務システムを利用して応答メッセージを受信し、手動で取り込む場合 

 

 

【図 3.6-23 処理フロー（A02-2 ）】 
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3 個別機能仕様 
3.6 連携確認機能 
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＜処理説明＞ 

① メッセージ受信機能は、連携インターフェース機能より応答メッセージを受信する。 

② メッセージ受信機能は、処理状況管理機能を実行し、処理状況の更新を行う。 

③ メッセージ受信機能は、ID 変換機能を実行し、リンクコードから識別番号を取得する。 

④ メッセージ受信機能は、メッセージ一時保管機能を実行し、応答メッセージを対象個人単位のメッ

セージに分割して保管する。 

⑤ メッセージ受信機能は、内部送信機能を実行する。 

⑥ 内部送信機能は、宛先管理機能を実行し、宛先情報を取得する。 

⑦ 内部送信機能は、業務システムにメッセージ受信を通知する。 

⑧ 業務システムは、職員認証連携機能を実行し、既存の職員認証システム（独自認証）と連携し権限

情報を引き継ぐ。 

⑨ 職員認証連携機能は、職員権限管理機能を実行し、利用可能な職員権限を保持しているかチェック

する。 

⑩ 職員認証連携機能は、内部送信機能を実行する。 

⑪ 内部送信機能は、メッセージ一時保管機能を実行し、応答メッセージを個人単位または案件単位で

取得する。 

⑫ 内部送信機能は、業務システムに応答情報を送信する。 

 

  



3 個別機能仕様 
3.6 連携確認機能 
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●A03-1 照会依頼元において業務システム（地域情報プラットフォーム未準拠）を利用して照会依頼メッセー

ジを送信する場合 

 

 

【図 3.6-24 処理フロー（A03-1 ）】 
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3 個別機能仕様 
3.6 連携確認機能 

 

137 

＜処理説明＞ 

① 個別連携業務接続機能は、職員認証連携機能を実行し、既存の職員認証システム（独自認証）と連

携し権限情報を引き継ぐ。 

② 職員認証連携機能は、職員権限管理機能を実行し、利用可能な職員権限を保持しているかチェック

する。 

③ 職員認証連携機能は、メッセージ作成機能を実行する。 

④ メッセージ作成機能は、宛先管理機能を実行し、宛先情報を取得する。 

⑤ メッセージ作成機能は、メッセージ一時保管機能を実行し、作成した照会依頼メッセージを、対象

個人単位のメッセージに分割して保管する。 

⑥ メッセージ作成機能は、メッセージ送信機能を実行する。 

⑦ メッセージ送信機能は、メッセージ一時保管機能を実行し、メッセージ一時保管情報より送信する

照会依頼メッセージを取得する。 

⑧ メッセージ送信機能は、連携方式管理機能を実行し、業務／ユースケース応じた連携方式を取得す

る。 

⑨ メッセージ送信機能は、ID 変換機能を実行し、識別番号からリンクコードを取得する。 

⑩ メッセージ送信機能は、連携インターフェース機能に照会依頼メッセージを送信する。 

⑪ メッセージ送信機能は、処理状況管理機能を実行し、処理状況を更新する。 

  



3 個別機能仕様 
3.6 連携確認機能 
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●A03-2 照会依頼元において業務システム（地域情報プラットフォーム未準拠）を利用して応答メッセージを

受信し、手動で取り込む場合 

 

 

【図 3.6-25 処理フロー(A03-2）】 
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3 個別機能仕様 
3.6 連携確認機能 

 

139 

＜処理説明＞ 

① メッセージ受信機能は、連携インターフェース機能より応答メッセージを受信する。 

② メッセージ受信機能は、処理状況管理機能を実行し、処理状況の更新を行う。 

③ メッセージ受信機能は、ID 変換機能を実行し、リンクコードから識別番号を取得する。 

④ メッセージ受信機能は、メッセージ一時保管機能を実行し、応答メッセージを対象個人単位のメッ

セージに分割して保管する。 

⑤ メッセージ受信機能は、内部送信機能を実行する。 

⑥ 内部送信機能は、宛先管理機能を実行し、宛先情報を取得する。 

⑦ 内部送信機能は、個別連携業務接続機能にメッセージ受信を通知する。 

⑧ 個別連携業務接続機能は、職員認証連携機能を実行し、既存の職員認証システム（独自認証）と連

携し権限情報を引き継ぐ。 

⑨ 職員認証連携機能は、職員権限管理機能を実行し、利用可能な職員権限を保持しているかチェック

する。 

⑩ 職員認証連携機能は、内部送信機能を実行する。 

⑪ 内部送信機能は、メッセージ一時保管機能を実行し、応答メッセージを個人単位または案件単位で

取得する。 

⑫ 内部送信機能は、個別連携業務接続機能に応答情報を送信する。 

 

  



3 個別機能仕様 
3.6 連携確認機能 
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●A04-1 照会依頼元において専用端末を利用して照会依頼メッセージを送信する場合 

 

 

【図 3.6-26 処理フロー(A04-1）】 
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3 個別機能仕様 
3.6 連携確認機能 
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＜処理説明＞ 

① 職員は専用端末から、職員認証機能を実行し、IC カード情報を入力する 

職員認証機能は、IC カード情報により専用端末を操作する職員を特定する。 

② 職員認証機能は、職員権限管理機能を実行し、利用可能な職員権限を保持しているかチェックする。 

③ 職員は操作画面から、メッセージ作成機能を実行し、照会依頼情報を入力する。 

④ メッセージ作成機能は、宛先管理機能を実行し、宛先情報を取得する。 

⑤ メッセージ作成機能は、メッセージ一時保管機能を実行し、作成した照会依頼メッセージを、対象

個人単位のメッセージに分割して保管する。 

⑥ メッセージ作成機能は、メッセージ送信機能を実行する。 

⑦ メッセージ送信機能は、メッセージ一時保管機能を実行し、メッセージ一時保管情報より送信する

照会依頼メッセージを取得する。 

⑧ メッセージ送信機能は、連携方式管理機能を実行し、業務／ユースケース応じた連携方式を取得す

る。 

⑨ メッセージ送信機能は、ID 変換機能を実行し、識別番号からリンクコードを取得する。 

⑩ メッセージ送信機能は、照会依頼メッセージを連携インターフェース機能に送信する。 

⑪ メッセージ送信機能は、処理状況管理機能を実行し、処理状況を更新する。 

 

  



3 個別機能仕様 
3.6 連携確認機能 
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●A04-2 照会依頼元において専用端末を利用して応答メッセージを受信し、手動で取り込む場合 

 

 

【図 3.6-27 処理フロー(A04-2）】 
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3 個別機能仕様 
3.6 連携確認機能 
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＜処理説明＞ 

① メッセージ受信機能は、連携インターフェース機能より応答メッセージを受信する。 

② メッセージ受信機能は、処理状況管理機能を実行し、処理状況の更新を行う。 

③ メッセージ受信機能は、ID 変換機能を実行し、リンクコードから識別番号を取得する。 

④ メッセージ受信機能は、メッセージ一時保管機能を実行し、応答メッセージを対象個人単位のメッ

セージに分割して保管する。 

⑤ メッセージ受信機能は、内部送信機能を実行する。 

⑥ 内部送信機能は、宛先管理機能を実行し、宛先情報を取得する。 

⑦ 内部送信機能は、パトライト等にメッセージ受信の通知を行う。 

 

⑧ 職員は専用端末から、職員認証機能を実行し、IC カード情報を入力する。 

職員認証機能は、IC カード情報により専用端末を操作する職員を特定する。 

⑨ 職員認証機能は、職員権限管理機能を実行し、利用可能な職員権限を保持しているかチェックする。 

⑩ 職員は操作画面から、メッセージ一時保管機能を実行し、応答メッセージを個人単位または案件単

位で取得する。 

  



3 個別機能仕様 
3.6 連携確認機能 
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(2) 応答 

中間IF機能

職員認証機能
（ICカード認証）

連携確認機能

メッセージ
一時保管機能

市町村

既存業務
システム

個別連携業務
接続機能

FW

連携IF機能

連携情報保管機能

参照用DB

○○情報

決裁フラグ

担当職員
地域情報PF準拠

Xシステム

専用端末

業務端末
決裁応答送信

内部決裁依頼
受領通知メッセージ

応答メッセージ送信

地域情報PF未準
拠Zシステム

業務端末
決裁応答送信応答メッセージ送信

応答メッセージ送信

B01-1

応答メッセージ

照会依頼
○○情報

応答

○○情報

照会依頼
○○情報

△△情報

応答

○○情報受領通知
メッセージ

決裁
依頼

決裁フラグ適合
／情報なし

決裁
応答

決裁
応答

応答

○○情報
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○○情報

専用端末
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△△情報

応答メッセージ作成
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決裁
応答

応答メッセージ送信

応答

○○情報

応答

△△情報

B01-1
自動応答の処理フロー

B03～06
手動応答（決裁フラグ適合時）における
決裁応答～応答送信までの処理フロー

B06：手動応答（参照用DB未登録）における
応答メッセージ作成～応答送信までの処理フロー

B02-1

B03-1

B04-1

B05-1

B06-1

B02-1
手動応答（決裁フラグ適合時、参照用DB未登録時）における
照会依頼メッセージ受信～決裁依頼/手動応答依頼送信までの処理フロー

職員認証機能
（独自認証）

職員認証機能
（独自認証）

クラウド環境

 

【図 3.6-28 処理フローの記載箇所（応答）】 

 

  



3 個別機能仕様 
3.6 連携確認機能 
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【表 3.6-5 処理フローの内訳（応答）】 

項番 分類 ID 説明 

1 応答 B01 B01-1 照会依頼先において照会依頼を受信し自動応答する場合 

2 B02 B02-1 照会依頼先において、照会依頼を受信し、手動応答時に決裁依頼／

手動応答依頼を業務システム（地域情報 PF 準拠または未準拠／対

象外システム）および専用端末に送信する場合 

3 B03 B03-1 手動応答時（決裁フラグ適合時）に、業務システムから決裁応答す

る場合 

4 B04 B04-1 手動応答時（決裁フラグ適合時）に、業務システム（地域情報プラ

ットフォーム未準拠）から決裁応答する場合 

5 B05 B05-1 手動応答時（決裁フラグ適合時）に、専用端末から決裁応答する場

合 

6 B06 B06-1 手動応答時（参照用 DB 未登録時）に、専用端末から応答メッセー

ジを作成する場合 

 

 

 

 

 

  



3 個別機能仕様 
3.6 連携確認機能 
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●B01-1 照会依頼先において照会依頼を受信し自動応答する場合 

 

 

【図 3.6-29 処理フロー(B01-1）】 
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＜処理説明＞ 

① メッセージ受信機能は、連携インターフェース機能より照会依頼メッセージを受信する。 

② メッセージ受信機能は、処理状況管理機能を実行し、処理状況の更新を行う。 

③ メッセージ受信機能は、ID 変換機能を実行し、リンクコードから識別番号を取得する。 

④ メッセージ受信機能は、メッセージ一時保管機能を実行し、照会依頼メッセージを対象個人単位の

メッセージに分割して保管する。 

⑤ メッセージ受信機能は、メッセージ作成機能を実行する。 

⑥ メッセージ作成機能は、メッセージ一時保管機能を実行し、照会依頼メッセージを個人単位または

案件単位で取得する。 

⑦ メッセージ作成機能は、連携情報保管機能を実行し、対象個人の住民情報及び決裁フラグを取得す

る。 

⑧ メッセージ作成機能は、メッセージ一時保管機能を実行し、作成した応答メッセージを、対象個人

単位のメッセージに分割して保管する。 

⑨ メッセージ作成機能は、メッセージ送信機能を実行する。 

⑩ メッセージ送信機能は、メッセージ一時保管機能を実行し、メッセージ一時保管情報より送信する

応答メッセージを取得する。 

⑪ メッセージ送信機能は、連携方式管理機能を実行し、業務／ユースケース応じた連携方式を取得す

る。 

⑫ メッセージ送信機能は、ID 変換機能を実行し、識別番号からリンクコードを取得する。 

⑬ メッセージ送信機能は、連携インターフェース機能に応答メッセージを送信する。 

⑭ メッセージ送信機能は、処理状況管理機能を実行し、処理状況を更新する。 
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●B02-1 照会依頼先において、照会依頼を受信し、手動応答時に決裁依頼／手動応答依頼を業務システムお

よび専用端末に送信する場合 

 

 

【図 3.6-30 処理フロー(B02-1）】 
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＜処理説明＞ 

① メッセージ受信機能は、連携インターフェース機能より照会依頼メッセージを受信する。 

② メッセージ受信機能は、処理状況管理機能を実行し、処理状況の更新を行う。 

③ メッセージ受信機能は、ID 変換機能を実行し、リンクコードから識別番号を取得する。 

④ メッセージ受信機能は、メッセージ一時保管機能を実行し、照会依頼メッセージを対象個人単位の

メッセージに分割して保管する。 

⑤ メッセージ受信機能は、メッセージ作成機能を実行する。 

⑥ メッセージ作成機能は、メッセージ一時保管機能を実行し、照会依頼メッセージを個人単位または

案件単位で取得する。 

⑦ メッセージ作成機能は、連携情報保管機能を実行し、対象個人の住民情報及び決裁フラグを取得す

る。 

⑧ メッセージ作成機能は、メッセージ一時保管機能を実行し、作成した応答メッセージを、対象個人

単位のメッセージに分割して保管する。 

⑨ メッセージ作成機能は、内部送信機能を実行する。 

⑩ 内部送信機能は、宛先管理機能を実行し、宛先情報を取得する。 

⑪ 内部送信機能は、業務システム（地域情報 PF 準拠）に決裁依頼/手動応答依頼を送信する。また、

パトライト等に決裁依頼/手動応答依頼の通知を行う。 

 

⑫ メッセージ作成機能は、メッセージ一時保管機能を実行し、作成した受領通知メッセージを、対象

個人単位のメッセージに分割して保管する。 

⑬ メッセージ作成機能は、メッセージ送信機能を実行する。 

⑭ メッセージ送信機能は、メッセージ一時保管機能を実行し、メッセージ一時保管情報より送信する

受領通知メッセージを取得する。 

⑮ メッセージ送信機能は、ID 変換機能を実行し、識別番号からリンクコードを取得する。 

⑯ メッセージ送信機能は、連携インターフェース機能に応答メッセージを送信する。 

⑰ メッセージ送信機能は、処理状況管理機能を実行し、処理状況を更新する。 
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●B03-1 手動応答時（決裁フラグ適合時）に、業務システムから決裁応答する場合 

 

 

【図 3.6-31 処理フロー(B03-1）】 
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＜処理説明＞ 

① 業務システムは、職員認証連携機能を実行し、既存の職員認証システム（独自認証）と連携し権限

情報を引き継ぐ。 

② 職員認証連携機能は、職員権限管理機能を実行し、利用可能な職員権限を保持しているかチェック

する。 

③ 職員認証連携機能は、メッセージ作成機能を実行する。 

④ メッセージ作成機能は、メッセージ一時保管機能を実行し、保存されている応答メッセージを更新

する。 

⑤ メッセージ作成機能は、メッセージ送信機能を実行する。 

⑥ メッセージ送信機能は、メッセージ一時保管機能を実行し、メッセージ一時保管情報より応答メッ

セージを取得する。 

⑦ メッセージ送信機能は、連携方式管理機能を実行し、業務／ユースケース応じた連携方式を取得す

る。 

⑧ メッセージ送信機能は、ID 変換機能を実行し、識別番号からリンクコードを取得する。 

⑨ メッセージ送信機能は、連携インターフェース機能に応答メッセージを送信する。 

⑩ メッセージ送信機能は、処理状況管理機能を実行し、処理状況を更新する。 
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●B04-1 手動応答時（決裁フラグ適合時）に、業務システム（地域情報プラットフォーム未準拠）から決裁

応答する場合 

 

 

【図 3.6-32 処理フロー(B04-1）】 
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＜処理説明＞ 

① 個別連携業務接続機能は、職員認証連携機能を実行し、既存の職員認証システム（独自認証）と連

携し権限情報を引き継ぐ。 

② 職員認証連携機能は、職員権限管理機能を実行し、利用可能な職員権限を保持しているかチェック

する。 

③ 職員認証連携機能は、メッセージ作成機能を実行する。 

④ メッセージ作成機能は、メッセージ一時保管機能を実行し、保存されている応答メッセージを更新

する。 

⑤ メッセージ作成機能は、メッセージ送信機能を実行する。 

⑥ メッセージ送信機能は、メッセージ一時保管機能を実行し、メッセージ一時保管情報より応答メッ

セージを取得する。 

⑦ メッセージ送信機能は、連携方式管理機能を実行し、業務／ユースケース応じた連携方式を取得す

る。 

⑧ メッセージ送信機能は、ID 変換機能を実行し、識別番号からリンクコードを取得する。 

⑨ メッセージ送信機能は、連携インターフェース機能に応答メッセージを送信する。 

⑩ メッセージ送信機能は、処理状況管理機能を実行し、処理状況を更新する。 
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●B05-1 手動応答時（決裁フラグ適合時）に、専用端末から決裁応答する場合 

 

 

【図 3.6-33 処理フロー(B05-1）】 
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＜処理説明＞ 

① 職員は専用端末から、職員認証機能を実行し、IC カード情報を入力する。 

職員認証機能は、IC カード情報により専用端末を操作する職員を特定する。 

② 職員認証機能は、職員権限管理機能を実行し、利用可能な職員権限を保持しているかチェックする。 

③ 職員は操作画面から、メッセージ作成機能を実行し、決裁応答する。 

④ メッセージ作成機能は、メッセージ一時保管機能を実行し、保存されている応答メッセージを更新

する。 

⑤ メッセージ作成機能は、メッセージ送信機能を実行する。 

⑥ メッセージ送信機能は、メッセージ一時保管機能を実行し、メッセージ一時保管情報より応答メッ

セージを取得する。 

⑦ メッセージ送信機能は、連携方式管理機能を実行し、業務／ユースケース応じた連携方式を取得す

る。 

⑧ メッセージ送信機能は、ID 変換機能を実行し、識別番号からリンクコードを取得する。 

⑨ メッセージ送信機能は、連携インターフェース機能に応答メッセージを送信する。 

⑩ メッセージ送信機能は、処理状況管理機能を実行し、処理状況を更新する。 



3 個別機能仕様 
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●B06-1 手動応答時（参照用 DB 未登録時）に、専用端末から応答メッセージを作成する場合 

 

 

【図 3.6-34 処理フロー(B06-1）】 
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＜処理説明＞ 

① 職員は専用端末から、職員認証機能を実行し、IC カード情報を入力する。 

職員認証機能は、IC カード情報により専用端末を操作する職員を特定する。 

② 職員認証機能は、職員権限管理機能を実行し、利用可能な職員権限を保持しているかチェックする。 

③ 職員は操作画面から、メッセージ作成機能を実行し、応答情報を入力する。 

④ メッセージ作成機能は、メッセージ一時保管機能を実行し、保存されている応答メッセージを個人

単位または案件単位で取得する。 

⑤ メッセージ作成機能は、メッセージ一時保管機能を実行し、更新した応答メッセージを、対象個人

単位のメッセージに分割して保管する。 

⑥ メッセージ作成機能は、メッセージ送信機能を実行する。 

⑦ メッセージ送信機能は、メッセージ一時保管機能を実行し、メッセージ一時保管情報より応答メッ

セージを取得する。 

⑧ メッセージ送信機能は、連携方式管理機能を実行し、業務／ユースケース応じた連携方式を取得す

る。 

⑨ メッセージ送信機能は、ID 変換機能を実行し、識別番号からリンクコードを取得する。 

⑩ メッセージ送信機能は、連携インターフェース機能に応答メッセージを送信する。 

⑪ メッセージ送信機能は、処理状況管理機能を実行し、処理状況を更新する。 
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(3) 参照用 DB 登録 
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【図 3.6-35 処理フローの記載箇所（参照用 DB 登録）】 

 

【表 3.6-6 処理フローの内訳（参照用 DB 登録）】 

項番 分類 ID 説明 

1 参照用

DB 登

録 

C01 C01-1 専用端末から参照用 DB に情報を登録する場合 
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●C01-1 専用端末から参照用 DB に情報を登録する場合 

 

 

【図 3.6-36 処理フロー(C01-1）】 
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③職員は操作画面から、連携情報保管機能を実行し、参照用 DB に情報を登録する。 
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(4) 不備 

①照会・応答 
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【図 3.6-37 処理フローの記載箇所（照会・応答時の不備）】 
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【表 3.6-7 処理フローの内訳（照会・応答時の不備）】 

項番 分類 ID 説明 

1 不備 D01 D01-1 照会依頼先において照会依頼メッセージの不備を検知し、応答メッセ

ージ（不備情報付き）を送信する場合 

2 D01-2 照会依頼元において応答メッセージ（不備情報付き）を受信し、手動

処理する場合 

3 D01-3 照会依頼元において応答メッセージ（不備情報付き）を受信し、自動

リトライする場合 

4 D02 D02-1 照会依頼元において応答メッセージの不備を検知し、不備通知メッセ

ージを送信する場合 

5 D02-2 照会依頼先において不備通知メッセージを受信し、手動処理する場合

6 D03 D03-1 照会依頼元において応答メッセージの不備を検知し、受領通知メッセ

ージ（不備情報付き）を送信する場合 

7 D03-2 照会依頼先において受領通知メッセージ（不備情報付き）を受信し、

手動処理する場合 

8 D03-3 照会依頼先において受領通知メッセージ（不備情報付き）を受信し、

自動リトライする場合 

9 D04 

 

D04-1 照会依頼元において、照会依頼メッセージ（不備情報付き）を自団体

の連携インターフェース機能から受信し、手動処理する場合 

10 D05 D05-1 照会依頼先において、応答メッセージ（不備情報付き）を自団体の連

携インターフェース機能から受信し、手動処理する場合 
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●D01-1 照会依頼先において照会依頼メッセージの不備を検知し、応答メッセージ（不備情報付き）を送信

する場合 

 

 

【図 3.6-38 処理フロー(D01-1）】 
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＜処理説明＞ 

① メッセージ受信機能は、連携インターフェース機能より不備な照会依頼メッセージを受信し、不備

を検知する。 

② メッセージ受信機能は、処理状況管理機能を実行し、処理状況の更新を行う。 

③ メッセージ受信機能は、ID 変換機能を実行し、リンクコードから識別番号を取得する。 

④ メッセージ受信機能は、メッセージ一時保管機能を実行し、不備な照会依頼メッセージを対象個人

単位のメッセージに分割して保管する。 

⑤ メッセージ受信機能は、メッセージ作成機能を実行する。 

⑥ メッセージ作成機能は、メッセージ一時保管機能を実行し、不備な照会依頼メッセージを個人単位

または案件単位で取得して、不備情報付きの応答メッセージを作成する。 

⑦ メッセージ作成機能は、メッセージ一時保管機能を実行し、作成した不備情報付きの応答メッセー

ジを、対象個人単位のメッセージに分割して保管する。 

⑧ メッセージ作成機能は、メッセージ送信機能を実行する。 

⑨ メッセージ送信機能は、メッセージ一時保管機能を実行し、メッセージ一時保管情報より送信する

不備情報付きの応答メッセージを取得する。 

⑩ メッセージ送信機能は、連携方式管理機能を実行し、業務／ユースケース応じた連携方式を取得す

る。 

⑪ メッセージ送信機能は、ID 変換機能を実行し、識別番号からリンクコードを取得する。 

⑫ メッセージ送信機能は、連携インターフェース機能に不備情報付きの応答メッセージを送信する。 

⑬ メッセージ送信機能は、処理状況管理機能を実行し、処理状況を更新する。 
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●D01-2 照会依頼元において応答メッセージ（不備情報付き）を受信し、手動処理する場合 

 

 

【図 3.6-39 処理フロー(D01-2）】 
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＜処理説明＞ 

① メッセージ受信機能は、連携インターフェース機能より不備情報付きの応答メッセージを受信する。 

② メッセージ受信機能は、処理状況管理機能を実行し、処理状況の更新を行う。 

③ メッセージ受信機能は、ID 変換機能を実行し、リンクコードから識別番号を取得する。 

④ メッセージ受信機能は、メッセージ一時保管機能を実行し、不備情報付きの応答メッセージを対象

個人単位のメッセージに分割して保管する。 

⑤ メッセージ受信機能は、内部送信機能を実行する。 

⑥ 内部送信機能は、メッセージ一時保管機能を実行し、不備情報付きの応答メッセージを個人単位ま

たは案件単位で取得する。 

⑦ 内部送信機能は、宛先管理機能を実行し、宛先情報を取得する。 

⑧ 内部送信機能は、業務システムに不備情報付きの応答情報を送信する。また、パトライト等に手動

処理依頼の通知を行う。 
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●D01-3 照会依頼元において応答メッセージ（不備情報付き）を受信し、自動リトライする場合 

 

 

【図 3.6-40 処理フロー(D01-3）】 
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＜処理説明＞ 

① メッセージ受信機能は、連携インターフェース機能より不備情報付きの応答メッセージを受信する。 

② メッセージ受信機能は、処理状況管理機能を実行し、処理状況の更新を行う。 

③ メッセージ受信機能は、ID 変換機能を実行し、リンクコードから識別番号を取得する。 

④ メッセージ受信機能は、メッセージ送信機能を実行する。 

⑤ メッセージ送信機能は、メッセージ一時保管機能を実行し、メッセージ一時保管情報より照会依頼

メッセージを取得する。 

⑥ メッセージ送信機能は、ID 変換機能を実行し、識別番号からリンクコードを取得する。 

⑦ メッセージ送信機能は、連携インターフェース機能に照会依頼メッセージを送信する。 

⑧ メッセージ送信機能は、処理状況管理機能を実行し、処理状況を更新する。 
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●D02-1 照会依頼元において応答メッセージの不備を検知し、不備通知メッセージを送信する場合 

 

 

【図 3.6-41 処理フロー(D02-1）】 
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＜処理説明＞ 

① メッセージ受信機能は、連携インターフェース機能より不備な応答メッセージを受信し、不備を検

知する。 

② メッセージ受信機能は、処理状況管理機能を実行し、処理状況の更新を行う。 

③ メッセージ受信機能は、ID 変換機能を実行し、リンクコードから識別番号を取得する。 

④ メッセージ受信機能は、メッセージ一時保管機能を実行し、不備な応答メッセージを対象個人単位

のメッセージに分割して保管する。 

⑤ メッセージ受信機能は、メッセージ作成機能を実行する。 

⑥ メッセージ作成機能は、メッセージ一時保管機能を実行し、不備な応答メッセージを個人単位また

は案件単位で取得して、不備通知メッセージを作成する。 

⑦ メッセージ作成機能は、メッセージ一時保管機能を実行し、作成した不備通知メッセージを、対象

個人単位のメッセージに分割して保管する。 

⑧ メッセージ作成機能は、メッセージ送信機能を実行する。 

⑨ メッセージ送信機能は、メッセージ一時保管機能を実行し、メッセージ一時保管情報より送信する

不備通知メッセージを取得する。 

⑩ メッセージ送信機能は、連携方式管理機能を実行し、業務／ユースケース応じた連携方式を取得す

る。 

⑪ メッセージ送信機能は、ID 変換機能を実行し、識別番号からリンクコードを取得する。 

⑫ メッセージ送信機能は、連携インターフェース機能に不備通知メッセージを送信する。 

⑬ メッセージ送信機能は、処理状況管理機能を実行し、処理状況を更新する。 
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●D02-2 照会依頼先において不備通知メッセージを受信し、手動処理する場合 

 

 

【図 3.6-42 処理フロー(D02-2）】 
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＜処理説明＞ 

① メッセージ受信機能は、連携インターフェース機能より不備通知メッセージを受信する。 

② メッセージ受信機能は、処理状況管理機能を実行し、処理状況の更新を行う。 

③ メッセージ受信機能は、ID 変換機能を実行し、リンクコードから識別番号を取得する。 

④ メッセージ受信機能は、メッセージ一時保管機能を実行し、不備通知メッセージを対象個人単位の

メッセージに分割して保管する。 

⑤ メッセージ受信機能は、内部送信機能を実行する。 

⑥ 内部送信機能は、メッセージ一時保管機能を実行し、不備通知メッセージを個人単位または案件単

位で取得する。 

⑦ 内部送信機能は、宛先管理機能を実行し、宛先情報を取得する。 

⑧ 内部送信機能は、業務システムに不備情報付きの応答情報を送信する。また、パトライト等に手動

処理依頼の通知を行う。 

 

⑨ メッセージ受信機能は、メッセージ作成機能を実行する。 

⑩ メッセージ作成機能は、メッセージ一時保管機能を実行し、不備通知メッセージを個人単位または

案件単位で取得して、受領通知メッセージを作成する。 

⑪ メッセージ作成機能は、メッセージ一時保管機能を実行し、作成した受領通知メッセージを、対象

個人単位のメッセージに分割して保管する。 

⑫ メッセージ作成機能は、メッセージ送信機能を実行する。 

⑬ メッセージ送信機能は、メッセージ一時保管機能を実行し、メッセージ一時保管情報より送信する

受領通知メッセージを取得する。 

⑭ メッセージ送信機能は、ID 変換機能を実行し、識別番号からリンクコードを取得する。 

⑮ メッセージ送信機能は、連携インターフェース機能に応答メッセージを送信する。 

⑯ メッセージ送信機能は、処理状況管理機能を実行し、処理状況を更新する。 
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●D03-1 照会依頼元において応答メッセージの不備を検知し、受領通知メッセージ（不備情報付き）を送信

する場合 

 

 

【図 3.6-43 処理フロー(D03-1）】 
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＜処理説明＞ 

① メッセージ受信機能は、連携インターフェース機能より不備な応答メッセージを受信し、不備を検

知する。 

② メッセージ受信機能は、処理状況管理機能を実行し、処理状況の更新を行う。 

③ メッセージ受信機能は、ID 変換機能を実行し、リンクコードから識別番号を取得する。 

④ メッセージ受信機能は、メッセージ一時保管機能を実行し、不備な応答メッセージを対象個人単位

のメッセージに分割して保管する。 

⑤ メッセージ受信機能は、メッセージ作成機能を実行する。 

⑥ メッセージ作成機能は、メッセージ一時保管機能を実行し、不備な応答メッセージを個人単位また

は案件単位で取得して、不備情報付きの受領通知メッセージを作成する。 

⑦ メッセージ作成機能は、メッセージ一時保管機能を実行し、作成した不備情報付きの受領通知メッ

セージを、対象個人単位のメッセージに分割して保管する。 

⑧ メッセージ作成機能は、メッセージ送信機能を実行する。 

⑨ メッセージ送信機能は、メッセージ一時保管機能を実行し、メッセージ一時保管情報より送信する

不備情報付きの受領通知メッセージを取得する。 

⑩ メッセージ送信機能は、連携方式管理機能を実行し、業務／ユースケース応じた連携方式を取得す

る。 

⑪ メッセージ送信機能は、ID 変換機能を実行し、識別番号からリンクコードを取得する。 

⑫ メッセージ送信機能は、連携インターフェース機能に不備情報付きの受領通知メッセージを送信す

る。 

⑬ メッセージ送信機能は、処理状況管理機能を実行し、処理状況を更新する。 

 

 

  



3 個別機能仕様 
3.6 連携確認機能 
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●D03-2 照会依頼先において受領通知メッセージ（不備情報付き）を受信し、手動処理する場合 

 

 

【図 3.6-44 処理フロー(D03-2）】 

 

  

手動処理を判断

メッセージ受信
機能

処理状況管理
機能

ID変換
機能

処理状況管理
機能

①

④ (3)②
(2)

(4)

③

手動処理を判断

メッセージ
一時保管

機能

メッセージ
一時保管

情報

⑤ (5)

宛先管理
機能

宛先管理
情報

内部送信
機能

⑦
(7)

⑥
(6)

⑧

(8)

受領通知
メッセージ

不備情報

受領通知
メッセージ

不備情報

受領通知
メッセージ

不備情報

処理状況
情報

内部送信
機能

⑦
(7)

⑧

(8)

個
別
連
携
業
務
接
続

（デ
ー
タ
送
受
信
）機
能

(8)

⑧

⑧

(8)

⑧

【凡例】
団体間連携
ユースケース

団体間連携ユース
ケースの処理

機能 詳細機能 システム 外部機関

データストア 情報 処理の流れ データの流れ ログの出力



3 個別機能仕様 
3.6 連携確認機能 

 

175 

＜処理説明＞ 

① メッセージ受信機能は、連携インターフェース機能より不備情報付きの受領通知メッセージを受信

する。 

② メッセージ受信機能は、処理状況管理機能を実行し、処理状況の更新を行う。 

③ メッセージ受信機能は、ID 変換機能を実行し、リンクコードから識別番号を取得する。 

④ メッセージ受信機能は、メッセージ一時保管機能を実行し、不備情報付きの受領通知メッセージを

対象個人単位のメッセージに分割して保管する。 

⑤ メッセージ受信機能は、内部送信機能を実行する。 

⑥ 内部送信機能は、メッセージ一時保管機能を実行し、不備情報付きの応答メッセージを個人単位ま

たは案件単位で取得する。 

⑦ 内部送信機能は、宛先管理機能を実行し、宛先情報を取得する。 

⑧ 内部送信機能は、業務システムに不備情報付きの応答情報を送信する。また、パトライト等に手動

処理依頼の通知を行う。 

 

  



3 個別機能仕様 
3.6 連携確認機能 
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●D03-3 照会依頼先において受領通知メッセージ（不備情報付き）を受信し、自動リトライする場合 

 

 

【図 3.6-45 処理フロー(D03-3）】 
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＜処理説明＞ 

① メッセージ受信機能は、連携インターフェース機能より不備情報付きの受領通知メッセージを受信

する。 

② メッセージ受信機能は、処理状況管理機能を実行し、処理状況の更新を行う。 

③ メッセージ受信機能は、ID 変換機能を実行し、リンクコードから識別番号を取得する。 

④ メッセージ受信機能は、メッセージ送信機能を実行する。 

⑤ メッセージ送信機能は、メッセージ一時保管機能を実行し、メッセージ一時保管情報より応答メッ

セージを取得する。 

⑥ メッセージ送信機能は、ID 変換機能を実行し、識別番号からリンクコードを取得する。 

⑦ メッセージ送信機能は、連携インターフェース機能に応答メッセージを送信する。 

⑧ メッセージ送信機能は、処理状況管理機能を実行し、処理状況を更新する。 
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3.6 連携確認機能 
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●D04-1 照会依頼元において、照会依頼メッセージ（不備情報付き）を自団体の連携インターフェース機能

から受信し、手動処理する場合 

 

 

【図 3.6-46 処理フロー(D04-1）】 

 

 

  

手動処理を判断

メッセージ受信
機能

処理状況管理
機能

ID変換
機能

処理状況管理
機能

①

④ (3)②
(2)

(4)

③

手動処理を判断

メッセージ
一時保管

機能

メッセージ
一時保管

情報

⑤ (5)

宛先管理
機能

宛先管理
情報

内部送信
機能

⑦
(7)

⑥
(6)

⑧

(8)

照会依頼
メッセージ

不備情報

照会依頼
メッセージ

不備情報

照会依頼
メッセージ

不備情報

処理状況
情報

内部送信
機能

⑦
(7)

⑧

(8)

内部送信
機能

⑦
(7)

⑧

(8)

⑧個
別
連
携
業
務
接
続

（
デ
ー
タ
送
受
信
）機
能

(8)

⑧

⑧

(8)

【凡例】
団体間連携
ユースケース

団体間連携ユース
ケースの処理

機能 詳細機能 システム 外部機関

データストア 情報 処理の流れ データの流れ ログの出力



3 個別機能仕様 
3.6 連携確認機能 

 

179 

＜処理説明＞ 

① メッセージ受信機能は、連携インターフェース機能より自団体が検知した不備情報付きの照会依頼

メッセージを受信する。 

② メッセージ受信機能は、処理状況管理機能を実行し、処理状況の更新を行う。 

③ メッセージ受信機能は、ID 変換機能を実行し、リンクコードから識別番号を取得する。 

④ メッセージ受信機能は、メッセージ一時保管機能を実行し、不備情報付きの照会依頼メッセージを

対象個人単位のメッセージに分割して保管する。 

⑤ メッセージ受信機能は、内部送信機能を実行する。 

⑥ 内部送信機能は、メッセージ一時保管機能を実行し、不備情報付きの照会依頼メッセージを個人単

位または案件単位で取得する。 

⑦ 内部送信機能は、宛先管理機能を実行し、宛先情報を取得する。 

⑧ 内部送信機能は、業務システムに不備情報付きの照会依頼メッセージを送信する。また、パトライ

ト等に手動処理依頼の通知を行う。 

 

  



3 個別機能仕様 
3.6 連携確認機能 
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●D05-1 照会依頼先において、応答メッセージ（不備情報付き）を自団体の連携インターフェース機能から

受信し、手動処理する場合 

 

 

【図 3.6-47 処理フロー(D05-1）】 
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＜処理説明＞ 

① メッセージ受信機能は、連携インターフェース機能より自団体が検知した不備情報付きの応答メッ

セージを受信する。 

② メッセージ受信機能は、処理状況管理機能を実行し、処理状況の更新を行う。 

③ メッセージ受信機能は、ID 変換機能を実行し、リンクコードから識別番号を取得する。 

④ メッセージ受信機能は、メッセージ一時保管機能を実行し、不備情報付きの応答メッセージを対象

個人単位のメッセージに分割して保管する。 

⑤ メッセージ受信機能は、内部送信機能を実行する。 

⑥ 内部送信機能は、メッセージ一時保管機能を実行し、不備情報付きの応答メッセージを個人単位ま

たは案件単位で取得する。 

⑦ 内部送信機能は、宛先管理機能を実行し、宛先情報を取得する。 

⑧ 内部送信機能は、業務システムに不備情報付きの応答メッセージを送信する。また、パトライト等

に手動処理依頼の通知を行う。 
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【図 3.6-48 処理フローの記載箇所（連絡・受取時の不備）】 
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【表 3.6-8 処理フローの内訳（連絡・受取時の不備）】 

項番 分類 ID 説明 

1 不備 D06 D06-1 連絡先において連絡メッセージの不備を検知し、受領通知メッセージ

（不備情報付き）を送信する場合 

2 D06-2 連絡元において受領通知メッセージ（不備情報付き）を受信し、手動

処理する場合 

3 D06-3 連絡元において受領通知メッセージ（不備情報付き）を受信し、自動

リトライする場合 

4 D07 

 

D07-1 連絡元において、連絡メッセージ（不備情報付き）を自団体の連携イ

ンターフェース機能から受信し、手動処理する場合 
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●D06-1 連絡先において連絡メッセージの不備を検知し、受領通知メッセージ（不備情報付き）を送信する

場合 

 

 

【図 3.6-49 処理フロー(D06-1）】 
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＜処理説明＞ 

① メッセージ受信機能は、連携インターフェース機能より不備な連絡メッセージを受信し、不備を検

知する。 

② メッセージ受信機能は、処理状況管理機能を実行し、処理状況の更新を行う。 

③ メッセージ受信機能は、ID 変換機能を実行し、リンクコードから識別番号を取得する。 

④ メッセージ受信機能は、メッセージ一時保管機能を実行し、不備な連絡メッセージを対象個人単位

のメッセージに分割して保管する。 

⑤ メッセージ受信機能は、メッセージ作成機能を実行する。 

⑥ メッセージ作成機能は、メッセージ一時保管機能を実行し、不備な連絡メッセージを個人単位また

は案件単位で取得して、不備情報付きの受領通知メッセージを作成する。 

⑦ メッセージ作成機能は、メッセージ一時保管機能を実行し、作成した不備情報付きの受領通知メッ

セージを、対象個人単位のメッセージに分割して保管する。 

⑧ メッセージ作成機能は、メッセージ送信機能を実行する。 

⑨ メッセージ送信機能は、メッセージ一時保管機能を実行し、メッセージ一時保管情報より送信する

不備情報付きの受領通知メッセージを取得する。 

⑩ メッセージ送信機能は、連携方式管理機能を実行し、業務／ユースケース応じた連携方式を取得す

る。 

⑪ メッセージ送信機能は、ID 変換機能を実行し、識別番号からリンクコードを取得する。 

⑫ メッセージ送信機能は、連携インターフェース機能に不備情報付きの受領通知メッセージを送信す

る。 

⑬ メッセージ送信機能は、処理状況管理機能を実行し、処理状況を更新する。 
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●D06-2 連絡元において受領通知メッセージ（不備情報付き）を受信し、手動処理する場合 

 

 

【図 3.6-50 処理フロー(D06-2）】 
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＜処理説明＞ 

① メッセージ受信機能は、連携インターフェース機能より不備情報付きの受領通知メッセージを受信

する。 

② メッセージ受信機能は、処理状況管理機能を実行し、処理状況の更新を行う。 

③ メッセージ受信機能は、ID 変換機能を実行し、リンクコードから識別番号を取得する。 

④ メッセージ受信機能は、メッセージ一時保管機能を実行し、不備情報付きの受領通知メッセージを

対象個人単位のメッセージに分割して保管する。 

⑤ メッセージ受信機能は、内部送信機能を実行する。 

⑥ 内部送信機能は、メッセージ一時保管機能を実行し、不備情報付きの受領通知メッセージを個人単

位または案件単位で取得する。 

⑦ 内部送信機能は、宛先管理機能を実行し、宛先情報を取得する。 

⑧ 内部送信機能は、業務システムに不備情報付きのメッセージを送信する。また、パトライト等に手

動処理依頼の通知を行う。 
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●D06-3 連絡元において受領通知メッセージ（不備情報付き）を受信し、自動リトライする場合 

 

 

【図 3.6-51 処理フロー(D06-3）】 
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＜処理説明＞ 

① メッセージ受信機能は、連携インターフェース機能より不備情報付きの受領通知メッセージを受信

する。 

② メッセージ受信機能は、処理状況管理機能を実行し、処理状況の更新を行う。 

③ メッセージ受信機能は、ID 変換機能を実行し、リンクコードから識別番号を取得する。 

④ メッセージ受信機能は、メッセージ送信機能を実行する。 

⑤ メッセージ送信機能は、メッセージ一時保管機能を実行し、メッセージ一時保管情報より連絡メッ

セージを取得する。 

⑥ メッセージ送信機能は、ID 変換機能を実行し、識別番号からリンクコードを取得する。 

⑦ メッセージ送信機能は、連携インターフェース機能に連絡メッセージを送信する。 

⑧ メッセージ送信機能は、処理状況管理機能を実行し、処理状況を更新する。 
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●D07-1 連絡元において、連絡メッセージ（不備情報付き）を自団体の連携インターフェース機能から受信

し、手動処理する場合 

 

 

【図 3.6-52 処理フロー(D07-1）】 
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＜処理説明＞ 

① メッセージ受信機能は、連携インターフェース機能より自団体が検知した不備情報付きの連絡メッ

セージを受信する。 

② メッセージ受信機能は、処理状況管理機能を実行し、処理状況の更新を行う。 

③ メッセージ受信機能は、ID 変換機能を実行し、リンクコードから識別番号を取得する。 

④ メッセージ受信機能は、メッセージ一時保管機能を実行し、不備情報付きの連絡メッセージを対象

個人単位のメッセージに分割して保管する。 

⑤ メッセージ受信機能は、内部送信機能を実行する。 

⑥ 内部送信機能は、メッセージ一時保管機能を実行し、不備情報付きの連絡メッセージを個人単位ま

たは案件単位で取得する。 

⑦ 内部送信機能は、宛先管理機能を実行し、宛先情報を取得する。 

⑧ 内部送信機能は、業務システムに不備情報付きの連絡メッセージを送信する。また、パトライト等

に手動処理依頼の通知を行う。 
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(5) 維持管理 

 

【表 3.6-9 処理フローの内訳（維持管理）】 

項番 分類 ID 説明 

1 維持管

理 

E01 E01-1 専用端末から処理状況を照会する場合 

2 E01-2 業務端末から処理状況を照会する場合 

3 E02  E02-1 専用端末から職員権限情報を設定する場合 

4 E02-2 専用端末から宛先情報を登録・更新する場合 

5 E02-3 専用端末から連携方式情報を登録・更新する場合 

 

●E01-1 専用端末から処理状況を照会する場合 

●E01-2 業務端末から処理状況を照会する場合 

 

 

【図 3.6-53 処理フロー(E01-1、E01-2）】 
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＜処理説明＞ 

■E01-1 専用端末から処理状況を照会する場合 

 

① 業務システムは、職員認証連携機能を実行し、既存の職員認証システム（独自認証）と連携し権限

情報を引き継ぐ。 

② 職員認証連携機能は、職員権限管理機能を実行し、利用可能な職員権限を保持しているかチェック

する。 

③ 業務システムは、処理状況管理機能を実行し、処理状況を取得する。 

 

■E01-2 業務端末から処理状況を照会する場合 

 

① 職員は専用端末から、職員認証機能を実行し、IC カード情報を入力する。 

職員認証機能は、IC カード情報により専用端末を操作する職員を特定する。 

② 職員認証機能は、職員権限管理機能を実行し、利用可能な職員権限を保持しているかチェックする。 

③ 職員は操作画面から、処理状況管理機能を実行し、処理状況を取得する。 
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●E02-1 専用端末から職員権限情報を登録・更新する場合 

●E02-2 専用端末から宛先情報を登録・更新する場合 

●E02-3 専用端末から連携方式情報を登録・更新する場合 

 

 

【図 3.6-54 処理フロー(E02-1、E02-2、E02-3）】 
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＜処理説明＞ 

■E02-1 専用端末から職員権限情報を登録・更新する場合 

 

① 職員は専用端末から、職員認証機能を実行し、IC カード情報を入力する。 

職員認証機能は、IC カード情報により専用端末を操作する職員を特定する。 

② 職員認証機能は、職員権限管理機能を実行し、利用可能な職員権限を保持しているかチェックする。 

③ 職員は操作画面から、職員権限管理機能を実行し、職員権限を登録・更新する。 

 

■E02-2 専用端末から宛先情報を登録・更新する場合 

 

① 職員は専用端末から、職員認証機能を実行し、IC カード情報を入力する。 

職員認証機能は、IC カード情報により専用端末を操作する職員を特定する。 

② 職員認証機能は、職員権限管理機能を実行し、利用可能な職員権限を保持しているかチェックする。 

③ 職員は操作画面から、宛先管理機能を実行し、宛先情報を登録・更新する。 

 

■E02-3 専用端末から連携方式情報を登録・更新する場合 

 

① 職員は専用端末から、職員認証機能を実行し、IC カード情報を入力する。 

職員認証機能は、IC カード情報により専用端末を操作する職員を特定する。 

② 職員認証機能は、職員権限管理機能を実行し、利用可能な職員権限を保持しているかチェックする。 

③ 職員は操作画面から、連携方式管理機能を実行し、連携方式情報を登録・更新する。 
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3.6.6 外部インタフェース一覧 
連携確認機能の外部インタフェースは以下のようになるものと想定される。 

 

 

【表 3.6-10 入出力情報の内訳】 

項番 詳細機能 入出力情報 説明 

1 メッセージ作成機能／ 

メッセージ送信機能

（業務システム→他団

体） 

入力 

 

照会依頼情報 業務システム／専用端末から受け取る照会依

頼情報 

2 応答情報 参照用ＤＢ未登録時に、専用端末から入力する

応答情報 

3 連絡情報 他団体へ通知する連絡情報 

4 決裁応答 決裁フラグ適合時の決裁応答 

5 出力 照会依頼メッセージ 他団体へ照会依頼するメッセージ 

6 応答メッセージ 他団体からの照会依頼に応答するメッセージ 

7 連絡メッセージ 他団体へ通知する連絡メッセージ 

8 メッセージ受信機能／ 

メッセージ送信機能 

（他団体→他団体） 

入力 照会依頼メッセージ 他団体から受信した照会依頼メッセージ 

9 応答メッセージ 他団体から受信した応答メッセージ 

10 連絡メッセージ 他団体から受信した連絡メッセージ 

11 受領通知メッセージ 他団体から受信した受領メッセージ 

12 不備通知メッセージ 他団体から受信した不備内容の通知メッセー

ジ 

13 出力 照会依頼メッセージ 他団体へ照会依頼するメッセージ（再送の場

合） 

14 応答メッセージ 照会依頼に自動応答するメッセージ 

15 連絡メッセージ 他団体へ応答／連絡するメッセージ（再送場

合） 

16 受領通知メッセージ 照会依頼メッセージ／連絡メッセージのの受

領を通知するメッセージ 

17 不備通知メッセージ 不備内容を通知するメッセージ 

18 受領通知メッセージ 受領を通知するメッセージ 
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項番 詳細機能 入出力情報 説明 

19 メッセージ受信機能／

内部送信機能 

（他団体→業務システ

ム） 

入力 照会依頼メッセージ 他団体から受信した照会依頼を要求するメッ

セージ 

20 応答メッセージ 他団体から受信した照会依頼に応答するメッ

セージ 

21 連絡メッセージ 他団体から受信した連絡を通知するメッセー

ジ 

22 受領通知メッセージ 他団体から受信した受領を通知するメッセー

ジ 

23 不備通知メッセージ 他団体から受信した不備内容を通知するメッ

セージ 

24 出力 決裁依頼 既存業務システムに依頼する決裁依頼 

25 応答情報 既存業務システムに提供する応答情報 

26 応答取得依頼 既存業務システムに提供する応答取得依頼 

27 連絡情報 既存業務システムに提供する連絡情報 

28 受領情報 既存業務システムに提供する受領情報 

29 不備情報 既存業務システムに提供する不備情報 

30 画面機能／ 

処理状況管理機能／ 

宛先管理機能／ 

連携方式管理機能／ 

職員権限管理機能／ 

（業務システム→業務

システム） 

 

 

入力 応答取得依頼 他団体から受領した応答情報の取得依頼 

31 処理状況要求 処理状況を要求する情報 

32 住民情報、決裁フラグ 参照用 DB 更新情報 

33 宛先情報／連携方式登

録情報／職員権限情報

専用端末で登録・更新する各種設定情報 

34 処理状況要求 案件／宛先／業務／個人の処理状況の確認要

求 

35 出力 応答情報 応答取得依頼に対応する応答情報 

36 処理状況情報 案件の処理状況 

37 参照用 DB 登録結果 参照用ＤＢの登録結果 

38 登録結果 専用手端末での登録・更新結果 
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3.6.7 課題 

(1) 保管されたメッセージの保管期間について 

「メッセージ保管機能」で保管されたメッセージの保管期間については、今後検討が必要である。照会

依頼／応答メッセージを公文書として扱うものと社会保障・税に関わる番号制度及び国民 ID 制度などの

制度上にて規定された場合は、文書管理規程に則るものになると想定される。 

 

(2) 連携確認機能から職員への通知について 

連携確認機能が団体間連携において発生したイベントを職員に通知する方法の検討が必要である。 

例えば、以下のケースでは、連携確認機能が職員にイベントを通知する必要があると考えられる。 

【連携確認機能が職員に通知すべきイベント内容】 

・他団体から連絡メッセージを受信したケース。 

・他団体への定期処理での照会依頼／連絡メッセージ送信に失敗した場合。 
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3.7 ＩＤ変換機能 

3.7.1 機能概要 
ID 変換機能は、自治体業務システムで利用している「識別番号 1」と情報提供ネットワークシステムの

データ連携で利用される「リンクコード 2」を相互に変換する機能とする。 

情報提供ネットワークシステムより取得したリンクコードと識別番号の紐付けを行い、団体間連携にお

いて相互に変換を行うものであると想定する。 

自団体から情報送信する際（照会依頼メッセージ送信時／応答メッセージ送信時）には、自団体の識別

番号をリンクコードへ変換することとする。 

他団体から情報を受信した際（照会依頼メッセージ受信時／応答メッセージ受信時）には、リンクコー

ドを自団体の識別番号へ変換することとする。 

 
3.7.2 前提条件 

 リンクコードは情報提供ネットワークシステムにて付番されるものと想定する。 

 住民の識別番号とリンクコードの変換は、双方を紐付けるコード変換テーブルを使用して行うものと

想定する。 

 
3.7.3 処理要件 

(1) 識別番号からリンクコードへの変換について 

自治体内では住民情報が識別番号で一意となるように管理されていることを前提とする。一方、大綱や

中間とりまとめより、情報提供ネットワークシステムを利用した情報連携では、個人を特定するためにリ

ンクコードを利用する運用になるものと想定される。 

そのため、団体間連携においては、リンクコードによって特定個人の情報要求を受け付け、リンクコー

ドを識別番号に変換し、識別番号による住民情報の特定が必要となると考えられる。照会依頼メッセージ

送信時／応答メッセージ送信時は、識別番号をリンクコードに変換し、照会依頼メッセージ受信時／応答

メッセージ受信時はリンクコードを識別番号に変換するなど相互変換する必要があると考えられる。 

 

(2) リンクコードの取得方法とそのタイミングについて 

リンクコードは情報提供ネットワークシステムが自治体に割り当てるものである。リンクコードを情報

提供ネットワークシステムに取得要求する方式については今後詳細に仕様検討されるものと考えられる

が、ここではマイナンバーの提示によって特定個人のリンクコードを取得する仕組みを想定する。 

 

(3) 管理情報について 

(1)で述べたように、リンクコードと識別番号を相互に変換するために、リンクコードと識別番号を紐

付けたコード変換テーブルで管理するものと想定する。 

 

 
1自治体が業務システムで利用している、個人を特定するためのコード

2団体間連携において、自治体で個人を特定するためのコード 
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3.7.4 詳細機能一覧 
ID 変換機能の詳細機能は以下のようになるものと想定される。 

 

【表 3.7-1 ID 変換機能の内訳】 

項番 機能の内訳 説明 

1 ID 変換機能 

（自団体から情報送信

する際） 

自治体業務システムで管理する照会依頼対象者の識別番号を、情報提供ネ

ットワークシステムで利用されるリンクコードへ変換を行う機能とする。

 住民の識別番号を受け取りリンクコードへ変換する。 

 住民のリンクコードを連携確認機能へ返す。 

2 ID 変換機能 

（他団体から情報を受

信した際） 

照会依頼対象者の情報提供ネットワークシステムで利用されるリンクコ

ードを、自治体業務システムで管理する識別番号へ変換を行う機能とす

る。 

 住民のリンクコードを受け取り識別番号へ変換する。 

 住民の識別番号を連携確認機能へ返す。 

3 リンクコード 

取得機能 

情報提供ネットワークシステムからリンクコードを取得する機能とする。

※リンクコード取得の具体的な実現方式については情報提供ネットワー

クシステムの仕様によって決まるものであり、現時点では不明である。 
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3.7.5 処理フロー 
ID 変換機能の処理フローは、以下の流れになるものと想定される。 

ＩＤ変換機能

中間インターフェース機能

ID変換機能
（自団体から情報送

信する際）

①識別番号から
リンクコードへ

ID変換を行う

照会依頼メッセージ送信／
応答メッセージ送信時

識別番号

コード変換テーブル ログ
照会依頼メッセージ受信／

応答メッセージ受信時

②リンクコードから
識別番号へ
ID変換を行う

ID変換機能
（他団体から情報を

受信した際）

連携確認
機能

連携確認
機能

リンクコード

識別番号

リンクコード

 

 

【図 3.7-1 処理フロー】 

 

＜処理説明＞ 

■照会依頼メッセージ送信／応答メッセージ送信時 

① 識別番号からリンクコードへ ID 変換を行う 

・連携確認機能から照会依頼対象者の識別番号を受け取り、照会要求するためのリンクコードへ変換

する 

・対象者のリンクコードを連携確認機能へ返す 

 

■照会依頼メッセージ受信／応答メッセージ受信時 

② リンクコードから識別番号へ ID 変換を行う 

・連携確認機能から照会依頼対象者のリンクコードを受け取り、識別番号へ変換する 

・対象者の識別番号を連携確認機能へ返す 

   

  

【凡例】
団体間連携
ユースケース

団体間連携ユース
ケースの処理

機能 詳細機能 システム 外部機関

データストア 情報 処理の流れ データの流れ ログの出力
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3.7.6 外部インタフェース一覧 
ID 変換機能の外部インタフェースは以下のようになるものと想定される。 

 

【表 3.7-2 入出力情報の内訳】 

項番 詳細機能 入出力情報 説明 

1 ID 変換機能 

（自団体から情

報 送 信 す る

際） 

入力 識別番号 各団体が既存業務システムで利用している、個

人を特定するためのコード 

2 出力 リンクコード 団体間連携において各団体で個人を特定する

ためのコード 

3 ID 変換機能 

（他団体から情

報を受信した

際） 

入力 リンクコード 団体間連携において各団体で個人を特定する

ためのコード 

4 出力 識別番号 各団体が既存業務システムで利用している、個

人を特定するためのコード 

 

 

3.7.7 課題 

(1) リンクコードと識別番号の紐付けについて 

一つのリンクコードに対しては一つの識別番号への変換を想定しているが、一つのリンクコードに対し

て、人物は一人でも、識別番号は複数存在する運用管理も想定される。（例えば、複数の固定資産を保有

する一人に対して、固定資産ごとに識別番号を採番して管理するような、同一人物ではあるが識別番号を

複数とした運用など。） 

また、同一自治体内であっても、業務システムごとに個人を特定する識別番号が異なっている場合も想

定される。 

既存業務システムにおいて、リンクコードから変換される識別番号と各業務データ中の他の識別番号が

同一個人であることを紐付ける仕組みと、そのデータ整備が必要になると考えられる。 

 

(2) 過去情報の管理について 

特別な事情によりマイナンバーが変更となった場合に、制度の規定によってはリンクコードも変更とな

る可能性がある。この場合には、コード変換テーブルにてリンクコードの履歴管理も考慮すべきではない

かと考えられる。 

リンクコードの保管期間については、制度の規定または付番管理する情報提供ネットワークシステムの

仕様に基づくものであり、今後の検討が必要である。 
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3.8 連携情報保管機能 

3.8.1 機能概要 
連携情報保管機能は、自団体の住民情報を参照用 DB に保管する機能とする。また、連携確認機能から

照会依頼のための住民情報取得要求を受け取り、参照用 DB 内の検索・抽出を行って結果を返却する機能

とする。 

参照用 DB の住民情報を最新化するために、既存業務システムから住民情報を取得する機能を実装する

必要があると考えられる。 

また、連携確認機能から起動されることで参照用 DB が保管する情報に対して、個別にメンテナンスを

行えるものを想定する。 

 
3.8.2 前提条件 

 応答メッセージを作成するための応答情報は、参照用 DB を検索することで抽出されるものと想定す

る。参照用 DB には、予め団体間連携に必要なデータが格納されているものと想定する。 

 ‘識別番号 1’と‘リンクコード 2’の紐付け管理は「ID 変換機能」で管理するものとし、参照用 DB

では管理しないものと想定する。このため、参照用 DB の住民情報は、リンクコードではなく識別番

号によって管理されているものと想定する。 

 
3.8.3 処理要件 

(1) 地域情報プラットフォーム標準仕様の活用 

地域情報プラットフォーム標準仕様では、業務ユニット間で必要となるデータを統合的に管理すること

により、自治体内における業務ユニット間のデータ連携を効率的に行う、統合 DB 機能仕様が規定されて

いる。連携情報保管機能で検索対象とする参照用 DB は自治体業務ユニットのデータの複製と考えるため、

原則として地域情報プラットフォーム標準仕様に規定されている統合 DB 機能仕様を適用することを想

定する。 

 
  

1自治体が業務システムで利用している、個人を特定するためのコード

2団体間連携において、自治体で個人を特定するためのコード 
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(2) 参照用 DB の考え方 

全ての照会依頼に対し手動で応答することは困難と思われるため、他団体への応答については自動応答

する必要があると考えられる。自動応答にあたっては、応答のための住民情報を参照用 DB に保持し、参

照用 DB に格納されている住民情報を応答可能とするものと想定する。 

一方、業務、情報内容、対象者の状況等に応じて、職員が判断した上で手動の処理に切り替えることも

必要と考えられる（単件即時決裁）。これらを考慮して、同期処理での連携可否を判断する決裁フラグ等

を参照用 DB に記録することにより応答方法を切り替え可能とするものと想定する。 

参照用 DB に格納する情報は、番号制度等で規定するユースケースごとに必要となる最小限のデータ項

目になるものと想定する。また、参照用 DB は業務システムデータの一部を複製したものであり、いつ時

点のデータで応答情報が作成されたかを照会元に通知する必要があると考えられることから、データの更

新日付情報が記録されるものと想定する。 

なお、参照用 DB へ格納する情報については、確実に安全性を確保し、漏えい等を防がねばならない。

そのためには、参照用 DB のセキュリティ要件について、今後、検討していく必要がある。 

 

(3) 応答情報について 

応答情報のデータ項目は、業務ごとに定義されるものと考えられるが、ユースケースごとに必要な情報

項目は業務の中でも最小限の項目のみ連携されるべきであると考えられる。そのため、応答情報はユース

ケースに応じたマスキングがなされ提供されるものと想定する。 

 

(4) 参照用 DB のメンテナンス 

住民情報は様々な事由によって異動が行われ、情報が更新される。異動のたびに参照用 DB の住民情報

を最新化することは必須であり、かつ職員の作業負荷を考慮すると、バッチ処理等システムによる自動更

新を行えるべきであると考えられる。また、バッチでの自動処理タイミングを待たずに、“決裁フラグ”

の即時更新や“住民情報”の即時更新を行う運用も想定されるため、職員が専用端末を操作して連携確認

機能から参照用 DB の更新が行えるものと想定する。 

 

  



3 個別機能仕様 
3.8 連携情報保管機能 

 

205 

3.8.4 詳細機能一覧 
連携情報保管機能の詳細機能は以下のようになるものと想定される。 

 

【表 3.8-1 連携情報保管機能の内訳】 

項番 機能の内訳 説明 

1 データ抽出機能 参照用 DB に対して、照会対象情報のデータ抽出を行う機能とする。 

 住民の識別番号及び対象情報から、参照用 DB に対して照会対象情報

の検索を行う。検索処理における、抽出項目についてはユースケース

に応じた指定項目となるようにマスキングを行う。 

 検索結果を連携確認機能に返す。 

2 参照用 DB 更新機能 参照用 DB を更新する機能とする。 

職員による手動操作又はシステムによる自動起動により実行される。 

 地域情報 PF 準拠システムに対しては、定期的に実行がスケジュールさ

れたバッチ処理により、住民情報を PULL 型で取得し、情報提供ネッ

トワークシステムを利用して提供可能な情報のみをフィルタリング

し、参照用 DB に対する登録／更新／削除を行う。 

 地域情報 PF 未準拠・対象外システムについては、個別連携業務接続機

能に接続して更新対象データを受け取る PUSH 型とし、フィルタリン

グされた更新対象データを受け取り参照用 DB に登録／更新／削除を

行う。（個別連携業務接続機能に接続することとなるため、SOAP 通

信または FTP によるデータ取得方式で更新対象データを受け取る） 

3 参照用 DB メンテナン

ス機能 

 専用端末を利用して連携確認機能から起動し、参照用 DB に対して登

録／更新／削除を行う。 
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3.8.5 処理フロー  
連携情報保管機能の処理フローは、以下の流れになるものと想定される。 

 

 

 

【図 3.8-1 処理フロー】 

＜処理説明＞ 

■照会依頼メッセージ受信／応答メッセージ送信時 

① 参照用 DB からデータ抽出する。 

・要求条件をもとに参照用 DB 内を検索し、検索結果を取得する 

 

■参照用 DB 更新時 

② 参照用 DB を更新する 

・地域情報プラットフォーム準拠業務システムに対して、データ更新対象取得の要求依頼を行い、更

新対象“住民情報”・“決裁フラグ”を取得する。参照用 DB に登録／更新／削除を行う。 

・地域情報プラットフォーム未準拠／対象外業務システムから、更新対象“住民情報”・“決裁フラグ”

を受信し、参照用 DB に登録／更新／削除を行う。 

・職員が専用端末から更新指示を行って、参照用 DB にデータ更新を行う 
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■参照用 DB メンテナンス時 

③ 参照用 DB をメンテナンスする。 

・職員が専用端末で入力した連携確認機能の住民情報の更新指示を受け取り、参照用 DB へデータの

登録／更新／削除を行う。 

 

3.8.6 外部インタフェース一覧 
連携情報保管機能の外部インタフェースは以下のようになるものと想定される。 

 

【表 3.8-2 入出力情報の内訳】 

項番 詳細機能 入出力情報 説明 

1 データ抽出機能 入力 検索要求 参照用 DB の検索条件を定義した情報。 

2 出力 応答情報 参照用 DB の検索結果。 

照会依頼に対する応答情報の“住民情報”・“決

裁フラグ”・“更新日付”を含む。 

3 参照用 DB 更新

機能 

入力 住民情報 地域情報プラットフォーム準拠業務システム、

地域情報プラットフォーム未準拠／対象外業

務システムから取得した、更新対象情報。“住

民情報”・“決裁フラグ”を含む。 

4 参照用 DB メン

テナンス機能 

入力 画面入力情報 更新対象に対する更新指示の画面入力情報。 

 

3.8.7 課題 

(1) 地域情報プラットフォームの対象業務外ユニットのデータ管理について 

参照用 DB の管理対象データは、番号制度で利用するすべての業務データが対象となり、地域情報プラ

ットフォームで未定義の業務ユニットの業務データも管理対象となるため、地域情報プラットフォーム準

拠の業務ユニット拡大が必要になると考えられる。 
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3.9 ログ管理機能（中間インターフェース） 

3.9.1 機能概要 
ログ管理機能（中間インターフェース）は、ID 変換機能、連携確認機能、連携情報保管機能に関する

ログ（以下、中間 IF ログ）を出力・管理する機能とする。 

ログ管理機能（中間インターフェース）は、中間 IF ログから監査ログ／業務ログとして必要な情報を

抽出、提供することを想定する。 

 

3.9.2 前提条件 
 ID 変換機能、連携確認機能、連携情報保管機能が出力するログは、制度上の規定に従い適切に出力・

運用されるものと想定する。 

 

3.9.3 処理要件 

(1) 地域情報プラットフォーム標準仕様の活用 

監査ログの運用は制度上の規定に従い運用されるものと想定されるが、地域情報プラットフォーム標準

仕様では、PF 監査証跡仕様として、ログ管理機能（中間インターフェース）に相当する仕様が規定され

ており、地域情報プラットフォーム標準仕様における当該仕様を参考とすることが有効と考えられる。 

 

① PF 監査証跡仕様 

地域情報プラットフォーム標準仕様では、PF 監査証跡仕様について、「PF 監査証跡仕様は、個々に

点在するセキュリティの監査証跡情報や複数サイト間に跨るセキュリティ監査証跡情報を統一的に管理

し、監査する際の基本的な仕様（考え方）について規定したものである。」としており、以下のアプリケ

ーションの考え方が示されている。 

 

 業務ユニット：監査対象の監査ログを生成するアプリケーション。 

 監査証跡提供サービス：監査証跡取得機能を実現するサービス。サイト間で公開する公開用監査情報

を自治体内のログから取得蓄積管理し、PF 通信機能での取得依頼に基づき、情報を提供するサービス。 

 監査情報活用アプリケーション：監査ログの収集サービスにより収集された監査ログを、監査を目的

に閲覧や分析するためのアプリケーション。 

 

（プラットフォーム通信標準仕様 V2.2 5.3.7. PF 監査証跡仕様を引用） 
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(2) 監査ログ／業務ログの考え方 

中間とりまとめでは、アクセス記録の種類として、個人がマイ・ポータル等を通じて事後的に閲覧する

アクセス記録と、第三者機関が不正アクセス・情報漏洩等を検知するために閲覧・分析を行うアクセス記

録があるものとされている。ここでは便宜上、後者を監査ログと呼称するものとする。 

また、対象者氏名（連携対象となる住民の氏名）、送信元職員の氏名および所属などは、職員が業務遂

行上、事後的に確認する必要がある内容であると考えられる。ここでは、これらの内容を含むログを業務

ログと定義する。 

ID 変換機能、連携確認機能、連携情報保管機能は、監査ログと業務ログを纏めて一つの中間 IF ログと

して出力するものと想定する。ログ管理機能（中間インターフェース）は各機能より出力された中間 IF

ログから、用途に応じて監査ログ、業務ログを抽出、提供、管理する必要があると考えられる。 

 

【表 3.9-1 監査ログ／業務ログの考え方】 

分類 考え方 

監査ログ  第三者機関が不正アクセス・情報漏洩等を検知するために閲覧・分析を行うログ 

 監査の際には監査対象となるログを検索し、媒体等へ出力し第三者機関に提供する。

業務ログ  職員が業務遂行上、事後的に確認する必要があるログ。 

 照会依頼、応答等の送受信に伴い、以下の項目を取得する。 

【送信時】 

①管理番号、②送信日（日時）、③送信担当者氏名（※）、④送信担当者所属（※）、

⑤送信先団体、⑥対象者氏名、⑦情報内容（情報名、年度など） 

※自動処理の場合は③④不要。 

【受信時】 

①管理番号、②受信日（日時）、③送信元団体、④送信担当者氏名（※）、⑤送信

担当者所属（※）、⑥対象者氏名、⑦情報内容（情報名、年度など） 

※連携先での送信が自動処理の場合は④⑤不要。 

 

(3) 中間 IF ログの検索・参照 

自治体で保管される膨大な中間 IF ログの中から、監査に必要十分な監査ログ／業務ログを特定するた

め、ログ管理機能（中間インターフェース）では中間 IF ログの検索・参照が可能なものと想定する。 

 

(4) 中間 IF ログの媒体出力 

中間 IF ログの保管期間は社会保障・税に関わる番号制度等にて規定されるものと考えられるが、保管

期間が数年に及ぶことも想定される。長期の保管が必要な場合、費用面等で過度な負担が生じることを防

ぐため、一定期間が過ぎたものは媒体等にて保管することも必要となると考えられる。 

そのため、ログ管理機能（中間インターフェース）は中間 IF ログを媒体等に出力する必要があると考

えられる。 
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3.9.4 詳細機能一覧 
ログ管理機能（中間インターフェース）の詳細機能は以下のようになるものと想定される。 

 

【表 3.9-2 ログ管理機能（自団体）の内訳】 

項番 機能の内訳 説明 

1 

 

ログ検索機能 

 

専用端末から、中間インターフェース機能上の中間 IF ログを検索し、

参照する機能とする。 

 検索条件に基づき、中間 IF ログを検索する。 

 検索結果の中間 IF ログを表示する。 

2 ログ出力機能  中間 IF ログを媒体等に出力する機能とする。取得した中間 IF ロ

グを媒体に出力する。 

 

  



3 個別機能仕様 
3.9 ログ管理機能（中間インターフェース） 

 

211 

3.9.5 処理フロー 
ログ管理機能（中間インターフェース）の処理フローは、以下の流れになるものと想定される。 

中間インタフェース機能

ログ管理機能（中間インターフェース）

ログ検索
機能

ログ出力
機能

媒体出力時

媒体出力する

中間IFログ

①

②

⑤

ID変換機能
連携確認機能
連携情報保管機能

ログ出力時

ログを検索する

検索条件

③検索結果

検索結果
（媒体）

④
媒体出力

命令

 

 

【図 3.9-1 処理フロー】 

 

＜処理説明＞ 

■ログ検索時 

① 検索条件を入力する。 

・職員が専用端末から中間 IF ログの検索条件を入力する。 

 

② ログを検索する。 

・ログ管理機能（中間インターフェース）は、検索条件を元に中間 IF ログを検索する。 

・検索条件に合致するログがない場合はエラーを返す。 

 

③ 検索結果を表示する。 

・ログ管理機能（中間インターフェース）は、検索結果を表示する。 

 

 

【凡例】
団体間連携
ユースケース

団体間連携ユース
ケースの処理

機能 詳細機能 システム 外部機関

データストア 情報 処理の流れ データの流れ ログの出力
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■媒体出力時 

④ 検索結果の媒体出力操作をする。 

・職員が専用端末から検索結果の媒体出力操作をする。 

 

⑤ ログを媒体出力する。 

・ログ管理機能（中間インターフェース）は、検索結果を媒体出力する。 

 

 

3.9.6 外部インタフェース一覧 
ログ管理機能（中間インターフェース）の外部インタフェースは以下のようになるものと想定される。 

 

【表 3.9-3 入出力項目の内訳】 

項番 詳細機能 入出力情報 説明 

1 ログ検索機能 入力 検索条件 中間 IF ログの検索条件 

2 出力 検索結果 検索結果 

3 ログ出力機能 入力 媒体出力命令 媒体出力命令 

4 出力 検索結果（媒体出力） 検索結果（媒体出力） 
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3.9.7 課題 

(1) 監査ログの取得項目について 

中間とりまとめではアクセス記録について、「情報連携に係る処理に関するログには、①管理用のシリ

アル番号、②情報連携に係るアクセスを行った日時、③情報連携の根拠（法令等で予め定められた情報連

携のパターン）、④情報連携元の情報保有機関の名称、⑤情報連携先の情報保有機関の名称、⑥情報連携

対象個人情報の種類、⑦情報連携元の情報保有機関の担当部署、⑧情報連携先の情報保有機関の担当部署、

⑨情報連携元の情報保有機関において使用された端末、⑩情報連携先の情報保有機関において使用された

端末、⑪提供された情報連携対象個人情報の内容、⑫情報連携対象個人情報の用途などが考えられる。」

とされており、このうち各自治体で取得すべきとされている⑦～⑫の項目が、監査ログとして取得すべき

項目となると考えられる。 

具体的に監査ログとしてどのような項目を保持すべきかについては、社会保障・税に関わる番号制度及

び国民 ID 制度などの制度上の規定に従うことが必要となると考えられる。 

 

(2) ログの信頼性の確保について 

中間 IF ログは不正アクセス・情報漏洩の監査等の目的にも用いられることが想定され、信頼性を確保

することが求められると思われる。中間 IF ログを保管するサーバでは RAID 等の技術によりハードウェ

ア面での信頼性を確保することも必要と考えられる。 

 

(3) 不正利用の自動検知の必要性 

自治体は、番号制度導入に伴い他団体と様々な住民情報を連携することとなるため、悪意ある職員によ

りシステムが不正利用された場合には、住民情報の漏えい等が発生する恐れがある。そのため、各自治体

には、職員による不正利用を監視するための運用が必要であると想定される。しかし、職員がそれらの不

正をログから判断する運用は、自治体への負担が大きく、また、不正を検知するまでのタイムラグが発生

するため、システムが不正を自動検知し、アラートを上げるような仕組みを検討する必要がある。 
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3.10 個別連携業務接続（データ送受信）機能 

3.10.1 機能概要 
個別連携業務接続（データ送受信）機能は、地域情報 PF 未準拠／対象外システムの仕様と地域情報プ

ラットフォーム標準仕様の差異を吸収し、地域情報 PF 未準拠／対象外システムと連携確認機能および連

携情報保管機能間でメッセージの送受信を行う過渡的な機能であると考えられる。 

個別連携業務接続（データ送受信）機能が、コード値変換、フォーマット変換、文字コード変換を相互

に行うことにより、地域情報 PF 未準拠／対象外システムは、連携確認機能または連携情報保管機能とメ

ッセージの送受信を行うことが可能となるものと想定される。 

メッセージの送信時は、地域情報 PF 未準拠／対象外システムからメッセージを受信し、必要に応じて

各種変換をおこなった後、連携確認機能にメッセージを送信することとする。 

メッセージの受信時は、連携確認機能から応答メッセージを受信し、必要に応じて各種変換をおこなっ

た後、個別連携を介して地域情報 PF 未準拠／対象外システムにメッセージを送信することとする。 

参照用 DB の更新時は、地域情報 PF 未準拠／対象外システムから参照用 DB の更新情報を受信し、必

要に応じて各種変換をおこなった後、連携情報保管機能に送信することとする。 

 

3.10.2 前提条件 
 地域情報 PF 未準拠／対象外システムには、外部と連携を行うためのインタフェースを備えているこ

ととする。外部と連携を行うためのインタフェースを備えていない場合、団体間連携にあたって新た

に実装するものと想定する。 

 

3.10.3 処理要件 

(1) 地域情報 PF 未準拠／対象外システムとの通信方式 

個別連携業務接続（データ送受信）機能は、地域情報 PF 未準拠／対象外システムの個別仕様に従って、

地域情報 PF 未準拠／対象外システムとデータの送受信を行うことを想定する。一方で、個別連携業務接

続（データ送受信）機能は、地域情報プラットフォーム標準仕様で定められている SOAP を用いた随時

処理、又は FTP を用いた一括処理のいずれか、又はその両方に対応するものと考える。 

 

(2) 各種変換 

① フォーマット変換 

連携確認機能および連携情報保管機能では、地域情報プラットフォーム標準仕様に策定されたフォー

マット（XML 形式）のメッセージが流通することを想定する。一方で、地域情報 PF 未準拠／対象外シ

ステムでは、各自治体の仕様に従ったフォーマットのメッセージが流通することを想定する。個別連携

業務接続（データ送受信）機能では、地域情報 PF 未準拠／対象外システムで用いられるフォーマット

として XML 形式、可変長ファイル形式、固定長ファイル形式を想定し、地域情報プラットフォーム標

準仕様に策定されたフォーマットとの相互変換をするものと考える。 
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② 文字コード 

連携確認機能および連携情報保管機能では、地域情報プラットフォーム標準仕様に従った文字コード

（UCS（UTF-8 または UTF-16））が使用されることを想定する。一方で、地域情報 PF 未準拠／対象

外システムでは各自治体で独自の仕様に従った文字コードが使用されることを想定する。個別連携業務

接続（データ送受信）機能では、連携確認機能および連携情報保管機能と地域情報 PF 未準拠／対象外

システム間で連携するために、文字コードを相互に変換することを想定する。また、地域情報 PF 未準

拠／対象外システムにおける個別外字は、個別連携業務接続（データ送受信）機能が、連携インターフ

ェース機能⇔中間インターフェース機能形式メッセージ仕様に合わせて変換を行うものと考える。 

 

③ コード値変換 

連携確認機能および連携情報保管機能では、地域情報プラットフォーム標準仕様に策定されたデータ

項目（コード辞書等）が使用されることを想定する。一方で、地域情報 PF 未準拠／対象外システムで

は各自治体で固有に規定されたデータ項目（コード辞書等）が使用されることを想定する。個別連携業

務接続（データ送受信）機能では、連携確認機能および連携情報保管機能と地域情報 PF 未準拠／対象

外システム間で連携するために、コード値を相互に変換するものと考える。 
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3.10.4 詳細機能一覧 
個別連携業務接続機能の詳細機能は以下のようになるものと想定される。 

 

【表 3.10-1 個別連携業務接続（データ送受信）機能の内訳】 

項番 機能の内訳 説明 

1 個別連携接続機能 地域情報 PF 未準拠／対象外システムとの通信制御を行う機能とす

る。 

 地域情報 PF 未準拠／対象外システムとメッセージの送受信を行

う。 

 変換機能と、メッセージの授受を行う。 

2 変換機能 地域情報 PF 未準拠／対象外システムが連携確認機能および連携情

報保管機能と連携するために、各種変換を行う機能とする。 

 地域情報 PF 未準拠／対象外システムで用いられる文字コード

と、地域情報プラットフォーム標準仕様で規定された文字コード

（UCS（UTF-8 または UTF-16））を相互に変換する。 

 地域情報 PF 未準拠／対象外システムにおける個別外字は、個別

連携業務接続（データ送受信）機能が、連携インターフェース機

能⇔中間インターフェース機能形式メッセージ仕様に合わせて

変換を行うこととする。 

 地域情報 PF 未準拠／対象外システムで用いられているフォーマ

ット形式と、地域情報プラットフォーム標準仕様で規定されたフ

ォーマット形式（XML 形式）を相互に変換する。 

 地域情報 PF 未準拠／対象外システムで用いられるコード値と、

地域情報プラットフォーム標準仕様で規定されたコード値を相

互に変換する。 

3 通信機能 連携確認機能および連携情報保管機能との通信を行う機能とする。 

 連携確認機能と、メッセージの送受信を行う。 

 連携情報保管機能と、メッセージの送受信を行う。 

 変換機能とメッセージの授受を行う。 

4 ログ管理機能 

（オプション） 

個別連携業務接続（データ送受信）機能のログを管理する機能とす

る。 

 個別連携接続機能、変換機能、通信機能の処理に係るログを記録

し、保持する。 
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3.10.5 処理フロー  
個別連携業務接続機能の処理フローは、以下の流れになるものと想定される。 

 

●連携データ送受信時 

個別連携業務接続（データ送受信）機能 地域情報PF未準拠
／対象外システム

連携確認機能

変換機能

個別連携
接続機能

①

フォーマット
変換

文字コード
変換

コード値
変換

メッセー
ジ

通信
機能

②②

⑤ ⑤

メッセー
ジ
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【図 3.10-1 処理フロー】 

 

＜処理説明＞ 

■連携データ送信時 

① 地域情報 PF 未準拠／対象外システムからメッセージを受信する。 

・個別連携接続機能は、地域情報 PF 未準拠／対象外システムからメッセージを受信する。 

・個別連携接続機能は、変換機能にメッセージを受け渡す。 

 

② 各種変換を行う。 

・変換機能は、個別連携接続機能からメッセージを受領する。 

・変換機能は、受領したメッセージについて、必要に応じてコード値変換、フォーマット変換、文字

コード変換の各種変換を行う。 

・変換機能は、各種変換処理済みのメッセージを通信機能に受け渡す。 

 

③ 連携確認機能にメッセージを送信する。 

・通信機能は、変換機能から各種変換処理済みのメッセージを受領する。 

・通信機能は、連携確認機能にメッセージを送信する。 

【凡例】
団体間連携
ユースケース

団体間連携ユース
ケースの処理

機能 詳細機能 システム 外部機関

データストア 情報 処理の流れ データの流れ ログの出力
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■連携データ受信時 

④ 連携確認機能からメッセージを受信する。 

・通信機能は、連携確認機能からメッセージを受信する。 

・通信機能は、変換機能にメッセージを受け渡す。 

 

⑤ 各種変換を行う。 

・変換機能は、通信機能からメッセージを受領する。 

・変換機能は、受領したメッセージについて、必要に応じて文字コード変換、フォーマット変換、コ

ード値変換の各種変換を行う。 

・変換機能は、各種変換処理済みのメッセージを個別連携接続機能に受け渡す。 

 

⑥ 地域情報 PF 未準拠／対象外システムにメッセージを送信する。 

・個別連携接続機能は、変換機能から各種変換処理済みのメッセージを受領する。 

・個別連携接続機能は、地域情報 PF 未準拠／対象外システムにメッセージを送信する。 
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●参照用 DB 更新時 

個別連携業務接続（データ送受信）機能
地域情報PF

未準拠／対象
外システム

個
別
連
携

連携情報
保管機能

変換機能

個別連携
接続機能 ①

フォーマット
変換

文字コード
変換

コード値
変換

メッセー
ジ通信

機能 ②②③

メッセー
ジ

参照用
DB

参照用DB更新要求送信

メッセージを
送信する

参照用DB更新要求受信

メッセージを
受信する

ログ
(オプション）

中間インターフェース機能

個人情報関連機能

 

 

【図 3.10-2 処理フロー】 

＜処理説明＞ 

① 地域情報 PF 未準拠／対象外システムから参照用 DB 更新情報のメッセージを受信する。 

・個別連携接続機能は、地域情報 PF 未準拠／対象外システムから参照用 DB 更新情報のメッセージを受

信する。 

・個別連携接続機能は、変換機能にメッセージを受け渡す。 

 

② 各種変換を行う。 

・変換機能は、個別連携接続機能からメッセージを受領する。 

・変換機能は、受領したメッセージについて、必要に応じてコード値変換、フォーマット変換、文字コー

ド変換を行う。 

・変換機能は、各種変換処理済みのメッセージを通信機能に受け渡す。 

 

③ 連携情報保管機能にメッセージを送信する。 

・通信機能は、変換機能から各種変換処理済みのメッセージを受領する。 

・通信機能は、連携情報保管機能にメッセージを送信する。 

  

【凡例】
団体間連携
ユースケース

団体間連携ユース
ケースの処理

機能 詳細機能 システム 外部機関

データストア 情報 処理の流れ データの流れ ログの出力
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3.10.6 外部インタフェース一覧 
個別連携業務接続機能の外部インタフェースは以下のようになるものと想定される。 

 

【表 3.10-2 入出力項目の内訳】 

 

3.10.7 課題 

(1) 汎用コンピュータとの接続 

地域情報 PF 未準拠／対象外システムには汎用コンピュータが含まれるものと考えられる。汎用コンピ

ュータが独自のネットワーク規格を採用している場合、個別連携業務接続（データ送受信）機能との接続

方法は個別に対応する必要があると想定される。 

 

 

 

 

 

 

項番 詳細機能 入出力情報 説明 

1 個別連携接続機

能 ／ 通 信 機 能

（メッセージ送

信 時 ／ 参 照 要

DB 更新時） 

入力 メッセージ 個別連携業務接続形式メッセージ 

2 出力 メッセージ 地域情報 PF 形式メッセージ 

3 通信機能／個別

連 携 接 続 機 能

（メッセージ受

信時） 

入力 メッセージ 地域情報 PF 形式メッセージ 

4 出力 メッセージ 個別連携業務接続形式メッセージ 
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